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概 要

1.「 企 業 のIT活 用 に関 す る 実態 調 査 」 につ いて

(1)経 緯

本調査は、わが国の企業活動 にお けるコンピュータ、ネ ッ トワー ク利用の黎明期 よ り、その

利用実態を明 らかにする調査 として長年 にわた り実施されてきたものである。

昭和44年 、わが国の情報 システムユーザ企業(以 下ユーザ企業)を 対象 としたアンケー ト調査

として 「コンピュータ利用状況調査」 がスター トし、平成13年 度以降は、承認統計である経済

産業省 「情報処理実態調査」 との補完性の明確化を図 り、調査項 目および対象を見直す ととも

に 「情報 システム ・ネ ッ トワーク化調査」 と改題、さらに今年度調査では 「企業のIT活 用に関

する実態調査」として企業におけるIT活 用 の観点か ら調査内容の再検討を行 い、常 に時代背景

を意識 した見直 しを行いなが ら今 日に至る。

本調査の実施により収集 したデータは、当協会が発行する 「情報化 白書」の基礎資料 とす る

ほか、'ユーザ企業の情報化を推進するための参考資料として提供を行ってきた。

(2)目 的

今年度調査では、ユーザ企業 のIT化 の関心が、ネットワーク ・機器 ・ツール等の導入状況や

環境か ら、それ らの現業 における活用のあ り方および有効性 に推移 しているとの認識か ら、ユ

ーザ企業におけるビジネスへのIT活 用および経営的観点か らのIT化 への取 り組みの現状 を把

握す るという調査 目的のもとに調査項 目を見直 し、 「企業 におけるIT活 用 に関する実態調査」

と題 してアンケー ト調査 を実施 した。主な調査項 目を以下にあげる。

・回答企業 プロフィール ・

・ITの 導入 ・活用場面(重 点/IT導 入効果)

・ITに よる情報共有 ・活用(実 施状況/背 景 ・目的/IT導 入効果/課 題)

・業務プロセス改革 とIT活 用(実 施状況/背 景 ・目的/IT導 入効果/課 題)

・ITに よる顧客対応力の強化(実 施状況/背 景 ・目的/IT導 入効果/課 題)

・電子商取 引(実 施状況/導 入 目的/IT導 入効果/実 施形態/課 題)

・ITガ バナンス(CIOの 設置状況 ・設置形態 ・機能/CIOを 置かない理 由/IT投 資評価)

・情報セキ ュリティ(重 点/制 度 ・サー ビスの認知度・利用 ・導入状況/課 題)

・IT活 用における課題

なお、今年度調査において も、調査実施の企画段階か ら経済産業省 「情報処理実態調査」 と

の連携 を図っている。



(3)実 施 方法

全国 のコ ンピ ュー タユ ーザ企 業 ・組織 に対 し、郵 送方 式 によ るア ンケー ト調 査 を実施 した。

(4)調 査時期

調査票に特記のある項 目を除き平成15年9月30日 を調査時点とし、平成15年12月1日 か ら19

日まで を調査期間 とした。

(5)調 査対象

全国のコンピュータユーザ企業 ・組織9;500社 を対象 とした。'

、、先述の通 り、本調査は平成13年 度 より経済産業省 「情報処理実態調査」 と補完関係 にあ り、

今年度の調査対象については 「平成14年 度情報処理実態調査」 の調査対象を引き継いだ。

(6)平 成15年 度発送回収状況

発送数 回収数 回収率

9,500社 1,893社 19.9%

2.回 答 企 業 の プ ロフ ィール

(1)回 答企業の産業構成比 .

口製造業計 圏非製造業計

全 体(N=1893)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%
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(2)回 答企業の資本金規模

口1億 円未満91～5億 円未満 図5～10億 円未満 □10～100億 円 未満 図100億 円 以上 口 不明

全 体(Nニ1893)

0% 20% 40% 60% 80% 100%



(3)回 答企業の年間事業収入規模

ロ1億 円 未 満 圏1～10億 円 未 満 ロ10～100億 円 未 満 ロ100～1 ,000億 円 未 満M1,000億 円 以 上 ロ 不 明

全 体(N=1893)0

0% 10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

(4)回 答企業の従業員規模

ロIOO人 未 満 目100～300人 未 満 口300～1 ,000人 未 満 ロ1,000～5,000人 未 満 国5ρ00人 以 上 ロ 不 明

全 体(N=1893)
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3.報 告書の利用等 について

本調査結果のデータおよび報告書 の引用等に関するお問い合わせ

財団法人 日本情報処理開発協会 総務部企画室

TelO3-3432-9372

本報告書の内容、 ご購入に関するお問い合わせ

同 調査部

本調査結果を、経年変化を検 討する目的で使用する場合、平成13年 度 に調査内容、調査対象の見

直 しを行っていることに留意 されたい。

…川



4.掲 載 グ ラ フー 覧

ペ ー ジ

1グ ラフ1 Q1企 業が重視するIT導入 ・活用場面 重視度1位[1つ 選択](産 業別)

1 グラフ2Q1企 業が重視するIT導 入 ・活用場面 重視度1位 ～3位 計(産 業別)

2グ ラフ3Q1企 業が重視するIT導 入 ・活用場面 重視度1位[1つ 選択](従 業員規模)

2グ ラフ4Q1企 業が重視す るIT導入 ・活用場面 重視度1位 ～3位 計(従 業員規模別)

3グ ラ フ5QISQIIT導 入 の効果[複 数 回答](産 業 別)

4グ ラフ6QISQIIT導 入の効果[複 数回答](従 業員規模別)

5グ ラフ7Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況(産 業別)

6グ ラフ8Q2|Tに よる情報共有 ・活用の実施状況(従 業員規模別) 1

7グ ラフ9Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況(従 業員規模別) 2

8グ ラフ10Q31Tに よる情報 共 有 ・活用の背 景 ・目的[3項 選 択](産 業別)L

8グ ラフ11Q3SQI情 報共有 ・活用に関するIT導入の効果[複 数回答](産 業別)

9グ ラフ12Q5業 務プロセス改革の実施状況(産 業別)

10グ ラフ13Q5業 務プロセス改革の実施状況(従 業員規模別)

11 グラフ14Q6業 務プロセス改革の背景 ・目的[3項 選択](産 業別)

11 グラフ15Q6SQ1業 務プロセス改革に関するIT導 入の効果[複 数回答](産 業別)

12グ ラフ16Q81Tに よる顧客対応の実施状況(産 業別)

13グ ラフ17Q81Tに よる顧客対応の実施状況(従 業員規模別)-1

14グ ラフ18Q81Tに よる顧客対応の実施状況(従 業員規模別) 2

15グ ラフ19Q91Tに よる顧客対応についての現在の課題[3項 選択](産 業別)

16グ ラ フ20QIOITに よる顧 客対 応の 背景 ・目的(産 業 別)

16グ ラ フ21Q10SQ1顧 客対応 へ のIT導 入の効 果[複 数 回答](産 業 別)

17グ ラ フ22QllECの 実施 状況(産 業別)

18グ ラ フ23QIlECの 実施状況(従 業 員規模別)

19グ ラフ24Q12ECの 導入 目的(産 業別)

19グ ラフ25Q12SQIECに 関す るIT導 入 の効果[複 数 回答](産 業 別)

20グ ラフ26Q13ECの 実施形 態(産 業 別)

21 グ ラフ27Q15ClOの 有無

21 グ ラ フ28Q15SQICIOの 形 態[設 置 企業]

22グ ラ フ29Q15SQ2ClOを 置 か な い理 由[非 設置 企業]

22グ ラ フ30Q16CIOに 期待 され る機 能(産 業別)

22グ ラ フ31Q16SQICIOの 実 際の機能(産 業別)

23グ ラ フ32Q171T投 資評価 の 実施状 況

23グ ラフ33Q17SQIIT投 資評 価 を行わ な い理 由=非 評 価 企業

24グ ラフ34Q19セ キ ュ リテ ィ対策 への取 組み状 況

24グ ラフ35Q20情 報 セ キ ュ リテ ィ に関する制 度 ・サ ー ビスの 認知 状況

25グ ラフ36Q221T活 用 上の課 題(産 業別)

V



グ ラ フ1Ql企 業 が 重 視 す るIT導 入 ・活 用 場 面

重 視 度1位 臼 っ 選 択](産 業 別)

(%)0102030405060

事務処理の省力化・迅速化

生産の効率化

部門内・企業内での情報伝達

業務プロセスの改革

経営資源の有効活用

迅速な経営層の意思決定の支援

新規ビジネス立上げの支援

顧客サービス向上・対応力の強化

企業間の決済や受発注の効率化

他社とのコラボレーション

その他

無回答
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グラフ2Q1企 業が重視するIT導入 ・活用場面

重視度1位 ～3位 計(産 業別)
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グラフ3 Q'1企 業 が重視 す るIT導 入 ・活 用場 面

重視 度1位[1つ 選 択](従 業 員規模)
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事務処理の省力化・迅速化

生産の効率化

部門内・企業内での情報伝達

業務プロセスの改革

経営資源の有効活用

迅速な経営層の意思決定の支援

新規ビジネス立上げの支援

顧客サービス向上・対応力の強化

企業間の決済や受発注の効率化

他社とのコラボレーション

その他

無回答
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ロ 従 業 員 規 模100人 未 満(N=459)

ロ100人 以 上 ～300人 未 満(N=654)

口300人 以 上 ～1000人 未 満(N=455)

ロ1000人 以上 ～5000人 未 満(N=226)

囲5000人 以 上(N=43)

グラフ4Q1企 業が重視するIT導入 ・活用場面

重視度1位 ～3位 計(従 業員規模別)
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ロ300人 以 上 ～1000人 未 満(N=455)

口1000人 以 上 ～5000人 未 満(N=226)

日5000人 以 上(N=43)
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グラフ5QlSQIIT導 入 の効果[複 数 回 答](産 業別)

(%)020

事務処理の省力化・迅速化

生産の効率化

部門内・企業内での情報伝達

業務プロセスの改革

経営資源の有効活用

迅速な経営層の意思決定の支援

新規ビジネス立上げの支援

顧客サービス向上・対応力の強化

企業間の決済や受発注の効率化

他社とのコラボレーション

その他

無回答
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■ 全 体(N=1893)

口 製 造 業計(N=639)

ロ 非 製 造 業 計(N=1254)
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グラフ6QISQIIT導 入の効果[複 数回答](従 業員規模別)

(%)0

事務処理の省 力化 ・迅速 化

生産の効率化

部 門内・企 業内での情報伝達

業務プロセスの改革

経営資源の有効活用

迅速な経営層の意思決定の支援

新規 ビジネス立上 げの支援

顧 客サー ビス向上 ・対応力の強化

企業間の決済や受発注の効率化

他社 とのコラボレーション

その他

無回答
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ロ 従 業 員規 模100人 未 満(N=459)

日100人 以上 ～300人 未 満(N=654)

口300人 以上 ～1000人 未 満(N=455)

囚1000人 以 上 ～5000人 未 満(N=226)

国5000人 以 上(N=43)
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グラフ7 Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況(産 業別)

ロ実 施済み 口導入検討 中 口 予定なし ロ無回答

1)社 内の情報利用環境

整備[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

2)業 務情報を部門内

で共有・活用[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

3)情 報の一部を関係部門間

で共有[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

4)必 要な情報は全社的に

共有・活用[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

5)取 引先の間で情報を

共有・活用[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

6)現 場から経営層に迅速に

情報伝達[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

7)経 営層から現場に迅速に

情報伝達[全体]

〔製造業計]

〔非製造業計]
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グラフ8Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況(従 業員規模別) 1

ロ 実施済み ロ導 入検討中 口 予定なし 口無 回答

1)社 内の 情 報 利 用 環 境 の

整 備[100人 未 満]

[100人 以上 ～300人 未 満]

[300人 以上 ～1000人 未 満]

[1000人 以上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

2)業 務 情 報 を部 門 間 で

共 有 ・活 用[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

3)情 報 の 一部 を関 係 部 門

間で 共 有 ・活 用[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 一一1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

4)必 要 な情 報 は全 社 的 に

共 有 ・活 用[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以上 ～1000人 未 満]

[1000人 以上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

0% 20% 40% 60% 80% 100%

)lIl

0.9

0.8

;

9

9

1.4

0.4

0.9

2.6

24

1.3

2.3

i

1.3

0.9

∴ジ66⑨1194い2.9
－lll

ミ☆ ・9.8「 ・.・1・"
－lll

、、擁 麟 ㍊:1891、,1
一111r

灘 灘 鎌 繊 言'籔芸::96.5.㌧ ▲.7

_1

1

1

1
一

－ll

灘P、 騨 』 又「・
》 ゴ'こ ÷

・。犠 、灘 難5額 『123.1い7:2・ ・

一,lll

べ ご 「694120.8「8.4'.1

一;lll

一1774116 .715.5

一1111

83.61『1241.11

－llll

100
A、 ヒ

一

一

膿 藤
一

鰍 魂8■ ∴ 、 　、118.3レ 〃 ξ薄.

ll 'i　 　 　

ξ「「

-1

一

灘 　 　

一

,一 ∵.・ .、-〆tiラ ・4↓ 羨刻

・駆・ が:二 三〆/・ 、^∵ぼ:㌻11.～

1〔
、↓1・

万 ∴　62∵ 』∵=',∵ 「1■.て ㌣ が

ll[
"

、…,:「 ■」953.一 ー!∴:4.↓

べ ×織 購 べ ぷrl3・.3・:L二 ㌶葱 戴 弦 独.・"

}1 」-
』　肖

一
.「1・332 ㌢:碗矧

1
㌻.ll

㌃ ぼ 燕 〃、,52・1.「,・・!r、135.2'隠 場

－il「1
シ

∴1ぷ
_欝 ∴'・福 二 　・ ・ レ29.2レ 亘翻

－llll
× ㊧=慌 〆"

AびOP'∵m

了 × 肖

・6息8　 　 127 .9彩

Ill

一6一



グラフ9Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況(従 業員規模別) 2

自実施済み ロ 導入検 討中 口予定なし ロ無回答

5)取 引 先 の 間 で情 報 を

共 有 ・活 用[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

6)現 場 か ら経 営 層 に迅 速

に情 報 伝 達[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

7)経 営 層 か ら現 場 に迅 速

に情 報 伝 達[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]
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グ ラ フ10Q31Tに よる情 報共 有 ・

[3項 選択]

(%)0

ペーパー レスによるコスト削減

業務 プロセス時間の短縮 ・迅速化

部 門内業務の円滑化

部 門間業務の 円滑化

企業間業務の 円滑化

マネジメントの生産性 向上

新製 品・新サービスの開拓

企業理 念・経 営理念 や課題の周知徹底

社外コラボレーションの実現

現 場情報 の経営 層への迅 速な伝達

その他

無回答

(産業別)

2040

活用の背景 ・目的
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E1非 製 造 業 計(N=1254)

グラフ11Q3SQ1情 報共有 ・活用に関する

1T導入の効果[複 数回答](産 業別)

020406080100
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グラフ12Q5業 務プロセス改革の実施状況(産 業別)

口実施済み 口検討中 口予定なし 口無回答

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

1)特 定 部 門 のBPRの

実 施[全 体]

[製造 業 計]

[非製造業計]

2)複 数 部 門 ・業 務 に

またが るBPR[全 体]

[製 造 業 計]

[非製造業計]

3)全 社 的なBPR

の 実 施[全 体]

[製 造 業 計]

[非製造業計]

4)取 引先との関係で

プロセス標準化[全体]

[製造業計]

[非製造業計]
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グラフ13Q5業 務 プロセス改革の実施状況(従 業員規模別)

ロ実施済み ロ検討中 口予定なし ロ無回答

1)特 定 部 門 のBPRの 実 施

[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

2)複 数部 門 ・業 務 にま たが るBPR

[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

3)全 社 的なBPRの 実 施

[100人 未 満]

[・100人以 上 ～300人 未 満]

[300人 以上 ～tOOO人 未 満]

[1000人 以上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

'0%

4)取 引先 との 関係 で

プ ロセス標 準 化[100人 未 満]

[100人 以上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]
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グラフ14Q6業 務 プ ロセ ス改 革の背 景 ・目的 グラフ15

[3項 選択](産 業別)

(%)020406080

システム 導入効果の 向上

各業務システムの統合 ・シー ムレス化

全社的な情報 共有の実現

競争 力強化のための企 業体質の改善

情 報伝達 の的確かつ迅速化

関連 企業や取引先との連 携の強化

グローバル ・国際化 への対応

企 業統 合など経営環境の変化への 対応

業績 等の経 営情報の透 明化

コアコンビタンスの明確 化

その他

無回答

1000

Q6SQI・ 業務 プロセス改革 に関する

IT導入の効果[複 数回答](産 業別)

102030405060708090100

一11一



グラフ16Q81Tに よる顧客対応の実施状況(産 業別)

ロ実施 済み ロ検討 中 口 予定なし 口 無回答

1)営 業等の 対面 業務

へのITの 導 入[全 体]

[製造業計]

[非製造業計]

2)顧 客 からの相 談 ・

苦情窓 口業 務[全 体]

[製造業計]

[非製造業計ユ

3)Webで の商 品情報 の

提供 等[全 体]

[製造業計]

[非製造業計]

4)セ グメンテー ション分析

[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

5)ワ ンツー ワンマーケット

[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

0%

6)顧 客へ のオンデ マンド

対応[全 体]

[製造業計]

[非製造業計]

7)顧 客 への安 全 ・安 心

の提 供[全 体]

[製造 業計]

[非製造業計]

20% 40% 60% 80% 100%
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グラフ17Q81Tに よる顧客対応の実施状況(従 業員規模別) 1

園実施済み 口検討中 口予定なし ロ無回答

1)営 業等 の 対 面 業 務 への

ITの 導 入[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以上 ～1000人 未 満]

[1000人 以上 ～5000人 未 満]

[5000人 以上]

2)顧 客 か らの 相 談 ・苦情

窓 口 業 務[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

3)Webで の 商 品情 報

の 提 供 等[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以上 ～1000人 未 満]

[1000人 以上 ～5000人 未満]

[5000人 以上]

4)セ グメンテー ション分 析

[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]
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翻1g膨 灘 議 婁灘 離 傷影麟餐霧 窺 酬9B
一1「1r一

246陵 繋 鑓 議 多線 鞭鋳 灘曝 露183
－ll

129 .5修 羅 灘 露 髄 扉鱗 《繊 多14.8

33.2乙 魏 綴 変5;蟻 瑳 多多53

27.9影 絵 鰐 彩
ll

一13一



グラフ18Q81Tに よる顧客対応の実施状況(従 業員規模別) 2

囚実施済み ロ検討中 口予定なし ロ無回答

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

5)ワ ンツー ワンマー ケット

[100人 未 満]

[100人 以上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

6)顧 客 へ のオ ンデ マンド

対応[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上 ～5000人 未 満]

[5000人 以上]

7)顧 客 へ の 安 全 ・安心

の 提 供[100人 未 満]

[100人 以 上 ～300人 未 満]

[300人 以 上 ～tOOO人 未 満]

[1000人 以上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

一14一



グラフ19QgITに よる顧客対応 につ いての現在の課題[3項 選択](産 業別)

(%)0

顧客対応にITの利活用が少ない

導入したが十分な機能がない

導入したが費用対効果が良くない

顧客対応部門と他部門との連携が不十分

顧客対応部門と経営戦略が整合とれない

企業の外部とのIT連携が十分でない

市場の変化に柔軟に対応できない

その他

無回答

102030405060708090100

一15一



グ ラ フ20QIOITに よる顧 客対 応の 背景 ・目的

(%)0

コスト削減

フロントサービスのリー ドタイム削減

新 規顧 客/新 規市 場の獲得

優良顧客の 囲い込み

顧客との信頼関係の 強化

販売機会損失 の防止

マーケティング部 門と製造とのコラボ

競 合企業からの差別化

その他

無回答

(産業別)

102030405060708090

グラフ21

1000

Q10SQ1顧 客対 応 へのIT導 入の 効果

[複数回答](産 業別)

102030405060708090100

,|ll

34.3

へ/ .3』B

1335

'

－ll

23!,一

231、

123191
`

11-ll

1
132■ ■

・ン 、18.gl 1
115.3

一1

一 叩 ・8
〃 疹15

1

1i
1

|19
.2

28.5

29.6

279

一[

嚇 「
1`

i、14
ご111,∈

」「
11.4-`

こ10

一1

11.7

翻12も
l

I11.2

1
112.

■ 全体(Nニ1893)

日 製 造 業 計(N=639)

ロ 非 製 造 業 計(N=1254)

'

0.8

0.6

0.9

一

1

39.5

修 脇 ㌘ ㌘ ・139

11

398

一16一



グ ラフ22QIlECの 実施 状況(産 業別)

ロ実施済み 口検討中 ロ予定なし ロ無回答

1)系 列 ・グ ル ープ 企 業

との 取 引[全 体]

[製造業計]

[非製造業計]

2)特 定の取引先との

取引[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

3)不 特定多数の取引

先との取引[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

4)特 定の顧客との

取引[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

5)不 特定多数の顧客

との取引[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

0% 20% 40% 60% 80% 100%

i`11

19.7 13 55.5 11.8

－llll
◇

29」 13.8 46 11.1

－llll

で4.9 12.7 60.3 12」

34.8 14.6 42.8` 7.7

－llll

48.8 13.8 3t8 5.6

一}lll

27.7 15戊

レ

,48.5
、 ㌔

8.8

⑲s

T・↓
10

_//,/,::乞:・3,ill∵ ・ ∴'・/・/
14.2

一1

。!lxlI

撃11・1
;㌘ンジ ジ㌧:1;づ頑 ㌘:シ</7㌻,〃z三ご 14.7

－ll

9.4 ll三多シ㌘維㌶i診〃戸彩i診麹》躍シニ該磁 14

㍗ ☆'

顧
ノ1　

1t2 "《ぐ ヌ:zlzl∴毎彩/ぞづジ㌘1{:琢〃 13.2

一1

。1:凡
>MU

5.2 9.9
二//

./ジ//1"1膓2り ∵∴∵㌶ 三㌶:z/ 12.8

－lll

7　 119㌻/"6・.・: 、;○ ㌢ . 13.4

8」 9.4 ,:70.2 12.4

-llll

7B 8.5 72
ケ

11.7

－llll

8.2 9.9 69.2 12.7

llll
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グラフ23QIlECの 実施状況(従 業員規模別)

ロ実施済み 口 検討中 口 予定なし ロ無回答

1)系 列 ・グルー プ企 業

との 取引[100人 未 満]

[100人 以上 ～300人 未 満]

[300人 以上 ～1000人 未 満]

[1000人 以上 ～5000人 未 満]

[5000人 以上ユ

2)特 定 の取引先 との

取 引[100人 未 満]

[100人 以上～300人 未 満]

[300人 以上～1000人 未満]

[1000人 以上～5000人 未満]

[5000人 以上]

oo/,

1

3)不 特定 多数の取 引

先 との取 引[100人 未満]

[100人 以上 ～300人 未満]

[300人 以上 ～1000人 未満]

[1000人 以上 ～5000人 未満]

[5000人 以上]

4)特 定の顧 客との

取引[100人 未 満]

[100人 以上 ～300人 未 満]

[300人 以上 ～1000人 未 満]

[1000人 以 上～5000人 未 満]

[5000人 以上]

5)不 特定 多数の 顧客

との取 引[100人 未満]

[『100人以上 ～300人 未満]

[300人 以上 ～1000人 未満]

[1000人 以上 ～5000人 未満]

[5000人 以上]

20% 40% 60% 80% 100%

1`Il

769.4 69」113.9

・lll!

1312.7 62.5- 11.8

一1}ll

2η 17.6 45.39.5

－llll

39.4 14.2 35.4 11」

－llll

81.4 74.77
一

192112 59.98.9

一1111

29.7 15 47.18.3

－ll 1

42.4 17.4 34.3『/「59

－lll」

58 168 26.4':,/4.9
－llll47

86 4.74.7

一

5

ト4/。..・ 、-80、 ∵/ジ/,・Z/二7:/ン ン
14.2

弓1lll
』

8.1 ＼㌃1・1:ウ1ソソ6亥 ン〃彩 ㌘ 彩多 多彩 139

一!!ll

・513・4 , :∵∴:・㍉0ざ くぐ彩 彩 彩 多彩Z 13

－llll

4i6.8- /ンシノ//,〃 ジ〃づ鈎.多zン多プ〃/シ多彩彩彩 15

一 ・
、L「111

。.2頭 27.9 ・Z多イ〃・膨 ※盤i 18.6

4,47.2 ジ 『 、/∵ ジづ泡1〔41〃㌘イイノ〃〃・ζ孝多zζ 乏〃 13.1

一1'111

4.711,2』 //// ,/ン.,,"∴6頭 く/二二z〃 乙《〆〃診プ・ 14.2

一11!

'1

6,212.1 1<二.:㌧///ン ン./・::69.7ンン:/二二〃プジ苓二〃多ジ愛 12.1

・llll

il、1

,ラ

17.7◇:∴66.2二 ・○:1〆 汐 護:: 11.1

'llll

㌦ 、,シ

3497 ㌧ … 二・46.6.."〃 ・/、/、、
11.6

5.45.4

'z ,免 〆
74.7'ξ"㌧:ノ:// 14.4

－llll

4.48.7 73.2' 13.6

－llll

7.9い1.2 71,41g.5
－llll

16.4 15.5 588㌔9.3

一1111

395 11.6 39519.3
,1``
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グラ フ24Q12ECの 導入 目的(産 業 別)

(%)0

受発注 業務 の効率化

受注から納品までの リー ドタイムの短縮

在庫 の適正化

取引に関連す る社 内部門の連携

既存顧客 ・取引先の維持 ・関係強 化

新規顧客 ・取引先の 開拓

顧客情報の収集 ・顧客ニーズの把握 等

アフターサー ビスの効率 化
,

他社との協業化

その他

無回答

10203040506070

グラフ25Q12SQIECに 関するIT導 入の効果

[複数回答](産 業別)

80901000102030405060708090100

1`11`1``

83 7
'
.6彩z修〃玩W修 影一8

182,
－ll

5.7-

Z㌘ 修 修 乏耀 〃632
50.1

49.9

.1

一

吉 野
120β

J
I

7.2

‥

塑 憶l
l154

醐田部■囲囲_」 五7・1
撒 一

一

－ll

15.8

蘇
1206

20

5

齋鮮
一

4.

1.7

5

一

甥11

9

12,

記

・

,

㎝

訟

一

一

99

1
図ECの 実 施企業計(N=828)

田製 造業計(N=353)

口非 製造業計(N=475)

一19一
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グ ラフ26 Q13ECの 実 施 形 態(産 業 別)

(%)010

EDI

eマ ー ケットプ レイス

デ ー タウエア ハ ウス

CRM

SCM

トレー サ ビリティ・OCM

ネットバ ンキ ング/ト レー ディング

BtoBそ の 他

会 員制 ネットサ ー ビス

ネットショッピング

ダ ウンロー ドサ ー ビス

ネットオー クシ ョン

BtoCそ の他

無 回答

20 30405060708090100

llllIlI

〃ン㌘/〃z〃/・/、z〃 偽 ㌘ンz轍 〃

`

89.5

'

172.2
一

.4

矧.1

　

1.6

.9

17.2

12.5
h1.8

2

8.4

6.7

19.6

日

6.6

〃/〃1t3

　

12.1一 翻協
一

瓢1㍊
18.8

　

10.3

韓1108
9.9

}

璽 璽覇
繊1

1・7
0.3

11・1

=田 圃田9.3

9

h1.8
-

_-15

　 『一 …11

　
3.8

固ECの 実 施 企 業 計(N=828)

口 製 造 業 計(N=353)

ロ 非 製 造 業 計(Nニ475)
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グ ラ フ27Q15CIOの 有 無

図置いている ロ置いていない ロ無回答

全 体(N=1893)

製 造 業 計(N=639)

非製 造 業計(N=1254)

従 業 員 規模100人 未 満(N=459)

100人 以 上 ～300人 未 満(N=654)

300人 以 上 ～
.1000人 未 満(NE4S5)

1000人 以 上 ～5000人 未 満(N;226)

5000人 以 上(Nニ43)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

－ll

`lI

1

幽

①

…75
.31.8

73.6 .仲
－llll

76.2‡,

,

藩儒 糊 吉85.6一 セ.ε

ll-11
79.7 .12

ll
・70

.811

1

111

58

llll

32.6

グ ラ フ28Q15SQICIOの 形態[設 置企 業]

図情報システム部門の長がCIOを 兼任

臼他の業務担当役員がCIOを 兼任

圃その他

設 置 企 業 計(N=433)

製 造 業 計(Nニ160)

非 製 造 業 計(N=273)

従 業 員100人 未 満(Nニ53)

100人 以 上 ～300人 未 満(N=120)

300人 以 上 ～1000人 未 満(N=128)

1000人 以 上 ～5000人 未 満(N=94)

5000人 以 上(N=29)

0% 20% 40%

口情報戦略専任の形で役員から選任

国CEOがCIOを 兼任

ロ無回答

60% 80%

9

1」1'

㌃

欝
7.7

llll

吟

3.8

一

一

ー

一

　　

轡.灘 駕滋縦9麟1多 繋 駕'
一

ー

ー

一1

ll-11・,

1!2
1r

1「 一 「-94

燃 粥搬・17 .2

1!II

100%

0.2

0.6

0.8
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グ ラフ29Q15SQ2CIOを 置 かな い理 由[非 設置 企業]

國必要 はない ロ 必要性を感 じているが対応できない 口 無回答

グラ フ30

非設置企業:t(N=i4～s)

、製造業・†・・⑭

非製造業計(N=95『)

従 業 員100人 未 満(N=393)

.100人 以 上 ～300人 未 満(N=521)

300人 以上 ～1000人 未 満(N=322)

1。。。人 以上 一,。。。人未 満(、.,,,5

5000人 以 上(N=14)

Q16

(%)010203040

案立築構の略戦πたし合適と略戦営経

分配算予と価評の果効対用費の資投π

理智源資的人の門
、
部ムテス

.

シ報情

施実と策対の一シリポイテリユ

.

キセ

立確のヤチクテキーア

、

の等ムテスシ

立確のルールの時グンシ一巳ウア

立確のルール発開の牝肝ザーユ内社

他のぞ

答目無

0% 10%20%30%40% 50%60%70%80%90%100%

ClOに 期待され る機能(産 業別)グ ラフ31Ql6SQI

5060708090100(%)

経営戦略と適合したrr戦 略の構築立案

IT投 資の費用対効果の評価と予算配分'

情報システム部門の人的資源管理

。キ.リ 舗,シ ー の対策ξ実施

人

システム等のrrア ーキテクチャの確立

。ウ、。一。。グ時あルールの確立

社内ユーザ部門との開発ルールの確立

その他

無回答

一22－

CIOの 実 際 の 機 能(産 業 別)

り02030415060708090100



グラフ32Ql71T投 資評価の実施状況

ロIT投資の評価は行っていない

ロ社内の統一した評価基準で全社的に実施

口無回答

口部門や業務に応じた基準で個別に評価

日その他

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

全 体(N=1893)

製 造 業 計(N=639)

非 製 造 業 計(N=1254)

従 業 員 規 模100人 未 満(N=459)

100人 以 上 ～300人 未 満(N=654)

300人 以 上 ～1000人 未 満(N=455)

1000人 以 上 ～5000人 未 満(N=226)

5000人 以 上(Nニ43)

グラフ33Q17SQIIT投 資評価を行わな い理由=非 評価企業

圃評価の必要はない ロ評価の必要を感じているが対応できない ロ無回答

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

評 価な し計(N=1266)

製 造業 計(N=407)

非製 造業 計(N=859)

従 業 員 規 模100人 未 満(N=343)

100人 以 上 ～300人 未 満(N=463)

300人 以 上 ～1000人 未 満(N=303)

1000人 以 上 ～5000人 未 満(N=113)

5000人 以 上(N=9)

一23一



グ ラ フ34Q19セ キ ュ リテ ィ対 策への 取組 み状 況(全 体N・1893)'

囲実施済み ロ検討中 国予定なし 口無回答

0%20%'
..40%

1外 部からの不正アクセス

2コ ンビ■一タウイルス対策

・なりずまゆ 止相手先認証糠

一
4-情報経路の安全対策

5決 済等の安全対策

6個 人情報Q安 全対策

7情 報システム全体の安全管理

8コ ンテンツの不正使用対策

9顧 客 ・消費者への企業信用対策

10内部要員の不正操作等人的対策

11システム障害対策

12その他

グラ フ35Q20情 報セ キ ュ リテ ィに関す る制 度 ・サ ー ビスの認知状 況

60% 80% 100%

54
」

`一一 」

7L

36

29

87

801

18

57

19

201

38

37

(

V

.

n

V.

↓一

一

一

煕

一

一

.
.

.

1

3

.

一

・

W

1
一

1

1

61

7

一

1

1

一

一
.

.

.}

噛

一

"

　

〉

V

`

1

`

-

⑯
-

`

ー

ー

1

ー

1

1ー

1

1

1

1

　

93

4

`

ー

572

834

　

09

3

　.ー,

1

ー
　サ

「

1
04

1

ー

1
2

4.

「

ー

ー

一

一

743

「

'

363

,
7

1

63

.

"

蘂竪S懲

・

1

1

1

i

1

i

1

`

2

」

　　

1

民習灘

6
一
67

一

』

,

ー

一

「

一

一

一

一

一

一

.

"§

s

一

⌒

一

-

㎝

(全体N=1893)

1.4

図 知 っている ロ知らない ロ無回答

1コ ンピュー タウイル スの 届 出

2不 正 アクセス被 害 に関す る届 出

3コンピュータセキュリティインシデント報 告

4電 子 署 名 法 に基 づく電 子 署 名

5プ ライバ シー マー ク制 度

61SMS適 合 性 評価 制 度

7オ ンラインマー ク制度

8シ ステム 監 査 制 度

9情 報 セキ ュリティ監 査 制 度

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

[

L

}　

「 一
瓢

L

－

ぱ ば々

一

ー
一

1

叉w弓㊧暫

態態 鯵

「
〔

白

鷹i

i

1

懇議=

|

1

1
.

i
議惣、醜蚕

操一 旗ぷ

1

ll

ll藩

1-・1i

36.1 2.9
螢

A

42.6 3.2

73.2『 4.2

[
織 濁

浪投文 丁・
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グ ラ フ36Q221T活 用 上の課 題(産 業 別)

(o/o力

明確な経営戦略の策定

情報化戦略立案

情報化計画

個別情報 システムの構築

リスク分析 ・情報セキュリティ対策実施

A経 営戦略 に沿った情報システムその他

開発業務部 門体制 やプロセスの改善

システム開発の生産性指数等の 整備

レガシーシステム の活用 ・継承

費用対効果評価基準等の整備

B情 報化投 資の効 率化 ・最適化その他

ソフトウェアプロセス改善

専門技術者の確保/育 成

アウトソーシングの活用 ・評価 ・管理

グループウエアの活用やEAI等 の導入

新システム導入 時等のユ ーザ作業の軽減

OS・ パッケー ジ等のインフラの決定

ユー ザの育成

C開 発/運 用の効率化その他

データやコードの標準化 および互 換性

社内の既存システムとの互換性確 保

関連会社システム等との相互運用性確 保

政 府や公共システムとの相互接続性

D相 互運 用性の確保その他

電子商取 引における法解釈の整備

消費者保護 のための制度等の整備

電子 データ利用局面の整備 ・拡充

コンピュータ犯罪等の罰則の強化

r

産業基盤となるインフラの整備

著作権 の扱い

E制 度 ・サー ビスの整備その他

無回答

102030405060708090100
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は じ め に

(財)日本情報処理 開発 協会では、昭和44年 以来毎年 「コンピュータ利用状 況調査 」を実

施 し、わが国 のコンピュータユーザーにおける情報 システムの構築 ・運用の実態 と動向を調

査 してきた。平成13年 度 以降は、経 済産業省 で実施 している「情報処理実態調査」(承認統

計)との有機的な連携を図ってきたが、さらに、今年度調査では、企 業 におけるIT活用 の現状

を明らかにする観 点から調査 内容 の検討を行 い、調査の名 称 を「企 業におけるIT活用 の実

態調査 」と改 めて実施した。

本調査 の実施 に当たっては、「企 業情報化 調査研 究委員 会(委 員長 高原 康彦 千葉工

業大学教授)」を設 置し、調査内容 の検討をはじめ、調査結果の分析や報告書の作成 を行 っ

た。

本報告書 は、27業種 、9,500社 の企 業を対象 に実施したアンケート調査の結 果をもとに、

企業 におけるビジネスへのIT利 活用および経営的観 点からのIT化 への取り組みの現状につ

いて集計 ・分析を行い、とりまとめたものである。

わが国企業の情報化の現状 を把握 し、将来 の動 向を見据 え、望 ましいITの 活用を推進 し

て行くために本報告書が関係 方面に広く活用され、些かなりともお役 に立てば幸いである。

最後 に、本調査実施 に当たって、アンケートにご回答いただいた事業体 、ならび にご協 力

を賜った関係各位 に心より感謝する次第である。

平成16年3月

財団法人 日本情報処理開発協会
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1.調 査 の概 要

1.1 企業における情報化動向に関する調査研究について

本調査 は、わが国の企業活動 におけるコンピュー タ、ネ ッ トワーク利用の黎明期よ り、

その利用実態を明 らか にす る調査 として長年にわた り実施されてきたものである。

昭和44年 、わが国の情報 システムユーザ企業(以下ユーザ企業)を対象とした アンケー ト

調査 として 「コンピュータ利用状況調査」がスター トし、昭和46年 の通信回線開放を機 に

翌47年 に 「オンライ ン需要調査」が加わった。平成13年 度以降は、承認統計である経済

産業省 「情報処理実態調査」 との補完性の明確化 を図 り、調査項 目および対 象を見直す と

ともに 「情報 システム ・ネッ トワーク化調査」 と改題 し、さ らに今年度調査 では企業 にお

けるIT活 用の観点か ら調査 内容の再検討を行 い、常に時代背景を意識 した見直 しを行 いな

が ら今 日に至る。

本調査 の実施 によ り収集 したデータは、当協会が発行す る 「情報化 白書」の基礎資料 と

するほか、ユーザ企業の情報化 を推進するための参考資料 として提供を行 ってきた。

1.2今 年度調査 の概 要

12.1今 年度調査の特徴

今年度調査では、ユーザ企業のIT化 の関心が、ネッ トワーク ・機器 ・ツール等の導入状

況や環境か ら、それ らの現業 にお ける活用 のあ り方 および有効性に推移 しているとの認識

か ら、ユーザ企業 における ビジネスへのIT活 用および経営的観点からのIT化 への取 り組

みの現状を把握す るという調査 目的のもとに大幅な見直 しを行 った。その結果、ユーザ企

業 における主なIT活 用場面 として以下の7つ を想定 し、それぞれの場面についてIT活 用

状況を把握 し、かつユーザ企業のIT活 用 における全般的な課題を把握す るためのア ンケー

ト設問を検討 し、「企業のIT活 用に関する実態調査」と題 してアンケー ト調査 を実施 した。

アンケー ト調査の実施につ いては次項で述べる。 .・

①ITに よる情報共有 ・活用

② 業務 プロセスの改革 とIT活 用

③ 業務プロセス改革 とIT活 用

④ITに よる顧客対応力の強化

⑤ 電子商取引

⑥ITガ バナンス

⑦ 情報セキュリティ

なお、今年度調査において も、調査実施の企画段階か ら経済産業省 「情報処理実態調査」

との連携 を図っている。
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1.2.2実 施概 要

(1)実 施 方法

全 国の コ ン ピュー タユー ザ企 業 ・組 織 に対 し、郵 送方式 によ るア ンケー ト調 査 を実施

した。

(2)調 査 時期'、

調 査票 に特記 の ある項 目を除 き、平 成15年9月30日 を調 査時 点 と し、平成15年12

月1日 か ら19日 まで を調 査期 間 と した。

(3)調 査対 象

全 国 のコ ンピュー タユ ーザ企 業 ・組 織9,500社 を対象 と した。

先述 の通 り、本調 査 は平成13年 度 よ り経 済産 業省 「情報 処理 実態 調査 」 と補完 関係

に あ り、今 年度 の調査 対象 につ いて は 「平 成14年 度 情報処 理 実態調 査 」 の調 査対 象 を

引 き継 いだ。

(4)発 送 回収状 況

下記 の図 表 の とお り。なお 、 回答企 業 の詳 細 につい ては 、 「1.2.3回 答 企業 の プ ロフィ

ール 」参 照 の こと。

図表1-2-1平 成15年 度 調 査票 発送 ・回収 状況

発送数 回収数 回収率

9,500社 1,893社 19,996

図表1-2-2平 成15年 度 調査票発送 ・回収状況(地 域別)

計

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

北

海
道

東
北

一関

首東
都
圏
除

∫

首
都
圏

甲
信

越
北
陸

中
部

近
畿

中

国

四

国

九
州

沖
縄

発送数 9501 345 559 360 4015 673 1089 1341 393 191 497 38

回収数 1893 86 132 55 658 163 256 283 96 48 108 7

回収率(%) 19.9 24.9 23.6 15.3 16.4 24.2 23.5 21」 24.4 25.1 2t7 18.4
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平成15年 度 調査票発送 ・回収状況(都 道府県別)図 表1-2-3

計
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発送数 29 68 64 30 200 38 39 72 64 27 57 38 一

回収数 5 16 19 8 46 11 8 16 11 4 12 7 1

回収率(%) 17.2 23.5 29.7 26.7 23.0 28.9 20.5 22.2 17.2 14.8 21.1 18.4 一

平成15年 度 調査票発送 ・回収状況(27業 種別)図 表1-2-4

、.
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回収率(%) f9.93 22.52 26.5 15 22.8 13.48 29.7 26.25 23.79 13.7 26.9 19.7 17.4 23.5 37.3 2t1 29.9 27.9

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 1 2
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鋤き酩 92 112 685 320 1551 1251 692 148 477 648 発越 2876 6624

回収数 16 22 152 64 259 198 122 15 96 138 回収数 639 1254

回収率(%) 17.39 19.64 22.2 20 16.7 15.83 17.6 10.14 20.13 21.3 回収率(%) 22.2 18.9
'

/
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(5)調 査 項 目

・ 回答企 業プロフィール

・ITの 導 入 ・活用場 面(重 点/IT導 入効 果)

・ITに よる情報 共有 ・活 用(実 施状 況/背 景 ・目的/IT導 入 効 果/課 題)

・ 業務プ ロセス改革 とIT活 用(実 施 状 況/背 景 ・目的/IT導 入 効果/課 題)

・ITに よる顧客 対応 力の強 化(実 施 状況/背 景 ・目的/IT導 入 効果/課 題)

・ 電子 商取 引(実 施 状況/導 入 目的/IT導 入 効果/実 施 形態/課 題)

・ITガ バナ ンス(CIOの 設 置状 況 ・設置 形態 ・機 能/CIOを 置か ない理 由/IT投 資評

価)

・ 情報セキュリティ(重点/制 度 ・サ ービスの認 知度 ・利 用 ・導入 状況/課 題)

・IT活 用 における課 題

なお、調査票は4.参 考資料編に掲載 した。
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回答企業のプ ロフィール1.2.3

産業 ・業種(1)

'

、回答企業の産業構成比図 表1-2-5

圏非製造業計ロ製造業計

 

'

'

1[1

33.8 笏 鑑 笏
lll

全 体(Nニ1893)

90% 100%80%70%50% 60%30% 40%20%0% 10%

回答企業の27業 種構成比図 表1-2-6
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(2)資 本 金

図表1-2-7回 答企業の資本金規模

ロ1億 円未満 目1～5億 円未満 自5～10億 円未 満ez10～IOO億 円未 満 囲100億 円以 上 ロ 不 明

全 体(N=1893)

0%

(3)年 間事業収入

20%40%60%80%

図表1-2-8回 答企業の年間事業収入規模'

100%

囲1億 円未 満 目1～10億 円未 満 囲10～100億 円未満aIOO～1,000億 円未 満 田1,000億 円以上 ロ 不 明

0旬8931個体全

　4(

0%10%

総従業者数

20%30%40%50%60%70%

図表1-2-9回 答企業の従業員規模

80% 90%100%

圃100人 未 満 日100～300人 未 満 臼300～1,000人 未 満M1,000～5,000人 未 満 田5,000人 以 上 ロ 不 明

全 体(N=1'893)
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(5)本 社所在地

図表1-2-10回 答企業の本社所在地(地 域別構成比)

ロ北海道

日中部

ロ東北

囚近畿

口関 東(首 都圏 除く)悶 首都 圏(1都3県)口 甲信 越 ・北陸

田 中国 田 四 国 囲 九 州 ・沖 縄

全 体(N=1893)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% ,70% 80% 90%100%

図表1-2-11回 答企業の本社所在地(都 道府県別)
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(6)情 報システム部門の状況

a.情 報システム部門の要員数

情報システム部門の要員数を回答 した企業のうち、社内要員では6割 弱、社外要員で

は8割 強の企業が 「5人未満」と回答 している。社内要員で回答企業の約9割 、社外要

員では9割 強が、要員数を30人 未満としてお り、回答企業 における情報 システム部門

の平均人数は、社内要員19.5人 、社外要員12 .3人 となった。
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図表1-2-12情 報 システム部門の要員数

圃5人 未 満

田50～100人 未 満

日5～10人 未 満

ロ100～300人 未 満

ロ10～30人 未 満

口300～500人 未 満

辺30～50人 未 満

囲500人 以上

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

社内要 員(N=1821)

社外 要員(N=1646)

業種別にみても、製造業、非製造業ともに、社内要員数(製 造業:56.7%、 非製造業:

61.0%)、 社外要員数(製造業:84.7%、 非製造業:83.0%)と も 「5人未満」が最 も多い

ことに変わ りはない。業種毎の平均人数では、製造業では社内要員(16.1)、社外要員(16.4

人)と も16人 強であるのに対 し、非製造業では社内要員21.2人 に対 し社外要員10.2人

である。非製造業の社内要員数にっいては、非製造業では製造業に比 して情報システム

の開発主体 として 「外部アウ トソーサー」がやや多いこと((7)情 報システムの開発主

体 参照)、製造業/非製造業の企業規模の違いな どを考えあわせると、情報処理技術者を

多 く抱える情報サー ビス業(平 均80.8人)が 非製造業に含まれていることが影響 して い

るものと思われる。

従業員規模別では、要員数の平均は、社 内、社外 とも従業員規模 に比例す る。

b.要 員数の変化

平成15年 度の情報 システム部門の要員数について、社内要員では平成14年 度より「減

少 した」とする企業が 「増加 した」企業を2.3ポ イン ト上回った。一方、社外要員では、

「増加 した」企業が 「減少 した」企業を3.1ポ イ ン ト上回った。

来年度の情報システム部門の要員数 について、社内要員では平成15年 度より 「増加

する」見通 しの企業が 「減少する」企業を3.1ポ イ ン ト上回った。社外要員では、 「増

加する」企業が 「減少す る」企業 を2.2ポ イン ト上回った。
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図表1-2-13情 報システム部門要員数の変化①

口 今年度 は14年 度より増 加 した 日変化なし 臼減少した

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

社 内要員(N=1846)

社外 要員(N=1578)

図表1-2-14情 報システム部門要員数の変化②

Z来 年度 は15年 度より増 加す る 目変化なし 囲減少する

社 内要員(N=1792)

社 外要員(N=1559)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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(7)情 報システムの開発主体'

回答企業における情報システムの開発主体では、「社内情報 システム部門」が5割 弱

を占めて最 も多 く、次に 「外部アウ トソーサー」が挙がった。何 らかの形でのグループ

企業での開発は1割 強である。

業種別でも 「社内情報 システム部門」を開発主体 とする企業が最も多い点に変わ りは

ないが、非製造業(社 内:44.3%、 外部:34.9%)の 方が、製造業(社 内:53.2%、 外部:29.3%)

に比 して 「外部アウ トソーサー」を利用す る傾向が見受け られる。

規模別では、 「社 内情報システム部門」 を開発主体 とす る企業の割合 は、従業員規模

1,000人 未満の企業 においては規模に比例する。1,000人 以上の企業では 「社内情報シ

ステム部門」の割合は減 り、「情報システム子会社」を挙 げる企業が 目立って増 える。

一方 「外部アウ トソーサー」を開発主体 とする企業の割合 は
、従業員規模に反比例する。
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図表1-2-15情 報システムの開発主体(全体)1

'

ITベンダー

資本参加型

の 子 会 社

1.4%

親 会 社

1.3%

他 の関連会社

12%

全 体(nニ1893)

図表1-2-16情 報 システムの開発主体(規 模別)

口社 内情報システム部 門

囲外 部アウトソーサ ー

0そ の他

日情報システム子会社

ロ親会社

国無回答

日ITベンダー資本参加型の子会社

図他の関連会社

1「 その他」として、親会社および情報システム子会社、親会社以外の関連会社をあげた回答企業が47社

あり、この図表ではこれをグループ企業に含めている。
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1.3 報告書の利用等について

本調査結果のデータおよび報告書の引用等に関するお問い合わせ

財 団法人 日本情報処理開発協会 総務部企画室

Te1:03・3432・9372

本報 告 書の 内容、 ご購入 に関す るお問 い合わせ

同 調 査部

Tel:03・3432・9381

本調 査 結果 を、経 年変 化 を検 討す る 目的 で使用す る場合、平 成13年 度 に調 査 内容 、調 査

対 象 の見 直 しを行 って い る ことに留意 され た い。

なお 、 本調 査結 果 のサ マ リー は、 ア ンケー トに ご回答 頂 いた 方全 員 に ご送付 して い る ほ

か 、 当協 会 のWebサ イ ト(http://www .jipdec.jp)で 公 開 してお り、広 く ご活 用 頂 けれ ば幸 い

で あ る。
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2.総 論

2.1企 業 に お け るIT活 用 の 現 状

2.1.1企 業 活動 モデ ル とIT

ITを 企業のために使 う究極の目的は、ITを 使って企業活動 をよ りよいものにする、すな

わち企業の組織成果を向上させることである。これ を実現するためには、当然、「企業活動

は何か」というモデルがなければな らない。図表2-Hは このための簡単なモデルで ある。

図表2-1-1企 業活 動 とIT

)〈

企 業 のIT

「一 ー ー ー 一 一 ー ー ー ー ー ー ー ー 一1

狭 義 の 情 報 処

理:問 題解決

デー タ変換:統 計処

理;デ ータマイニ ング

1次 デ ー タ:

デー タベ ース

ll

図表2-1-1で は、企業活動を単純 に2階 層 に分けている。企業の本 当'O活 動を担ってい

る業務処理活動(事 業部門の活動)と 、それをサポー トし統合 ・管理 している、経営活動(間

接部門の活動)で ある。ITは 本来 これ らの2つ の活動を支援する。

IT自 体 も支援のため に2つ のサブシステムか らなると考え られる。すなわち1次 データ
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(データベース)を 中心とした処理を行 うデータ処理サブシステムと、2次 データを使い、

問題解決の支援 を行 う情報処理である。データの処理 と区別 して、後者 を狭義の情報処理

と呼ぶ ことにする。図表2-1-1の 実線が示すように、業務処理活動 は主 としてデータ処理

により支援 されるのに対 し、狭義 の情報処理は経営活動に関係する ことが多い。勿論業務

処理活動 も狭義の情報処理(例 えば線形計画法 による最適戦略 を求める)の 支援 を必要 と

することもあるし、経営活動が生データを使用す ることもある。図表2-1-1で は、この関

係を点線 として表示 している。

1次 データと2次 デー タは、データマイニ ングな どの技術によって支え られるデータ変

換のサブシステムで結合されている。

2.1.21T支 援活 動の現 状

図表2-1-1は 経営の一般的活動 を示 しているが,細 部を見ると企業の活動 は色々な側面を

もって いる。IT活 用はこの細部 に関係す る。例えば、業務処理活動はいくつかの部分的活

動に分 けられている。典型的に、営業活動、生産活動、物流活動、その他である。ITは こ

れ らの側面に対 して支援 を行 っている。 これ らの支援 を以下 「システム」 という言葉で捉

えることにする。(こ のような認識 は、奇異に見えることもあるが、システムは認識の方法

であるか ら、このように捉えることはいつで も可能である。)

システム概念は、複雑な対象を分 析する上で便利な理解の方法を提供す る・システムに

基づ く認識によると、設計されたシステム(ITは そのようなシステムで ある)に は、 まず

目的とす る機能が存在する。そ してその機能 を実現す るため に、システム構造が存在する

はずであ り、その構造の活動(プ ロセス)に よ り機能の実現が図 られている。機能は必ず

しも満足されるよ うに実現され るとは限 らない。 ここでシステム《構造)の 有効性が問題 と

なる。

今回のアンケー トはこのよ うな認識 に対応 した形で構成 されている。調査が対象 とした

ITの サブシステム(企 業活動の側面)は 、情報共有 ・活用"サ ブシステム"、 業務 プロセス
"サ ブシステム"

、顧客対応"サ ブシステム"、EC"サ ブシステム"、 情報セキュリティ"サ

ブシステム"、IT"サ ブシステム"で ある。IT"サ ブシステム"の 調査はIT部 門を設置す

るという企業活動の側面の調査である。 一

これ らの各サブシステムに対 して、構造 と機能(目 的)と 有効性 の調査を行った。サブ

システムの選択 は、業務処理活動 に関す るものが中心 とな って いるが、 これは調査結果

(3.1.1参 照)が 示すように、IT活 用 として現在最も関心が もたれて いるものが業務処理活

動で、それが選ばれた結果である。

集計結果概要は 「2.2要旨」で、詳細については 「3.各論」で論 じている。そ こで示され

ているように、(産 業別ではなく)企 業の規模 により結果はかな りバラついている。本来一

様なイメージを求めることはできな いが、そのようなことを無視 して、平均的イメー ジを

描くと次のよ うな結果 となっている。 へ

(1)情 報共有 ・活用"サ ブシステム"

構造 としては、 メール ・掲示板利用あるいは部門内の情報共有 を行 い、その構造で実
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現 しようとする 目的は業務 プロセス時間の短縮 ・迅速化である。そ して有効性 に対 して、

調査結果では、肯定的である。

(2)業 務 プロセス"サ ブシステム"

構造 としては、特定部門のBPRの 実施を行 い、その構造で実現 しようとする 目的は情

報伝達の的確かつ迅速化である。有効性に対 して、調査結果では、肯定的である。

(3)顧 客対応"サ ブシステム"

構造としては、営業 ・フロン トサー ビスな どの対面業務へのITの 導入あるいはWebで

の商品情報 の提供やア ンケー トによる消費者ニーズ分析 を行 い、その構造で実現 しよ う

とす る目的はコス ト削減、顧客 との信頼関係の強化である。有効性 に対 して、調査結果

では、やは り肯定的である。

(4)EC"サ ブシステム"

構造 としては、特定の取引先との取 引を行い、その構造で実現 しよ うとす る目的は受

発注業務 の効率化 である。有効性 に対 して、調査結果では、やは り肯定的である

(5)情 報セキュ リティ"サ ブシステム"

構造 としては、 コンピュー タウイルス対策を行 い、その構造で実現 しようとする目的

は勿論情報セキュ リティの確保である。有効性 に対 して、調査結果で は、必ず しも肯定

的ではな い。

(6)IT"サ ブシステム"

構造 としては、CIOが 専任 あるいは兼任で存在す ることで行 い、その構造で実現 しよ う

とする目的は経営戦略 と適合 したIT戦 略の構築立案である。有効性 に対 して、調査結果

では、必ず しも肯定的結果ではない。

2.1.31T活 用 の 動 的 側 面

企業活動は現在 めまぐるしく変化 している。 またITに 関連 した技術の発展のス ピー ドは

ドッグイヤーでたとえ られているほど激 しい。 このような ときに、IT活 用を静的な構造 と

して認識することは勿論適切ではない。

ITの 応用がどのように動いていくかについては、昔よ り研究がなされている。最 も有名

な ものが、R.L.ノ ー ランの情報 システム発展段階説である(島 田、高原、2002)。 ノー ラン

は1980年 までの情報 システムの発展を分析 して、発展の6段 階、初期(情 報処理技術の学

習)、 普及期(ユ ーザによるプログラム)、 統制期(ミ ドルマネジメン トによる統制)、 統合

期(コ ンピュータの有効利用と評価)、 データ管理期、データ資源マネジメン ト期に分けて

いる。このような分析 は、自分の企業が今 どの状態 にあるか、将来的にはどのようになっ

ていくかを知 ることになることで意味があると主張 している。

ノーランの分析以後、PCや ネ ッ トワークの出現が あり、彼の分析 を必ず しもそのまま現

在に応用す ることはできな い。このため時代の変化に合わせた形での情報システムの発展

段階に関するさまざまな検討がなされている。経済産業省は平成14年ll月 に 「情報技術

と経営戦略会議」 を設置 し、民間におけるITの 先端的取 り組み事例を整理す るとともに、

その基盤整備を図 るため に政府が対応すべき課題について検討を行 った。その内容が 「情

、
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報技術と経営戦略会議 く提言〉」(以 下 「提言」 という)と して平成15年10月 に発表さ

れている1。 これによれば、企業の情報技術利活用の段階が以下のよ うに整理 されている。

・ステージ1:IT不 良資産化企業群

単に情報技術を導入しただけで、その活用がなされていない企業群。

・ステージ2:部 門内最適化企業群

情報技術の活用により部 門ごとの効率化を実現している企業群。

・ステージ3:組 織全体最適化企業群

情報技術を理解する経営者 の決断と実行 により、企業組織全体におけるプロセスの

最適化を行い、高効率経営と顧 客価値の増大を実現している企業群。

・ステージ4:共 同体最適化企業群

単一企業組織を超えて、情報技術により最適なバリューチェーンを構成する共同体

全体の最適化を実現している企業群。

さらに 「提言」では、上場企業3,683社 を対象(回 答を得たのは424社)に 、各社が上

のステージのどこに位置す るかを調査分析 して いる。それ によれば、ステージ1(15%)、 ス

テージ2(66%)、 ステージ3(17%)、 ステー ジ4(2%)と されてお り、業種や企業規模によ

る情報技術の活用度合いに差がない こと、上位のステージにある企業の方が下位企業よ り

も業況が上向きである ことな どの知見 をま とめている。

本調査は、 この 「提言」の尺度 をさ らに幅広 い層の企業に適用 した際に今 日本のIT活 用

はどの位置 にあるかを知る ことにも興 味が あった。 この観点か ら今回の調査結果 を概観す

ると、ステージ2:部 門内最適化企業群が多い とい う印象を受け、 「提言」の分析内容 をあ

らためて支持する形になった。 しか し、業種や企業規模 とIT活 用ステージに関連がな いと

の 「提言」の内容に反 して、本調査によれば企業規模 とIT活 用の度合いの間 には密接な関

連があるとの結果 を得た。 「提言」の調査対象が上場企業であったのに対 して、本調査では

9,500社 の企業を調査対象(回 答を得たのは1893社 。 うち従業員規模300人 未満の企業が

約59%を 占める。)に したことで企業規模の格差がさらに拡大したことが、この相違の主な

原因であったと考えられ る。ネッ トワー ク社会 においては少数の突 出した企業群の力だけ

ではな く、ネ ットワークを構成する全組織が一定の情報化 レベルに到達 して いる ことが、

社会や産業全体のネッ トワーク効果 を高めるた めに必須であることか ら、規模の小 さな企

業における情報活用 を促進す る方策のさらなる展開が望まれる。

今後、スピー ドの問題はあるが、ネ ッ トワーク化が さらに進み、単な るデータ処理では

なく、広域的な問題の解決を含んだ高度の情報処理にITの 利用が向か うのは必至である。

とりもなおさず これがステージ4、 すなわち共同体最適化企業群 に至 ることを意味するもの

である。

参考文献 島田、高原、経営情報システム、 日科技連 出版(第2版)、2002

経済産業省 情報技術 と経営戦略会議 〈提言>2003

lhttp:〃www .meti.go.jp/kohosys/press/0004578/
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2.2要 旨

「企業のIT活 用に関する実態調査」のアンケー ト集計結果を以下 に要約する。

今回の集計結果を概括すると、ユーザ企業はIT導 入の従来的 目的である事務処理 の効率

化 ・迅速化 を重視 してお り、さらに業務のIT化 で蓄えた情報の利用環境の整備や社内での

部分的な情報共有 は、企業規模 によ りやや差があるものの多 くの企業で達成 している。 ま

た、今回の集計結果では、産業別によるよ りも企業規模別による差が明確 に現れた。回答

企業の6割 弱を300人 以下が 占める本調査の特色が現れた ともいえる。(1.2.3回 答企業 のプ

ロフィール 参照) 、

2.2.11Tの 導 入 ・活 用 場 面

企業規模、産業を問わず 、rrに よる事務処理の効率化・迅速化と社 内情報 共有を重視 。導入効

果の評価も高い。

企業がITを 導入するにあたって重視する場面について、 「その他」 も合わせ計11の 選択

肢 より1位 か ら3位 まで順位をつけて もらった ところ、「事務処理の省 力化 ・迅速化」(第1

位のみ計46.5%、 第1～3位 計82.8%)が 最も多 く、ついで 「部門内、企業 内での情報伝達、

情報共有 ・活用」(同15.9%、71.8%)、 「顧客サービス向上 ・対応力の強化」(同10 .6%、37.1%)、

「生産の効率化」(同7 .1%、25.7%)、 「業務プロセスの改革」(同6 .8%、22.6%)、 「迅速な経

営層の意思決定支援」(同4.8%、17.0%)の 順にあがった。産業(製 造業/非 製造業)別 の回

答傾向にやや差があるものの、 この差 はIT活 用度合いの差 というよ りも産業その ものの特

性 と考え られ る。従業員規模別 にみると、規模 によ り重視する項 目に大 きな差異がある こ

とがわか る。規模 によ らず 「事務処理の省力化 ・迅速化」 「部門内、企業 内での情報伝達 、

情報共有 ・活用」 を重視 している ことに変わ りはないものの、従業員1,000人 以上の企業

では、「業務 プロセスの改善」「経営資源の有効活用」「顧客サー ビス向上 ・対応 力の強化」

「他社 とのコラボ レーション」をよ り重視する傾向にある。

また、前出の項 目のうちIT導 入 による効果があったとされる項 目は、重視す る場面 とほ

ぼ同 じであ り、事務作業な ど定型的な処理に集中 している。ただ し、重視す る項 目として

は必ず しも上位ではなかった 「企業間の決済や受発注の効率化」 は、全体で5位(製 造業4

位、非製造業5位)と なってお り、比較的多 くの企業で効果が あった とされている。産業別

の差異につ いても、重視する場面 と同様に産業そのものの特性 によるもの と考 えられる。

従業員規模別では、全般的 に企業 の規模が大 きいほどIT活 用の効果 の度合いが大きい と認

識 して いることが示されている。(3.11Tの 導入 ・活用場面 参照)

2.2.21Tに よる情 報共 有 ・活 用

利用環境 の整備、社 内での部分的な情報共有は、企業規模によりやや差があるものの多くの企

業で達成。意思決定支援、社外コラボレーションに課題か。

企業 にお けるITに よる情報共有 ・活用 に関する7項 目について、その実施状況を 「実施
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済み」「検討中」 「予定な し」の3段 階で質問 した。実施済みの割合が高いものは 「メール

や掲示板など社内の情報利用環境が整備 されている」(81.5%)、 「受発注情報 ・在庫情報 ・

顧客情報等の業務情報 をデータベースで管理 し、部門内で共有 ・活用 している」(71.3%)、

「データベースで管理された業務 情報 の一部 について、関係する部門間でのみ共有 ・活用

している」(75.0%)の3項 目となった。 しか し、全社的な情報共有(「 データベースで管理

された業務情報のうち、必要な情報 にっ いては トップか ら従業員 まで全社 的な共有 ・活用

が実現 している」)と なると実施済みの企業は49.1%と な り、社外コラボレーション(「 一

部 また はすべての取 引先との間で、商取 引に関連 した情報の共有 ・活用を実現 して いる」、

26.9%)お よび トップダウン ・ボ トムアップの情報伝達(「 現場か ら経営層に、経営に関 し

た情報が迅速 に伝達できる仕組みが出来上がっている」(26.5%)、 「経営層か ら現場 に、経

営情報や指示が迅速伝達できる仕組みが出来上が っている」(28.6%))の 実施は3割 に満

たない。産業別では、全体 として実施済み企業の多い 「社内の情報利用環境の整備」「業務

情報を部門内で共有 ・活用」「業務情報の一部 を関係部門間で共有 ・活用」については製造

業の方 がやや先行するものの、顕著 な差は見 られない。社外 コラボ レーシ ョンについては

非製造業に比べて製造業での実施が特 に多 く、製造業における調達 、製造、流通等の合理

化の様子が見て取れる。なお、従業 員規模別では、各項 目の実施済み企業 の割合は、企業

規模 に比例して大きくなる。

企業がITに よる情報共有 ・活用 に取 り組む背景 ・目的としては 「業務プロセス時間の短

縮 ・迅速化」をあげる企業が特 に多 く(80.5%)、 次に 「部門間業務の円滑化」(57.1%)、 「部

門内業務の円滑化」(47.1%)の 順 となった。一方、「新製品 ・新サー ビスの開拓」(4.4%)、 「社

外(企 業間)コ ラボレー ションの実現」(5.2%)、 「企業理念 ・経営理念や全社的な課題の周

知徹底」(6.9%)を 目的 としている企業は特 に少な く、「企業間業務の円滑化」(14.7%)も 決

して多 くない。同様の項 目について、IT導 入による効果のあった とされる項 目は 「業務 プ

ロセス時間の短縮 ・迅速化 」(73.7%)、 「部門内業務の円滑化」(63.1%)、 「部門間業務の円

滑化」(55.0%)の 順とな り、目的 とやや順位が入れ替…わっている。(3.21Tに よる情報共有 ・

活用 参照)

2.2.3業 務 プロセ スの改 革 とIT活 用

BPRは 、製造業における特定部門内または複数部門内での実施がやや先行 。小規模の企業ほ

ど全社 的または社外を含めた見直しに至らず、導入 目的も企業規模により格差。

業務 プ ロセ ス改革(以 下BPR)の 実施 状況 につ いて 、 「特定 部 門 のBPR」 を実施 済 み と回

答 した企 業 は32.1%、 以下 「複 数部 門 ・業務 にまた が るBPRの 実施 」20.3%、 「全社 的 なBPR

の実施 」13.9%と 減 少 し、 「取 引 先 との 関係 で業 務 プ ロセ ス標 準化 の 実施 」 を実 施 済 み とす

る企業 は6.7%に 留 まる 。「取 引先 との関係 で業務 プ ロセ ス標 準化 の実 施」で最 も多 い回答 は 、

予定 な しの56.3%で あ り、他 で は検 討 中 との 回答が 最 も多 い こ とと異 な る。(検 討 中:「 特

定部 門のBPR」32.4%、 「複 数 部 門 ・業務 にまたが るBPRの 実施 」42.5%、 「全 社的 なBPRの 実

施」44.6%、 「取 引 先 との関 係 で業 務 プ ロセ ス標 準化 の 実施 」29.2%)産 業 別 で の差 は あ

ま り大 き くな い ものの、 「特定 部 門」 「複 数部 門 ・業務 」 「取 引先 との業 務 プ ロセス 標準 化」
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で 製造 業が やや 先行 して い る。従 業員 規模別 で は、 規模 が 大 き い企 業 ほ どBPRの 実 施 で先

行 す る傾 向が顕著 で あ る。

BPR実 施 の背 景 ・目的 として 最 も多 くあが った の は 「情報 伝 達 の的確 か つ迅速 化 」(60 .4%)

で あ り、以 降 「システ ム導入 効果 の 向上 」「各 業務 シス テムの 統 合 ・シーム レス化 」(各47.6%、

47.5%)、 「トップか ら従 業員 まで全社 的 な情報 共有 の実現 」(42 .2%)、 「競 争 力強化 の ため の

企 業 体質 の改 善」(40.5%)の 回答 が多 く、他 は2割 に満た な い。 産業 別 で は、 「トップか ら

従 業 員 まで全社 的 な情報 共有 の実現 」(製 造業35.7%、 非製 造 業45.7%、 非製 造業 一製 造 業

10.0ポ イ ン ト)、 「シス テム導 入効 果 の 向上」(同41.9%、50 .7%、8.8ポ イ ン ト)、 「情報 伝達

の的 確か つ迅速 化」(同57.7%、61.9%、4.2ポ イ ン ト)な どで 非 製造 業 が製造 業 を上 回 るが 、

そ の 他の項 目では製造 業 で の回答 が多 い傾向 にあ り、 「各業 務 シス テ ムの統 合 ・シー ム レス

化 」(製 造業51.5%、 非製 造業45.4%、 製造業 一非製造業6.1ポ イ ン ト)や 、 回答 は少 な い も

の の 「グ ローバル ・国際化 へ の対応 」(同8 .2%、2.1%、6.1ポ イ ン ト)、 「関連 企 業や 取 引先

との コ ラボ レー シ ョンな ど連携 の強化 」(同13 .6%、8.5%、5.1ポ イ ン ト)で は特 に製 造業 で

の 回答 が 目立 つ。従業 員規 模別 で は 、規 模 の小 さい企業で 「情 報伝 達 の的確 か つ迅 速化 」「シ

ス テム導 入効 果 の向上 」、規 模 が大 き い企業 で は 「競 争力強 化 の ため の企業 体 質 の改善 」「各

業 務 システ ム の統合 ・シー ム レス化 」 との 回答 が多 い傾 向 に あ る。 同様 の項 目につ いて 、

IT導 入 によ る効 果 の あった とされ る項 目は、順 位 に若干 の差 が あ る ものの 、背景 ・目的 と

して 挙が った項 目 と大差 はな い。 従 業員 規模 別で は 、項 目に 関わ らず 規模 が 大 き い企 業 ほ

どIT導 入効 果 を実感 して い る こ とが うか がえ る。従業員 規模5 ,000人 以 上の企 業 で は、背

景 ・目的 と して 「競 争 力強化 のた め の企 業体 質の 改 善」 を トップ に あげ て いた が 、効果 と

して は、他 の規模 区分 の企 業 と同様 、 「情報伝 達 の的確か っ迅 速 化 」(71 .4%)を 最 も多 くあ

げ て いる。(3.3業 務 プ ロセス の 改革 とIT活 用 参 照)

2.2.41Tに よる顧客 対応 力 の強化

対面業務への1T導 入 ・Webで の商品情報の提供を中心に進行。'大企業ほど先行する傾向。

ITに よ る顧 客対応 と して7項 目を あげ、そ の実施 状況 を 「実施 済 み」 「検 討 中」 「予定 な

し」 の3段 階で質 問 した ところ、 「営 業 ・フ ロ ン トサ ー ビス な どの対 面業務 へ のITの 導 入 」

(26.6%)と 「Webで の商品情 報 の提 供や ア ンケー トによる消 費者 ニー ズ分 析」(23 .2%)で 実

施 済 みの割 合が特 に高 くな った。 トレーサ ビ リティ等 の 「顧 客 へ の安全 ・安 心 の提 供」(実

施済 み12.0%、 検 討 中26.7%、14.7ポ イ ン ト差)、 「営業情 報 や 苦情 情 報等 の顧 客 情報 を活

用 したセ グメ ンテ ー シ ョン分 析 」(実 施 済み9.0%、 検 討中25.5%、16 .5ポ イ ン ト差)で は、

実 施 済 み企 業 は多 くな いもの の 、関 心 の高 さを うか がわせ る 。産 業 別 で は、製 造 業 で は製

品寄 り、非 製造 業 で は顧 客 寄 りの実 施 状況 が うかが われ る 。従 業 員 規模 別 で は 、 いず れ の

項 目 にお いて も従 業 員規 模 が大 き いほ ど実施 済 み企 業の割 合 は大 き くな る傾 向 が見 られ る 。

ITに よ る顧 客対応 実施 の背 景 ・目的 と して は、産 業 を問わ ず 「顧 客 との信頼 関 係 の強化 」

(全体52.2%、 製造業53.4%、 非 製造 業51.7%)、 「コス ト削減 」(同48 .1%、46.8%、48.7%)が

上位 を 占め て いる。従業 員規 模別 で は、 「コス ト削 減」 は従 業 員 規模 が 大 き くな るほ ど少 な

くな る傾向が 見 られ る。 「コス ト削減 」 以外 の項 目は全般傾 向 と して 、従 業 員規 模 が大 き く
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な るほど背景 ・目的として あげて いる企業が大き くなる傾向が見 られる。特 に 「フロン ト

サービスのリー ドタイム削減」 「優良顧客の囲い込み」 「顧客 との信頼関係の強化」 「マーケ

ティング部門と製造の コラボ レーション」にその傾向が顕著である。

IT導 入による効果でも、「コス ト削減」(34.3%)、 「顧客 との信頼関係の強化」(28.5%)

が上位 となるものの、全体的に割合が低 く、ITに よる顧客対応 力の強化 は、まさに今後の

課題といえる。(3.41Tに よる顧客対応力の強化 参照)

2.2.5電 子商 取引

電 子商取 引はEDIに よるBtoBが 主 流 。EDIの 効果 を8割 が評 価 。

電子 商取 引 について 、回答 企 業 の43.7%が 何 らかの形 で着 手 して お り、 うちBtoB(企

業 間取 引 、対 政府取 引)実 施 済 み の企業 は40.1%、BtoC(対 一 般消 費者 取 引)12.2%と な

り、B ,toBの 実施が 主で あ る こ とが 分か る。

BtoBの 中で も、特 定 の取 引 先 との取 引 を実施 済 みの企 業 が もっ と も多 く、製造 業 では

半 数弱 に上 る。(全体34.8%、 製造 業48.8%、 非製造業27.7.%)従 業 員規模 別 では 、BtoB、,

BtoCの いずれ も実施済 み 企業 が規 模 に比例 す る。

実施 形態で は 、EDIが79.6%と な り、産業別 、企 業規 模別 にみて もいずれ も7～9割 を 占

め 、他 の形態 よ りも圧 倒 的 に多 い。他 の形 態 は、産 業別 で は2割 に満 た ず 、規 模別 で も5,000

人以上 の規模 を除いて はや は り2割 以下 が多 い。実施 形態 を 「非常 に有 効 で ある」か ら 「ま

った く有効 でな い」まで5段 階評 価す る と、BtoBで はEDIの 評価 が最 も高 く(ス コア4.24、

「非常 に有効 で あ る」+「 やや 有効 で あ る」80.4%)、 この外 に、 ネ ッ トバ ンキ ング/ト レ

ー ディ ン グ(同4 .23、82.3%)、 トレーサ ビ リテ ィ、OCMI(同4.10、74.1%)な どが 上位 に あ

が った。BtoCで は 「会 員制 ネ ッ トサー ビス 」(同4.Ol、65.o%)の 評価 が 最 も高 い。(3.5電

子 商取 引 参照)

2.2.61Tガ バ ナ ン ス

CIOを 設置する企業は2割 強。IT投資評価は必要性は感じるものの対応ができない状況。

ITガ バナ ンスへ の取 り組 み状 況 を示す もの として 、本 ア ンケー トで はCIOお よびIT投 資

評価 に関 す る質 問 を行 った 。

CIOの 設置 状況 では 、置 いて い る企業 は22.9%と な り、産業 別 の差 は少 な く、従 業員規 模

別 では 、規模 に比例 し、従 業 員規模100人 未 満 の企 業 で はll.5%で あるの に対 し、300人

以 上1,000人 未満 ではそ の2.4倍(28.1%)、1,000人 以上5,000人 未 満3.6倍(41.6%)、5,000

人以上5.9倍(67.4%)と 設 置割 合が 上昇 す る。CIOを 設 置 しな い企 業 に、そ の理 由 を2択 し

て も らった ところ 「必 要は な い」43.9%、 「必 要性 を感 じて いるが 、対応 が で きて いな い」

51.9%と な った。 さ らに 「必 要 は な い」 とす る企業 は従業 員 規模 に反 比例 し、従 業 員規模

100人 未 満の企 業で は51.7%を 占め るが、1,000人 以 上5,000人 未 満 で は30.5%、5,000人

|オ ー プ ン ・コ ラボ レー シ ョン ・マ ネ ジ メ ン ト:ネ ッ トワー ク を通 じて 企 業 間 の 設 計 デ ー タ等 の 交 換 ・利

用 を可 能 にす る こと によ り、 異 な る企 業 間 で の設 計 ・開 発 を同 時 進 行 的 に行 う こと 。
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以 上で は14.3%と な る。

IT投 資評価 の実施 状況 につ いて は、全体 の66 .9%が 「IT投 資 の評価 は行 って いな い」 と

回答 し、 産 業別 で顕 著 な差 はな い ものの、 従業 員規 模別 に反 比 例す る結果 とな った。 ただ

し、従 業員 規模100人 未満 の 企業 で74 .7%、1,000人 以 上5,000人 未満 で50 .0%で あるの

に対 し、5,000人 以 上で は16.3%と 激減 し、 かわ りに 「部 門や 業務 に応 じた 評価 基準 で個

別 に評価 を実 施」(55.8%)し て い る。IT投 資 評価 を行わ な い理 由の2択 で は 、「評価 の必 要

を感 じて いるが 、対 応が で きて いな い」77.4%、 「必 要が な い」21 .0%と な った。(3.61Tガ

バ ナ ンス 参照)

2.2.7情 報 セキ ュ リテ ィ

産業、企業規模によらず企業の取り組むセキュリティ対策はコンピュータウイルス対策、不正アク

セス対策が中心。

セキュリティ対策について、「その他」も含め12項 目の実施状況 を 「実施済み」「検討中」

「予定な し」の3段 階で質問 した ところ、実施済みの対策は 「コンピュータウイルス対策」

90.6%、 「外部か らの不正 アクセス(ハ ッカー、サイバーテ ロ)対 策」70 .7%に 集 中し、以

下は 「情報経路の安全対策」(39.0%)、 「システム障害対策」(37 .8%)、 「情報 システム全体

の安全管理」(31.4%)と 続いた。従業員規模別では、どの対策について も実施済みの割合

が規模 に比例 し、特に従業員規模300人 未満の企業では、実施済みの割合が全体の平均 を

下回る傾向にある。(3.7情 報セキュ リティ参照)

情報セキュリティに関する制度・サービス各種の認知度は高いものでも約6096に 留まり、利用す

る企業も少ない。

公 的機 関等 で実 施す る情 報 セキ ュ リテ ィ に関す る制度 ・サ ー ビス9件 の うち 、回答 企業

の半 数以 上が 「知 って い る」 もの は 「コン ピュー ダ ウイルス に関す る届 出(実 施機 関IPA)」

(61.0%)、 「不正 アクセ ス被 害 に関す る情 報 の届 出(同IPA)」(54 .2%)、 「電子 署 名法 に基づ く

電 子署 名 ・認証 サー ビス(特 定 認 証業 務 の事業者)」(52 .8%)と な った 。'

さ らに、 これ らの制度 の利用 ・導入 状況2は 、利用 ・導入 済 み の企 業が多 い ものか ら 「電

子 署 名法 に基 づ く電子 署 名 ・認 証サ ー ビス」17 .7%、 「システ ム監 査 制度(経 済産 業 省)」16 .5%、

「情 報セ キ ュ リテ ィ監 査制 度(経 済 産業 省)」11 .0%と な り、 こめ他 は1割 に満 たな い。

(3.7情 報 セキ ュ リテ ィ 参 照)

2.2.8企 業 にお けるIT活 用上 の課 題

「社内の既存システムとの互換性確保」に最大の関心。ただし、企業規模 により関心に差異あり。

企業におけるIT活 用の課題 を31項 目想定 し、関心の高い項 目を複数回答で選択 しても

らったところ、最 も回答が多かった ものは 「社内の既存 システム との互換性確保」(52.4%)、

2た だ し、 問題 発 生時 に届 け 出 る 「コ ン ピュ ー タ ウイ ル ス に関 す る届 出」 「不 正 ア クセ ス 被 害 に関 す る 情 報

の届 出 」 「コ ン ピュ一 夕セ キ ュ リテ ィ イ ン シデ ン ト報 告 ・情 報 提 供(JPCERT/CC)」 は 選 択 肢 よ り除 い て あ る
。
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以降、4割 台 の回答 を集 めた ものは 「専 門技術 者 の確保/育 成 」(47.2%)、 「費用対 効果 評価

基準やIT投 資評価 基準 な どの整 備 」(46.1%)、 「情報 化戦 略 立案(全 体 の情 報化 に関す る

基本方 針 策定)」(45.6%)、 「ア ウ トソー シ ングの活 用 、評 価 ・管 理」(45.3%)、 「リス ク分

析 およ び情報 セ キ ュ リテ ィ対 策 の実 施 」(44.1%)、 「情 報化 計画(全 体 情報 シス テ ム の概 要

決定)」(42.6%)、 「デ ータや コー ドの標 準化 お よび互 換性 」(41.7%)、 「明確 な経 営戦 略 の策

定 」(40.6%)と 続 く。企 業 の シス テ ム導 入 に関わ る問題 に直面 しつつ も、全社 的な視 点 で

の情報戦 略 を重視 して いる こ とが うかが え る。

従業 員規 模別 で は、規 模 の 大 き い企 業 にお いて全 般的 に関心 が 高 い傾 向が あ る。 また関

心 の ある項 目にも規模 によ り差が あ り、従 業員規 模100人 以 下、100人 以 上300人 未満 の企

業 で上位 の項 目は 「社 内の既 存 シス テ ム との互換性 確 保」(従 業 員規 模100人 以下44.2%、

100人 以上300人 未満49.2%)、 「専 門技 術者 の確保/育 成 」(同37.7%、46.8%)で あ るの

に対 し、1,000人 以上5,000人 未満 、5,000人 以上 の企 業 で は 「費用対 効果 評価 基準 やIT

投資評 価基 準 な どの整 備」(1,000人 以上5,000人 未 満69.9%、5,000人 以上90.7%)、 「情

報化 戦略 立案」(同65.9%、74.4%)が あが り、IT投 資効 果や 経営 戦略 を重 視 して いる こと

が 分か る。(3.8企 業 にお け るIT活 用 上の 課題 参 照)

一22一



△
冊

一言

口各3





3.各 論

3.11Tの 導 入 ・活 用 場 面'

3.1.1企 業が重視するlT導 入 ・活用場面

企業がITを 導入するにあたって重要視する項目を、典型的と考え られる10個 の局面の

中か ら選択 した結果 を以下にまとめる。

(1)全 体的傾 向

図表3・1・1に 各項 目が重要 度1位 と して選択 され た比率 を示 す。 図表3・1-2同 じ く各

項 目 が 重 要 度3位 ま で に 選 択 さ れ た 比 率 で あ る 。

図 表3-1-1企 業 が 重 視 す るIT導 入 ・活 用 場 面 重 視 度1位[1つ 選 択](産 業 別)

(%)0102030405069

事務処理の省力化・迅速化

生産の効率化

部門内・企業内での情報伝達

業務プロセスの改革

経営資源の有効活用

迅速な経営層の意思決定の支援

新規ビジネス立上げの支援

顧客サービス向上・対応 力の強化

企業間の決済や受発注の効率化

他社とのコラボレーション

・ その他

無回答
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図表3-1-2企 業 が重 視す るIT導 入 ・活用 場面

(%)020

事務処理の省力化'迅速イ『

生産の効率化

部門内・企業内での情報伝達

業務プロセスの改革

経営資源の有効活用

迅速な経営層の意思決定の支援

新規ビジネス立上げの支援

顧客サービス向上・対応力の強化

企業間の決済や受発注の効率化

他社とのコラボレーション

その他

無回答
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それ ぞれ の順 位 を整理 す る と図表3'1-3の 通 りとな る。

図表3-1-3企 業 が重視 す るIT導 入 ・活 用場 面

順

位
1位 として 3位 まで

1 事務処理 の省 力化 ・迅速化 事務処理の省 力化 ・迅速化

2 部門内 ・企業 内で の情報交換 部門内 ・企業 内での情報交換

3 顧客サー ビス向上 ・対応力の強化 顧客サ ービス向上 ・対応力の強化

4 生産の効率化 生産の効率化

5 業務 プ ロセスの改革 業務 プロセスの改革

6 迅速な経営層の意思決定の支援 迅速な経営層の意思決定の支援

7 無回答 企業間の決済や受発注の効率化

8 企業間の決済や受発注の効率化 経営資源の有効活用

9 経営資源の有効活用 無回答 、

10 新規ビジネスの立上げ支援 新規ビジネスの立上げ支援

11 その他 他社 とのコラボレー ション'

12 他社 との コラボ レー ション そ の他

1位 として選択 された項 目と3位 まで に選択 された項 目の順位は6位 までは同一で、

その後 もほとんど差がな く、情報化の比較的初期 の段階の導入 目標 と考 えられる事務処

理や情報交換が大勢 を占めている ことが注 目される。一方、経営資源の有効活用や新規

ビジネスの立上げ、他社 とのコラボ レーションなど、情報化 によって新たな付加価値の

創成を目指す試みに関 しては未だしの感が強い。

(2)産 業別による相違

図表3・1-1,3・1・2は 産業別によ らない全体の傾向と同時に製造業 と非製造業の区別 を

示 してお り、い くつかの項 目では製造業 と非製造業の間で差異を見て取ることができる。

ITの 導入 ・活用の 目的は情報化の進展度合いによって異なるが、製造業 と非製造業の

間の差異がこのようなIT活 用ステージの相違 に起因するものであるか どうかはこれだ

けのデータか らでは断定できない。むしろ、産業の特性による業務その ものの違いに起

因する部分が大 きいとも考え られる。

a.製 造業

「生産の効率化」、「迅速な経営層の意思決定の支援」が多い。

27業 種別に特徴 を見るのは母数が少な くな り危険だが、サ ンプル数が50を 超える業

種で見ると以下のよ うな点が 目につく。

・ 情報通信機械器具製造業では 「生産の効率化」、「他社 とのコラボレーション」が多

い。

・輸送用機械器具製造業では 「企業化の決済や受発注の効率化」が多 い
。
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b.非 製造業.

製造業 に比較 して 「顧客サー ビス向上 ・対応力の強化」が多い。

製造業と同様に、27業 種別に特徴を見 るのは母数が少なくな り危険だが、サ ンプル数

が50を 超える業種で見ると以下のような点が 目につ く。

・建設業で は 「業務プロセスの改革」が多 く、「顧客サー ビス向上 ・対応力の強化」が

少ない。

・情報サービス業で は 「経営資源の有効活用」が多 く、「顧客サー ビス向上 ・対応力の

強化」が少ない。

・運輸業、小売業、金融'・保険業、教育は 「顧客サー ビス向上 ・対応力の強化」が多い。

・卸売業は 「企業間の決済や受発注の効率化」が多 い。

(3)従 業員規模による相違

図表3・1・3に 、第1位 として選択された項 目を従業員規模別に整理 した。同じく第3

位までの項目を従業員規模別 に示 したものが図表3・1・4である。

図表3-1-4企 業が重視す るIT導 入 ・活用場面 重視度1位[1つ 選択](従 業員規模)

(%)010.2030405060

事務処理の省力化・迅速化

生産の効率化

部門内・企案内での情報伝達

集務プロセスの改革

経営資源の有効活用

迅速な経営層の意思決定の支援

新規ビジネス立上げの支根

顧客サービス向上 ・対応力の強化

企集間の決済や受発注の効率化

他社とのコラボレーション

その他

無回答
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図表3-1-5企 業が重視するIT導 入 ・活用場面 重視度1位 ～3位 計(従 業員規模別)

(%)

事務処理の省力化・迅速化

生産の効率化

部門内・企業内での情報伝達

業務プロセスの改革

経営資源の有効活用

迅速な経営層の意思決定の支援

新規ビジネス立上げの支援

顧客 サ ー ビス向上 ・対応 力の 強化

企業間の決済や受発注の効率化

他社 とのコラボレーション

その他

無回答
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図表3-1・4、3・1・5か ら明 らかなよ うにIT導 入 ・活用 にあたって重視 される項 目は従

業員規模によって大きく異なる。これは企業の規模 による情報化の目的および情報化進

展度合い、さらにはリテ ラシーの相違な どを示すものと考え られる。すなわち、全般的

に大規模の企業の方が情報化への取組み ・成果 ともに小規模企業に比較 して進んでお り、

IT化 活用ステージのよ り上位の段階に移行 しつつある ことが類推される。

a.大 規模の企業が重視する項 目

図表3・1・4、3・1・5の棒グラフによれば、

・業務 プロセスの改善

・経営資源の有効活用

・顧客サービス向上 ・対応力の強化

・他社 とのコラボ レーション ・

につ いては大規模企業ほど情報化 に際 して重視 していることが分 る。特に 「顧客サービ

ス向上 ・対応力の強化」は図表3・1-4と3・1・5で はやや形が異なってお り、 この項 目を

1位 にあげた企業 という観点では大規模企業 と小規模企業の差がさらに大きくなること

か ら、大規模企業では小規模企業に比較 して顧客サー ビス向上が特に重要な課題 と認識

されていることが うかがえる。

b.小 規模の企業が重視する項 目

同じく図表3・1・4、3・1・5から、

・事務処理の省力化 ・迅速化

・部門内 ・企業内での情報伝達

について小規模企業の関心が大規模企業 に比較して大きい。特 に 「事務処理の省力化 ・

迅速化」は小規模企業 と大規模企業の差が他の項 目に比較 してよ り顕著であ り、大規模

企業では既に一段落したと思われる情報化初期 の段階に、小規模企業は未だに高 い関心

を示 しているということができる。

/
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3.1.2企 業 にお けるIT導 入の効 果

IT導 入 ・活 用 の結果 、効果 が あった とされ る項 目につ いて は以 下 のよ う に分析 で き る。

(1)全 体 的傾 向

図表3・1-6、3・1・7にIT導 入 の効果 を示 す。図表3・1・6は 産 業別、図表3・1・7は 従 業員

規模 別 に整理 され た グラ フで あるが 、 まず は全体 的な傾 向 につ いて 概観 す る。

図表3-1-61T導 入 の効果[複 数回答](産 業別)

(%)020406080100

'事 務処理の省力化・迅速化

生産の効率化

部門内・企業内での情報伝達

業務プロセスの改革

経営資源の有効活用

迅速な経営層の意思決定の支援

新規ビジネス立上げの支援

顧客サービス向上・対応力の強化

企業間の決済や受発注の効率化

他社とのコラボレーション

その他

無回答
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図表3-1-71T導 入の効果[複 数回答](従 業員規模別)

020406080100120
(%)

事務処理の省力化・迅速化

生産の効率化

部門内・企業内での情報伝達

業務プロセスの改革

経営資源の有効活用

迅速な経営層の意思決定の支援

新規ビジネス立上げの支援

顧客サービス向上・対応力の強化

企業間の決済や受発注の効率化

他社とのコラボレーション

その他

無回答

効 果 が あ っ た と さ れ る 項 目 の 順 番 はIT導 入 に 際 し て 重 視 さ れ た 項 目 の 順 番(図 表

3・1・1、3・1・2、3・1・4、3・1-5)と 概 ね 一 致 し て い る 。 狙 い に 対 し て 期 待 通 り の 効 果 が 出

た と い う 意 味 で 健 全 な 状 況 と 判 断 で き る 。 「企 業 間 の 決 済 や 受 発 注 の 効 率 化 」 に っ い て
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は、3工1に 整理 した重視度で見ると必ず しも上位ではないが、効果 という観点では全

体で5位(製 造業4位 、非製造業5位)と なってお り、比較的多 くの企業で効果があった

とされて いる。しか しなが ら、全般的に見れば、事務作業や情報伝達などの定型的な処

理では高 い効果が 出たものの、それ以外 の項 目ではあまり高い効果が得 られて いな い点

が課題 といえよう。図表3・1・6、3・1-7の下側の項 目に行 くにしたがって得 られた効果が

相対的に減少 してお り、IT化 活用ステージの後半部分 に関 しては今後の課題である こ

とが見て取れる。

(2)産 業別による相違

IT活 用の効果 に関する産業 ごとの相違は図表3・1-6に 示すとお りである。生産の効率

化や顧客サー ビスについて製造業 と非製造業の間で差異があるが、 これ らの項 目は

3.1.1に 述べたとお り、そ もそもIT導 入 ・活用に際 してそれぞれの業種で重視 されてい

た項 目の反映であ り、産業 による効果の発現の差異ではないと考え られ る。重視度に比

べて効果が高いとされた 「企業間の決済や受発注の効率化」についても、複数の原材料、

部品の調達な どを行 う製造業で評価された もの と考えられる。

(3)従 業員規模 による相違

図表3・1・7がIT活 用の効果 に関す る従業員規模別の整理であるが、一見 して従業員規

模 によって相当の差異があることが分る。

a.大 企業ほど情報化の成果があがっている

図表3・1・7の棒 グラフの棒は各項 目ごとに企業の規模が大きくなるに連れて長 く伸び

てお り、すべての項 目に関 して、企業の規模が大きいほどIT活 用の効果の度合いが大

きいと認識されていることが示されている。中小の企業では情報化投資に対 して十分な

効果が得 られていない状況、あるいは得 られていないと当事者によって考え られている

状況が浮 き彫 りにされてお り、これ は重要なポイ ン トである。何故、中小の企業では大

規模企業 に比較 して相対的に情報化の効果 を挙 げることができないのかの原 因はこの

調査項 目だけか らでは断定できず、類推の域 を出ないが、以下のbに 述べる分析やQ22

などと併せて判断するとすれば、人材の問題あるいは大企業 との力関係などが想像され

る。

b.特 に差がある項 目(5,000人 以上の企業/100人 未満の企業)

大規模企業と小規模企業とでIT活 用の効果 に特 に差がある項 目を以下に列挙する。

数字は5,000人 以上の企業における効果 の比率を、100人 未満の企業における効果 の比

率で割 り算 したものである。

・他社 とのコラボ レーション

・新規 ビジネス立ち上げの支援

・企業間の決済や受発注の効率化

・経営資源の有効活用

・生産の効率化

・迅速な経営層の意思決定支援

23.3倍

6.8倍

3.9倍

3.9倍

3.4倍

3.2倍
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・業務プロセスの改善 2.9倍

IT化 活用ステージの後半ほど大規模企業 と小規模企業の間で差異が開いて いる点が

注 目される。高度な利用とい う観点でや はり大規模企業にまだ一 日の長がある。こうし

た ことの原因は この調査だけか らは類推の域を出ない。例えば、他社 とのコラボ レーシ

ョンや企業間の決済などで大規模企業 と小規模企業 との間で大きな差異が出ているの

は、あるいは企業間の力関係が反映されている状況 も懸念 される。

3.1.3ま と め

企業がIT活 用 ・導入に際 して重視す る項 目は全体的にIT活 用ステージの前半にまだ力

点が置かれている。IT導 入で効果が得 られた項 目は概ね重視する項 目に合致 してお り、そ

の意味ではIT活 用は成功 している といえるが、よ り高度な効果を生むためには一段 の工夫

が必要な状況である。

IT活 用 ・導入に関 して企業の業種 による成熟度の相違はほとん ど見 られないが企業の規

模 による差異は大きい。大規模の企業 ほどIT化 活用ステージの上位の段階に移行 しつつあ ・

り、さらに情報化 による効果を創出 している点 においても中小規模 の企業を上回っている。

インターネッ トに代表される新たな情報化 の波 は、企業の規模や業種を問わず広範な領域に

平等に恩恵をもた らす との期待もある一方で差異の拡大につながる可能性 もある。現状は企

業の規模 と情報化の進展度の間には相 関関係があると考えられるが、これが時系列的に拡大

する方向かあるいは差が縮まる傾 向にあるかは今回の調査のみでは判断できず経年変化 を

追 う必要がある。
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3.2 lTに よる情報 共有 ・活用

ITは 様々な場面で企業活動の進め方を大きく変えてきている。企業活動にいくつ もの効

用 をもた らしているITの 最 も大きな効用のひとつが情報の共有化 ・活用だと考え られ る。

ITに よる情報共有 ・活用が どの程度進展 しているか、ITに よる情報共有 ・活用の背景 ・目

的はなにか、ITの 導入による効果はなにか、の3点 について調査 を実施 した。

3.2.1実 施 状 況

「1.メールや掲示板な ど社内の情報利用環境の整i備」については8割 以上(8L5%)の 企

業がすで に整備済みである。 「2.受発注情報 ・在庫情報 ・顧客情報等の業務情報の部門内で

の共有 ・活用」(71.3%)や 「3.業 務情報の一部 を関係部門間で共有 ・活用」(75.0%)に つ

いても7割 以上の企業ですでに実施されてお り、メール、掲示板だけの活用か ら部分的な業

務情報のデータベース化 ・共有化がかな り浸透 してきている。一方、「4.必要な情報業務 に

・ついては トップか ら従業員 まで全社的な共有 ・活用 を実現」(49 .1%)に ついては約半数 の企

業、「5.一部 またはすべての取引先 との間で、商取引に関連 した情報の共有 ・活用を実現(社

外[企 業間]コ ラボ レーシ ョン)」(26.9%)、 「6.現場か ら経営層に迅速な情報伝達(ボ トムア

ップ)」(26.5%)・ 「7.経 営層か ら現場 に、迅速な情報伝達(ト ップダウン)」(28.6%)の 迅

速な情報伝達の実現 については3割 弱の企業にとどまってお り、今後 の進展が期待される。

特に 「4.全社的な情報共有」 「6.ボ トムアップの情報伝達」 「7.ト ップダウンの1青報伝達」

の迅速な情報伝達の実現 については32～43%の 企業が導入を検討中であ り、今後、各社のIT

基盤整備の進展 に合わせて実施企業の増加が見込 まれ る。ただ し、このあたりの情報共有 ・

情報伝達の仕組みを進めるためには企業文化・風土の改革や ビジネスプロセスの抜本的な見

直 しが必要 となるため、いましば らくの時間が必要と考え られる。

(1)産 業別にみた傾向

「1.メ ールや掲示板な ど社内の情報利用環境整備」、 「2.業務情報の部門内共有 ・活

用」、 「3.一 部業務情報の部門間での共有 ・活用」 といった基本機能 につ いては大 きな

差ではないものの製造業の方が非製造業よ り導入が進 んでいる。「5.取引先 との情報共

有 ・活用」につ いては製造業(34.1%)と 非製造業(23.3%)の 間でかなり顕著な差異が

見 られ、在庫圧縮 ・リー ドタイム短縮等によるコス トダウン ・合理化で競争優位を実現

するために製造業が取引先 との間の商取 引にITを 活用 しているものと推定される。
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図表3-2-lITに よる情報共有 ・活用 の実施状況(産 業別)

囲実施済み ロ導 入検 討中 田 予 定なし ロ 無 回答

1)社 内の情 報利用 環境

の整 備[全 体]

[製造 業計]

[非製造 業計]

2)業 務情 報を部 門内で

共有 ・活用[全 体]

[製造業計]

[非製造 業計]

3)情 報 の一部を関 係部 門

間で共有[全 体]

[製造 業計]

[非製造 業計]

4)必 要なM報 は全 社的 に

共 有 ・活用[全 体]

[製造 集計]

[非製 造業計]

5)取 引 先の間 で情報 を

共有 ・活用[全 体]

[製造 業計]

[非製造 業計]

6)現 場か ら経営層 に迅 速

に情 報伝達[全 体]

[製造 集計]

[非製造 業計]

7)経 営層か ら現 場に迅速

に情報伝 達[全 体]

[製造 業計]

[非製 造 業計]
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(2)従 業 員規 模別 にみた 傾 向

ITに よ る情 報 共有 ・活用 の実 施状 況は企 業 の従 業員 規模 に よ りかな り大 きな格 差が 見

られ る。 「1.メ ー ルや 掲示 板 な ど社 内 の情報 利用 環境 整備 」、 「2.業 務情 報 の部 門 内共

有 ・活用」 につ いて は従 業員 数5,000人 以上 の企 業で は100%実 施済 みで あ るの に対 し、

従 業 員数100人 未 満 の企 業 ではそれ ぞれ66.9%、58.8%に 留 ま ってい る。 さ らに5,000

人以 上 の企 業 で は選択 肢1～7の すべ て にっ いて60%以 上 の企業 がす で に実施 済 み とな

って い るが100人 未満 の企 業 では 「5.取 引先 との情報 共有 ・活 用」(17.6%)、 「6.ボ ト

ム ア ップの情 報 伝達 」(21.6%)、 「7.ト ップダ ウ ンの情 報伝 達」(21.1%)は いずれ も2

割 前後 の導 入 に留 まって い る。ITに よ る情 報共 有 ・活用 の レベル は従 業員規 模 に比例 的

に上昇 して お り、この格 差 が大企 業 と中小企 業 の競争 力の格 差拡大 の 一 因 とな って くる

ので はな い か と考 え られ る。た だ し、 「実 施済 み 」 と回答 した企業 と 「導 入 検 討 中」 と

回 答 した企 業 を合 計 す る と 「1.メ ー ルや 掲示 板 な ど社 内 の情報利 用 環境 整 備」 で は従

業 員規模100人 未満 企 業で も86.3%(5,000人 以上 企業100%)、 「2.業 務 情報 の部 門内 共

有 ・活用 」 で は81.9%(同100%)、 「3。業務情 報 の一部 の関連 部 門間で の共 有 ・活 用」

で は82.1%(同97.6%)と 高 い割合 とな ってお り、小規模 な企業 で もITに よ る情 報共 有 ・

活 用 の必 要 性 につ いて は広 く認知 され て いる。1企 業 と して はIT活 用 のた めの イ ンフ ラ

を準 備 出来 な い 中小 企業 のため の共用 イ ンフ ラの構築や 、従 量制課 金等 の導 入 によ る利

用 しやす いサー ビス が 各種提 供 され る ことで基本 的なITに よ る情 報共 有 ・活 用が 広 く

浸透 す る可 能性 が あ る。一方 「5、取 引先 との情報 共有 ・活用 」 では従 業員 規模100人

未満 企業 で は 「実施 済 み」 「導入検 討 中」の合 計 が41.3%(5,0σ0人 以 上企 業93%)、 「6.

ボ トム ア ップ の情 報 伝達 」で は59.5%(同95.4%)、 「7.ト ップダ ウンの情 報伝 達 」で は

56.4%(同97.7%)に 留 ま ってお り、大企 業 との意識 の差 が顕著 で あ り、当該 の機 能 は 小

規模 企業 で はニ ーズ が成 熟 して いない ことを示 してい る。
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図 表3-2-2 ITに よる情報共有 ・活用の実施状況(従 業員規模別)

日実施済み ロ導入検討中 ロ予定なし'0無 回答 0実 施済み ロ導入検討中 口予定なし

㎝ 2債

ロ無回答

1)社 内の情報利用環境の整備

[100人未渕

[100人 以上～300人 未湖

[300人以上一・1ao人未湖

[1000人以上～5000人未満]

[5000人以上]

2)業 務情報を部門内で共有・活用

[100人未渕

[100人 以上～300人 未聞

[300人以上～1000人未渕

[leoO人以上～5000人未湖

[5000人以上]

3)情 報の一部を関係部門間で共有

[100人未満]

[100人 以上N300人 未満]

[300人以上～1000人未湖

[1000人以上N5eoo人 未葡

[500e人以上]

4)必 要な情報は全社的に共有・活用

[100人未湖

[100人 以上～300人 未葡

[300人以上Nlao人 未聞

[1000人以上～5000人未測

[soee人以上]
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5)取 引先の間で情報を共有・活用

[100人未測

[100人 以上～300人 未満]

[300人以上・v1000人未満]

[1000人以上N5000人 未湖

[5000人以上]

6)現 場から経営層に迅速に情報伝達

[100人未莉

[100人以上～300人 未測

[300人以上NlOOO人 未満]

[1000人以上NsOOO人 未葡

[5000人以上]

7)経 営層から現場に迅速に情報伝達

[100人未淘

[100人 以上～300人 未湖

[300人以上～1000人未測

[1000人以上～5000人未測

[5000人以上]
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(3)地 域別にみた傾向

相対的 に従業員規模の大 きい企業か らの回答 が多い地域の実施済み割合が概ね高 い

結果 となって いるが一部地域では異なる結果が出ている。

サンプル数が最大(658社)で 従業員数の平均 も最大(L610.5人)の 首都 圏(1都3

県)が7つ の設問の うち5項 目で 「実施済み」の割合が トップ、2項 目で2位 と、予想

された結果 となっている。 また、平均従業員数では第2位 の近畿(872.8人)は すべて

の項 目で実施済み率第2位 ～4位 、第4位 の中部(552.9人)も 実施済み率第2位 ～5

位であ り想定の範囲といえる。一方平均従業員数では第3位 の四国(581.2人)は 実施

済み率では第7位 ～10位 、特 に3項 目で全国最低の第10位 となっている。逆に平均従

業員数では第7位(373.7人)の 北海道が 「lr'メール ・掲示板」の実施率が全国第2

位、 「4.全 社的1青報共有」、「6.ボ トムアップ情報伝達」、 「7.ト ップダウン情報伝達」

の実施率で全国第1位 とな っている。回答企業の企業規模の分布は他の地域 と概ね同様

であり、広大なテ リ トリーが あるため他の地方 と比べて企業規模あた りの業務対象地域

が広いこと、寒冷地域であること等に起因して小規模企業 を含めてITに よる情報共有 ・

活用が進みやす い環境にあることが推定される。

図表3-2-31Tに よる情報共有 ・活用の実施状況 地域別 「実施済み」割合
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3.2.2背 景 ・ 目 的

ITに よ る情 報共有 ・活用 の背景 ・目的 と して 多 くの企 業 が 「業務 プ ロセ ス時 間 の短 縮 ・

迅 速化 」(80.5%)、 「部 門 間業務 の 円滑化 」(57.1%)、 「部 門 内業務 の 円滑化 」(47.1%)を あ げ

て お り、 単純 な 「ペ ーパー レス によ るコス ト削減 」(38.7%)を 上回 ってお り、ITを コス ト

削 減の ツール に留 ま らず 、業務 の進 め方 の改 革やBPRに 活 かそ うとい う方 向感 が強 い。

ただ し、 「新 製品 ・新 サー ビス の 開拓 」(4.4%)、 「社 外(企 業 間)コ ラボ レー シ ョンの実現 」

(5.2%)、 「企 業理念 ・経営理 念 や課題 の周知徹 底 」(6.9%)と い った 目的意識 は極 め て低 く、

ITを 活 用 した新 商品 ・サー ビスの提 供 、社外 との共 同作 業、IR、CSRi対 応 等 は今後 の課

題 で ある。

(1)産 業別 にみた傾向

ITに よる情報共有 ・活用の背景 ・目的 として 「ペーパー レスによるコス ト削減」につ

いて非製造業では41.6%の 企業が揚 げているのに対 して、製造業では33%に 留 まってい

る。ザービス業を中心 に非製造業では業務遂行上、紙 による情報流通がまだまだ多 く、

コス ト削減、環境問題対応等の観点か らITに よるペーパーレス実現への 目的意識が高

いことをうかがわせ る。一方 「部門間業務 の円滑化」 については製造業では62.8%の 企

業があげているのに対 し、非製造業では54.1%に 留まってお り、 「ペーパー レス」と対照

的な結果となって いる。製造業では部 門間の情報障壁をITを 活用することで改善しよ

うという方向感が強い。

1"CorporateSocialResponsibility"の 略 。 企 業 の 社 会 的 責 任 。
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図表3-2-41Tに よる情報 共有 ・活用 の背 景 ・目的[3項 選択](産 業別)

(%)0

ペーパーレスによるコスト削減

業務プロセス時間の短縮・迅速化

部門内業務の円滑化

部門間業務の円滑化

企業間業務の円滑化

マネジメントの生産性向上

新製品・新サービスの開拓

企業理念・経営理念や課題の周知徹底

社外コラボレーションの実現

現場情報の経営層への迅速な伝達

その他

無回答

20406080100
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(2)従 業員規模別にみた傾向

「業務プロセス時間の短縮 ・迅速化」「部門間業務の円滑化」 という上位2テ ーマに

ついては従業員規模別の相違 はほとん ど見 られない。一方、「部門内業務の円滑化」 「ペ

ーパーレスによるコス ト削減」については小規模企業 ほどテーマ として取 り上げる比率

が高 く、企業規模が大きくなるほど比率が低下 してお り、大企業か ら順次 これ らのテー

マ についてはすで に解決済みとなっている様子がうかがえる。他方、 「マネジメン トの

生産性向上」や 「企業理念 ・経営理念や課題の周知徹底」 「社外 コラボレー ションの実

現」 「現場情報の経営層への迅速な伝達 と意思決定の支援」の4課 題 については企業規

模が大きくなるほ ど課題 としての認識度が高くなってお り、IT投資の目的として今後大

企業か ら順次対応が進む分野 となる ことが想定される。

図表3-2-5 ITに よる情報共有 ・活用の背景 ・目的[3項 選択](従 業員規模別)

(%)0102030405060708090100

ペー パー レスによるコス ト削減

業務プロセス時間の短縮・迅速化

部門内案務の円滑化

部門間業務の円滑化

企業間類癌の円滑化

マネジメントの生産性 向上

新製品・新サービスの開拓

企業理念・経営理念や課題の周知徹底

社外コラボレーションの実現

現場情報の経営層への迅速な伝達

その他

無回答
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(3)地 域別 にみた傾向

ITに よる情報共有 ・活用の背景 ・目的の地域別 の傾向につ いて は特定の傾向は見 いだ

せない。

図表3-2-61Tに よる情報共有 ・活用の背景 ・目的 地域別認識度順位
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3.2.31T導 入による効果

ITに よる情報共有 ・活用に関す るIT導 入の効果については多 くの企業が 「業務プロセス

時間の短縮 ・迅速化」(73.7%)、 「部門内業務 の円滑化」(63.1%)、 「部 門間業務の 円滑化」

(55.0%)を あげている。

(1)産 業別にみた傾向

ほとんどの項 目で製造業の方が非製造業よりIT導 入の効果を評価 している比率がわ

ずかではあるが高い。原因としては非製造業の方が定量的ではない業務が多 く、ITに な

じまないか、あるいはなじまないとされて いる業務プロセスが残っているもの と推定 さ

れ る。ただ し、非製造業でも経営環境 の厳 しさや少子高齢化社会への対応のための一層

の業務効率化は避けては通れない道筋であり、今後製造業のノウハウも取 り入れてIT

による情報共有 ・活用 を推進 して多方面での効果を得ようと動 くものと考え られる。

図表3-2-7情 報共有 ・活用 に関するIT導 入の効果[複 数回答](産 業別)

(%)020406080100

ペー パ ー レス によるコス ト削 減

業務プロセス時間 の短縮 ・迅速化

部門内業務の円滑化

部門間業務の円滑化

企業間業務の円滑化

マネジメントの生産 性向上

新製品 ・新サービスの 開拓

企業理念・経営理念や課題の周知徹底

社 外コラボレーションの実現

現場情報の経営層への迅速な伝達

その他

無回答
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(2)従 業員規模別にみた傾向

ほぼすべての項 目で従業員規模が大きくなるほどIT導 入の効果を評価する比率が高

くなって いる。

特に従業員規模5,000人 以上の企業群では、ほとんどの項 目で半数以上の企業が効果

を認めてお り、大企業 ほどIT導 入の実際の効果、メ リッ トを享受 していると推定され

る。

「業務プロセス時間の短縮 ・迅速化」 と 「部門内業務の円滑化」については100人 未

満の企業 と5,000人 以上の企業の間で効果 に対する評価 が相対的に近い、すなわち小規

模企業群でも効果を認める割合が高 くなっている。

図表3-2-81Tに よる情報共有 ・活用に関するIT導 入 の効果 企業規模別評価割合

企業規模別IT導入効果評価割合

■

一一疏 疏 搬徽

従業員規模
認識比率

・蛤聾～

Iii灘i

2.07

100人 未 満5.000人 以 上

、 七 フ1嚢i雀 縦 溺・w-

…麗 。燃 灘 継 継 欝雛ii　難憂繊_ ,購 灘1……懸_

ペーパーレスによるコスト削減 32.5

.自滅 ㌘

67.4

部門間業務の円滑化 42.5 88.4 2.08

企業間業務の円滑化 19.4 51.2 2.64

マネジメントの生産性向上 14.6 65.1 4.46

新 製品 ・新サービスの開拓 5.7 25.6 4.49

企業理念 ・経営理念や課題の周知徹底 9.6 58」 6.05

社外コラボレーションの実現 5.9 39.5 6.69

現場情報の経営層への迅速な伝達 15.7 46.5 2.96

上 記2効 果 につ いて は企 業規 模 に関わ らず 、1↑導入 によ り比較 的早 期 に効 果 、メ リ ッ

トを享 受 で きる部分 と認 め られ る。

一 方 、「ペー パー レス によ るコス ト削減 」(100人 未満 二32.5%5,000人 以 上=67.4%)、

「部 門間業 務 の 円滑化」(100人 未満=42 .5%、5,000人 以 上=88.4%)、 「企 業 間業 務 の 円

滑化」(100人 未満==19.4%、5,000人 以上 二51.2%)、 「マ ネ ジ メン トの生産 性 向上 」(100

人未満=14.6%、5,000人 以 上=65.1%)、 「新 製 品 ・新 サー ビス の開拓 」(100人 未 満=5.7%、

5,000人 以 上=25.6%)、 「企 業理念 ・経 営理 念や 課題 の周 知徹底 」(100人 未 満=9.6%、

5,000人 以上 二58.1%)、 「社 外 コ ラボ レー シ ョンの実現 」(100人 未満=5.9%、5,000人 以

上=39.5%)、 「現 場情 報 の経 営層 へ の迅 速 な伝 達 」(100人 未 満=15.7%、5,000人 以 上=

46.5%)の7項 目で は100人 未満 企業 と5,000人 以上企 業 の間で効 果 を認 め る割 合 に2

倍 以上(最 大6.7倍)の 乖離 が 生 じて お り、 「3.2.1実 施状 況」 の 「5.取 引先 との情報

共有 」 「6.ボ トム ア ップ の情 報伝 達」 「7.ト ップダ ウンの情 報伝達 」 に対す る 「実 施済

み」 回答 率 と同様 の傾 向 を示 して お り、大企 業 がIT導 入 で獲得 して いる効果 が 企 業規

模 が小 さ くな る に従 って獲得 で きて いな い状況 を現 して い る。
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図表3-2-9情 報共有 ・活用 に関するIT導 入 の効果[複 数回答](従 業員規模別)

(%)0

ペー パー レスによるコスト削減

業務プロセス時間の短縮 ・迅速化

部門内業務の円滑 化

部門間業務の円滑 化

企業間業務の 円滑化

マネジメントの生産性 向上 、

新製 品・新サー ビスの開拓

企業理念 ・経 営理念 や課題 の周知徹底

社外コラボレーションの実現

現場情報 の経営 層へ の迅速 な伝達

その他

無回答

10 20 30405060708090100
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(3)地 域別 にみた傾向

ITに よる情報共有 ・活用の効果の地域別の傾向については概ね従業員数平均値が高い

地域で効果の認識が高い傾向が見 られる。ただし、サンプル数が少なく、従業員数平均

も少ない関東(除 く首都圏)エ リア(55社 、339.1人[第8位DでITに よる情報共有 ・

活用の効果の認識が極めて高い(第1位4項 目、第2位2項 目、第3位3項 目)の が特

筆される。

図表3-2-101Tに よる情報共有 ・活用に関するIT導 入の効果 地域別認識度順位

位順率当該果効

⑩
現
場
情
報
の
迅
速
伝
達

1

7

3

2

8

9

6

4

5

10

⑨
社
外
コ
ラ

ボ
レ

ー
シ
ョ
ン

4

6

10

2

7

5

1

8

9

3

⑧
企
業
理
念
周
知
徹
底

6

7

1

2

8

3

4

5

10

9

⑦
新
製
品
・

新
サ
ー
ビ
ス

5

9

4

2

6

10

7

1

3

8

⑥
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
生
産
性
向
上

8

9

3

2

5

6

4

10

1

7

⑤
企
業
間
業
務
円
滑
化

3

8

1

4

7

5

2

6

9

10

④
部
門
間
業
務
円
滑
化

1

9

2

3

7

4

5

10

8

6

③
部
門
内
業
務
円
滑
化

3

10

2

1

8

7

5

9

4

6

②
業
務
プ
ロ
セ
ス
短
縮

8

9

1

2

3

6

5

7

4

10

①
ペ
ー
パ
ー
レ
ス

3

8

1

4

7

6

5

9

10

2

従
業
員
数
平
均

m3

田2

即3

田川
⑭3

田5

伽8

Ω41

服5 .

拠4

サ
ン
プ
ル
数

86

惚
55

殿
欄
蹴
鍋

96

48

価

道海北

北東

③都首除棄関

尉都q圏都首

雌づ越信甲

部中

畿近

国中

国四

州九

ITに よる情報共有 ・活用 に関するIT導 入の効果について、地域 ごとの相 関関係はほ

とん ど見いだせない。
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3.2.4ま とめ

(1)ITに よる情報共有 ・活用の実施にあた り各社が抱える課題

ITに よる情報共有 ・活用 については これを推進 ・実施す る上で各社が抱 える課題 につ

いての自由回答欄 を設定 し、400社 を超える回答を得た。これ らの回答 をグループ化 し

た ところ各社が抱える課題を下記の通 り類型化することが出来 る。

図表3-2-111Tに よる情報共有 ・活用 に関する自由回答類型別/企 業規模別集計

'

カテゴリー

曹

課 ・ 題

従業員規模
力

書
リ

1

合

計

11000

人

未

満

1000

人

以

上

合

計

1-1

セキュリティ

関連

外部侵入、情報流出、ウイルス等への対応が不十分あるいは
一層の対策が必要

45 6 51 85

1-2

『
情報共有とセキュリティ確保の両立を実現するための落としどこ

ろが難しい

11 2 13

1-3
情報セキュリティに対する社員の認識が低い。部門間での認識

レベル異なる

5 0 5

1-4 情報セキュリティ確保のためのコスト負担が大きい
7 4 11

1-5 運 用 の 手 間(セ キ ュリティパ ッチ ・バ ックアップ)
5 0 5

2-1
インフラ

整備関連

情 報 共 有 ・活 用 の ため の システ ム インフラ、ネ ットワー クの未 整

備 、PCの 不 足 等

31 5 36 48

2-2
情報共有のための仕組み作り、パッケージ・グループウェア、業

者選定等

11 1 12

3-1
スキ ル 、リテ

ラシー 不 足

社 員 のITス キ ル 、情 報 リテ ラシー が 不 足 している
81 10 91 101

3-2 経営者がPCを 使えない
9 1 10

4 システム運営管理者の不足、スキル不足
25 1 26 26

5 トップのITへ の理 解 不 足
13 6 19 19

6 業務改善、事務効率化、ペーパーレス等の導入効果が発揮されない
22 4 26 26

7 導入コストがかかりすぎる。コスト効果が見えない
59 8 67 67

8 1Tによる情報共有・活用を進める前提としての組織整備、情報整備が不十分
39 22 61 61

9 社外システムとの連携が困難
3 1 4 4

10 企 業 としてのIT戦 略 が ない 、1T化の 必 要 性 ・範 囲 が 判 らない
8 1 9 9
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この 自由回答か ら 「3.ス キル、 リテラシー不足」(全101社)、 「1.セ キュリティ関

連」(全85社)を 課題と認識 して いる企業が多 く見 られる ことがわかる。情報共有 ・活

用の前提である社員のITス キル、 リテラシー不足 と、2003年 には大 きな社会問題 とな

ったウイルス騒 ぎや度重なる個人情報流出等セキュ リテ ィ関連の課題への関心が高ま

ってお り、ITス キル ・リテ ラシー向上のための手法、セキ ュリティ確保のためのハー ド・

ソフ ト両面での対策 ・社員教育の機会等を提供することがITに よる情報共有 ・活用を

いっそ う推進するために重要な施策 としてクローズアップされている。

なお、回答企業の約85%が 従業員数1,000人 未満の企業、約15%が1 ,000人 以上の企

業というバ ランスを考慮すると 「8.ITに よる情報共有 ・活用 を進める前提 としての組

織整備、情報整備が不十分」以外の回答 については企業規模による極端な問題認識 のレ

ベル差は無 く、企業規模に関わ らず類似の問題意識 ・課題 を抱 えている状況である。

「8.ITに よる情報共有 ・活用 を進める前提 としての組織整備、情報整備が不十分」

について1,000人 以上規模の会社 の問題意識が高い(22社 、全体の36%)の はすでに一

定 レベルのIT設 備投資 を実施 した上で更なる情報共有 ・活用を進めるための課題認識

と推定 される。

(2)ま とめ

ITに よる情報共有 ・活用については 「1.メ ール、掲示板」については80%以 上の企

業で、 「2.部 門内での情報共有」 「3.部 門間での一部情報共有」といった レベルについ

て も70%以 上の企業で実施済みであ り、ITが 企業活動のイ ンフラとして定着 している。

ただ し、「4.トップか ら従業員までの全社的な情報共有」となると実施済み企業 は50%

弱 とな り、「5.取引先 との1青報共有 ・活用」 「6.現場か ら経営への迅速な情報伝達」「7.

経営か ら現場への迅速な情報伝達」等はいずれ も30%未 満の実施率であ り、ITを 活用 し

た企業意思決定の迅速化や受発注業務の効率化はこれか らの課題である。特に実施済み

企業が全社ベースで30%未 満の項 目(「5.取 引先 との情報共有 ・活用」 「6.現 場か ら経

営層に迅速に情報伝達」 「7.経 営層から現場に迅速に情報伝達」)に ついては企業規模

による実施率の格差が大きく、従業員5,000人 規模以上の会社では全ての項 目の実施率

が60%を 超えているのに対 して、企業規模が小さくなると比例的に実施率が下が り、従

業員規模100人 未満の企業では20%内 外に留まっている。自由回答で も 「IT導入 コス ト

がかか りすぎる。コス ト効果が見えない。」といった意見が多 く(全67社)、IT投 資が

企業 にとって大きな負担となっている、あるいは、IT投 資を躊躇 している企業が多いこ

とをうかがわせる。

ITに よる情報共有 ・活用の背景 ・目的と実際の効果について全社ベースではほぼ同 じ

傾向が出てお り、当初の目的が概ね効果として認識されている。ただし、特にITに よ

る情報共有 ・活用 の効果についての評価が企業規模によって大 きく乖離 してお り大企業

ほどITに よる情報共有 ・活用の効果、メ リッ トを享受 している。今後、企業間業務 に

ITが 適用される場面 はますます増加すると予想されるが、小規模企業が この状況 に対応
'
できるよう、企業規模による企業間のデジタルデバイ ドが拡大 しないための対応が必要

と考え られる。また、ITベ ンダにとっては小規模企業のIT活 用 を推進す る新 しいサー

一47一



ビスの提供が新規市場開拓、新たなビジネスチ ャンス創造の可能性 とな りうることを示

している。
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3.3 業務プ ロセスの改革 とIT活 用

企業における業務プロセスの改革(以 下 「BPR」)とIT活 用の取 り組み状況を把握するた

め、BPRの 「実施状況」 「実施の背景 ・目的」 「IT導 入による効果」を調査 し、そ の結果を

それぞれ産業別/従 業員規模別に報告する。

3.3.1実 施 状 況

各企業 におけるBPRの 実施状況を 「1.特 定部門のBPRの 実施」「2.複 数部門 ・業務 にま

たがるBPRの 実施」 「3.全 社的なBPRの 実施」 「4.取 引先 との関係でのプロセス標準化の

実施」 について調査 した。

全体でみると 「1.特 定部門のBPR」 は3割 強、 「2.複数部門 ・業務にまたがるBPR」 は

約2割 、「3.全 社的なBPR」 は1割 強が実施済みである。検討 中を 「実施予定」 と見なした

場合、近い将来、約6割 の企業がそれぞれのフェーズ においてBPRを 実施することになる。

また、 「4.取 引先 との関係でのプ ロセス標準化」は実施済みが1割 弱で、検討 中を 「実

施予定」 と見な した場合でも近い将来実施する企業は3割 程度にすぎない。なお、 「4.取

引先との関係でのプロセス標準化」に予定なしと回答 した企業は6割 弱にものぼる。(図 表

3-3-1参 照)

(1)産 業別 にみ た傾 向

産業 別 にBPRの 実 施状 況 をみ る と、若 干で は あるが、製造 業 が非 製造 業 に先行 して推

進 して い るが 、BPR実 施状 況 は 「1.特 定部 門 のBPR」(製 造 業37.1%、 非製 造業29.5%、

7.6ポ イ ン ト差)、 「2.複 数部 門 ・業務 に またが るBPR」(同24.4%、18.3%、6.1ポ イ

ン ト差)、 「3.全 社 的なBPR」(同13.1%、14.3%、1.2ポ イ ン ト差)、 「4.取 引先 との関

係で プ ロセス標 準 化」(同8.5%、5.7%、2.8ポ イ ン ト差)で あ り、産 業別 によ り大差

はみ られ な い。(図 表3-3-1参 照)
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図表3-3-1業 務プロセス改革の実施状況(産 業別)

ロ実施済み 圃検討中 口予定なし 口無回答

0%10%20%30%40%50%60%70%809690%100%

1)特 定部門のBPRの 実施

[全体]

[製造集計]

[非製造業計]

2)複 数部門・業務に

またがるBPR

[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

3)全 社的なBPRの 実施

[全体]

[製造業計]

[非製造業計]

4)取 引先との関係で

プロセス標準化

[全体]

[製造業計]

[非製造業計]
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(2)従 業員規模別にみた傾向

従業員規模別 にBPRの 実施状況をみると、大企業が先行 してお り、特に 「5,000人 以

上」の企業が飛び抜けた形で進行 している。(図 表3・3・2参照)

a.「 特定 部 門のBPR」 の実施 状況

「1.特 定 部 門のBPR」 は100人 未 満 で3割 弱、5,000人 以 上で8割 弱の企 業が実 施

済 み であ り、そ の格 差 は約3倍 と大 き く開 いて いる。

100人 未満 の企 業で は実施 済 み25.7%、 検 討 中31.4%で あ り、検 討 中を 「実施 予定」

と見 な した場合 、近 い将 来6割 弱 の企業 が 「1.特 定部 門 のBPR」 を実施 す る ことにな

る。

一方 、5,000人 以上 の企業 にお いて は実施 済 み76.7%、 検討 中14.0%で あ り、既 に

8割 弱 の企 業 が実施 済み で ある。検 討 中 を 「実施 予定」 と見 な した場 合、近 い将 来、

約9割 の企業 で 「1.特 定部 門 のBPR」 が 終 了す る ことにな る。

b.「 複数 部 門 ・業 務 にまた が るBPR」 の実 施状況

「1.特 定 部 門のBPR」 に比べ 実施企 業 が少 な くなるが100人 未満 で2割 弱 、5,000

人以 上で7割 弱の企 業が 実施済 み で あ り、そ の格差 は約4倍 と 「1.特 定部 門 のBPR」

以上 に開 いて いる 。100人 未 満 の企業 で は実 施済 み15.7%、 検 討 中37.0%で あ り、検

討 中を 「実 施 予定」 と見 な した場 合、 近 い将 来5割 強 の企 業が 「2.複 数 部 門 ・業務

にまたが るBPR」 を実 施す る ことにな る。 一方 、5,000人 以 上 の企業 にお し)ては実施

済み67.4%、 検 討 中25.6%で あ り、既 に7割 弱 の企業 が実 施済 み であ り、検 討 中を

「実施 予定 」 と見 な した場 合 、約9割 の企業 で 「2.複 数 部 門 ・業 務 に またが るBPR」

を実 施す る こ とにな る。

c.「 全社 的 なBPR」 の実 施状 況

「3.全 社 的なBPR」 とな ると、実施済 み企 業数 は少な くな り、100人 未満 で1割 強 、

5,000人 以上 で4割 強 の企 業が 実施済 み であ り、そ の格差 は約3倍 と開 いて いる。100

人未 満 の企 業 では 実施済 み12.9%、 検 討 中39.0%で あ る。検 討 中を 「実 施 予定」 と

見 な した 場合 、近 い将来5割 強 の企業 が 「3.全 社的 なBPR」 を実施 す る こととな る も

の の、4割 強 の企 業 で は 「3.全 社 的 なBPR」 の予 定が な い ことが判 明 した。一方 、5,000

人以 上 の企 業 にお いて は実施 済 み41.9%、 検 討中37.2%で あ り、既 に4割 強 の企 業

が実 施済 みで あ り検 討 中 を 「実施 予定 」 と見 な した場合 、8割 弱 の企業 で 「3.全 社 的

なBPR」 を実 施す る ことにな る。

d.「 取 引先 との関係 で プロセ ス標準 化」 の実 施状況

「4.取 引先 との関係 で プ ロセ ス標準 化」 にお いて は必 要性 の違 いか らか 、100人 未

満 と5,000人 以 上で 実施済 み の企業 で は約8倍 の格 差が あ る。100人 以 下 の企業 で は

実 施済 み3.9%、 検 討 中26.6%で あ り、検 討 中を 「実施 予定 」 とみな して も約3割 程

度 で 、「予定 な し」が6割 強 とな って い る。一 方 、5,000人 以上 の企 業 にお いて は実 施

済 み30.2%、 検 討 中48.8%で あ り、将来 的 には8割 弱 の企 業 が 「4.取 引先 との関係
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でプロセス標準化」を実施することになる。

図表3-3-2業 務プロセス改革 の実施状況(従 業員規模別)

ロ実施済み ロ検討中 口予定なし ロ無回答

1)特 定部門 のBPRの 実施

[100人 未満]

[100人 以上～300人 未満]

[300人 以上～1000人 未満]

[1000人 以上～5000人 未満]

[5000人 以上]

2)複 数部門 ・業務にまたがるBPR

[100人 未満]

[100人 以上～300人 未満]

[300人 以上～1000人 未満]

[1000人 以上～5000人 未満]

[5000人 以 上]

3)全 社的なBPRの 実施

[100人未 満]

[100人 以上～300人 未 満]

[300人 以上 ～1000人 未 満]

[1000人 以上 ～5000人 未 満]

[5000人 以上]

4)取 引先との関係で

プロセス標 準化

[100人 未 満]

[100人 以上 ～300人 未 満]

[300人 以上 一・1000人未満】

[1000人 以上 ～5000人 未満]

[5000人 以上]
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3.3.2背 景 ・ 目 的

各企業におけるBPR実 施 の背景 ・目的について調査 した。

全体でみると 「情報伝達の的確かつ迅速化」「システム導入効果の向上」「各業務システ

ムの統合 ・シームレス化」 「全社 的な情報共有 の実現」 「競争力強化 のための企業体質改善」

「業績等の経営情報の透明化」の順である。(図 表3-3-3参 照)

(1)産 業別にみた傾向

産業別 にBPR実 施の背景 ・目的をみると、多少の違 いはあるものの全体 と同 じよ うな

傾向を示 している。上位5位 について産業別の差 をみると 「情報伝達の的確かつ迅速化」

(非製造業4.2ポ イ ン ト高)、 「システム導入効果の向上」(非 製造業8.8ポ イ ン ト高)、

「各業務システムの統合 ・シーム レス化」(製 造業6.1ポ イ ン ト高)、 「全社的な情報共

有の実現」(非 製造業10.0ポ イ ン ト高)、 「競争力強化のための企業体質改善」(製 造業

4.4ポ イ ント高)、 「業績等の経営情報の透明化」(非製造業1.8ポ イ ン ト高)と なってい

る。(図 表3-3-3参 照)

図表3■3-3業 務プロセス改革 の背景 ・目的[3項 選択](産 業別)

o(%)

システム導入効果の向上

各業務システムの統合・シームレス化

全社的な情報共有の実現

競争力強化のための企業体質の改善

情報伝達の的確かつ迅速化

関連企業や取引先との連携の強化

グローバル・国際化への対応

企業統合など経営環境の変化への対応

業績等の経営情報の透明化

コアコンビタンスの明確化

その他

無回答

102030405060708090100
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(2)従 業員規模別 にみた傾向

従業員規模別 にBPR実 施の背景 ・目的をみると、100人 未満の企業 は、「情報伝達の的

確かつ迅速化」 「システム導入効果 の向上」 「全社的な情報共有の実現」「各業務システ

ムの統合 ・シーム レス化」 「競争力強化のための企業体質改善」の順で回答が多い。一

方5,000人 以上の企業では 「競争力強化のための企業体質改善」 「各業務システムの統

合 ・シーム レス化」 「情報伝達 の的確かつ迅速化」 「関連企業や取引先 との連携 の強化」

「全社的な情報共有の実現」の川頁となっている。

中小企業では、「情報伝達の的確かつ迅速化」 「システム導入効果 の向上」が上位 を占

め、逆に大企業 にお いては、「全社的な情報共有の実現」 「各業務 システムの統合 ・シー

ム レス化」が上位 を占める傾向 となっている。

100人 未満の企業 と5,000人 以上で差の大きいものは、「システム導入効果の向上」(100

人未満の企業45.3ポ イ ン ト高)、 「競争力強化のための企業体質改善」(5,000人 以上の

企業44.6ポ イ ン ト高)、 「関連企業や取 引先 との連携の強化」(5,000人 以上の企業26.7

ポイ ン ト高)、 「情報伝達の的確かつ迅速化」(100人 未満の企業24.2ポ イン ト高)、 「全

社的な情報共有の実現」(100人 未満の企業18.6ポ イ ン ト高)、 「企業統合など経営環境

変化への対応」(5,000人 以上の企業14.9ポ イ ン ト高)の 順 となっている。(図表3-3-4、

図表3-3-5参 照)

図表3-3-4従 業員規模別業務プロセス改革の背景 ・目的の傾向

＼ 1位 2位 3位 4位 5位

情報伝達の的 システム導入 全社的な情報 各業務システ 競争力強化の

100人 未満
確かつ迅速化 効果の向上 共有の実現 ム の統 合 ・シ ための企業体

(62.3%) (57.2%) (42.2%) 一ム レス化 質改善

(41.9%) (31.6%)

情報伝達の的 各業務システ システム導入 全社的な情報 競争力強化の

300人 以上～ 確かつ迅速化 ム の統 合 ・シ 効果の向上 共有の実現 ための企業体

・1
,000人 未 満 (59.8%) 一ム レス化

(45.7%) (41.3%) 質改善

(49.0%) (40.2%)

競争力強化の 各業務 システ 情報伝達の的 関連企業や取 全社的な情報

ための企業体 ム の統 合 ・シ 確かつ迅速化 引先 との連携 共有の実現
5,000人 以 上

質改善 一ム レス化 (38.1%) の強化 (23.8%)

(76.2%) (54.8%) (35.7%)
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図表3-3-5業 務プロセス改革の背景 ・目的[3項 選択](従 業員規模別)

(%)0

システム導入効果の向上

各業務システムの統合・シームレス化

全社 的な情報共有の実現

競争力強化のための企業体質の改善

情報伝達の的確かつ迅速化

`

関連企業や取引先との連携の強化

グローバル・国際化への対応

企業統合など経営環境φ変化↑の対応

業績等の経営情報の透明化

コアコンビタンスの明確化

その他

無回答

10 2030405060708090100
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3.3.31T導 入 に よ る 効 果

前述の業務 プロセス改革の背景 ・目的 と同じ項 目で業務プロセス改革について、今 まで

ITを 導入 し効果が あった項 目を調査 した。

全体でみる と 「情報伝達の的確かつ迅速化」 「システム導入効果の向上」 「全社 的な情報

共有 の実現」 「各業務システムの統合 ・シーム レス化」「競争力強化のための企業体質改善」

「業績等の経営情報の透明化」の順で回答が多 く、「背景 ・目的」 とほぼ同様の傾向を示し

て いる。(図 表3-3-6、 図表3-3-7参 照)

図表3-3-6業 務プロセス改革の背景 ・目的とIT導 入 による効果の傾向(全 体)

＼ 1位 2位 3位 4位 5位 6位

情報伝達の システム導 各業務シス 全社的な情 競争力強化 業績等の経

業務プロセ 的確かつ迅 入効果の向 テ ム の 統 報共有の実 のための企 営情報の透

ス改革の 速化 上 合 ・シ ー ム 現 業体質改善 明化

背 景・目的 (60.4%) (47.6%) レス化 (42.2%) (40.5%) (17.0%)

(47.5%)

情報伝達 の システム導 全社的な情 各業務シス 競争力強化 業績等の経

IT導 入 が効 的確かつ迅 入効果の向 報共有の実 テ ム の 統 のための企 営情報の透

果だった 速化 上 現 合 ・シ ー ム 業体質改善 明化

項 目 (53.1%) (44.1%) (36.7%) レス化 (20、6%) (18.5%)

(32.3%)

(1)産 業別 にみた傾向

産業別に業務プロセス改革にIT導 入が効果だった項 目をみると、多少の違 いはある

ものの全体 と同 じような傾向を示 している。

製造業において、「目的 とIT導 入が効果だった項 目」は1位 「情報伝達の的確かつ迅

速化」、2位 「システム導入効果の向上」(「背景 ・目的」では4位)、3位 「各業務シス

テムの統合 ・シーム レス化」(同2位)、4位 「全社的な情報共有の実現」(同5位)、5

位 「競争力強化のための企業体質改善」(同3位)、6位 「業績等の経営情報の透明化」

の順である。

非製造業では 「背景 ・目的」 「IT導 入が効果だった項 目」 ともに、1位 「情報伝達の

的確かつ迅速化」、2位 「システム導入効果の向上」、3位 「全社的な情報共有 の実現」、

4位 「各業務システムの統合 ・シーム レス化」、5位 「競争力強化のための企業体質改善」

6位 、「業績等の経営情報の透明化」の順である。(図 表3-3-7参 照)
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図表3-3-7業 務プロセス改革 に関するIT導 入の効果[複 数 回答](産 業別)

(%)0

システム導入効果の向上

各業務システムの統合・シームレス化

全社的な情報共有の実現

競争力強化のための企業体質の改善

情報伝達の的確かつ迅速化

関連企業や取引先との連携の強化

グローバル・国際化への対応

企業統合など経営環境の変化への対応

業績等の経営情報の透明化

コアコンビタンスの明確化

その他

無回答

102030405060708090100
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(2)従 業員規 模別 にみ た傾 向

従 業員規 模別 にみ る と、100人 未 満 の企 業 は 、1位 「情報伝 達 の的確 かつ迅 速化 」、2

位 「システ ム導入 効果 の 向上」、3位 「全社 的な情 報共 有 の実現」、4位 「各業 務 シス テ

ムの統 合 ・シー ム レス化」、5位 「業 績等 経営 情報 の透 明化 」の順 で 、4位 まで は 「背 景 ・

目的」 と同 じ傾 向 を示 して いる。

一方、5,000人 以上 の企 業で は1位 「情 報伝 達 の的確 か つ迅速化 」(「背景 ・目的」 で

は3位)、2位 「各業務 システ ムの統合 ・シー ム レス化」(同2位)、3位 「競 争 力強化 の

ため の企業 体質 改善 」(同1位)、4位 「関連企 業や 取 引先 との連携 の強化 」(同4位)、5

位 「シス テム導 入効 果 の向上 」、 の順 とな って い る。(図 表3-3-8、 図表3-3-9参 照)

図表3-3-8 従業員規模別業務プロセス改革の背景 ・目的

とIT導 入が効果だった項目の傾向

1位 2位 3位 4位 5位

情報伝達の システム導 全社的な情 各業務 シス 競争力強化

業務プロセ 的確かつ迅 入効果の向 報共有の実 テ ム の 統 のための企

ス改革の 速化 上 現 合 ・シ ー ム 業体質改善

背景 ・目的 (62.3%) (57.2%)、 (42.2%) レス化 (31.6%)

(41.9%)

情報伝達の システム導 全社的な情 各業務 シス 業績等経営

IT導 入 が効 的確かつ迅 入効果の向 報共有の実 テ ム の 統 情報の透明

果だった 速化' 上 現 合 ・シ ー ム 化

項 目 (45.8%) (44.0%) (30.4%) レス化 (18.1%)

(25.6%)

競争力強化 各業務シス 情報伝達 の 関連企業や 全社的な情

業務プロセ のための企 テ ム の 統 的確かつ迅 取引先 との 報共有の実

ス改革の 業体質改善 合 ・シ ー ム 速化 連携の強化 現

背景 ・目的 (76.2%) レス化 (38.1%) (35.7%) (23.8%)

5,000人 (54.8%)

以上 情報伝達の 各業務 シス 競争力強化 関連企業や システム導

IT導 入 が効 的確かつ迅 テ ム の 統 のための企 取引先との 入効果 の向

果だった 速化 合 ・シ ー ム 業体質改善 連携の強化 上

項 目 (71.4%) レス化 (52.4%) (50.0%) (50.0%)

(54.8%)
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図表3-3-9業 務プロセス改革 に関するIT導 入の効果[複 数回答]

(%)0

システム導入効果の向上

各業務システムの統合・シームレス化

全社的な情報共有の実現

競争力強化のための企業体勘 改善

情報伝達の的確かつ迅速化

関連企業や取引先との連携の強化

グローバル・国際化への対応

企業統合など経営環境の変化への対応

業績等の経営情報の透明化

コアコンビタンスの明確化

その他

『無回答

1020304050607080

(従業員規模別)
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3.3.4ま と め

企業における業務 プロセスの改革 とIT活 用の取 り組み状況 を把握するため、BPRの 「実

施状況」「実施の背景 ・目的」 「IT導入 による効果」を調査 し、各々を産業別/従 業員規模別

に分析 したが、全般 に渡って産業別(製 造業/非 製造業)の 格差はな く、また大企業が先行

した形で進行 していることが分かった。

BPRの 「実施状況」 を全体でみ ると 「特定部門のBPR」 は3割 強、「複数部門 ・業務 にま

たがるBPR」 は約2割 、「全社的なBPR」 は1割 強が実施済みである。検討中を 「実施予定」

と見な した場合、近 い将来、約6割 の企業がBPRを 実施することになる。

BPRの 「実施の背景 ・目的」 を企業規模別でみる と、100人 未満の企業では 「情報伝達の

的確かつ迅速化」「システム導入効果 の向上」 「全社的な情報共有 の実現」 「各業務 システム

の統合 ・シーム レス化」の順で回答が多かった。一方、5,000人 以上の企業では逆 に 「競争

力強化のための企業体質の改善」 「各業務システムの統合 ・シーム レス化」「情報伝達の的

確かつ迅速化」の順となっている。100人 未満の企業で上位 の 「情報伝達の的確かつ迅速化」

「システム導入効果 の向上」 「全社的な情報共有の実現」が5 ,000人 以上の企業では下位 に

あるが、これ らは大企業において実施済みの項 目と考え られる。

「IT導入 による効果」 を企業規模別でみると100人 未満 の企業では 「情報伝達の的確か

つ迅速化」「システム導入効果の向上」「全社的な情報共有の実現」「各業務システムの統合 ・

シームレス化」の順で回答が多かった。一方5,000人 以上の企業では 「情報伝達の的確か

つ迅速化」 「各業務 システムの統合 ・シームレス化」 「競争力強化のための企業体質の改善」

「関連企業や取引先 との連携 の強化」の川頁となっている。企業規模 に関係な く共通 した効

果は 「情報伝達の的確かつ迅速化」で第1位 に上がって いる。

なお、今回の調査では 「業務 プロセス改革 に取 り組 む上での課題」を 自由回答形式で質

問 し、貴重な課題 を数多 くいただいた。(図 表3-3-10参 照)

「改革推進 リーダ(部 署)の 人材不足」 「社 内ユーザのスキル、 リテ ラシー不足」 「トップ

の改革意識の低迷」 「古 い企業体質を打破できない」「業務 プロセスの見直し ・標準化が進

まない」「資金不足」 「投資効果が見えない」 「部門間の壁問題」 「関連企業、取 引先 との連

携」 「レガシー システムの取 り扱い」 「データの共有化 と活用」等々の回答があ り、 これ ら

は永遠の課題 といえる。
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図表3-3-10業 務 プロセス改革 に取 り組む上での課題

項 大
項 中項 目 件数 主な内容

番 目

! 改 革 推 進 リ ー ダ 、 33 ・リー ダ シ ッ プ(指 導 力)を 持 った 人材 が 不 在

(部署)の 人材不 ・流動的な人員体制。継続的な改革の検討ができない

足 ・プロセス改革をすすめる推進体制が不在

・全社を統括する専門部署が不在

人

材
社 内 にお ける全 10 ・人手 ・人 材 不 足

不
般的な人材不足 ・要 求 が 多 す ぎ、 手 が廻 らな い

足
・要 員 の 入 れ 替 わ りが発 生 す る .

社 内ユ ーザ のス 18 ・PCの 活用の個人差が大きい

キ ル 、 リテ ラ シー ・メー ル す ら受 信 で き な い レベル

不足 ・利用者のシステム開発に対するコス ト意識不足。システム設計、

要件等仕様決定に時間がかかる

2 トップの改革 意 11 ・経営改革に対する トップの認識の欠如

識の低迷 ・単にITを 導入すれば課題が解決されると勘違いしている

・コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ン ・ギ ャ ップ の解 消

全社員の改革意 12 ・保守的な考えが多い

改
識の低迷 ・現在の業務プロセスが一番や り易いと考える人が多い

善

意
・現場意識が目前の業務効率化のみに集中して、組織的 ・構造的

、

識
な発想に関心が薄い

システム部 門 で の 改 5 ・担当者の問題意識の低下

革意識の低迷

全社的改革意識 5 ・BPRの 思 想 が 定 着 しづ らい

の浸透性 ・硬直化した業務部門を改革するには多 くの社員の理解が必要

3 古い企業体質を 14 ・企業風土からBPRを 全面的に打ち出すことが困難

打破できない ・トップダウンの体制がとれない

・旗揚げをしたがどうしても昔の しが らみに押しつぶされている

業
旧態依然とした業務体系に固執する社員が多い

務
業務 プ ロセ スの 44 ・例 外 パ タ ー ン の多 さ と、標 準 化 す るた め の ト ップ マ ネ ジ メ ン ト

改
見直し・標準化が の意志

の
進まない ・ シズテムの修正、変更が発生し、標準化になれきれない

難 ・ システム開発に際し、社内標準が整備されていない

し ・ 業務プロセスが複雑で見直しが困難

さ ・情報システム導入以前に解決されているべき、規定な どの整備

に問題あり
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4 資金不足 24 ・経費が認められない

・システム化に多大な費用が発生

・特殊業務でパッケージがないためオーダーメイ ドに近い状態で
コ

ス
導入コス トやランニングコス トが高い

ト
投資効果が見え 11 ・自社にシステム部門がないためアウトソースに頼っており改善

ない が効果的にできない

・規模が小さい中小企業では、思ったほど効果が出ない

・投資効果の測定方法が未確立

5 25 ・情報部門は業務部門のプロセスをよく知 らない

' ・部門間対立がシステム統合を妨害

・利用部門の積極的関わり不足

部門間の壁の問題
・部 門 間 協 議 、プ ロジ ェ ク トチ ー ム と して の推 進 が 徹 底 、尊 重 さ

れない

・部門間温度調整が多く着手 しにくい

6 10 ・事業所によって環境が異なっている

関連企業、取引先との ・仕入れ先が対応できない

連携 ・取 引先 と の コス ト配 分

7 レガシーシステム 6 ・既存帳票類と改良後の帳票 との整合性

の ・既存システムの保守 ・改善の負担が大

取 り扱い

デ ー タ 共 8 ・各部門でコー ド体系が相異するなど、システム統合以前に調整
システム

有と活用 すべき事項が多い
構築

・定型業務の効率化はできたが、データベース資産の活用ができ

ていない

イ ン フ ラ 4 ・イ ンフ ラの 整備

の整備 ・現場の機械化が難しい

8 6 ・外部環境の変化への対応

その他
・情報を発信する文化の醸成
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3.4 lTに よる顧客対応力の強化

本章では、企業のITに よる顧客対応力の強化 について調査 した。顧客対応 力の強化 は

企業 にとって顧客 との信頼 関係の向上だけでな く、 自社製品の企画開発や市場開拓に も結

びつ く重要な課題である。企業の顧客対応力強化の実態に関 して以下の質問を行った。

【Q8】ITに よる顧客対応 力強化へ の取 り組み状況

【Q9】 顧客対応力強化 の現在の課題

【QlO】顧客対応力強化 に取 り組むに当たっての背景 ・目的

【QlOSQI】IT導 入によって得 られた効果

3.4.1実 施 状 況

(1)産 業 別 にみた 傾向

ITに よ る顧 客対 応 力 強化 の取 り組 み状 況 を見 る と、既 に実 施済 み と回答 した 企 業が

多 い項 目は、 「1.営 業 ・フ ロン トサ ー ビス な どの対 面業 務 へ のITの 導 入 」(26.6%)

と、 「3.Webで の商 品情 報 の提供 や ア ンケー トによる消 費者 ニ ーズ の分 析」(23.2%)

で ある 。 これ らは顧客 対 応 業務 の効 率化 や 自動 化 を 目的 と した もの で あ る。 次 に実 施

済 み が多 い項 目は、 「2.コ ー ルセ ンターな ど顧 客 か らの相談 、苦 情窓 口業 務へ のITの

導 入 」(13.2%)と 、 「7.顧 客 へ の安 全 ・安 心 の提供 」(12.0%)で あ り、 顧客 と の信

頼 強化 を 目的 として い る。現 時 点 で実 施済 み が少 な いの は、 「5.個 々 の顧客 情 報 を も

と に した ワ ンツ ー ワ ンマ ー ケ ッ ト」(5.5%)と 、 「6.顧 客 へ の オ ンデ マ ン ド対 応 」

(5.9%)、 「4.営 業 情 報や 苦情 情報 等 の顧客 情報 を活用 した セ グメ ンテ ー シ ョン分析 」

(9.0%)で あ る。

ITに よ る顧 客対 応 力の強化 は、 まず顧 客 対応 作業 の負 荷軽 減 や効 率化 か ら実 施 され 、

次 に顧 客 との信頼 強 化 が 目的 とされ て い る こ とが わカ、る 。現 時 点 で は新規 開拓 な どの

マー ケテ ィング に関 して は まだ実 施済 み との回答 は多 くな い。

今 回 の ア ンケー トで の実 施済 み の回答 が 多 くな い に も関 わ らず 実 施 を検 討 して い る

と回答 した企 業が多 か った項 目は、 「7.顧 客 へ の安 全 ・安 心 の提 供」(検 討 中26 .7%)

と 「4.営 業 情 報 や 苦 情 情 報 等 の 顧 客 情 報 を活 用 した セ グ メ ンテ ー シ ョン分 析 」(同

25.5%)で あ り、 当該 テ ー マへ の関 心 の強 さ を反映 して い る と見 られ る 。製 造 業 と非

製 造業 で の実 施状 況 の差 に着 目す ると、製 造業 で は 「3.Webで の商 品情 報 の提 供や ア

ンケー トによ る消 費 者ニ ーズ の分析 」(実 施済 み製造業25.5%、 非製造 業22 .0%)、 「7.

顧客 へ の安 全 ・安 心 の提供 」(同8.6%、4.5%)の 項 目の実施 状況 が高 い。 非 製造 業で

は、 「1.営 業 ・フ ロン トサ ー ビス な どの対面 業務 へ のITの 導 入」(実 施済 み 非製 造 業

29.3%、'製 造業21.4%)、 「5.個 々の顧 客情 報 を もとに した ワンツー ワンマ ーケ ッ ト」

(同6.6%、3.4%)の 項 目の実 施状 況が 高 い。顧客 対応 領 域 の 中で も、製 造業 で は製

品寄 り、 非製 造業 で は顧 客寄 りの項 目の実 施が進 んで い る と見 られ る。
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図 表3-4-1

1

ITに

ロ検討中

20%

よる顧客対応の実施状況(産 業別)

口実施済み

0%

1)営 業等の対面薬務
へのrrの導入

[全体]

[製造集計]

[非製造集計]

2)顧 客からの

相談・苦情窓ロ業務

[全体]

[製造集計]

[非製造集計]

3)W6bで の商品情報の提供等

[全体]

[製造集計]

[非製造集計]

4)セ グメンテーション分析

[全体]

[製造集計]

[非製造集計]

,)7:ツ ー ワンマー ケ1ト

[全体]

[製造集計]

[非製造集計]

6)顧 客へのオンデマンド対応

[全体]

[製造集計]

[非製造集計]

7)顧 客への安全・安心の提供

[全体]

[製造菓計]

[非製造集計]

ロ予定なし

40%

ロ無回答

60% 80% 100%

一64一



(2)従 業員規模別にみた傾向

実施状況を従業員の規模別でみ ると、いずれ の調査項 目において も従業員規模が大

きいほ ど実施済み企業の割合は大 きくなる傾向が見 られ る。特 に従業員規模が5,000

人以上の企業においては実施済みの比率が 目立って高い。

図表3-4-21Tに よる顧客対応の実施状況(従 業員規模別)

囚実施済み ロ検討中 ロ予定なし ロ無回答

1)営 業等の対面業務

へのrの 導入

[100人未満]

[100人 以上～300人 未満]

[300人以上～1000人 未満]

[1000人 以上～5000人 未満]

[5000人以上]

2)顧 客からの

相談・苦情窓 口業務

[100人未満]

[100人 以上～300人 未満]

[300人以上・v1000人未満ユ

[1000人 以上～5000人 未満]

[5000人以上ユ

3)W8bで の商品情報

の提供等

[100人未満ユ

[100人 以上～300人 未満ユ

[300人以上…1000人 未満]

[1000人 以上～5000人 未満]

[5000人以上]

4)セ グメンテー ション分 析

[100人 未 満]

[100人 以上 ～300人 未 満]

[300人 以上 ・v1000人 未 満]

[1000人 以上 ～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

㎝ 20SC 40% 60% 80% 100%
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図表3-4-2つ づ き

目実施済み ロ検討中 口予定なし 口無回答

O%10×20%30%40×50%60%70×80%9096100%

5)ワ ンツーワンマーケット

[100人未満]

[100人 以上～300人 未満]

[300人以上 ～1000人未満]

[1000人 以上 ～5000人未満]

[5000人 以上]

6)顧 客へのオンデマンド対応

[100人未満]

[100人 以上～300人 未満]

[300人 以上～1000人 未満]

[1000人 以上～5000人 未満]

[5000人以上]

7)顧 客への安全・安心の提供

[100人未満]

[1CO人 以上～300人 未満]

[300人以上～1000人 未満]

[1000人 以上～5000人 未満]

[5000人以上]

「2.コ ー ルセ ンター な ど顧客 か らの相談 、 苦情 窓、口業 務 へ のITの 導 入 」 にお いて

は5,000人 以上 の規模 で の実 施済 み比 率(68.9%)とLOOO人 以 上～5,000人 未満 の規

模 での実 施 済 み比 率(29.8%)に 大 きな 隔 た りが み られ る。 これ は 、 コー ルセ ンタ ー

導入 な ど大 きなIT投 資 が 必要 となる ことが原 因 と考 え られ る。一方 で 、 「3.Webで の

商 品情報 の提供や ア ンケー トによ る消 費者 ニー ズ の分析 」 にお いて は100人 以 上～300

人 未満 の検 討 中(29.7%)、300人 以 上 ～1,000人 未 満 の検 討 中(22.4%)と 相対 的 に

小 さな規 模 の企業 にお いて も実 施済 みや 検討 中の比 率が 小 さ くな い。 これ はWebに よ

る情報提 供 は、少 な いIT投 資 で も比較的 容 易 に行 え る ことが原 因 と考 え られ る。 マー

ケテ ィ ング機 能 で あ る 「4.営 業情 報や 苦情 情報 等 の顧客 情 報 を活 用 したセ グ メ ンテー

シ ョン分析」 「5.個 々の顧 客情 報 を も とに した ワンツー ワンマー ケ ッ ト」やIT技 術的

に高度 な 「6.顧 客 へ のオ ンデマ ン ド対 応」 にお いて も5,000人 以 上 の規 模で の実 施済
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み比率と1,000人 以上～5,000人 未満の規模での実施済み比率には大きな隔た りがみ ら

れ る。

「7.顧 客への安全 ・安心 の提供」については実施済 みの比率が高 くないが、規模 に

よ らず検討中の比率が高い。いずれの規模の企業でも関心が高 いと考 えられる。

(3)顧 客対応の実施 レベル

いずれかの項 目を実施 した と回答 した企業は、全回答企業 の半分近 くある。(実 施済

み47.9%)後 述 の 「IT導入による効果」 とも関連するが、ITの 活用 により効果が出て

いる企業 とITに よる効果 を享受 していない企業 との差がでていると考えられ る。従業

員規模が大きいほど、特に従業員5,000人 以上の企業で実施済みの比率が高い。

3.4.2現 在 の 課 題

(1)産 業別にみた傾向

ITに よる顧客対応力強化の取 り組みに関 して企業の課題認識 を見ると、製造業/非 製

造業ともに高かったのは 「顧客対応にITの 利活用が少ない」(47.4%)と 、 「顧客対応

部門と他部門との連携が不十分」(39.0%)で ある。企業の半数近 くにおいて作業負荷

の削減や 自動化が十分進んでお らず、またフロン トオ フィス機能 とバ ックオフィス機

能の連携が十分でないといえる。ITの 導入が十分に進んで いないため、 「導入 したが十

分な機能がない」(18.0%)と 「導入 したが費用対効果 が良くない」(23.3%)が 少な

く現れている。 「顧客対応部門 と経営戦略が整合 とれ ない」(27.3%)、 「企業 の外部と

のIT連 携が十分でない」(30.4%)、 「市場の変化に柔軟 に対応できない」(31.6%)の

3項 目については、IT利 活用が不十分なために課題 となっている場合と、IT利 活用が

不適切なため に課題 とな っている場合 とがある。双方の要因が合わさって、それが こ

の3項 目の課題認識 となっているのであろうが、導入 したのちの課題認識である 「導

入 したが十分な機能がない」「導入 したが費用対効果が良 くない」の割合が高 くな いこ

とを考慮すると、IT利 活用が不十分なためにこのような課題認識 となっている傾向が

強いのではないか と考え られる。
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図表3-4-31Tに よる顧客対応についての現在 の課題[3項 選択】(産 業別)

(%)0

顧客対応にITの利活用が少ない

導入したが十分な機能がない

導入したが費用対効果が良くない

顧客対応部門と他部門との連携が不十分

顧客対応部門と経営戦略が整合とれない

企業の外部とのrr連携が十分でない

市場の変化に柔軟に対応できない

その他

無回答
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(2)従 業員規模別 にみた傾向

従業員規模別 に企業のITに よる顧客対応力強化の取 り組みに関する課題認識 を見 る

と、5,000人 以上の企業 と5,000人 未満の企業では傾向が大きく異なる。5,000人 以上

の企業における特徴 として、 「顧客対応にITの 利活用が少ない」(20.9%)と 「導入し

たが十分な機能がない」(7.0%)の 割合が低 く、一方で 「顧客対応部門と他部 門との

連携が不十分」(44.2%)と 「市場の変化 に柔軟に対応で きない」(31.6%)の 割合が

高いことがある。 ここか ら読み取れるのは、5,000人 以上の企業では導入 したIT機 能

自体 は利活用が充分に進行 して いるが、他部門との連携や戦略 との整合が不十分 であ

るということである。そ して問題意識はさらにその先の 「企業の外部 とのIT連 携が十

分でない」(34.9%)や 「市場の変化 に柔軟 に対応できない」(39.5%)に 進んで いる。

5,000人 未満 の各グループの傾向を見 ると、従業員規模が大きくなると課題認識が大

きくなっている項 目と、従業員規模の大 小と課題認識の大 きさにはっき りした関係が

見えない項 目が ある。従業員規模が大 きくなる と課題認識が大き くなって いるのは、

「導入 したが費用対効果が良くない」 「顧客対応部門 と他部門 との連携が不十分」 「顧

客対応部 門と経営戦略が整合 とれない」 「市場 の変化に柔軟 に対応できない」である。

これ らはITの 導入が進むに連れて課題 として強 く浮き彫 りにされてきていることがわ

かる。

従業員規模が大き くなるにつれて課題認識が高 くなるが、5,000人 以上の企業では逆

に課題認識が低 くな っている項 目は、「顧客対応部門と他部門 との連携が不十分」 と

「顧客対応部門 と経営戦略が整合 とれない」である。 ある程度ITの 導入が進み これ ら

の課題が大きくなると、フロン トオフィスとバ ックオフィスの連携やIT戦 略と経営戦

略の整合性 に企業の注意が向き、課題が解決される傾向が あると思われる。企業のIT

ガバナンスが健全 に機能 し始めていると思われ る。
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図表3-4-41Tに よる顧客対応についての現在 の課題[3項 選択](従 業員規模別)

(%)0102030405060708090100

顧客対応にrrの利活用が少ない

導入したが十分な機能がない

導入したが費用対効果が良くない

顧客対応部門と他部門との連携が不十分

♪

顧客対応部門と経営戦略が整合とれない

企業の外部との1T連携が十分でない

市場の変化に柔軟に対応できない

その他

無回答
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3.43背 景 ・目 的

(1)産 業 別 にみ た傾 向

ITに よ る顧 客対 応 力強化 の取 り組 みの 背景 ・目的 と して 、製造 業/非 製造 業 ともに約

半数 の企 業 が、 「コス ト削減 」(48.1%)と 、 「顧 客 との信 頼 関係 の強化 」(52 .2%)を

あ げて い る。 「優 良顧 客 の 囲 い込 み」(37.8%)が 背 景 ・目的 の3番 目に高 い こと と考

え合 わせ る と、企 業 は新規 顧 客 の獲 得 の前 にまず既 存顧 客 の囲 い込 み を行 お うと して

い る ことがわ か る。

製 造 業 にお いて は 、 「フ ロ ン トサー ビスの リー ドタイ ム 削減 」(製 造 業31.5%、 非 製

造 業26.0%)と 「マ ー ケテ ィ ング部 門 と製 造 との コ ラボ レー シ ョン」(製 造 業23.0%、

非 製造業5.8%)が 相 対 的 に高 く、 プロダ クシ ョン寄 りの背 景 ・目的 であ り、非 製造 業

にお いて は、 「優 良顧 客 の囲 い込み 」(非 製 造業37.8%、 製 造 業27 .2%)と 「新規 獲得

/新 規 市 場 の獲得 」(非 製造 業30.9%、 製造 業24.6%)及 び 「競合 企 業か らの差別 化 」

(非 製造 業28.1%、 製 造業23.5%)が 相 対 的 に高 く、マ ーケ ッ ト寄 りで あ る。(図 表

3-4-5参 照)

(2)従 業員規模別にみた傾向

ITに よる顧客対応力強化の取 り組みの背景 ・目的を従業員規模別 に見 ると、従業員

規模によって比較的はっき りした傾斜が見 られる。

「コス ト削減」をIT.に よる顧客対応力強化の取 り組みの背景 ・目的 としている企業

は、従業員規模が大 きくな るほ ど少な くなる傾向が見 られ る。100人 未満 の企業 では

53.8%の 企業があげているが、従業員規模 の増大とともに減少 し、5,000人 以上の企業

では25.'6%の 企業があげているにすぎない。コス トを適正 な範囲以下に押さえること

は従業員規模 とは関係な く常に重要なテーマである。3項 選択によ り相対的に低下 した'

のは、IT導 入の目的が コス ト削減以外の経営戦略 とリンク し多岐にわた りなが らも明

確化 していることを示 して いるのではないかと考え られる。

「コス ト削減」以外 の項 目は全般傾向として、従業員規模が大 きくなるほど背景 ・

目的 としてあげて いる企業が大き くなる傾向が見 られ る。特 に 「フロン トサー ビスの

リー ドタイム削減」 「優 良顧客 の囲い込み」 「顧客 との信頼関係の強化」 「マーケティ ン

グ部 門と製造のコラボ」 にその傾向が顕著にみ られる。従業員規模が大きいほどITの

導入 をよ りマーケッ トに向か って行お うとしていると考え られる。

5,000人 以上の企業で突出 している項 目は 「フロン トサービスの リー ドタイム削減」

(51.2%)、 「優良顧客の囲い込み」(53.5%)で あ り、.顧客サー ビス を強化 して顧客ベ

ースを維持す ることを明確 に 目的 としている
。コス ト削減や、競合企業か らの差別化

という目的よりさらに具体的なマーケ ットへの取 り組みを感 じさせ る。(図 表3-4-6参

照)
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図表3-4-51Tに よ る顧客対 応 の背 景 ・目的(産 業 別)

0(%)

コスト削減

フロントサービスのリードタイム削減

新規顧客/新 規市場の獲得

優良顧客の囲い込み

顧客との信頼関係の強化

販売機会損失の防止

マーケティング部門と製造とのコラボ

競合企業からの差別化

その他

無回答

10 20 30405060708090100
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図表3-4-61Tに よる顧客対応の背景 ・目的(従 業員規模別)

(%)0102030405060708090100

コス ト削減

フロントサー ビスのリー ドタイム削減

新規顧客/新 規市場の獲得

優良顧客の囲い込み

顧客との信頼関係の強化

販売機会損失の防止

マーケティング部門と製造とのコラポ

競合企業からの差別化

その他

無回答
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3.4.41T導 入 に よ る 効 果

(1)産 業別にみた傾向

ITに よる顧客対応力強化 の取 り組みが有効 だったかどうか を見てみると、全体の3

割程度の企業が 「コス ト削減」(34.3%)と 「顧客 との信頼関係 の強化」(28.5%)で

実 際に効果が上がっていると回答 している。ただし、他の項 目につ いては押 しなべて

低い。複数 回答であることを考 えると、有効性については今後の課題 となっていると

考 え られる。

製造業 と非製造業でのば らつきにつ いて見 ても、全体 に有効だ とされた割合は低 い

中ではあるが、差異が見 られる。

製造業では、、「マーケティング部門 と製造 とのコラボレーション」(製 造業ll.6%、

非製造業3.7%)が 相対的に高い。

非製造業では、 「新規獲得/新 規市場の獲得」(非 製造業15.3%、 製造業8.9%)、 「優

良顧客の囲い込み」(非 製造業19.2%、 製造業15.0%)及 び 「競合企業か らの差別化」

(非製造業12.1%、 製造業10.0%)が 相対 的に高い。非製造業での有効だった項 目は

マーケッ トでの他社 との競合の領域で あり、当初の目的 に対 しての貢献 して いるもの

である。(図 表3-4-7参 照)

(2)従 業員規模別にみた傾向

ITに よる顧客対応力強化の取 り組みが有効だったかにつ いて従業員規模で見ると、

5,000人 以上の企業は全項 目において突出 して5,000人 未満の企業群よ りも有効だった

と回答 している。特に7割 近 くの企業が有効だった としている 「顧客 との信頼関係の

強化」(69.8%)と 「コス ト削減」(65.1%)及 び 「フロン トサー ビスの リー ドタイム

削減」(65.1%)の3項 目は、いずれ もIT投 資の際 にシステム化 目標 として明確 に設

定されることが多いテーマである。7割 近 くのIT'プ ロジェク トでは効果をあげている

と見 ることができる。

全般にみて 「新規獲得/新 規市場の獲得」 「優良顧客の囲い込み」「競合企業か らの差

別化」の3項 目においては、特に5,000人 未満の企業 にお いて有効だったとの回答が

少ない。 これ らの項 目は他企業 との競争優位の貢献まではIT導 入がまだ直結 して効果

を出していないということを示 していると考え られ る。(図 表3-4-8参 照)
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図表3-4-7顧 客対応へのIT導 入の効果[複数回答】(産 業別)
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その他

無回答
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図表3-4-8顧 客対応へのIT導 入 の効果[複 数回答](従 業員規模別)

(%)0102030405060708090100
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顧客との信頼関係の強化

販売機会損失の防止

マーケティング部門と製造とのコラボ

競合企業からの差別化

その他

無回答
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3.4.5ま と め

企業のITに よる顧客対応力の強化について調査 した結果を総合すると、以下の3点 が

浮き彫 りにされたのではないか と考える。

(1)先 行する大規模企業 とその他 との格差

(2)費 用対効果が良 くない、または見えない

(3)顧 客 との信頼関係 を重視

以下、それぞれについて説明す る。

(D先 行す る大規模企業とそ の他 との格差

ITに よる顧客対応力の強化は、5,000以 上の従業員を持つ大規模企業が先行 し、全

体を牽 引して いるよ うに見受 け られる。産業別 による傾向よ りも規模別 による傾向が

明確 に出てお り、従業員規模が大きいほど施策 が実施 されている。特 にコールセ ンタ

ーな どの大規模の投資を伴 うものについては顕著 である
。

しか し、中規模 ・小規模の従業員規模の企業においてもWebを 活用 した、あまりコ

ス トのかか らない施策については積極的に取 り組む姿勢が見 られ る。

現時点の実施 レベル は全般 的に低 く、何 らかの施策を行 って いる企業でみて も半数

以下である。今後大規模企業か ら中規模 ・小規模の従業員規模 の企業 にも活用が広が

り、顧客対応 力の強化 の状況は同じよ うな レベルになって いくのか、それ とも大規模

企業は先行 した経験 を踏 まえよ り高度 に洗練 された強化施策を展開 し、格差はます ま

す拡大 してゆくのか興味あるポイ ン トである。実施状況 と獲得効果の両面か らモニタ

ー してゆ く必要があるが、中規模 ・小規模の従業員規模の企業 においては大規模企業

の後追いをするので はな く、市場にお ける独 自の企業戦略のあ り方をふ まえ、失敗例

なども参考 にして"後 発の利"を 手にしてゆくことが重要であろう。

(2)費 用対効果が良 くない、または見えない

ITに よる顧客対応力の強化 について、効果があったと答えている企 業においてもIT

導入の費用対効果は良 くな い、または見えないとしている。大規模企業 とな るほ ど費

用対効果 は大きく問題化されている。ITの 費用が高いまたは費用対効果が良 くないと

の回答が、機能が十分でないとの回答よ り高めの傾向がある。

また、費用対効果が低いと明確 に言 い切る場合よりも、費用対効果が評価 しにくい、

見えないとす る回答が多かった。費用対効果 を評価す る方法で、納得感 を持 って市場

や企業 に受 け入れ られている一般 的なものは現在 はないと思われ る。定量化されない

効果 の部分が問題であ り、 これを どう評価するか につ いて組織内でコンセ ンサスが取

れ ないことが問題の本質と思われ る。本来、 この定量化されない効果 の部分をどう見

るかは各々の企業 によって異なっているべきで あり、数量的判断よ りも経営判断が適

している領域 と考え られる。 しか し現在、多 くの企業においてITガ バナンスは実態 と

して構築途上にある。IT投 資 に関 してもボ トムアップが主であり、経営判断 というよ

りは現場担当メンバー の判断に実質的に委ね られていることが多 い。そ のため現場担
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当メンバーは、経営が判断できていないITガ バナ ンスの欠落部分を補おうと費用対効

果の評価方法 を探そ うとしているのではないか。費用対効果の評価 に当たって は現場

か らどのよ うなデータの提供 を受 けて、経営は どのよ うに評価 を下すのか、そ の役割

分担のあ り方 も含めてITガ バナ ンスを企業として今後構築 してゆく必要があると思わ

れる。

(3)顧 客 との信頼関係を重視

収益拡大や コス ト削減につ いてよ りも顧客 リレーシ ョンを重視 していること、さ ら

に新規獲得よ りも既存維持に重きをおいていることが特徴 として見 られた。 この こと

はWebを 活用 した りCTIシ ステムによる自動対応 を行った りす る際でも、 リアルの顧

客接点を想定 して地に足のっいた顧客対応強化 を行 っているということがで きる。た

だ、逆 にいえば、現場で課題 として認識 されて いるテーマをボ トムアップ的 に解 決 し

ていくIT化 傾向が現時点では強いともいえる。 トップダウン的に顧客戦略を模索策定

し、それ をIT戦 略 として具体化す る流れにおいては未だ途上 にあるということか もし

れない。ITガ バナンスというとITが 企業内において適切なコス ト内で経営戦略 と整合

しコ ントロールされているか否かとい う狭い意味で使われることが多いが、ITが 企業

の経営戦略を下支えする ものとして収益拡大や新規獲得に積極的にかかわ り、活 き活

きと運営され るような、広い意味でのITガ バナンスの構築 に今後期待 したい。
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3.5電 子 商 取 引

3.5.1実 施 状 況

(1)電 子 商取 引(EC)の 実 施状 況

電子 商取 引(EC)と は、製 品やサ ー ビス に関す る商取 引の うち、受発 注 がイ ンター ネ

ッ トな どコ ン ピュー タを介 したネ ッ トワー ク上 で行われ た もの を指 し、企業 間 取 引 を 「B

toB」 、企業 と一般 消 費者 との間 の取 引を 「BtoC」 とい う。

今 回 の調査 で は回答 企業 の43.7%でECを 実施 していた。実 施 内容別 には、BtoBが

40.1%(「BtoBの み 」31.6%+「BtoBとBtoC」8 .5%)で 実施 され 、 同 じくBto

Cは12.2%(「BtoCの み実施」3.6%+「BtoBとBtoC」8 .5%)で 実施 され て い

た。 なお 、本 委員 会が 平成12年9月 に行 ったECの 実施状 況調 査で は 、BtoBは16.5

%、BtoCは1.2%で あ り、 この3年 間でEC実 施企業 が大 幅 に増 加 して い る こ とがわ

か る。

企業 規 模別 に は、従 業員規 模が 大 き くな るほ どECの 実施 率 は高 ま り、特 に従 業員 数

5,000人 以 上 の企 業 にお けるEc実 施率 は、BtoBは90 .7%、Btocは46.5%で あ り、

Ecを 実施 して いな い企業 は僅 か4.7%の みで あ った。 まだ 、BtoBとBtocを とも

に実施 して いる企業 の割合 は、全体 で8 .5%と 低か った もの の、従業 員数5,000人 以 上

の企業 で は41.8%が 実施 して いた 。

図表3-5-1ECの 実 施 状況

(%)0102030405060708090100

(桐欝

製造業計

(牛639)

非製 造 業計

(N=1254)

従 業員 規 模100人 未 満

(N=459)

100人 以 上 ～300人 未満

(牛654)

300人 以上 ～1000人 未 満

(N=455)

1000人 以 上》5000人 未 満

(N=226)

5000人 以 上

(N=43)
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(2)産 業別 にみたEC実 施 状況

a.BtoB

BtoBで は 「特 定 の取 引先 との取 引」 の実 施 が・348%と 最 も多か っ たが 、特 に製造

業 は48.8%と 約 半数 が実施 して いた。 製造 業/非 製造業 によ らず 、27業 種別 にみ ると、

精 密機械 器具 製造 業73.7%、 輸 送用 機械 器具 製造 業62.3%、 電 気機械 器 具製 造業60.9

%な どが実施 率が 高か った 。 また 、非製 造 業で は、卸 売業47.1%、 小 売業34.8%、 情

報 サ ー ビス業28.9%な どが実 施 率が高 か った 。

同 じくBtoBで は 「系列 ・グルー プ企 業 との取 引」 の実 施 は19.7%で あった 。業種

別 に は、 輸送用 機械 器具 製造業49.1%、 精 密機械 器具 製造業47.4%、 情 報通 信機 械器

具 製造業42.0%な どが実 施率 が高 く、一方 、 新 聞 ・出版 業 、農 林漁 業 ・同共 同組合 、

鉱 業 、金 融 ・保険 業 な どで実 施 率が 低か っ た。

また 、BtoBの うち 「不特定 多 数 の取 引先 との取 引」 の実施 率 は最 も低 く2.7%で あ

り、検 討 中 を含 め て も13%弱 で あっ た。業 種別 で 比較的 に実 施 率 の高か っ たの は、映

像 ・音声 情報製 作 ・放送 ・通 信業12.5%、 情 報通 信機械 器 具製造 業10.1%で あ った 。

一方 、実 施率 の低 いの は、教育(国 ・公 立除 く)、 学習支 援業1農 林漁 業 ・同共 同組合 、

鉱 業で あ った。

全 般的 には、BtoBは 製造 業 を 中心 に 「特 定 の取 引先 との取 引」 にお いて実 施 が進展

して いた 。

b.BtoC

BtoCの 実 施状 況 は、 「特定 の 顧客 との取 引」で6.4%、 「不 特定 多数 の顧客 との取 引」

で8.1%と とも に実 施率 は低 か った 。

業種別 で は、 「特 定 の顧 客 との取 引」で 実施 率が 高か った のは 、金融 ・保 険業26.2%、

情 報 通信機 械器 具製 造業13.0%、 映 像 ・音 声 情報製 作 ・放 送 ・通 信業12.5%で あ った。

一方 、実施 率 の低 いのは、輸 送用 機械 器 具製造 業 、運輸 業 、情 報 サー ビス 業、'窯業 ・土

石 製 品製造業 、繊 維工 業で あ った 。

ま た、 「不 特 定 多 数 の取 引先 との取 引」 にお け る実 施 率が 高 か っ た の は、 食 料 品 、

飲 料 ・た ば こ ・飼 料製 造業20.2%、 新聞 ・出版業18.2%、 小売 業16.2%で あっ た。実

施率 の低 いのは、建 設業 、情 報サ ー ビス 業、輸 送用 機械器 具 製造 業 で あった 。
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図表3-5-2ECの 実施 状況(産 業別)

自実施済み 国検討中 口予定なし

0%20%40%60%

1)系 列 ・グループ企 業との取引

[全体]

[製造 業計]

[非製造 業計]

2)特 定の取引先との取 引

[全体]

[製造 業計]

[非製造業計]

3)不 特 定 多数の取引先との取引

[全体]

[製造 業計]

[非製造業計]

4)特 定の顧客 との 取引

[全体]

[製造 業計]

[非製造業計]

5)不 特定多数の顧客との 取引

[全体]

[製造 業計]

[非製造業計]

口 無回答

80% 100%
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(3)従 業員規模別にみたEC実 施状況

a.BtoB

BtoBで は、 「系列 ・グループ企業 との取引」 「特定の取引先 との取引」 「不特定多

数の取引先 との取 引」いずれ も企業規模が大 きくなるほど実施率は高まっている。特 に

従業員数5,000人 以上の大企業では、 「系列 ・グループ企業 との取引」および 「特定の

取引先 との取引」の実施率は80%を 超え、 「不特定多数の取引先 との取引」 も検討中

を含めると50%を 超えていた。

b.BtoC

BtoCで も、企業 規模 が大 き くな るほ どそ の実施 率が 高 く、特 に大企 業で の実 施 率が

高 か った。 この傾 向 はBtoBと 同様 で あっ た。

(4)地 域別 にみたEC実 施状況

a.BtoB

BtoBの 地 域別 実施状 況 は、 「系列 ・グル ー プ企 業 との取 引」 の実施 率 が高 い のは 、

香川 県37.5%、 福 島県33.3%、 茨 城県29.4%で あった。 一方 、実施 率 の低 いの は、石

川県 、三 重県 、 山形県 で あ った。

また 、 「特定 の取 引先 との取 引」 の実 施率 が高 いの は、栃木県56.3%、 大 阪府51.4

%、 長 野県45.5%で あ り、低 いの は大 分県 で あ った 。

「不特 定多数 の取 引先 との取 引」 にお ける実 施率 が高 か ったの は、和歌 山県11.1%、

鹿児 島県8.3%、 栃木 県6.3%で あ った。

b.BtoC

Btocで は、 「特定 の顧客 との取 引」 の実 施率 が 高 いのは 、岩手県21.4%、 鹿児 島

県16.7%、 高知県12.5%で あ った 。

また 、 「不特 定 多数 の顧客 との取 引」にお ける実 施率 が高 か ったの は、鹿児 島県25.0

%、 奈 良県22.2%、 和歌 山県22.2%で あ った 。
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図表3-5-3ECの 実施状況(従 業員規模別)

囚実施済み 團検討中 日予定なし ロ無回答

1)系 列 ・グループ企業 との取引

[100人 未満]

[100人 以上 ～300人 未満]

[300人 以上 ～1000人 未満]

[1000人 以1～5000人 未満]

[5000人 以上]

2)特 定の取引先との取 引

[100人 未満]

[100人 以上～300人 未 満]

[300入 以上～IOOO人 未 満]

[1000人 以上～5000人 未 満]

[5000人 以上〕

3)不 特 定多数の取 引先 との取引

[100人 未満]

[100人 以上 ～300人 未満]

[300人 以上 ～1000人 未満]

[1000人 以上 ～5000人 未満]

[5000人 以上]

4)特 定の顧客との取 引

[100人 未 満]

[100人 以上～300人 未 満]

[300人 以上～1000人 未 満]

[1000人 以 上～5000人 未 満]

[5000人 以 上]

5)不 特 定多数の顧客との取 引

[100人 未満]

[100人 以上～300人 未満]

[300人 以上～1000人 未 満]

[1000人 以上～5000人 未 満]

[5000人 以上]

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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3.5.2EC導 入 の 目 的

(1)産 業別 にみたECの 目的

EC導 入の主な 目的 としては、 「受発注業務の効率化」の83.7%が 最も高かったのを

はじめ、 「受注か ら納品までの リー ドタイムの短縮」55.7%、 「既存顧客 ・取引先の維

持 ・関係強化」47.1%が 上位であった。

産業別には、製造業と非製造業におけるEC導 入の 目的に大きなは差異はなかったが、

製造業では、受注か ら納品、在庫の適正化な どを 目的 として重視する傾向がある・また・

非製造業では、顧客 ・取 引先の開拓、顧客の情報やニーズの把握などを目的 として重視

す る傾向がある。

図表3-5-4ECの 導入 目的(産 業別)

(%)

受発注業務の効率化

受注から納品までのリードタイムの短縮

在庫の適正化

取引に関連する社内部門の連携

既存顧 客・取引先の維持 ・関係強化

新規顧客 ・取 引先 の開拓

顧客情報の収集 ・顧客ニーズの把握等

アフターサービスの効率化

他社との協業化

その他

無回答

0102030405060708090100
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27業 種 別 にEC導 入 の 目的 を見 る と、 「受発注 業務 の効 率化 」 を最 も重 視 して い るの

は、パ ル プ ・紙 ・紙 加工 品製造 業(100%)、 鉄 鋼業(100%)、 電気 ・ガ ス ・熱供 給 ・
ロ ノ

/

水 道業(100%)、 映像 ・音 声情 報製作 ・放 送 ・通 信業(100%)で あ った 。

また 、 「受注 か ら納 品 まで の リー ドタイ ムの短 縮」 を最 も重 視 して いる のは、精 密機

械 器具 製造 業(92.9%)で あった 。以 下、目的別 に最 も重視 して いる業種 を見 る と、 「在

庫 の適 正化 」はパ ル プ ・紙 ・紙 加 工品製 造業(42.9%)と 電気 ・ガス ・熱供給 ・水 道業

(42.9%)、 「取 引 に関連す る社 内部 門の連携 」 は映 像 ・音 声情 報製作 ・放 送 ・通 信業

(57.1%)、 「既存 顧客 ・取 引先 の維持 ・関係 強化」 は金 融 ・保 険業(82.2%)、 「新

規顧 客 ・取 引先 の開拓 」は農林 漁 業 ・同共 同組合 、鉱業(55.6%)と 教 育 ・学習 支援 業
ロ

(55.6%)、 「顧 客情 報 の収集 ・顧客 ニー ズの把 握等」 は農林 漁業 ・同共 同組 合 ・鉱 業

(66.7%)、 「ア フター サー ビス の効 率化 」は 教育 ・学 習支援 業(22.2%)、 「他社 と

の協 業化 」 はパル プ ・紙 ・紙 加 工 品製造業(28.6%)で あ った。

図表3-5-5業 種別EC導 入 の 目的(27業 種別)
(%)
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食料品、飲料 ・たばこ・飼料 製造業 53 81」 49.1 26.4 17.0 47.2 18.9 5.7 一 9.4 一 1.9

繊維工業 10 80.0 60.0 30.0 20.0 60.0 20.0 10.0 一 10.0 一 一

パ ルプ・紙 ・紙加工品製造業 7s10 57.1
FA

14.3 57.1 14.3 一 一 一 一

化学工業 39 84,651.3 23.1 15.4 53.8 5.1 12.8 5.1 15.4 5.1 2.6

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 10, 70.0 50.0 10.0 50.0 10.0 一 一 一 一 一

窯 業・土石製品製造業 10 90,060.0 ,20.0 10.0 60.0 20.0 10.0 一 30.0 一 一

鉄鋼業 8・11登OiO62,5 37.5
一

50.0 12.5 12.5 一 一 一 一

非鉄金属製品・金属製品製造業 3086.7 80.0 20.0 3.3 76.7 10.0 6.7
一

3.3 一 一

一般機械器具製造業
54.5 18.2 31⑧ 36.4 一 13.6 4.5 18.2 一 一

電気機械器具製造業 29 、82.8 51.7 27.6 13.8 44.8 17.2 10.3 一 6.9 3.4 3.4

情報通信機械器具製造業 45 80.0 73.3 35.6 15.6 46.7 6.7 4.4 2.2 17.8 4.4 2.2

輸送用機械器具製造業 38 92.1 81.6 31.6 13.2 47.4 2.6 79 2.6 132 一 一

精密機械器具製造業
'14

92.9 92冷 35.7 一
28.6 一 一 一 143 一 一

その他の製造業 38 73.7 55.3 15.8 31.6 47.4 5.3 10.5 2.6 13.2 5.3 一

農林漁業 ・同共 同組合、鉱 業 9 66.7 一 一 11.1
966

.7
.1'

一 一 一 一

建設業 38 86.8 44.7 10.5 34.2 34.2 10.5 26.3 5.3 5.3 5.3 一

電気 ・ガス・熱供給 ・水道 業 7 i,00io 57.1 iii鰹亘
一 一 14.3 14.3 一 一 一 一

映像 ・音 声情報 製作・放送 ・通信業 7'142.9 一 欝欝 28.6 28.6

■

一 14.3 一 143 一

新聞 ・出版業 7 71.4 28.6 14.3 14.3 57」 28.6
.

429 143 14.3 一 一

情報サービス業 58 87.9 48.3 6.9 20.7 43.1 8.6

.

172 8.6 17.2 8.6 -

運輸業 22 90.9 50.0 22.7 9.1 59.1 9.1

.

22.7 4.5 一 一 一

卸売業 139 94.2 60.4 22.3 12.2 56.1 12.9
■

10.1 2.9 12.9 4.3 一

小売業 107 80.4 57.9 41.1 11.2 23.4 24.3

■

19.6 3.7 10.3 3.7 0.9

金融 ・保険業 45 33.3 24.4 一 11.1 42.2

.

37.8 15.6 6.7 13.3 一

医療 業(国 ・公立 除く) 1 一 一 一 一100 ,0 一

■

　 一 一 一 一

教育(国 ・公立除 く)、学習支援業 9 88.9 55.6 一 22,222.2 9.鱒 333 iii22,2 一 一 一

その他の非製造業 26 84.6 42.3 23.1 15,430.8 34.6
■

19.2 3.8 7.7 一 3.8

一85一



(3)従 業員規模別 にみたECの 目的

従業員規模別のEC導 入の目的は、従業員数5,000人 以上の大企業では 「新規顧客 ・

取引先の開拓」や 「他社との協業化」を重観 る傾向があるが それ以外は酬 こよる

際 だ っ た 特 徴 は 認 め ら れ な い 。

図 表3-5-6ECの 導 入 目 的(従 業 員 規 模 別)

(%)0102030405060708090100

'受 発注業務の効率化

受注から納品までの リードタイムの短縮

在庫 の適正化
)

取引に関連する社内部門の連携

既存顧客 ・取引先の維持・関係強化

新編'取 引先の開拓

顧客情報の収集 ・顧客ニーズの把握等

アフターサー ビスの効率化

他社との協業化

.その他

無回答

一86一



(4)実 施内容別 にみたECの 目的

ECの 実施内容 とその導入 目的とを見ると、BtoB実 施企業では、 「受発注業務の効

率化」 「受注か ら納品 までの リー ドタイムの短縮」 「在庫の適正化」 「取引に関連する

社内部門の連携」な どを導入 目的 とする企業が多いが、BtoC実 施企業ではそれ ほど

多くはな い。

一方、BtoC実 施企業では、 「既存顧客 ・取引先の維持 ・関係強化」 「新規顧客 ・

取引先の開拓」 「顧客情報の収集 ・顧客ニーズの把握等」を導入 目的とす る企業がBto

B実 施企業よ りも多 くなる。

図表3-5-7ECの 導入 目的(EC実 施 内容別)

(g6)0102030405060708090100

受発注業務の効率化

受注から納品までのリードタイムの短縮

在庫の適正化

取引に関連する社内部門の連携

既存顧客・取引先の維持・関係強化

新規顧客・取引先の開拓

顧客情報の収集・顧客ニーズの把握等

アフターサービスの効率化

他社との協業化

その他

無回答

0
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3.5.31T導 入 に よ る 効 果

(1)産 業別 にみ たECの 効果

EC導 入 による効果 と して は、 「受発注 業務 の効 率化 」が74.2%と 最 も高 く、 「受注

か ら納 品 まで の リー ドタイ ム の短縮」48.2%、 「既存 顧客 ・取 引先 の維 持 ・関係 強化」

40.2%な どに効 果が 認 め られ て いた。 これ ら項 目は、EC導 入 の重要 な 目的 と して も認

識 され、 目的 とお りの効果 が 認め られて い る こ とにな る。

ここで、EC導 入 の 目的 と効果 につ いて 、回答 率の差 を見 て み ると、 「受 発注 業務 の効

率 化」-9.5(目 的83.7→ 効果74.2)、 「受 注 か ら納 品 まで の リー ドタイム の短 縮」-7.5

(目的55.7→ 効 果48.2)、 「在庫 の適 正化 」-0.6(目 的23.4→ 効 果22.8)、 「既 存顧

客 ・取 引先 の維持 ・関係強化 」-6.9(目 的47.1→ 効 果40.2)、 「新規顧 客 ・取 引先 の

開拓 」-1.2(目 的15.8→ 効果14.6)、 「顧客 情報 の収集 ・顧 客ニ ー ズの把 握等 」-0.4

(目 的14.9→ 効 果14.5)と 目的〉効 果で あ り、 目的 と効果 のギ ャ ップが見 られ る。

一方 、 「取 引に関連 す る社 内部門 の連携 」+6.3(目 的15.6→ 効 果21.9)、 「ア フタ

ー サー ビス の効 率化 」+3 .1(目 的4.1→ 効 果7.2)、 「他社 との協 業化 」+0.5(目 的ll.0

→ 効果11 .5)は 目的く効 果 とな り、EC適 用 が効 果的 と評価 され て い る。

図表3-5-8ECに 関するIT導 入の効果[複 数回答](産 業別)

0102030405060708090100
(%)

受発注業務の効率化

受注から納品までのリードタイムの短縮

在庫の適正化

取引に関連する社内部門の連携

既存顧客・取引先の維持・関係強化

新規顧客・取引先の開拓

顧客情報の収集・顧客ニーズの把握等

アフターサービスの効率化

他社との協業化

その他

無回答

一88一



■

27業 種別 にEC導 入 の効 果 を見 る と、 「受発注 業務 の効 率化 」 に最 も効 果 を認 めて い

るの は、パ ル プ ・紙 ・紙加 工 品製造 業(100%) 、精 密機i械器 具製造 業(100%)、 電 気

・ガス ・熱 供給 ・水 道業(100%) 、映像 ・音声情 報製 作 ・放送 ・通信 業(100%)で あ

った。

また、 「受注 か ら納 品 までの リー ドタイム の短縮 」に最 も効果 を認め て いるの は、電

気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業(85.7%)で あ った。以 下、 「在庫 の適 正化」 は電気 ・ガ ス

・熱供給 ・水道 業(57 .1%)、 「取 引に関連 す る社 内部 門 の連 携」 は映像 ・音 声情 報製

作 ・放送 ・通信 業(7L4%)、 「既存顧客 ・取 引先 の維 持 ・関係 強化 」は金融 ・保 険業

(57.8%)、 「新 規顧 客 ・取 引先の 開拓 」 は教育 、学習 支援 業(55 .6%)、 「顧 客情 報

の収集 ・顧客 ニ ーズ の把握 等 」は農林 漁業 ・同共 同組 合 、鉱業(55.6%)、 「ア フター

サ ー ビス の効率 化」 は教育 、学習 支援業(44 .4%)、 「他 社 との協 業化 」はパ ル プ ・紙

・紙 加工 品製造業(28 .6%)と 新 聞 ・出版 業(28 .6%)で あった 。

図表3-5-9業 種別EC導 入 の効果(27業 種 別)
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食料 品、飲料 ・たばこ・飼料製造業 53 71.7 37.7 18.9 15.1 35.8 18.9 9.4 一 5.7 一 15.1

繊維工業 10 80.0 80.0 40.0 40.0 70.0 40.0 10.0 一

20.0 一 一

パルプ・紙・紙加工品製造業 7
鯉 α057.1 42.9 28.6 57.1 一 14.3 14.3 ■28㊨ 一 一

化学工業 39 84.6 41.0 25.6 20.5 48.7 15.4 17.9 10.3 20.5 2.6 7.7

石油 ・石炭・プラスチック製品製造業 10 70.0 30.0 40.0 20.0 50.0 一 一 一 一 一 20.0

窯業 ・土石製品製造業 10 70.0 60.0 20.0 30.0 40.0 20.0 20.0 10.0 20.0 一 一

鉄鋼業 8 62.5 62.5 50.0 50.0 37.5 一 12.5 一 12.5 一 12.5

非鉄金属製品・金属製品製造業 30 83.3 63.3 13.3 20.0 56.7 10.0 10.0 一 6.7 一
6.7

一般機械器具製造業
22 95.5 36.4 22.7 27.3 45.5 一 13.6 4.5 13.6 一 一

電気機械器具製造業 29 72.4 58.6 37.9 3tO 48.3 17.2 13.8 3.4 13.8 一 13.8

情報通信機械器具製造業 45 84.4 60.0 35.6 31.1 55.6 8.9 133 6.7 222 一 8.9

輸送用機械器具製造業 38 89.5 76.3 31.6 26.3 52.6 7.9 13.2 5.3 15.8 一 一

精密機械器具製造業 14
、F

78.6 28.6 一 28.6 7.1 7.1 7.1 21.4 一 一

その他の製造業 38 73.7 52.6 15.8 34.2 36.8 7.9 10.5 5.3 5.3 2.6 15.8

農林漁業・同共同組合、鉱業 9 55.6 22.2 11.1 11.1 444 33.3 11.1 一 一 22.2

建設業 38 60.5 39.5 5.3 23.7 39.5 10.5 13.2 7.9 2.6 5.3 15.8

電気・ガス・熱供給 ・水道 業 7i .0 ぶ賜 豆
i,・

一 14.3 14.3 28.6 14.3 一 一 一

映像 ・音声情報製作・放送 ・通信業 7 i鱒o 42.9 　
「

'.」 42.9 28.6 14.3 14.3 14.3 14.3 一

新 聞・出版業 7 85.7 42.9 14.3 28.6 28.6 14.3 28.6 14.3i
. 七、1F

一 一

情報サービス業 58 72.4 43.1 10.3 20.7 379 5.2 10.3 10.3 12.1 1.7 10.3

運輸業 22 72.7 45.5 22.7 4.5 50.0 13.6 18.2 9.1 9.1 1_ 13.6

卸売業 139 76.3 46.0 23.7 21.6 42.4 10.8 122 7.2 14.4 22 12.2

小売業 107 71.0 48.6 32.7 11.2 15.9 17.8 16.8 6.5 7.5 19 10.3

金融・保険業 45 33.3 28.9 2.2 20.0 三七、
35.6 22.2 13.3 11.1 8.9 17.8

医療業(国 ・公立除く) 1 一 一 一 一 noρ 嚢 一 一 一 一 一 一

教育(国 ・公立除く)、学習支援業 9 778 33.3 一
11.1 22.25… 蓑6 33.3 一 一 一

その他の非製造業 26 69.2 38.5 23.1 38.5 19,230.8 15.4 7.7 3.8 一 15.4

一89一



●

(2)従 業員規模別 にみたECの 効果

EC導 入の効果 を企業規模別みに見 ると、規模が大 きくな るほどECの 導入が有効であ

ったと評価する傾向がある。特に従業員数5,000人 以上の大企業では、全ての項 目にお

いて高い評価をしている。

図表3-5-10ECに 関す るIT導 入の効果[複 数回答](従 業員規模別)

01020i30405060708090100(%)

受発注業務の効率化

受注から納品までのリードタイムの短縮

在庫の適正化

取引に関連する社内部門の連携

既存顧客・取引先の維持・関係強化

新規顧客・取引先の開拓

顧客情報の収集・顧客ニーズの把握等

アフターサービスの効率化

他社との協業化

その他

無回答

一90一



(3)実 施内容別 にみたECの 効果

ECの 実施内容 とその効果 を見 ると、BtoB実 施企業で は 「受発注業務の効率化」 「受

注か ら納品 までの リー ドタイムの短縮」について評価 しているものの、BtoC実 施企

業ではそれ程評価 は高くない。

また、 「在庫の適正化」 「取引に関連する社内部門の連携」 については、BtoB実 施

企業 とBtoC実 施企業における評価は同程度で あったが、 「既存顧客 ・取引先の維持

・関係強化」 「新規顧客 ・取引先の開拓」 「顧客情報の収集 ・顧客ニーズの把握等」に

ついては、導入 目的 と同様、BtoC実 施企業の方がBtoB実 施企業よ りも評価 して

いる傾向がある。

図表3-5-llECに 関するIT導 入の効果[複 数回答](実 施内容別)

(%)0102030405060708090100

受発注業務の効率化

受注か ら納品までのリードタイムの短縮

在庫の適正化

取引に関連する社内部門の連携

既存顧 客・取引先の維持・関係強化

新規顧客・取引先の開拓

顧客情報の収集・顧客ニーズの把握等

アフターサービスの効率化

他社との協業化

その他

無回答

一91一



3.5.4ECの 実施 形態 と評価

(1)産 業 別 に み たECの 実 施 形 態

ECの 実 施 形 態 で は 、 「EDI」 が79.6%と 最 も 多 く 、 以 下 、 「ネ ッ トバ ン キ ン グ/ト レ

ー デ ィ ン グ 」18
.4%、 「ネ ッ ト シ ョ ッ ピ ン グIl5.1%、 「CRM」12.1%、 「SCMＬll.1

%が 多 く 実 施 さ れ て い た 。

図表3-5-12ECの 実 施 形態(産 業別)

0102030405060708090100
(%)

EDI

oマ ー ケットプレイス

デ一夕ウエアハウス

CRM

SCM

トレー サ ビリティ・OCM

ネットバンキング/ト レーディング

Bt。Bそ の他

会員制ネットサービス

ネットショッピング

ダ ウンロー ドサー ビス

ネットオー クション

Bt。Cそ の他

無回答
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ECの 実施 形態 を27業 種別 に見 る と、 「EDI」の実 施率 が最 も高 いの は 、パ ル プ ・紙 ・

紙 加工 品製造 業(100.0%)、 石 油 ・石 炭 ・プラス チ ック製品製造 業(100.G%)、 鉄 鋼

業 、精 密 機械器 具 製造業(100.0%)、 電気 ・ガス ・熱供給 ・水道 業(100.0%)、 医療

業(100.0%)で あ った。

また、 「eマ ー ケ ッ トプ レイ ス」 の実施 率が最 も高 い のは、電 気 ・ガス ・熱供 給 ・水

道業(42.9%)で あ った。以 下、 「デー タ ウエ アハ ウス」 はパル プ ・紙 ・紙 加工 品製 造

業(28.6%)、 「CRM」は情報 通信 機械器 具 製造 業(26.7%)、 「SCM」 は鉄鋼 業(37.5

%)、 「トレー サ ビ リテ ィ ・OCMi」 は運 輸業(22.7%)、 「会員 制ネ ッ トサ ー ビス」 は

金融 ・保 険業(35.6%)、 「ネ ッ トシ ョッピ ング」は農林 漁業 ・同共 同組合 、鉱 業(33.3

%)、 「ダ ウ ンロー ドサ ー ビス」 は農林 漁業 ・同共 同組合 、鉱業(33.3%)、 「ネ ッ ト

オー ク シ ョン」 は 金融 ・保 険業(4.4%)で あ った 。

図表3-5-1327業 種別ECの 実 施形 態(27業 種別)
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食料品、飲料 ・たばこ・飼 料製 造業 53 77.4 5.7 7.5 7.5 11.3 11.3 18.9 1.9 5.7 28.3 一 一 5.7 1.9

繊維工業 10 90.0 30.0 　 一 一 一 10.0 一 20.0 20.0 一 一 一 10.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 7‖0α014.3 箋
一 一 一 一 一 ∠ 一 一 一 一

化学工業 39 89,710.3 17.9 7.7 17.9 15.4 17.9 一 10.3 7.7 2.6 一 一 2.6

石油 ・石 炭・プラスチック製品製造業 .1010α010.0 20.0 30.0 30.0 10.0 20.0 一 1ρ0 10.0 一 一 一 一

窯業 ・土 石製 品製造業 10 60.0一 20.0 10.0 10.0 10.0 50.0 一 一 40.0 10.0 一 一 10.0

鉄鋼業 8 き0劔.■ 、. 12.5 12.5 25.0 ・i鯉5 12.5 25.0 一 一 一 一 一 一 一

非鉄金属製品・金属製品製造業 30 90.0 一 3.3 3.3 6.7 6.7 10.0 一 3.3 10.0 3.3 一 一 3.3

一般機械器具製造業 22 95.5 〈 一 13.6 4.5 91 4.5 9」 一 一 一 一 一 一 一

電気機械器具製造業 29 100.0 13.8 13.8 13.8 17.2 13.8 10.3 一 6.9 10.3 3.4 一 一 一

情報通信機械器具製造業 45 88.9 11.1 17.8 蒙2磁
、

20.0 13.3 8.9 一 8.9 13.3 8.9 2.2 一 4.4

輸送用機械器具製造業 38 947 2.6 5.3 23.7 15.8 18.4 21.1 一 一 7.9 　 2.6 一 一

精密機械器具製造業 14 類鯉 7」 一 7.1 21.4 7」 14.3 一 7.1 7.1 一 一 一 一

その他の製造業 38 86.8 2.6 10.5 7.9 7.9 5.3 18.4 一 7.9 13.2 5.3 一 一 一

農林漁業 ・同共 同組合、鉱業 9 33.3 一 一 一 一 一 22.2 一 一
ミ
33灘 一 一 11.1

建設業 38 78.9 15.8 5.3 7.9 7.9 7.9 18.4 一 7.9 5.3 2.6 2.6 2.6 一

電気 ・ガス・熱供給 ・水道業 7 一 14.3 14.3 一 14.3 一 28.6 一 一 一 一 一

映像 ・音声情報製作 ・放送・通信業 7 57.1 143 一 一 一 一 一 一 14.3 一 14.3 一 14.3 一

新聞 ・出版業 7 42.9 一 一 一 28.6 一 28.6 一 28.6 714 28.6 一 一 一

情報サービス業 58 79.3 69 10.3 12.1 3.4 10.3 19.0 一 5.2 10.3 3.4 一 一 3.4

運輸業 22 68.2 一 4.5 22.7 4.5 潔綱 9」
一 4.5 4.5 一 一 9.1 4.5

卸売業 139 899 3.6 10.1 129 風4 13.7 12.9 1.4 7.2 129 2.2 0.7 0.7 1.4

小売業 107 72.9 10.3 5.6 140 10.3 6.5 21.5 1.9 10.3 29.0 0.9 一 一 3.7

金融・保険業 45 26.7 8.9 6.7 13.3 2.2 4.4 37.8 2.2 35{} 15.6 6.7
、

七 17.8 13.3

医療業(国 ・公立 除く) 1 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

教育(国 ・公立除く)、学習支援業 9 33.3 一 一 一 一 一 33.3 一 22.2 22.2 22.2 一 22.2 一

その他の非製造業 26 61.5 7.7 7.7 3.8 3B 19.2 26.9 一 19.2 15.4 3.8 3.8 7.7 7.7

1オ ー プ ン ・コ ラボ レー シ ョ ン ・マ ネ ジ メ ン ト:ネ ッ トワー ク を通 じて 企 業 間 の設 計 デ ー タ等 の交 換 ・利

用 を 可 能 に す る こ とに よ り、 異な る企 業間 で の設 計 ・開発 を 同時 進 行 的 に行 う こ と。
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(2)従 業員規模別 にみたECの 実施形態

ECの 実施形態を規模別に見ると、rEDIＬrSCM」 は企業規模が大 きいほど実施されて

いることがわかる。特に従業員数5,000人 以上の大企業では、全ての項 目で実施率が高

かった。

図表3-5-14ECの 実施形態(従 業員規模別)

(%)0102030405060708090100
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BtoBそ の他

会員制ネットサービス

0

ネットショッピング

ダウンロー ドサ ー ビス
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Bt。Cそ の他

無回答

0

0

II`IlI `
172d

92.1

%%%%%%㌘%%㌘ θ1§至
,一 一一一8α5

一

議・}

A

/

一

窯L
6.8

415

一

2

192

鴛 ㍗
一

蒸㌦
一13Ji

43D

415
一1

1100

鴛㌫
124-l

l183口
16β

念'恰;

4

1

1

,

18:§

品

慧
館
B

'16.2

34

31.7

34

一1

6.7

N24

11

∠∠z194
・:・:・:・:・:・]109

一

←

駕
－

lJ♂

籔
s

譲
一

謝

114 6

ロ 従 業員 規 模100人 未 満(N=120)

口100人 以上 ～300人 未 満(N=244)

園300人 以上 ～1000人 未 満(N=248)

口1000人 以 上 ～5000人 未 満(N=154)

囲5000人 以上(N=41)
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し
(3)実 施 内容別 にみたECの 実施 形態^

ECの 実 施 内容 と実 施 形態 を見 る と、BtoB実 施企 業 では 「EDI」 の実施 が80%を 超

えて いた。 また 、BtoC実 施企 業 で .BtoB実 施 企業 よ りも多 い形態 は、 「ネ ッ トシ

ョッピ ング」 「会員 制 ネ ッ トサ ー ビス」 「ダウ ン ロー ドサ ー ビス」 「CRM」 「eマ ー ケ

ッ トプ レイス」 で あった 。

図 表3-5-15
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データウエアハウス

CRM

SCM

トレー サ ビリティ・OCM

ネットバンキング/ト レーディング
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会員制ネットサーピス

ネットショッピング

ダウンロー ドサー ビス

ネ ットオー クション

BtoCそ の 他

無回答
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(4)EC実 施 形態 別 の評価

EC実 施 形態別 の評価 では 、 「EDI」を実施 して い る企業 の80%以 上で 有効 で ある と評

価 され た(「 非 常 に有 効」+「 やや 有効 」)。 そ の他 に有 効 と評価 され てい たの は、 「ネ

ッ トバ ンキ ング/ト レー ド」 「SCM」 「トレーサ ビ リテ ィ ・OCM」 「CRM」 「会員 制 ネ ッ

トサー ビス」な どが あ った。一方 、評価 が低 か ったの は、 「ネ ッ トオ ー クシ ョ ン」 「ダ

ウ ン ロー ドサ ー ビス」 「デ ー タ ウエ アハ ウス」 な どで あ った 。

図表3-5-16ECの 実 施形態 別 評価*( )は 各形態の実施企業数

目非常に有効である

口あまり有効でない

口 やや有効である

田まったく有効でない

口どちらとも言えない

口無回答

1)ED1実 施計(659)

製造集計(316)

非製造業計(343)

従 業 員100人 未 満(87)

100人 以上 ～300人 未 満(194)

300人 以上 ～1000人 未 満(202)

1000人 以上 ～5000人 未 満(124)

5000人 以上(38)

O% 20% 40% 60% 80% 100%
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圃非常に有効である

囚あまり有効でない

日 やや有効である

固まったく有効でない

間どちらとも言えない

口無回答

2)6マ ー ケットプ レイス(61)

3)デ ータウエアハウス(74)

4)CRM(100)

5)SCM(92)

6)ト レー サ ビリテ ィ・OCM(85)

7)ネ ットバ ンキ ング/ト レー ド

(152)

8)BtoBそ の他(6)

9)会 員制ネットサービス(77)

10)ネ ットショッピング(125)

11)ダ ウンロー ドサー ビス(29)

12)ネ ットオ ー クション(7)

13)Bt。Cそ の 他(20)

0%10%20×30%40%509660%709680×90%100%
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3.5.5EC実 施 上 の 課 題

ECを 実施する上での課題を自由回答形式で質問したところ、そ の回答は 「取 引先とのシ

ステム連携」 「コス ト ・投資対効果」 「社 内体制 ・システムの整備」 「人材不足」 「セキ

ュリティ対策」などに分類 される。

(1)取 引先とのシステム連携

ECを 実施する うえので、先ず取引先 とのシステム連携 に関する課題がある。接続形態

やイ ンターフェースのファイル レイアウ ト、データフォーマッ トの標準化か ら、ソフ ト

ウェアの共有化、帳票類や コー ドの統一など多 くの課題が山積する。また、取引先との

システムの規模や レベルの違いな どもEC実 施上の課題となっている。

(2)コ ス ト・投資対効果

EC実 施のための環境整備 にかかるシステム化投資やランニ ングコス トな どIT投 資の

増加 も大 きな問題 になって いる。特にIT投 資 に対する効果が捉え難 く、効果 を客観的

に評価す る手法が未整備な現状においては、EC実 施の費用対効果を明確に証明す るこ

とが難 しい。 また、IT投 資 に必要な資金そのものの不足を訴える企業も少なくない。

(3)社 内体制 ・システムの整備

EC実 施 に際 して、既存の社内システムとの連携 も課題 となっている。物流や会計など

の基幹 システムがオープン系との連携に対応できない、受注データが生産管理 システム

と連携できない、セキュリティや安定稼働の確保ができないなどの課題 を抱 えている。

今後は、 これ ら問題 の解決にはEAIやWebサ ー ビスの活用な ども必要 となる。

(4)人 材不足

EC実 施に伴 う要員 の増加 も課題 となる。特 にECに 関する知識を有する人材、Webシ

ステムに関する専門性を有する人材、システムの接続 に関する専門性 を有す る人材など

質的な面での人材不足が問題視 されている。

(5)セ キュリティ対策

情報セキュリティに対する課題 も重要である。システム的なセキュ リティ対策は もち

ろんの こと、コンプライアンスプログラム(CP)の 整備、情報漏洩 に対する対策、取引

先のセキュリティ対応など、情報セキュリティの安全性 ・信頼性 をよ り高める必要があ

る。

(6)業 種別の取引特性

業種別 の取 引特性や提供する商品やサー ビスによりECの 実施が難 しい場合 もある。

例えば、単品での受注生産方式や非常 に高額な製品の取 り扱い、特定の資格 を有する企

業 ・個人 との限 られた範囲における取引、関係会社や特定メーカ主導の取引、法規制に

よる取 引の制約な どがあげ られる。
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3.5.6ま と め

ECを 実施する企業は、3年 前の調査 と比較 して、確実 に増加している。特 に大企業にお

いてその傾向は強 く、特定 の取 引先や グルー プ系列企業 との間での実施率が高い ことがわ

かる。

ECを 実施する目的は、製品の受注 ・生産 ・納 品に関す る情報管理、顧客や顧客情報の管

理に大別できる。特に前者は 「パルプ ・紙 ・紙加工品製造業」 「鉄鋼業」 「精密機械器具

製造業」 「電機 ・ガス ・熱供給 ・水道業」 「映像 ・音声情報制作 ・放送 ・通信業」にその

傾向が強 く、後者は 「農林漁業 ・同協同組合、鉱業」 「金融 ・保険」 「教育」にその傾向

が強いことも今回の調査結果か らわかる。

また、ECの 導入効果 としては、受発注業務の効率化、受注か ら納品までのリー ドタイム

の短縮、既存顧客 ・取 引先の維持 ・関係強化が挙 げられる。

ECの 実施形態ではEblが 圧倒的に多 く、そ の他の形態は業種毎によ り実施状況にバ ラツ

キが見える。特にBtocで はネッ トショッピングや会員制ネ ッ トサー ビスなどが多いこと

がわかる。

イ ンターネ ッ トを中心に広 く情報ネッ トワー クが普及した今 日、企業や国民一人一人が

ネッ トワークを有効 に活用す る"ユ ビキタス社会"の 実現が予測されている。特 に、近年、

インターネ ッ トを介 し、企業活動や個人の消費行動における商取引はECと して急速に拡大

・発展し、新たなビジネス形態や取引慣習を確立 しつつある。その一方、ネッ トワーク環

境におけるセキュ リティの確保や個人情報の保護等、デジタル社会に対応 した社会制度の

整備 も課題 となっている。

ECを 巡 る企業側の課題では、従来よ りセキュ リティ対策が重視 され、現在 もなお最重要

課題のひ とつで もある。しか し、今 回の調査では、取 引先など企業間のシステム連携や社

会の基幹システム とイ ンターネッ トとの連携な ど、 システム連携 ・統合 に対す る関心が高

まっていることがわかった。さらに、 これ ら課題に対処 しECを 実施 していくためには、イ

ンフラ整備を行 うために多大なIT投 資 を必要 とする ことも企業を悩 ませて いることがわか

る。特にイ ンフラ整備のためのIT投 資は、その効果が見え難 く、昨今の景気情勢を考 える

と、ECの 必要性は認識 しなが らも実行 は慎重 にならざるを得ない苦悩 も見 える。 このよ

うな ことから、今後、ECが さ らに普及 してい くためには、IT(情 報技術)の 進展やIT人 材

の高度化はもちろんの こと、ECの 有効性 を証明できる評価手法などの確立 も重要 となって

きている。
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3.6 lTガ バ ナ ンス

ここでは、企業のITガ バナ ンスの実態について調査 した。ITガ バナ ンス とは 「事業の競

争優位確立のためのIT戦 略を策定 ・実行する責任 ・権限 ・プロセスの枠組み」である。そ

の責任者であるCIOお よびIT投 資にフォーカスを当てて以下の設問を行った。

【Ql5】CIO設 置の有無 と、置いていない場合その理 由

【Ql6】CIOに 期待する機能 と実際に果た している機能、およびギ ャップ

【Ql7】(企業にとって永遠の課題 ともいうべ き)「IT投 資効果」の実態

【Ql8】自由回答

3.6.1ClOの 設 置 状 況

(1)CIOの 設置状況 … 大企業ほど設置率が高い

図表3-6-lCIOの 有 無

園置 いている 国 置いていない ロ無回答

全 体(1893)

製造業計(639)

非製造業計(1254)

従業 員規模100人 未満(459)

100人 以 上 ～300人 未 満(654)

300人 以 上 一・1000人 未 満(455)

1000人 以 上 ～5000人 未 満(226)

5000人 以 上(43)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※()内 は回答企業数

CIOの 設置については、図表3-6-1の とお りである。設置の有無 について製造業/非

製造業 間の違いは見 られないが、企業規模別に見た場合は、規模が大きくなるほど設置

率が高 くなるという傾向がある。5,000人 未満の規模では設置率は50%以 下であるが、

5,000人 以上の規模で は67.4%と 設置率が50%を 大 きく上回っている。業種間と地域別

では特 に強い傾向は見 られない。他の設問に対 して も同様なので、本章で は企業規模の

違 いに絞って分析を行 うこととす る。
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(2)CIOの 専任/兼 任… 専任度が高いのは中堅企業

兼任度が高 いのは小規模企業 と大企業

図表3-6-2CIOの 形態[設 置 企業]

圏 情報システム部 門の長 がCIOを 兼任

自 他の業務担 当役 員がCIOを 兼任

圏 その地

口情 報戦略専任の形で役員から選 任

ロCEOがCIOを 兼 任

ロ無回答

設置企 業計(433)

・製造 業計(160)

非製造 業計(273)

従業員100人 未満(53)

100人 以上～300人 未満(120)

300人 以 上 ～1000人 未 満(128)

1000人 以 上 ～5000人 未 満(94)

5000人 以 上(29)
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※()内 は回答企業数

a.専 任状況 … 中堅企 業 で は情 報 システム 部 門長がCIOで あ る

回答 の うち、 「1.情 報 シス テム部 門 の長がCIOを 兼ね て いる」 と 「2.情 報 戦 略専任

の 形で 、役員 か らCIOが 選任 され て いる」 を専 任 と見 なす 。そ の場合 、全企業 で の専任

度 は、38.3%と な る。企業 規模 別 で専任 度が 高 いの は、 「100～300人 」の42.5%、 「300

～1 ,000人 」45.4%で あ る。 この2っ の レ ンジでは情 報部 門長 がCIOを 兼ね て い る割合

が 高 い。5,000人 以 上の規 模 で は、 「2.情 報 戦 略専任 の形 で、 役員 か らCIOが 選 任 され

て い る」(17.2%)が 「L情 報 システ ム部 門の長 がCIOを 兼ね て いる」(6.9%)を 上 回

って いる。

b.兼 任状 況 … 大企 業で は兼 任度 が高 い

「3.他 の業務担 当役員 がCIOを 兼 ねて い る」 と 「4.CEO(最 高経 営責任 者)がCIOを

兼 ねて い る」を兼任 と見 なす 。そ の場 合、全 企業 で の兼任度 は60.2%で あ る。企 業規 模

別 に見 る と、 「5,000人 以 上 」の兼 任 度が72.4%、 「100人 未満 」の企 業 が69.8%で 続 く。

.5,000人 以上の企 業 は、 「3.他 の業務 担 当役 員 がCIOを 兼ね て いる」(65.5%)が 多 く、

100人 未 満 の企 業で は、3.の 割 合 が50.9%で 最 も多 い ものの、 「4.CEO(最 高経 営 責任

者)がCIOを 兼 ねて い る」(18.9%)が 他 の企 業規 模 と比較 して 多 い とい う特徴 が ある。
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c.あ るべき姿 の割合 … 全体のわずか一割弱に過ぎない

ITガ バナ ンスを 「事業の競争優位確立のためのIT戦 略を策定 ・実行する責任 ・権 限 ・

プロセスの枠組み」 と定義 し、その実行に責任を持つのがCIOで あると考えると、'「で

きるだけ高い権限を持つ人間が」、「で きるだけ多 くの時間を業務に費やす」ことが求め

られる。そ ういった観点か らは、「2.情報戦略専任の形で、役員か らCIOが 選任されて

いる」が最も好 ましい姿であると考え られる。その割合 は、全企業でわずか9.0%で あ

り、5,000人 以上の企業では17.2%で あった。中堅規模で多かった 「1.情 報 システム

部門の長がCIOを 兼ねている」では、 「ガバナンスを効かす」 という観点では、権限不

足 の懸念がある。

(3)CIOを 置 かな い理 由

図表3-6-3CIOを 置かない理 由[非 設置企業]

囲必要 はない 団必要性を感じているが対応できない 口無回答

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

非設置企 業計(1425)

製造 業計(470)

非製造業計(955)

従業員100人 未満(393)

100人 以 上 ～300人 未 満(521)

300人 以上 ～1000人 未 満(322)

1000人 以上 ～5000人 未 満(131)

5000人 以 上(14)

※()内 は回答企業数

上記のグラフの示す通 り、CIOの 必要性 を感 じていない企業の割合は、企業規模が小

さくなるほど高 くなる。 この裏返 しが、3.6.2に おいて 「100人未満」 の企業で18.9%

がCEOがCIOを 兼ね、中堅規模の企業では、情報 システム部門長がCIOを 兼ねるという

点 に現れていると推測 され る。「必要性 を感 じな い理由」については、今回調査されて

いないので不明である。
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3.6.2CIOに 期待 す る機 能

CIOが 果たすべき7機 能について、期待 と実際の姿について調査 した。以下は、それ らの

機能に対する全企業の期待度 の順位である。

図表3-6-4CIOに 期 待す る機 能

順位 項 目 期待度

1 1.経 営戦略と適合したIT戦 略の構築立案と推進 45.1%

2 2.IT投 資の費用対効 果の評価 と予算配分 ・再投資 34.5%

3 4.セ キュ リテ ィポ リシー の対策 と実施 26.3%

4
3.要 員のスキルやモチベーションの向上な ど情報システム

部門の人的資源管理
25.5%

5
5.社 内の基幹 システム ・技術 ・標準等のITア ーキテクチャ

の確立
21.5%

6
7.社 内ユーザ部 門 との開発 ・運用ル ール の確立(要 求 定義

方 法の明確化 、 リテラシの向上な ど)
17.0%

7
6.ア ウ トソー シング時のル ールの確立(SLAIの 締結 ・管理

な ど)
11.2%

経営戦略とIT戦 略との適合性、予算配分、セキュリティ、人的資源管理への期待が高 く

い。一方、アウ トソーシング時のルールについては、あまり期待されていな いことがわか

る。これは、ITガ バナ ンス上の重要な項目ではあるが、顧客や社 内の調整はあまり必要な

いので、CIOと いうよ りは、情報システム部門内で対応すべき項 目と見なされていると推測

する。

(1)企 業規模別め傾向

前ページのグラフが示すよ うに、企業規模別に見た場合は、大企業ほど 「1.経 営戦

略 と適合 したIT戦 略の構築立案 と推進」や 「2.IT投 資の費用対効果の評価 と予算配分 ・

再投資」 に期待 していることがわかる。1.に っいては、企業規模が大 きくなるほど、

経営戦略 とIT戦 略を別々に策定 している可能性が高 く、そ の整合性 を取る必要性があ

ること(企 業規模が小さけれ ば、そ もそ も経営戦略 とIT戦 略 を別々に策定 していない

場合が多いと推測される)、 また、企業規模が大きいほど予算 を要求す る部門数が多 く

なるので、予算配分の考 え方 を明確化する必要があるという点で納得感がある。

また、「4.セ キュリティポ リシーの対策 と実施」についても、大企業ほど期待度が高

い。CSR(企 業の社会的責任)へ の要請が高 まり、セキュ リティに関する事故が企業 リ

ス クと見なされる最近の情勢か らは当然の結果 といえる。

「3.要 員のスキルやモチベーションの向上な ど情報 システム部門の人的資源管理」に

つ いては、上記の3点 ほどには企業規模間の差は見 られない。 「ヒ ト」については、企

業規模 に関係のない課題であるといえそ うである。

lServiceLevelAgreement:委 託 者 ・委 託 先 間 の サ ー ビ ス の 内 容 、 範 囲 、 品 質 な ど の 合 意 。
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「5.社 内の基幹システム ・技術 ・標準等のITア ーキテクチャの確立」 については、

さらに規模の違いによる差は少なく、最 も期待度が高いのは 「300～LOOO人 」の規模で

ある。これは、当該規模の企業は情報システム部門の人数が一般的に大企業 に比べて少

なく、また小規模の企業 に比べるとシステム構成が複雑なので、整合性を取る必要があ

るか らで はないか と推測する。

「7.社 内ユーザ部門との開発 ・運用ルールの確立(要 求定義方法の明確化、 リテラシ

の向上な ど)」につ いて も、 「300～1,000人 」の規模のポイン トが最も高 くなっているが、

これについて も、上記 と同 じ理 由(そ れ な りの部門やシステムの数があるが、情報シス

テム部門の要員は少ない)で はないかと推測す る。

「6.ア ウ トソーシング時のルールの確立(SLAの 締結 ・管理な ど)」 については、全体

的に期待度は低いが、大企業 ほどポイ ン トが高いという結果が出た。大企業 になるほど

動 く金が大きいという点で納得感 のある結果である。

図表3-6-5CIOに 期待される機能(従 業員規模別)

(g6)0102030405060708090100

経営戦略 と適 合したrr戦略 の構築立案

rr投資の費用対効果の評価と予算配分

情報システム部門の人的資源管理

セキュリティポリシーの対策と実施

システム等のrrアーキテクチャの確立

アウトソーシング時のルールの確立

社内ユーザ部門との開発ルールの確立

その他

無回答
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3.6.3CIOが 実 際 に果 た して いる機能

CIOを 設置 して いる企 業 にお いて 、実 際 に果 た して いる機能 の ポイ ン トは全企 業 で以下 の

とお りで ある。

図表3-6-6CIOが 実 際 に果 た して いる機能 、

川頁位 項 目 期待度

1 1.経 営戦略と適合したIT戦 略の構築立案と推進 62.6%

2 2.IT投 資の費用対効果 の評価 と予算 配分 ・再投資 51.0%

3
3.要 員のスキルやモチベーションの向上など情報システム

部門の人的資源管理
35.8%

4 4.セ キ ュリティポ リシー の対策 と実施 33.5%

5
5.社 内の基幹 システム ・技術 ・標 準等 のITア ー キテ クチ ャ

の確立
24.0%

6
7.社 内ユーザ部門 との開発 ・運用ル ール の確立(要 求定義

方法 の明確化、 リテ ラシの向上な ど)
19.4%

7
6.ア ウ トソー シング時 のル ールの確 立(SLAの 締結 ・管 理

な ど)
12.2%

期待 とほぼ同じ順位であるが、3位 と4位 が逆転 している。

図表3-6-7CIOの 実際の機能=設 置企業(従 業員規模別)

(%)0

経営戦略と適合したrr戦略の構築立案

rr投資の費用対効果の評価と予算配分

情報システム部門の人的資源 管理

セキュリティポリシーの対策と実施

システム等のrア ーキテクチャの確立

アウトソーシング時のルールの確立

社 内ユーザ部門との開発ルールの確立

その他

無 回答

102030405060708090100
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(1)企 業規模別 の傾向

「1.経 営戦略と適合 したIT戦 略の構築立案 と推進」 と 「2.IT投 資の費用対効果の

評価 と予算配分 ・再投資」については、期待する機能 とほぼ同 じ傾向である。

「3.要 員のスキルやモチベー ションの向上など情報 システム部門の人的資源管理」

については、大企業ほどポイ ン トが低 くなるという結果 が出ている。一方 「4.セ キュ

リティポ リシーの対策と実施」については、「5,000人 以上」の企業とその下の規模の差

が、期待する機能よ りも開いている。大企業は、人材育成の必要性を感 じなが らも、セ

キュ リティ対策に追われているという姿が浮かび上がる。

それ以外の項 目については、特に大きな違いは見 られない。
,

3.6.4期 待 と現実 の ギ ャ ップ

図 表3-6-8CIOの 期 待 と実 際 のギ ャッ プ(全 企 業)
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次 に、3.6.3の 結果 を更に深く掘 り下げるため、CIOの 果たすべき機能 についての 「期待

と現実のギャップ」 について分析 を試みた。CIOを 設置 している企業(3 .'6.2のCIOに 対す

る期待の母数は全企業である。)に おいて、期待する機能と実際に果た している機能の回答

数の差を 「ギャップ」 として値 を算出した。また、同時にそ のギャップが大きいか どうか

に加えて、そ の項 目への期待 自体が大きいか どうか という2軸 か ら考えた。

全企業にお ける、各項 目に対する期待 の大 きさを折れ線グラフ、その項 目のギ ャップの

大きさを棒グラフで表 した のが、上のグラフである。
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「5.社 内の基幹 システム ・技術 ・標準等 のITア ーキテクチャの確立」「6.ア ウ トソー

シング時のルールの確立(SLAの 締結 ・管理など)」 「7.社 内ユーザ部門との開発 ・運用ル

ールの確立(要 求定義方法の明確化、 リテラシの向上な ど)」 のギャップが大きいが、 これ

らの項 目は、その期待度もそれほ ど高 くない。むしろ、ギ ャップの大きさは第4位 だが、

期待度も第3位 と高い 「4.セ キ ュリティポ リシーの対策 と実施」が、CIOに とっての最大

の課題だ と見なすべきだと考 える。その次 の課題は何か という点 につ いては、さまざまな

考え方があると思 うが、本稿では期待の大 きい項 目のギ ャップを埋めることが重要である

という観点で、「1.経営戦略 と適合 したIT戦 略の構築立案 と推進」 「2.IT投 資の費用対効

果の評価 と予算配分 ・再投資」で はないか と考えたい。その後の順位 は、「5.社 内の基幹

システム ・技術 ・標準等のITア ーキテクチャの確立」 「6.ア ウ トソーシング時のルールの

確立(SLAの 締結 ・管理な ど)」 「7.社 内ユーザ部門との開発 ・運用ルールの確立(要 求定

義方法の明確化、 リテ ラシの向上な ど)」 「3.要 員のスキルやモチベーションの向上など情報

システム部門の人的資源管理」であると考える。

(1)期 待 と現実のギャップ(従 業員100名 未満)

全企業についての傾向は以上のとお りだが、企業規模別に見る と傾向の違いが見 られ

る。従業員100人 未満 のグラフは、下記のとお りであり、 「5.社 内の基幹 システム ・技

術 ・標準等のITア ーキテクチ ャの確立」が最大の課題 となっている。

図表3-6-9CIOの 期待 と実際のギャップ(従 業員100人 未満)
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(2)期 待 と現 実の ギ ャ ップ(従 業員100～300人 未 満)

従 業 員100～300人 の企 業 にお いて は、 「2.IT投 資の 費用対 効果 の評 価 と予算 配分 ・

再投 資」 が最 大 の課題 、 「5.社 内の基 幹 システ ム ・技術 ・標 準等 のITア ーキ テ クチ ャ

の確 立」 が僅 差で第2位 とな って いる。

図表3-6-10CIOの 期 待 と実 際 のギ ャ ップ(従 業員100～300人 未満)
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(3)期 待 と現 実 のギ ャ ップ(従 業員300～1,000人 未 満)

従 業員300～1,000人 の企 業 にお いて は、 「4.セ キ ュ リテ ィ ポ リシー の対策 と実 施」

が最 大 の課題 とな って いる。

図表3-6-11CIOの 期 待 と実 際のギ ャ ップ(従 業員100～300人 未 満)
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(4)期 待 と現実 のギ ャ ップ(従 業員1,000～5,000人)

従業 員300～1,000人 の企 業 にお いて も、 「4.セ キ ュ リテ ィポ リシー の対策 と実 施」

が最 大 の課題 で あるが 、 「5.社 内の基 幹 シス テム ・技術 ・標準等 のITア ーキ テ クチ ャ

の確 立」 のギ ャ ップ も大 きい。

図表3-6-12CIOの 期待 と実 際 のギ ャ ップ(従 業 員1,000～5,000人)
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(5)期 待 と現 実 のギ ャ ップ(従 業員5,000人 以上)

図表3-6-13CIOの 期 待 と実 際の ギ ャ ップ(従 業員5,000人 以 上)
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従業員5,000人 以上の企業にお いては、rl.経 営戦略に適合 したIT戦 略」 とその期

待度が高 く、ギャップが小さいのが大 きな特徴である。その結果、「4.セキュリティポ

リシーの対策 と実施」 と 「3.要 員のスキルやモチベーシ ョンの向上な ど情報システム

部門の人的資源管理」の どち らが最大の課題なのか迷う状況 となっている。全企業では

最も低 い課題だ と見なせた3.が 、最 も大規模の企業ではクローズアップされているの

は、意外な感がある。

(6)期 待と現実のギャップまとめ

以上、企業規模 ごとにCIOに 期待す る機能 とそのギャ ップについて見てきた。

全業種で見た場合の最大の課題である 「4.セ キュ リティポ リシーの対策 と実施」 に

ついては、各規模 において課題としての度合いが高かったが、規模別 に見た場合は、以

下の特徴があった。

a.企 業規模が小さい場合 は

「5.社 内の基幹 システム ・技術 ・標準等のITア ーキテクチャの確立」のギャップが

課題 となっている。

これは、当該項 目が企業規模 による差が小さかった ことに加 えて、企業規模が小さい

場合はベ ンダの提案 どお りにアーキテクチャを受け入れるケースが多 く、その結果、数

年後 にコス ト高にな って しまっていることを実感 している企業が多いためと推測 され

る。

b.従 業員5,000人 以上の企業では

「3.要 員 のスキルやモチベー ションの向上な ど情報 システム部門の人的資源管理」

が大きな課題になっている。

これは、大企業がrl.経 営戦略 と適合 したIT戦 略の構築立案 と推進」「2.IT投 資の

費用対効果の評価 と予算配分 ・再投資」「4.セ キュリティポ リシーの対策 と実施」に注

力した結果 として、この項 目への対応が遅れて しまっている状況ではないかと推測され

る。
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3.6.51T投 資 評価の 実施状 況

図表3-6-141T投 資 評価 の実 施状 況

團IT投資の評価は行っていない

回社内の統一した評価基準で全社的に実施

ロ無回答

ロ部門や業務に応じた基準で個別に評価

ロその他

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

i全 体(1893)

製 造 業計(639)

非 製造 業計(1254)

従 業員規 模100人 未満(459)

100人 以 上～300人 未満(654)

300人 以上 ・v1000人 未満(455)

1000人 以上～5060人 未満(226)

5000人 以上(43)

※()内 は回答企業数

IT投 資評価については、システム化 の目的が、事務作業のコンピュータ化が主流 を占め

ていた時代には人員削減数で評価 を行 えばよかったので、比較的表現 しやすかったが、コ

ミュニケーションの迅速化やSCMの 構築など、システム化の目的が多岐に渡 りかつ大規模

になるのにしたがって、その難易度は増 している。

Ql7の 結果を見た限 りでは、製造業/非 製造業の間でIT投 資評価を行っているか どうかに

つ いて大きな差 は見 られないが、企業規模 によっては大 きな差がある。従業員規模が小さ

いほど、IT投資評価 を行っていない割合に高 く、1,000～5,000人 の規模の企業です ら50.0%

の企業がIT投 資評価 を行っていない。 しか し、従業員5,000人 以上の規模 においては、IT

投資評価 を行 っていな いのは、わずか16.3%に すぎず、56.8%の 企業が部門や業務 に応 じ

た評価基準を持ってお り、23.3%も の企業が統一 した評価基準 を持ち全社的に実施 して い

ると回答 している。企業規模が大き くなるほど扱 うIT予 算額 も増え、同時にシステム化案

件を申請する部門の数 も多 くなることか ら、企業規模が大きくなるほど、投資や予算配分

の根拠 となる基準を持 ち評価 を実施 していることには納得感があるが、その境 目は従業員

が5,000人 という規模 にあるといえそ うである。
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(1)IT投 資評価 を実施 しない理 由

図表3-6-151T投 資評価 を行わない理由=非 評価企業

圃評価の必要はない ロ評価 の必要を感じているが対応 できない ロ無回答

0%10%209630%409650%60%70%80%90%100%

評価 なし計(1266)

製造業計(407)

非製造 業計(859)

従 業員規模100人 未満(343)

100人 以 上 ～300人 未 満(463)

300人 以 上 ～1000人 未 満(303)

1000人 以上 ～5000人 未 満(113)

5000人 以上(9)

※()内 は回答企業数

評価 を実施 していない企業に対 して、その必要性を釈 いた結果が上のグラフである。

企業規模によって、「評価 の必要 はな い」 と回答 している割合が大 きく異な る。5,000

人以上の企業規模にお いては、必要性 を感 じていない企業はない。一方で従業員100人

未満の企業では、35.9%も の企業が 「評価の必要はない」と回答 している。 これは、当

該規模の企業においてIT投 資 を単独で評価する必要性が低いか らではないかと推測す

る。例えば、「卸売業」においては、100人 以下の規模の割合が17 .9%と 高いが、当該

業種におけるITと は「売 り上げる」 「配送する」 「在庫 を管理す る」 「売掛金を回収す る」

といった業務そのものをサポー トするツールで あり、企業規模が小さければ、そ こに 「本

業への投資」と 「ITへの投資」を区別 して考 える必要性は少ないのではないか と推測す

る 。
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3.6.6自 由回答 への考察

Ql8で は、ITガ バナ ンス全般に対する課題について自由に記載 していただいた。計183

件、全回答の1割 弱の企業か ら意見があった。 この意見 を15の ジャンルに分類 した結果が

次のページのグラフである。

3.6.4で 行 った 「期待 と現実のギャップ」が定量的な視点か らの課題抽出であるのに対 し、

本設問は定性的な課題抽出であ り、「実務担 当者か らの悩みについての生の声」であるとい

える。

図表3・6・161Tガ バナンスに関する課題 自由回答(全 企業)

Tガ バ ナンスのプライオ リティ

3%

コストの 問題i

9%

社内 ユーザの 理解 リテラシー

不足

10%

経営層 のIT理 解 の 不足

10%

セキュリティ対策
2%

経営戦略との整合性
3%

費用対効果の基準
21%

IT要 員の 不 足

17%

全社最 適、横 串
2%

ITガバナンスの フレーム ワーク'

1%

その他

CIOの 不在、CIOに 適した人材

8%

(N=183)

最も意見が多かったのは、「IT投資に関する費用対効果の評価基準がない」というもので、

全体の21.0%を 占めた。次にIT要 員の不足が17。0%、 社内ユーザの理解や リテ ラシーの

不足 と経営層のIT理 解不足が10.0%と 続 く。

3.6.4で 抽出 した課題の順位では、第1位 がセキュ リティの課題で、第2位 のIT戦 略の

立案だったが、定性的な声ではそれぞれ2.0%、3.0%と 割合が低 くなっている。そのこと

か ら、それ らの課題 は実務担 当者か らみると 「や るしかない」状態であ り、仕事を進める

上ではあま り悩んでいないと見ることができる。

一方、「IT投資 に関する費用対効果」については、明確な基準がないというのが実務担 当

者の 「悩み」であり、それが第3位 と第4位 の社内ユーザや経営者のITへ の理解不足につ

ながっている、すなわち、明確な基準がないか ら理解 が得 られていないのではないか と惟
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測 される。

また、この分類をCIOが 設置 された企業とされていない企業で分 けてみたのが次ページ

の2つ のグラフである。 これ を見 ると、CIO非 設置企業のほうが 「CIOの人材がいない」の

ポイン トが高 いという当た り前の差があるが、ほかにも非設置企業だけに見 られる項 目が

2つ ある。

ひとつは、「全体最適の視点がない」 というもので、非設置企業の2.0%を 占める。もう

ひとつは、「IT部門の地位が低い」 という項 目で非設置企業の4。0%を 占める。両方 とも高

い数字ではないが、CIOが 設置された企業では この回答がないことか ら、CIOの 設置は多少

は全体最適の視点やIT部 門の地位向上 に貢献 しているようである。

図表3-6-171Tガ バナ ンスに関する課題 自由回答(CIO設 置企業)

Tガバナンスのプライオリティ

システム部門の地
斑

部門間の調整ができ
9N

社内体制・環境が整
2x

コストの問題

5X

社内ユーザの理解

歴 鳴 準

全社最適、横車
頒

rrガバナンスのフレームワーク
2%

その他
2N

不在、Ctoに 適した人材
5N

π要員の不足
1gx

(N=56)

図表3-6-181Tガ バナンスに関する課題 自由回答(CIO非 設置企業)

部門間の調整ができていない

rガ パナンスのフレームワーク

経営層のπ理解の不足
10X

(N=122)
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3.6.7ま と め

以上、アンケー ト調査の集計結果を企業規模の違いによる傾 向に基づいて見てきたが、

概要をまとめると以下 のようにな る。

(1)企 業規模 が大 き いほ ど、CIOが 設 置 されて いる割 合が高 い。

従 業員5,000人 以 上 の規模 で は、67.4%がCIOを 設 置 して いる。ただ し、最 も好 ま し

い と思わ れ る 「役員 が専任 でCIOを 務 め る」例 は全体 の1割 に満た な い。5,000人 以上

の企 業 で も17.2%で あ る。

(2)CIOに 求める機能は、主 に 「1.経営戦略 と適合 したIT戦 略の構築立案 と推進」や

「2.IT投 資の費用対効果 の評価 と予算配分 ・再投資」である。大企業 になるほど、そ

の期待度は高 い。

(3)期 待する機能 と果た している機能のギ ャップか ら見た第一位 の課題は、「4.セ キ

ュ リティポリシーの対策 と実施」である。次は、「1.経 営戦略 と適合 したIT戦 略の構

築立案と推進」や 「2.IT投 資の費用対効果の評価 と予算配分 ・再投資」における期待

とのギャップを埋 める ことである。

(4)定 性的な声(自 由回答)か らは、IT投 資対効果 に関する明確な基準がないことに

よる悩みと、それによって経営陣やユーザ の理解度が低 くなっていることへの悩みが浮

かび上がってくる。
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3.7 情報セキ ュ リテ ィ

今年度の調査では、 「情報セキュリティの問題は、自社だけに止ま らず、ネ ッ トワー クを

通 じて相手先や顧客への影響を及ぼす重要な課題である」との視点か ら、大きく2つ の切

り口で調査 した。

1つ 目はセキュリティ対策への取 り組み状況、2つ 目は各種制度やサー ビスの整備の認知

度である。

以下 に各分析結果をまとめた。

3.7.1セ キ ュ リテ ィ対 策 への取 り組 み状況

全体(回 答数1,893社)を 項 目別に比較 してみると、ll項 目中2項 目が多 くの企業 に取

り組まれている項 目で他に大きく差をつけている。特に1位 の、 「コンピュータウイルス対

策」は90.6%の 企業が対応済み、検討中も含むと96.9%に のぼる。2位 は 「外部か らの不正

アクセス」であ り、70.7%が 対応済み、検討中まで含むと87.0%で ある。

しか し、上位2点 を除くと急激に対応状況が低下 してお り、3～5位 には 「情報経路の安全

対策」(39.0%)、 「システム障害対策」(37.8%)、 「情報システム全体の安全管理」(31.4%)

となっている。

そ の他の 「な りす ま し防止相手先認証対策」「決済等の安全対策」「個人情報の安全対策」

「コンテ ンツの不正使用対策」「顧客 ・消費者へ の企業信用対策」「内部要員の不正操作等人的

対策」はすべて30.0%以 下となってお り、各企業のセキュ リティ対策が大幅 に遅れているこ

とを認識させる結果 となった。
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図表3-7-1セ キ ュ リテ ィ対 策へ の取 り組 み状況(全 体)

(N=1893)日 実施済み ロ検討中 口予定なし

0%20%40%60%

口無回答

1外 部からの

不正アクセス対策

2コ ンピュータウイルス対策

3な りすまし防止

相手先認証対策

4情 報経路の安全対策

5決 済等の安全対策

6個 人情報の安全対策

7情 報システム全体

の安全管理

8コ ンテンツの

不正使用対策

9顧 客・消費者への

企業信用対策

10内 部要員の不正操作等

人的対策

11シ ステム障害対策

12そ の他0

80% 100%

1.4
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(1)産 業 別 にみ た傾 向

ll項 目の 中で産 業別 に差 をみ る と、 「情 報経路 の安全 対策 」で は製造 業(41.6%)が 、

非 製造 業(3Z6%)に 比 べ て進 ん で いる。 反対 に、 「個 人情報 の安 全対 策 」は非 製造 業

(29.9%)が 製造 業(21.9%)よ りも進んで いる。 この他 の項 目では 、産 業全 体 での差

は見 えな い。

産業 を個 別 にみ た 場合 、 「個 人情 報 の安 全対 策」で は、 金融 ・保 険業(60.7%)、 情 報

サ ー ビス業(52.6%)、 「内部 要 員 の不正操 作 ・誤操 作な どの 人的対 策」で は、金 融 ・保

険業(50.0%)、 「シス テム 障害 対策」で は、金融 ・保 険業(70.5%)が 特筆 され る。全

般 的 に業種 の性格 上 、 金融 ・保 険業 の取 り組 み意欲 が 高 い。

図表3-7-2セ キュ リティ対策への取 り組み状況[実 施済み](産 業別)

(%)o

1外 部からの不正アクセス

2コ ンピュー タウイル ス対 策

3な りすまし防止

相手先認証対策

4情 報経路の安全対策

5決 済等の安全対策

6個 人情報の安全対策

7情 報システム全体の

安全管理

8コ ンテンツの不正使用対策

9顧 客・消費者への

企業信用対策

10内 部要員の不正操作

等人的対策

11シ ステム障害対策

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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(2)従 業 員規模 別 にみ た傾 向

ll項 目の 中で全体 に対 応が 進 んで い るのは 、や は り従業 員5,000人 以上 の企業 で あ り、

全 項 目で トップで あ り、8項 目で50%を 超 えて いる。

そ の反面 、5,000人 を下 回 る企 業 は概ね5,000人 以 上規模 の企 業の50%に も達 して い

な い。特 に、従 業員300人 未 満 は、 平均 を下 回 って いる。

zzし た が って、全体 で比 較 した 際、大企 業 といわ れ る5,000人 以上 の企業 はセ キ ュ

リテ ィ対 策が 万全 に近 い。ただ し、大企 業 といえ ど も 「決 済時 の安 全対策」(27.9%)、 「コ

ンテ ンツの不正 使用 対策 」(44.2%)、 「顧客 ・消 費者 へ の企業 信用 対策」(30.2%)が50%

を下 回って いる。

図表3-7-3セ キ ュ リテ ィ対 策 へ の取組 み状 況[実 施 済 み](従 業 員規模 別)

0(%)102030rO"5060708090100

1外 部からの不正アクセス

2コ ンピューータウイルス対 策

3な りすまし防止
相手先認証対策

4情 報経路の安全対策

5決 済等の安全対策

6個 人情報の安全対策

7情 報システム全体の

安全管理

8コ ンテンツの不正使用対策

9顧 客・消費者への

企業信用対策

10内 部要員の不正操作

等人的対策

刊システム障害対策
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3.7.2情 報 セ キ ュ リテ ィ に関す る制度 ・サ ー ビス

(1)認 知度

情 報セ キ ュ リテ ィに関す る制 度や サー ビス|に 、9項 目につ いて質 問 したが 、全項 目と

も認知 度 は60%程 度 以 下で あ り、これ らの制度 ・サー ビス は あま り認知 され ていな い状

況 が見 えた 。

図表3-7-4・ 情報セキュ リティに関する制度 ・サー ビスの認知状況(全 体)

(N=1893) 自知っている ロ知らない ロ無回答

0%10%20%30%40%50%60%70%80%'9096100%

1コ ン ピュー タウイル ス

の 届 出

2不 正 アクセス被 害 に

関す る届 出

3コンヒ.ユーターセキュリティ2
.インジデント報 告

4電 子 署 名 法 に

基 づく電子 署 名

5プ ライバ シーマー ク

制 度

61SMS適 合 性6
.評 価 制 度

7オ ンラインマー ク16」

制 度

8シ ステム 監 査 制 度

9情 報 セキ ュリティ

監 査 制 度

4.2

36.1

426

73.2

2 40.4 6.9

58.3 6.8

66.3 7.1

"ラ6:51

11 7.4

7 45.8 6.9

2 50.6 7.1

1こ こに あ げ た9項 目の ほ か に 現在 は 「イ ン タ ー ネ ッ ト定 点観 測 シ ステ ム」(JPCERT/CChttp://www
.jpcert.

or.jp/isdas/)な ども あ げ られ る 。同 シス テ ム は2003年12月 情 報 提 供 開始 で あ った た め 今 回 は省 いて あ る。
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a.産 業別 にみた傾 向

産 業別 比較 をみて も、全 項 目大差 が な い傾 向で あ り、大 き く50%前 後 の5項 目(「 コ

ン ピュー タ ウイ ルス の 届 出」「不正 ア クセ ス被 害 に関 す る届 出」「電 子署 名 法 に基 づ く電

子 署 名」「システ ム監 査制 度」「情報 セ キ ュ リテ ィ監 査 制度」)が 認知 されて い るだ けで残

りの4項 目は認知度 で も低 い こ とが わか る。

製造業 、 非製造 業 の産 業格 差 は比 較 的少 な い ものの 、産 業 を個 々 にみ る と、 「プ ライ

バ シーマー ク制度」で は、情報 サ ー ビス業(86.2%)、rISMS適 合性 評価 制度」では 、情報

サ ー ビス業(72,4%)、 「シス テム監 査制 度」で は、情 報 サー ビス業(80.9%)、 金 融 ・保

険業(74.6%)、 「情報 セキ ュ リテ ィ監査 制度」で は、情 報サ ー ビス業(80.9%)、 金融 ・

保 険 業(70.5%)が 特 筆 され る。

全般 的 に情報 サ ー ビス 業 の認知度 が高 い。

図表3-7-5情 報セキュリティに関す る制度 ・サービスの認知状況[知 っている](産 業別)

(%)0102030405060708090100

1コ ンピュー タウイルス

の届 出

2不 正アクセス被害に

関する届出

3コ ンピューターセキュリティ

インジデント報 告

4電 子署名法に

基づく電子署名

5プ ライバ シーマー ク

制 度

6:SMS適 合性

評価制度

7オ ンラインマーク

制度

8シ ステム監査制度

9情 報セキュリティ

監査制度
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b,従 業員規 模 別 にみ た傾 向

産 業別 と違 い、従業 員規模 別 で はや は り5,000人 以 上 の企 業 と100人 未 満 で は格 差 は

大 き く、大企 業 といわれ る5,000人 以 上 の企業 は 「オ ン ライ ンマ ー ク制度」(41.9%)、 「コ

ン ピュー タセキ ュ リテ ィ ンシデ ン ト報告 ・情報 提供」(74.4%)を 除 き、約9割 の高 い

認知 度 で ある。そ の反面、規 模 が小 さくなる に比例 して、 認知 度 は落 ちてお り、100人

規模 の企 業 では10%台 の項 目 も見 られ る。

図表3-7-6 情報セキュリティに関する制度 ・サービスの認知状況

[知っている](従 業員規模別)

口従 業 員 規 模100人 未 満(N=459)口100人 以 上 ～300人 未 満(N=654)

ロ1000人 以 上 ～5000人 未 満(N=226)團5000人 以 上(N=43)

ロ300人 以 上 ・-1000人 未 満(N=455)

(%)0

1コンピュータウイルス

の届出

2不 正アクセス被害に

関する届出

3コンピュー歩一セキュリティ

インシ亨 ント報 告

4電 子署名法に

基づく電子署名

5プ ライバ シーマー ク

.制 度

6rSMS適 合性

評価制度

7オ ンラインマーク

制度

8シ ステム監査制度

9情 報セキュリティ
ー監査制度

102030405060708090100
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(2)利 用 ・導入状況

情報セキュ リティに関する制度 ・サービスを 「知っている」 と回答 した企業 に対 し、

これ らの制度'サ ービスの利用導入状況 を質問した ところ、回答が多 いものでも 「電子

署 名 法 に基 づ く電 子署 名 ・認 証サ ー ビス」(17.7%)、 「システ ム監査 制度 」(16.5%)、 「情

報 セ キ ュ リテ ィ監 査制 度」(ll.0%)で あ り、 「検 討 中」 を含 めて も5割 に満た な い。

図表3-7-7 情報セキュリティに関する制度 ・サー ビスの利用 ・導入状況(全 体)

[認知度=「 知 っている」企業のみ]

囚利用・導入済み 口検討中 口予定なし 口無回答

4電 子署名法に基づく

電子署名(N=999)

5プ ライバシー マー ク制 度

(N=662)

6【SMS適 合性 評 価 制 度

(N=502)

7オ ンラインマー ク制 度

(N=304)

8シ ステム 監 査 制 度

(N=896)

9情 報 セキュリティ監 査 制 度

(N=801)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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a.産 業別 にみた傾向

産業別では大差はな く各項 目同程度である。認知度の高か った情報サー ビス業におい

ても、利用 ・導入済みは平均 と大差はない。

図 表3-7-8 情報セキュ リティに関する制度 ・サー ビスの利用 ・導入状況 「導入済み」

(産業別)【 認知度=「 知っている」企業 のみ】

(%)0

4電 子署名法に基づく

電子署名(N=999)

5プ ライバ シー マーク

制 度(N=662)

61SMS適 合 性

評 価 制 度(N=502)

7オ ンラインマー ク

制 度(N=304)

8シ ステ ム監 査 制 度

(N=896)

9情 報 セ キュリティ

監 査 制 度(Nニ801)
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b.従 業員別 規模 別 にみ た傾 向

や は り5,000人 を超 え る企業 の利 用 ・導入 状況 は、全項 目で 他の規 模企業 よ り遥か に

高 い傾向 を示 して いる。

特 に活 用度 の高 い のは 「電 子署 名法 に基 づ く電子 署名 ・認 証サ ー ビス」(50.0%)、 「シ

ス テム監査 制度」(47.5%)で あ り、普 及度 の高 さをあ らわ して いる。

図表3-7-9 情報セキュ リティに関する制度 ・サー ビスの利用 ・導入状況 「導入済み」

(従業員規模別)[認 知度 二 「知 っている」企業のみ]

(%)0102030405060708090100

4電 子署名法に基づく

電子署名(N=999)

5プライバシーマーク

制度(N=662)

61SMS適 合性

評価制度(N=502)

7オ ンラインマーク

制度(N=30U)

8シ ステム監査制度

(N=896)

9情 報セキュリティ

監査制度(N=801)
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3.7.3ま とめ

昨今の感染力の強いコンピュータウイルスの出現の影響もあ り、 「コンピュータウイルス

対策」「外部か らの不正 アクセス対策」について、高い取 り組み状況がうかがえた。

一方、 「な りす まし防止相手先認証対策」「決済等の安全対策」「個 人情報 の安全対策」とい

ったBtoC関 連での取組みが遅れている。

従業員規模別では、従業員5,000人 以上規模の大企業、特に金融 ・保険業 にお いて取組

みが進んでいる。

地域別では、比較的首都圏(1都3県)の 取組みが進んで いる。

情報セキュリティに関する制度 ・サー ビスでは、情報サー ビス業の認知度が高い。新 し

い制度 ・サービスへの取組みは、まだこれか らの状況である。

なお今回、情報セキュ リティを確立する上での課題 につ いて 自由回答形式で質問し、多

くの方 にご回答 いただいた。 これ らの回答 をみると、利用者 のセキュ リティに対する認識

の低さ、社員教育の徹底 とモラルア ップ、対策費用がかか る、技術者 の人材 ・スキル不足

といった意見が多 く寄せ られている。

今 回の調査か ら、規模が大 きい企業ほど対策への認知度や取組みは進んでいる様子がわ

かるが、一方では 「いくらコス トをかけて も際限が無い、対策コス トの中で もスキルの高

度化 に対 しス ピー ドが追いつかない、人材確保が困難等々は、小規模企業だけでな く大企

業 も共通 の悩みであ り、全国網でセキュ リティ ・サービスベ ンダのサポー トに依存せ ざる

を得ない」 との声が出ているのも現状である。 これをふまえ、政府指導 による制度の認識

度向上策や、 コス ト面での政府優遇支援制度等 々も期待されている。
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3.8企 業 にお けるlT活 用上 の課 題

企業がITを 活用す る上で課 題 と感 じている項 目について整理す る。課題 は全 部で31個 あ り、

そ れ らが5つ の大分類 に整 理 され て いる。

3.8.11T活 用上の 関心(全 体)

(t)全 体的傾 向

5つ の分類 に対す る関心 の度 合 いを図3-8-1に 示す。'

図表3-8-lIT活 用上 の課題(業 種別 ま とめ)

ロ全体(N=t893)'

圏製造業計(Nニ639)

囲非製造業計(Nニ1254)

Oj102030405060708090100

A経 営戦略に沿った情報システムの実現

B情 報化投資の効率化・最適化

C開発/運 用の効率化

D相互運用性の確保

E制 度 ・サービス の整備
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図 表3-8-21T活 用 上 の 課 題(従 業 員 規 模 別 ま と め)

目従業 員規模100人 未満(N=459)ロ100人 以上～300人 未 満(N=654)

ロ300人 以上～1000人 未 満(N=455)ロ1000人 以上 ～5000人 未 満(N=226)

圏5000人 以上(N=43)

A経 営戦略に沿った情報システムの実現

B情 報化投 資の効率 化・最適化

C開 発/運 用の効率化

D相 互運用性の確保

.E制 度 ・サ ー ビスの 整 備
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図表3-8-1、3-8-2の 各分類 ごとの最上 段の棒 グ ラフが産業別 や規模 によ らな い全体 の関

心動 向 を示 してい るが 、整理 す ると図表3-8-3の とお りで ある。

図表3-8-3各 分類 ごとの関心度合い

1位 開発/運 用の効率化 87.7%

2位 経営戦略に沿った情報システムの実現 85.9%

3位 情報化投資の効率化 ・最適化 75.9%

4位 相互運用性の確保 74.9%

5位 制度 ・サー ビスの整備 66.5%
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関心度合いに大きな差異は見 られないが、やは り開発 ・運用の効率化などIT化 活用ステ
ージの比較的初期の段階か らある課題が多くの関心を集めている点に注 目する必要がある。

情報化投資の効率化 ・最適化や相互運用性確保などの話題 についても一定の関心を集めて

はいるものの、やはり相対的にはまだこれか らの課題という位置づけである。

(2)産 業別の傾向

図表3-8-1の 棒グラフの中の上か ら2、3番 目が製造業、非製造業を示すが、両者に目立

った差異はほとんどない状況といえる。

(3)従 業員規模別の傾向

図表3-8-2の 棒グラフの後半部分が従業員の規模別の関心度を示すが、ここには大きな相

違が見 られる。

a.す べての分類に対する大規模企業の高い関心

図表3-8-2の 棒グラフはすべての分類に関して大規模企業の方が小規模企業より多くの

関心を持っていることを示す。小規模の企業の関心が低いことの原因はこのデータだけか

らでは想像の域を出ないが、人材不足、経営者の情報化への関心などの要因が相侯ってい

ることが類推される。

b.大 規模企業の一様な関心

大規模企業は5つ の分類すべてに対 してほぼ一様の高い関心を示 している。情報化を取り'

巻く多 くの課題 を広範にフォロー している結果 と考え られる。

c.小 規模企業のやや偏った関心

小規模企業では開発 ・運用の効率化などには比較的高い関心を示す一方で、相互運用性や

制度 ・サー ビスの整備では関心度 が低 くなる。 日常的に直面 している課題については関心

があるものの、将来的な課題、当面の問題になっていない課題 についてはやや等閑に付さ

れている現象が見 られる。
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3.8.21T活 用 上 の 関 心(分 類 毎)

図 表3-8-4、3-8-5に 詳 細 な 項 目 ご と の 関 心 度 を 示 す 。図 表3-8-4は 産 業 別 の 整 理 、図 表3-8-5i

は 従 業 員 規 模 別 の 整 理 を し た も の で あ る 。

図 表3-8-41T活 用 上 の 課 題(産 業 別)

図全体(N=1893)ロ 製造業計(N=639)ロ 非製造業計(N=1254)

0102030405060

1A経 営戦 略に沿った情 報システム1

明確な経営戦略の策定

情報化戦略立案

情報化計画

リスク分析 ・情報セキュリティ対策実施

その他

国 情報化 投資の効率 化 ・最 適化1

開発業務部門体制やプロセスの改善

システム開発の生産性指数等の整備

レガシーシステムの活用・継承

費用対効果評価基準等の整備

その他

lC開 発/運 用の効率化1

ソフトウェアプロセス改善

専門技術者の確保/育 成

アウトソーシングの活用 ・評価・管理

グループウエアの活用やEA:等 の導入

新システム導入時等のユーザ作業の軽減

OS・ パッケージ等のインフラの決定

ユーザの育成

その他

以 下 、 次 ぺ 三 ジ へ 続 く
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前ページか らの続 き

{図全 体(N=1893)Z製 造 業 計(N=639)ロ 非 製 造 業 計(N=1254)1

lD相 互運用性の確保1
データやコードの標準 化および互換 性

社内の既存システムとの互換 性確 保

関連会社システム等との相互運 用性確 保

政府や公共システムとの相互 接続性

その他

rE制 度・サービスの整備1

電子商 取引における法解 釈の整備

消費者保 護のための制度 等の整備

電子データ利用 局面 の整備 ・拡 充

'
コンピュータ犯罪等の罰則の強 化

産業基盤となるインフラの整 備

著作権の扱い

その他

無回答

0 10 20 30 40 50 60

べ
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図 表3-8-51T活 用 上 の 課 題(従 業 員 規 模 別)

團 従 業 員 規 模100人 未 満(N=459)SS100人 以上 ～300人 未 満(N=654)

日300人 以 上 ・v1000人 未 満(N=455)ロ1000人 以 上 ～5000人 未 満(N=226)

皿5000人 以上(N=43)

0

A経 営戦略に沿った情報システム

明確な経営戦略 の策定

情報化戦略 立案

情報化計 画

個別情報システムの構築

リスク分析 ・情報セキュリティ対策実施

その他

20 40 60

B情 報化投資の効率化・最適化

開 発業務部門体制やプロセスの改善

システム開発の生産性指数等 の整備

レガシーシステムの活用 ・継承

費用対効果評価基準等の整備

その他

80 100

lC開 発/運 用の 効率 化1

ソフトウェアプロセス改善

専 門技術者 の確 保/育 成

アウトソーシングの活用 ・評価 ・管理

グループウエアの活用 やEAl等 の導入

新システム導入時等のユーザ作 業の軽減

OS・ パッケージ等の インフラの決 定

ユーザ の育成

その他

以 下 、 次 ペ ー ジ へ 続 く
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前 ペ ー ジ か ら の 続 き

図 従 業 員 規模100人 未 満(Nニ459)9eIOO人 以 上 ～300人 未 満(N=654)

N300人 以上 ～1000人 未 満(N=455)ロ1000人 以上 ～5000人 未 満(N=226)

ロ5000人 以 上(N=43)

01020304050607080

lD相 互運用性の確保1
データやコードの標準化および互換性

社内の既存システムとの互換性確保

関連会社システム等との相互運用性確保

政府や公共システムとの相互接続性

その他

lE制 度 ・サ ー ビス の 整 備1

電子商取引における法解釈の整備

消費者保護のための制度等の整備

電子データ利用局面の整備・拡充

コンピュータ犯罪等の罰則の強化

産業基盤となるインフラの整備

著作権の扱い

その他

無回答
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(1)全 体 的傾 向

図表3-8-4に 関 して、産業 別 を捨象 して全 業種 につ いて関心 度 の高 い順 番 に並 べ替 え

た もの を図表3-8-6に 示す 。

図表3-8-61T活 用上 の課題(全 業種)

社内の既存システムとの互換性確保

専門技術者の確保/育 成

費用対効果評価基準等の整備

情報化戦略立案

アウトソーシングの活用 ・評価 ・管理

リスク分析 ・情報セキュリティ対策実施

情報化計画

データやコードの標準化および互換性

明確な経営戦略の策定

開発業務部門体制やプロセスの改善

コンピュータ犯罪等の罰則の強化

ユーザの育成
〉

,グループウエアの活用やEAI等 の導入

新システム導入時等のユーザ作業の軽減

電子データ利用局面の整備・拡充

OS・ パッケージ等のインフラの決定

個別情報システムの構築

レガシーシステムの活用・継承

関連会社システム等との相互運用性確保

システム開発の生産性指数等の整備

ソフトウェアプロセス改善

電子商取引における法解釈の整備

産業基盤となるインフラの整備

著作権の扱い

消費者保護のための制度等の整備

政府や公共システムとの相互接続性

無回答

A経 営戦略に沿った情報システムその他

C開 発/運 用の効率化その他

B情 報 化投資の効率化・最適化その他

D相 互運用性の確保その他

E制 度・サービスの整備その他

0 10 20 30 40 50 60

もっとも高い関心 を集めたのは既存システムとの互換性確保である。さまざまな個別

システムが段階的に整備 されてはいるが、その間にも情報技術が 目まぐるしく変化 し、

新 旧のシステムの互換性確保 に悩 まされている状況があることが想像 され る。その他の

高位の課題 と併せて見ると、多 くの企業は技術者の不足や費用対効果基準が整備されて

いな いことな どの問題に直面 しつつ も、全体的な情報化戦略立案や情報化計画の必要性

に意識 を向け、部分的にはアウ トソーシングを活用 してコス トダウンや効率化の努 力を

している様子が分かる。個別の課題としてはリスク分析や情報セキュリティに高い関心

を持 っている。
一方、政府や公共システムとの互換性、関連会社システム等 との相互運用性確保など

の社外 システムとの関係 につ いては意識が低 く、さらに費用対効果 に関心がある割 には、

ソフ トウェアプロセス改善や システム開発の生産性指数等の整備な どの、ある意味で地
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道な改善活動に関す る話題には関心が低く、具体的に問題の解決の方向に進んでいるよ

うに見えない点が気がか りである。

(2)産 業別の相違

図表3-8-4に 見 るよ うに、いくつかの項 目では製造業 と非製造業で多少の差はあるが、

全体 としては産業別 による有意な差異はないと考 えられる。

(3)従 業 員規 模 によ る相 違

図表3-8-5に 関 して は、3.8.1の(3)に 指摘 した事 項が そ の まま 当ては ま る。す な わち 、

・すべての分類 に対 して中小の規模の企業よ り高い大規模企業 の関心

・大規模企業の一様な高 い関心

・小規模企業のやや偏った関心

が いえる。より詳細 に検討す るために、100人 未満の企業 と5,000人 以上の企業にお

ける関心課題を整理すると図表3-8-7の とお りである。

図表3-8-7関 心 の高 い課題(小 規模企業 と大規模企業)

順

位
従業員100人 未満

関心度

(%)
従 業員5,000人 以上

関心度

(%)

1 社内既存システムとの互換性 44.2 費用対効果評価基準 90.7

2 専門技術者の確保 ・育成 37.7 リス ク分析 ・情報セキ ュ リテ ィ 79.1

3 デー タや コー ドの標準化 36.4 情報化戦略立案 74.4

4 明確な経営戦略の策定 34.9 デー タや コー ドの標準化 69.8

5 アウ トソー シングの活用 ・評価 34.2 専門技術者の確保 ・育成 65.1

6 情報化計画 31.4 アウ トソー シングの活用 ・評価 65.1

7 リスク分析 ・情報セ キュ リティ 30.9 社内既存システムとの互換性 62.8

8 コンピュータ犯罪の罰則強化 29.4 電子データ利用局面整備 ・拡充 62.8

9 情報化戦略立案 29.2 情報化計画 60.5

10 費用対効果評価基準 29.0 開発部門業務体制 ・プロセス 58.1

小企業では既存システム との互換性や技術者の不足が大きな課題になってお り、さら

に経営戦略の策定(こ れは5,000人 以上の企業では10位 までに入っていない)が あげ

られていることか ら、情報化 の実施に際して計画の明瞭 さがやや欠けている印象が ある。

コンピュータ犯罪の罰則を望む声が大きいことは、おそ らくセキュリティ対策の遅れか

らウィルスによる被害が大企業 に比較 して大きかった可能性 も示唆され る。
一方、5,000人 以上の企業で費用対効果基準の整備が群を抜いて大 きく問題 にされて

いるのは情報化投資の絶対額が大 きいことが背景 にあると考え られる。費用対効果基準

の整備が話題になるのは、投資額の割に効果が出ていないと認識 されている可能性 もあ

るが、あるいはさ らに進んだ情報化のテーマへの投資を検討する過程で投資額 と効果の

バランスを考慮 している状況 もあるか も知れない。

小規模企業と大規模企業の関心の差が大きい項 目を列挙す ると以下 のようにな り、著

作権や消費者保護 の制度な ど社会 の1青報化が今後 さらに進展す るなかで課題 にな ると

考え られる項 目に対する関心の差が見て取れる。
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(5,000人 以上企業の関心度/100人 未満の企業の関心度)

・著作権の扱 い

・電子データ利用局面の整備 ・拡充

・費用対効果評価基準等の整備

・関連会社 システム等 との相互運用性確保

・消費者保護 のための制度等の整備

立
ロ

イ7a

立
ロ

イ3

立
ロ

イ3

立
口
f72

立
ロ

イ72

3.8.3ま とめ

IT活 用における課題 として得 られた回答か らは、産業別や規模の相違 を越えて、企業が

直面 している状況が垣 間見える。すなわち、情報技術の進歩の速さに人材育成や情報化計画

の確立 ・遂行が追いつかず、個別 システムが段階的に整備されてはいるが、新旧のシステム

の互換性確保 に悩 まされている状況がある。多 くの企業は技術者の不足や費用対効果基準が

整備 されていないことな どの問題に直面 しつつも、全体的な情報化戦略立案や情報化計画の

必要性に意識 を向け、部分的にはアウ トソーシングを活用 してコス トダウンや効率化 の努力

を している様子が分か る。個別の課題 としてはリスク分析や情報セキ ュリティに高い関心を

持 っている。
一方、社外 システムとの関係 につ いては意識が低 く、さらに費用対効果に関心がある割 に

は、ソフ トウェアプロセス改善やシステム開発 の生産性指数等の整備などの話題には関心が

低 く、具体的に問題の解決の方向に歩を進めているように見えな い点が気がか りである。

こうした課題 に対する関心のあり様は産業の相違 には関係 しないが企業 の規模 が変わ る

と大きく異なる。大規模企業はほとんどの課題 に対 して一様に比較的高い関心 を示 している

のに対 し、小規模の企業 はやや 目先の問題に偏った関心、しか も総 じて大規模企業よ り低 い

関心 を示 している点が懸念される。

アンケー ト用紙の最後の設問に対する回答は、IT活 用 における課題を話題に しているも

のが多い。最後 にこの点に関 して整理する。

全体で81の 企業か らコメン トが寄せ られた。図表3-8-8は コメ ントを多少意訳 しつつ整

理 し、カテゴライズした ものである。
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図表3-8-8コ メ ン トのカ テ ゴ リ分 類

大項目 件数 主な内容

人材不足 一 16

・教育す る時間、資金な レ
・オー プン系システムの教育必要

・公 的資格 の乱立で混乱

・若年層 の教育 に期待

費用対効果 15

・パ ッケージ機能 は中途半端だがカス トマイズは大変

・技術 的に困難な要求が行政 ・消費者か ら寄せ られ る

・OSな どのバー ジョンア ップが早す ぎる

情報化未整備 7

国などのバックアップ必要 6

・通信イ ンフラ整備

・OS、パ ッケー ジの割安提供
・法制度

・次世代 の教育

・国 と 自治体 のシステムのイ ンタフェース統一

・中長期 的情報戦略の参考情報提供

設問が難解 5

情報セキュリティ 5

標準化 4 ・ICタ グやEDIな ど業界横 断的標準化

親会社依存 4 ・親会社、グループ として の方針 に準拠

情報化計画未整備 3

アウ トソーシ ング 3
・ベ ンダの評価尺度開示 必要

・ど こまで アウ トソースするか

その他 4

・民主的手続き踏むと手遅れになる。国の関与は不要

・デジタルコンテンツの著作権整備

・ドキュメント体系整備

・効果的なテス ト検収方法の確立

図表3-8-8の 各カテゴリを相互に関連付けることによってIT活 用 に関す る問題 を多少構

造的に解釈することができる。最 も多 いのは人材問題および費用対効果の問題である。この

2つ の問題は、本調査の他の自由回答欄に対 して寄せ られたコメン トの中にも数多く寄せ ら

れてお り、情報 システムに関係 しているすべての部門が共通的に抱えている課題 と考え られ

る。この2つ の問題について の意識 はおそ らく因果関係で結ばれている。すなわち、人材が

十分でないために情報化の費用対効果 をあげることができず、また費用対効果が明確でない

がため に情報化を担 う人材育成への投資に踏み切れない状況があると想像され る。これ らの

中核的課題が周辺にあるいくつかの問題を派生させていると考えられ る。これ を図示 したの

が図表3-8-9で ある。
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図表3-8-9コ メ ント内容の整理図(各 項目の右上の数字は件数を示す)

中核的課題から
派生する課題

中核的課題■髄 鱗 鍵㌔

醜

最後 に、これ らの回答 の背景に感 じられ る情報化に対する各企業の姿勢についての危惧を

指摘 したい。すなわち、産業別や規模の大小を問わず多 くの企業が投資効果や どこまで情報

化 を推進すべきなのかに確信が持てないままに個別の課題 に対応す る形で情報化 を実施 し、
一方ではそれを担 うべき人材の不足に抜本的な手 を打てな いで いる姿が想像され

、これ らか

ら総体的には成長戦略 というよ りは対抗戦略あるいは横並び戦略の文脈の中で情報化が認

識されている印象が感 じられ る。しか しなが ら、この危惧が 当を得ているかどうかは今回の

調査だけでは明確ではなく、今後 さらに深めた分析が必要である。

いうまでもなく、情報化はあ らゆる企業に共通する課題であ り、また企業の優位性を生む

源泉の一つでもある。企業が国際的な厳 しい経営環境の中で競争力をさらに強化 し、発展 し

続 けるためには明確な経営戦略 とそれ に見合った情報化戦略の立案 と遅滞のない実施が不

可欠である。本節では企業がIT化 について課題と考 えている点を整理 したが、まだ仮説の

段階を超えていない論点 も多い。 さらに深めた分析が今後の課題である。
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4.1平 成15年 度 「企 業 に お け るIT活 用 に 関 わ る 実 態 調 査 」

調 査 票



、

、

・



平成15年 度 「企業のIT活 用に関する実態調査」調査票

《調 査 時 点:平 成15年9月30日 》

◇ フェイスシー トのご記入にあたっては別紙記入要領をご参照ください。

◇ ご回答は1平成15年12月19日(金)1ま でに投函 してください。

◇ 本調査におきましては従来より完全に機密を厳守 し、個別データは絶対に公表いたしまぜん。

◇ 連絡先:(財)日 本情報処理開発協会 調査部r企 業のIT活 用に関する実態調査」担当

電話.03-3432-9381FA×.03-3432-9389

貴社名(または団体名)

ご回答者役職名 ご芳名

ご回答者様のITに 関する社 内での役割を以下より1つ 選 び○を付けてください。

1.CIO4 .情 報システム利用部門
2・IT企 画部門5 .そ の他()
3.情 報システム部門

本社所在地 〒 一 Tel:

()一

都 道府 県コー ド

(注1)
内線:

ご回答者所在地

口本社所在地に同じ

〒 一 Td:

()一

内 線:

(注1)都 道府県コー ドは別紙記入要領を参照してご記入 ください。

(注2)「 ご回答者所在地」には後 日集計結果の要約をお送 りしますので必ずお書きください。なお 「本社所在地」に同じの場合、「本

社所在地に同じ」欄の□に!を 入れてください。一 一
(1)貴 社の業種を別紙記入要領の業種コー ドを参照して右欄にご記入ください。(注3) 口
(2)貴 社の経営組織 ・規模 につ いて平成15年3月31日 時点 での状況を下欄 に ご記入 くだ さい。

経営組織の分類 該当する番号に○を付けてください。

番 号 1 2 3 4 5 6

経営組織(注4) 株式会社

有限会社
合資会社

合名会社
相互会社

そ の 他 の 法 人

(財団、社団、医療法人

及び協同組合)

法人でない団体

(注5)
個人経営

学 校(注6)
(大学、短大、高〔η、専

修学校及び各種学校)

(注5)「 法 人 で な い 団体 」 とは 、 法 人 格 の な い 組 合 、任 意 の 団体 を い い ます 。

(注6)"大 学 の 附属 病 院"は 「そ の他 の 法 人 」 に入 れ て くだ さ い。

経 営組 織

の概 要

資 本 金 額 又 は 出 資 金 額(注7)

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万円

年 間 事 業 収 入(注8)

百兆 十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万円

総 従 業 者 数(注9)

人

平成14年 度

(注1)～(注9)の 詳 細 は別 紙 記 入 要 領 を ご賢 くだ さ い。
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(3)貴 社の情報システム部門要員数を社内、社外要員の別に下欄にご記入ください。

①社 内要員

平成15年4月1日 現在

十万 一 万 千 百 十

(《) ②社外要員

平成15年4月1日 現在

十万
一万 千 百 十

(《)

(4)情 報システム部門の要員数の変化について、下欄の該当するものに○を付けてください。

①社内要員 ②社外要員

今年度は平成14年 度より 1.増 加 した 2変 化 な し3.減 少 した 1増 加した 2変 化なし 3.減 少 し た

来年度は平成15年 度より 1.増加 す る 2.変 化 な し3.減 少す る 1.増加 す る 2変 化なし 3減 少する

(5)貴 社の情報システムの開発主体を以下より1つ 選び、番号に○を付けてください。

1.社 内情報システム部門

2.情 報システム子会社(親会社100%出 資)

3.ITベ ンダー資本参加型の情報システム子会社

4.外 部 ア ウ トソー サ ー

5.そ の他( )－
Q1貴 社は、企業活動のどのような場面においてIT導 入 ・活用を重視 していますか。

以下の項目よ り現時点で特に重視している項 目を3つ まで順位を付けて選択 し、該当する項 目の回答欄に1

～3の 数字を記入してください。

SQ1以 下の項 目より、貴社が今までにITを 導入 し効果があった項 目をいくつでも選択 し、該当する項目の回

答欄の番号に○を付けてください。

項 目

Q1 SQ1
・

順位(1～3位)

を数字で記入

lT導 入が効果的

であった項目に

Oを 記入

1.事 務処 理 の省 力化 ・迅 速 化 () 1

2.生 産 の効 率 化 () 2

3.部 門 内 、企 業 内で の情 報 伝 達 、情 報 共 有 ・活 用 () 3

4.業 務 プ ロ セ ス の改 革(BPR) () 4

5.経 営資源の有効活用 () 5

6.迅 速な経営層の意思決定の支援 () 6

7.新 規 ビジ ネ ス 立 上 げ の支 援 、 () 7

8.顧 客 サ ー ビス 向 上 ・対 応 力 の強 化 () 8

9.企 業間の決済や受発注などの取引(電子商取引)の効率化 () 9

10.他 社 との コ ラボ レー シ ョ ン(SCM・ バ リ ュー チ ェー ン の実 現 な ど) () 10

11.その他() () 11

i次 ページ以 降の設「問Q2～Q14は 、いくっかのITの 導 入・活用場 面についての貴社 の状況をうかがいます。上記Qli

iの 回答 内容に関わらず、すべての方にご回答をお いします。i
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2.ITに よ る情 報 共 有 ・活 用
i
ITに よる情報 共有 ・活用は、社 内のコミュニケーションの円滑化や業務の協調作 業の基

本となるといわれています。その検証のためにQ2～Q4に ご回答ください。

Q2!Tに よる情報 共有 ・活用の実施状況① ～⑦各 々につ いて、貴社の状況 に最 も近 いもの を次の1～3か ら1

つ選択 し、それ ぞれ該 当する番号に○ を付 けて くだ さい。

【1.実 施済み2.導 入検討 中3.予 定な し】

項 目 実施済 検討中 予定なし

① メールや掲示板など社内の情報利用環境が整備されている
1 2 3

② 受発注情報 ・在庫情報 ・顧客情報等の業務情報をデータベースで管理 し、

部門内で共有 ・活用している 1 2 3

③ データベースで管理された業務情報の一部について、関係する部門間で

のみ共有 ・活用している 1 2 3

④ データベースで管理された業務情報のうち、必要な情報については トッ

プから従業員まで全社的な共有 ・活用が実現している 1 2 3

⑤ 一部またはすべての取引先との間で、商取引に関連した情報の共有 ・活

用を実現している(社 外[企業間]コラボレーション) 1 2 3

⑥ 現場か ら経営層に、経営に関した情報が迅速に伝達できる仕組みが出来

上がっている 1 2 3

⑦ 経営層か ら現場に、経営情報や指示が迅速伝達できる仕組みが出来上が

っている 1 2 3

Q31Tに よる情報共有 ・活用に取 り組むにあたっての背景 ・目的を、以下の項 目より3つ 選択 し、該当する項

目の回答欄の番号に○を付けてくださいU

SQ1以 下の項目よ り、貴社が今までにITを 導入 し効果があった項 目をいくつでも選択し、該当する項 目

の回答欄の番号に○を付けてください。

項 目
Q3 SQ1

3つO いくつでもO

1.ペ ーパ レス に よ る コ ス ト削減 1 1

2.業 務プロセス時間の短縮 ・迅速化 2 2

3.部 門内業務の円滑化 3 3

4.部 門間業務の円滑化 4 4

5.企 業間業務の円滑化 5 5

6.マ ネ ジ メ ン トの 生産 性 向 上 6 6

7.新 商 品 ・新 サ ー ビス の 開 拓 7 7

8.企 業理念 ・経営理念や全社的な課題の周知徹底
8 8

9、 社 外(企 業 間)コ ラ ボ レー シ ョン の実 現 9 9

10.現 場情報の経営層への迅速な伝達と意思決定などの支援 10 10

11.その他()
11 11

Q41Tに よる情報共有 ・活用を実施する上で、貴社が抱える切実な課題を何な りとご記入ください。

回答欄
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3.業 務プロセ スの改革 とIT活 用
全社 的な業務プロセス改革(BPR)の ためには、部門または全社を横断する機能をもつIT

の導入が不可欠といわれています。その検証のためにQ5～Q7に ご回答ください。

Q5業 務 プロセス 改革(BPR)へ の取 り組み① ～④ 各々 につ いて、貴社の状況 に最 も近 いものを次の1～3か ら1

つ選 択 し、それ ぞれ該 当す る番号 に○を付 けて くだ さい。

【1.実 施済み2.導 入検討 中3.予 定な し】

項 目 実施済 検討中 予定なし

① 特定部門のBPRの 実施 1 2 3

② 複数部pr・業務にまたがるBPRの 実施 1 2 3

③ 全社的なBPRの 実施 1 2 3

④ 取引先との関係で業務プロセス標準化の実施 1 2 3

Q6Q5で ①～④のいつれかに○を記入した方のみご回答 ください。BPRに 取 り組むにあたっての背景 ・目的

を3つ 選択し、該当する項目の回答欄の番号に○を付けてください。

SQ1以 下の項目より、貴社が今までに1Tを 導入 し効果があった項目をいくつでも選択し、該当する項 目

の回答欄の番号に○を付けてください。

項目
Q6 SQ1

3つO いくつでもO

1.シ ろテム導 入 効 果 の 向 上 1 1

2.各 業 務システムの 統 合 ・シー ムレス化 2 2

3.ト ップから従業員まで全社的な情報共有の実現 3 3

4.競 争力強化のための企業体質の改善 4 4

5.情 報伝達の的確かつ迅速化 5 5

6.関 連 企 業や 取 引先 とのコラボレー ションなど連 携 の強 化 6 6

7.グ ローバル ・国 際化 へ の対 応 7 7

8.企 業統合など経営環境の変化への対応 8 8

9.業 績等の経営情報の透明化 9 9

10.コ アコンビタンスの 明確 化 10 10

11.その他() 11 11

Q7業 務プロセスの改革を実現する上で、貴社が抱える切実な課題を何な りとご記入ください。

回答欄
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4.ITに よる顧客対応 力の強化
顧客 サー ビスの向上は、企 業にとって、顧 客との信 頼関係の 向上だ けでなく、自社製 品

の企画開発 や市場開拓にも結びつく重要な課題であるといわれ ています 。その検証のた

めにQ8～QIOに ご回答ください。

Q81Tに よる顧 客対応 力強化へ の取 り組み状況① ～⑥ 各々について、貴社の状況に最も近いものを次 の1～3か ら1

つ選択し、それぞれ該 当する番号に○を付 けてください。

【1.実 施済み、2.導 入検討中、3.予 定な し】

項 目 実施済 検討中 予定なし

① 営 業 ・フロントサ ー ビスなどの 対 面 業務 へ のITの 導 入

(営業端末や店頭システムによる対面業務処理の迅速化や効 果的な対応) 1 2 3

② コール セ ンター など顧 客か らの相 談 、苦 情 窓 口業 務 へ のITの 導 入

(顧客データベ ースなどとの連動で、相 談や 苦情 等に正確 ・迅速に対応) 1 2 3

③Webで の商 品情 報 の提 供 や アンケ ー トによる消 費 者 ニー ズ分 析

(商品企画情報などを広く広報 、同時に消費者の意 見などを収集し、商品企画などに反映) 1 2 3

④ 営業情報や苦情情報等の顧客情報を活用したセグメンテーション分析

(年代別や地域別等の消費者動向などを商品企画などに反映) 1 2 3

⑤ 個 々の顧 客情 報をもとにしたワンツー ワンマー ケット

(顧客ひとり一人の好みや 消費 動向、購入商品のライフサイクルに合 わせた営業活動に反 映) 1 2 3

⑥ 顧 客 へ のオ ンデマ ンド対 応

(顧客からの要求に応じた製 品を提供するDTO(DesignToOrder;受 注設計)などへの対応) 1 2 3

⑦ 顧 客 へ の安 全 ・安 心 の提 供

(トレーサビリティによる品質 ・製 造履歴 の提供など) 1 2 3

Q91Tに よる顧客対応力について、貴社が現在の課題と認識 しているものを3つ 選択 し、該当する項 目の回答

欄の番号に○を付けてください。

項 目
Q9

3つO

1.顧 客 対 応 にITの 利 活 用 が 少 な く、主 に 人手 で 行 って い る こ と 1

2.シ ステムを導入したが十分な機能がないこと 2

3.シ ステムを導入したが費用対効果が良くないこと 3

4.顧 客対応部門のシステムと他部門のシステムとの連携が不十分なこと 4

5.顧 客対応部門のシステムと全社 レベルの経営戦略とが整合がとれていないこと 5

6.企 業の外部とのIT連 携が十分でないこと 6

7.市 場 の 変 化 に柔 軟 に対 応 で き るITサ ポ ー トとな って い な い こと 7

8.そ の他() 8
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Q10貴 社がITに よる顧客対応力の強化に取 り組むにあたっての背景 ・目的を3つ 選択 し、該当する項目の回

答欄の番号に○を付けてください。.

SQ1以 下の項 目よ り、貴社が今までにITを 導入 し効果があった項目をいくつでも選択し、該当する項目

の回答欄の番号に○を付けてください。

項 目
Q10 SQ1

3つO いくつでもO

1.コ スト削 減 1 1

2.フ ロントサ ービスのリードタイム削 減 2 2

3.新 規顧客/新規市場の獲得 3 3

4.優 良 顧 客(固 定 客 、リピーター)の 囲 い込 み 4 4

5.顧 客との信頼関係の強化 5 5

6.販 売機会損失の防止(売れ筋/死 に筋を判別) 6 6

7.マ ー ケティング部 門 と製造 部 門とのコラボ レー ション 7 7

8.競 合企業からの差別化 8 8

9.その他() 9 9

5.電 子商取引(EC*)
企業 間の取 引や 企業 ・消 費者の取 引は、インターネットなどのネットワークの進展に伴

い、今後 ますます電 子的 な方 法 で行 われると予想され ています。その検証 のため に

Q11～Ql4に ご回答ください。

★財 ・サ ービスの売買 に関する商取 引行為 の うち、受発注が コンピュー タを介 したネ ッ トワー ク上(イ ンターネッ トを含 む)で 行われ るもの。

QIlEC(BtoBま たはBtoC★ ★)のうち、貴社 にお ける実施状況① ～⑤ 各々について、貴社 の状 況 に最も近 いもの ・

を次の1～3か ら1つ 選択 し、それぞれ該 当す る番号 に○ を付 けて くだ さい。

**BtoB:企 業間取引、対政府取引を含む。BtoC:対一般消費者取引。

【1.実 施済み 、2.導 入検 討中、3.予 定な し】

項 目 実施済 検討中 予定なし

BtoB

①系列 ・グループ企業との取引 1 2 3

②特定の取引先との取引 1

:

2 3

③不特定多数の取引先との取引 1 2 3

BtoC
④特定の顧客との取引 1 i2 3

⑤不特定多数の顧客との取引 1 2 3

↓
「実施済み」に1つ でも○を付 けた方は、次ページのQ12・Q13に ご回答ください。

それ以外の方 は、Q14以 降 の設問に進 んでください。
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Q12貴 社におけるEC導 入の目的は何ですか。以下の項 目より3つ 選択 し、該当する項 目の回答欄の番号に○

を付けてください。

SQ1以 下の項 目より貴社が今までにITの 導入 し効果があった項 目をいくつでも選択 し、該当する項 目の

回答欄の番号に○を付 けてください。

項 目
Q12 SQ1

3つO いくつでも0

1.受 発注業務の効率化 1 1

2.受 注 か ら納 品 ま で の リー ドタイ ム の 短縮 2 2

3.在 庫 の 適 正 化 3 3

4.取 引に関連する社内部門の連携 4 4

5.既 存顧客 ・取引先の維持および関係強化 5 5

6.新 規 顧客 ・取 引先 の開 拓 6 6

7.顧 客 情 報 の 収 集 、 顧 客 ニ ー ズ の 把握 、マ ー ケ テ ィ ング カ の 向上 7 7

一

8.ア フタ ー サ ー ビス の 効 率化 8 8

9.他 社 との 協 業 化(コ ラボ レー シ ョン) 9 9

10.そ の他() 10 10

Q13貴 社ではどのような形態でECを 実施していますか。該当する項目をいくつでも選択 し、実施欄の番号に

○を付けてくだ さい。

また、○を付けた形態は、貴社の取引関係の向上に有効ですか。○を付けた形態それぞれを次の5段 階で評

価し、評価欄に5～1の 数字でご記入ください。

【5:非 常に有効である4:や や有効である3:ど ちらとも言えない2:あ まり有効でない1:ま ったく有効でない】

分野
'

形 態
実施 評価

いくつでもO 5～1を 記入

BtoB

1.EDI[特 定 企 業 間 の 固 定 取 引] 1 ()

2.eマ ー ケ ッ トプ レイ ス[不 特 定 企 業 間 の 取 引] 2 ()

3.デ ー タ ウ エ ア ハ ウ ス(カ タ ロ グ デー タベ ー ス な ど)[特 定 ・非特定企業への情報提供] 3 ()

・4.CRM[特 定 企 業 へ の 情 報 提 供] 4 ()

5.SCM[特 定複数企業間の固定取引] 5 ()

6.ト レー サ ビ リテ ィ 、OCM★[特 定 企 業 間 と の情 報交 換 ・情 報 共 有] 6 ()

7.ネ ットバンキング/ト レーディング[特 定相手先との都度取引] 7 ()

8.そ の他() 8 ()

BtoC

9.会 員 制 ネ ッ トサ ー ビス[特 定 ユ ーザ へ のサ ー ビス 提 供】 9 ()

10.ネ ッ トシ ョ ッ ピ ン グ[特 定 ユ ーザ との都 度 取 引] 10 ()

11.ダ ウ ン ロー ドサ ー ビス[不 特 定ユ ーザ へ の サ ー ビス提 供] 11 ()

12.ネ ッ トオ ー ク シ ョ ン[ユ ー ザ 間 の都 度 取 引仲 介] 12 ()

13.そ の他() 13 ()

*オ ー プン ・コラボ レー ション・マネ ジメン ト:ネソトワー クを通 じて 企 業 間 の設 計 デ ー タ等 の 交 換 ・利 用 を可 能 にす ることに より、異 なる企 業 間 で のの設

計 ・開発を同時進行的 に行うこと。
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Q14ECを 実施する上で、貴社が抱える切実な課題を何な りとご記入ください。

回答欄

6.ITガ バナ ン ス
情 報化投資を効 果的なものにするためには＼企業の情報 化統治力(ITガ バナンス)が重

1要 な要素であるといわれています。その検証のためにQt5～Q18に ご回答ください。

Q15貴 社 で はCIO(ChieflnformationOfficer:IT担 当 役 員)を 置 い て い ま す か 。 該 当 す る 項 目 を1つ 選 び 、 番 号

に ○ を 付 け て く だ さ い 。

1.置 いて い る SQ1貴 社におけるClOの 形態について、該当する項 目を1つ 選び、番号に○を

付けてください。

1.情 報システム部門の長がCIOを 兼ねている

2.情 報戦略専任の形で、役員からCIOが 選任されている

3、 他の業務担当役員がCIOを 兼ねている

4.CEO(最 高経営責任者)がCIOを 兼ねている

5.そ の他()

2.置 い て い な い

SQ2ClOを 置かない理由は何ですか。該当する項目を1つ 選び、番号に○を付け

てください。

L必 要はない

2.必 要性を感 じているが、対応ができていない

Q16CIOlご 期待される機能について、以下の項 目よ りいくつでも選択し、該当する項目の回答欄の番号に○を

付 けて ください。

SQIQ15で 「1.CIOを)い ている と回答 され た方のみ こ回xく だ さい。貴社のCIOが 実際に行 っ

ている役割を以下の項 目よ りいくつでも選択し、回答欄の番号に○を付けてください。

項 目

Q16 SQ1

期 待

いくつでもO

実 際

いくつでもO

1.経 営戦略 と適合 したIT戦 略の構築立案と推進 1 1

2.IT投 資の費用対効果の評価と予算配分 ・再投資 2 2

3.要 員のスキルやモチベーションの向上など情報システム部門の人的資源管理 3 3

4.セ キ ュ リテ ィ ポ リ シー の対 策 と実 施 4 4

5.社 内 の基 幹 シス テ ム ・技術 ・標 準 等 のITア ー キテ クチ ャ の確 立 5 5

6.ア ウ トソー シ ン グ時 の ル ー ル の確 立(SLA★ の 締 結 ・管 理 な ど) 6 6

7.社 内ユーザ部門との開発 ・運用ルールの確立(要 求定義方法の明確化、リテラシの向上など) 7 7

8.そ の他() 8 8

★ServlceLevelAgreement:委 託 者 ・委 託先 間 のサ ー ビ ス の 内容 、範 囲 、 品 質 な どの 合 意 。
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Q171T投 資の評価の実施状況について、1～4の 中か ら貴社の状 況 に最 も近 い項 目の 番号 に1つ ○ を付 けてく

だ さい。

1.IT投 資の評価は行っていない 一一ー ーーーーー ー－ESQ1行 っていない理由を以下のいずれかより

選び、番号に○を付けてください。2
.部 門や業務に応じた評価基準で個別に評価を実施

3.社 内の統一した評価基準を設けて全社的に実施1・ 評価の必要はない

4.そ の他()2・ 評価の必要を感じているが・対応ができていない

Q181Tガ バナンスを実現する上で、貴社が抱える切実な課題を何な りとご記入ください。

回答欄

7.情 報セキ ュリテ ィ 情報 セキュリティの問題 は、自社だけに止まらず 、ネットワークの相手先や顧 客へも影響を及

ぼす重要な課題 であるといわれています。その検証のためにQ19～Q21に ご回答ください。

Q19セ キュ リテ ィ対策への取り組み状況① ～⑫ 各 々について、貴社 の状況 に最も近いものを次の1～3か ら1つ 選

択し、それぞれ該当欄の番号に○を付けてください。

【1.実 施済み、2.導 入検討中、3.予 定な し】

項 目 実施済 検討中 予定なし

① 外 部 か らの 不 正 アク セ ス(ハ ッカ ー、 サ イ バ ー テ ロ)対 策 1 2 3

② コンピュータウイルス対策 1 2 3

③ なりすまし防止のための相手先認証(電 子署名)対 策 1 2 3

④ 情報経路の安全(暗 号化、VPN★ など)対 策 1

'

2 3

⑤ 決済等の安全(SET渋 など)対 策
1 2 3

⑥ 個人情報の安全対策 1 2 3

⑦ 情報システム全体の安全管理 ・監査対策 1 2 3

⑧ コンテンツの不正使用(コ ピ寸ガー ド、著作権管理など)対 策 1 2 3

⑨ 顧客 ・消費者への企業信用やセキュリティの保証対策 1 2 3

⑩ 内部要員の不正操作 ・誤操作などの人的対策 1 2 3

⑪ システム障害対策(災 害など) 1 2 3

⑫ その他() 1 2 3

VirtualPrivateNetwork:認 証 や 暗 号化 な どのセ キ ュ リテ ィ技 術 によ りイ ン タ ーネ ッ トを専 用 線 の よ う に 利 用 で き る サ ー ビス 。
"SecureElectronicTransaction:イ ンタ ー ネ ッ ト上 で 安 全 に ク レジ ッ トカー ド決済 を行 な うため の技 術仕 様

。
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Q20情 報セキュリティの確保のための制度 ・サービスの整備が行われていますが、以下のものをあなたはこ存

知ですか。回答欄の数字の どち らか1つ に○を付 けて くだ さい。

また、貴社 における これ らの制度 ・サー ビスの利用 ・導入状況 に最 も近い ものを次 の中か ら1つ 選択 し、

それぞれ回答欄の番号に○を付けてください。

【1.利 用 ・導 入 済 み 、2.利 用 ・導 入 を 検 討 中 、3.利 用 ・導 入 の 予 定 は な い 】

サービス

φ

一

機関名

Q20 SQ1

智
5
る

知
ら

奮

利

用
導
入
済
み

検
討
中

予
定
な
し

① コンピュータウイルスに関する届出
情報処理振興事業協会セキュリティセ

ンター(IPAIISEC)
1 2 ＼＼＼

② 不正アクセス被害に関する情報の届出
情報処理振興事業協会セキュリティセ

ンター(IPMSEC)
1 2 ＼＼＼

③ コンピュータセキュリティインシデント報告 情 報 提 供
JPCERTコ ー デ ィ ネ ー シ ョ ンセ ンタ ー

(JPCERT/CC)
1 2 ＼＼＼

④ 電子署名法に基づく電子署名 ・認証サービス* 特定認証業務の事業者 1 2 1 2 3

⑤ プライバシーマーク制度杜 日本情報処理開発協会 1 2 1 2 3

⑥ISMS適 合性評価制度** 日本情報処理開発協会 1 2 1 2 3

⑦ オンラインマーク制度鰍

、

日本通信販売協会!日本商工会議所 1 2 1 2 3

⑧ システム監査制度★治 経済産業省(監 査基準) 1 2 1 2 3

⑨ 情報セキュリティ監査制度★勅 経済産業省(監 査基準) 1 2 1 2 3

★貴社が電子署名法の認定を受 けた事業者(認定 ・認証事業)及び認 定を受けたサー ビスを利用 して システム構築を行 って いる場合 を 「利用 ・

導入済み」、構築を検討 している場合を 「検討中」とする。
t'貴社が プライバ シーマーク付与、ISMS適 合性評価 の認証 、オ ンライ ンマーク付与 を受 けた場合を 「利用 ・導入済み」、申請中の場合 は 「利

用 ・導入を検討 中」とする。
会社貴社が社 内又は社外の監査人を通 じて監査基準に基づいた監査 を受 けて いる

、または監査 を受けた経験があ る場合 を 「利用 ・導入済み 」

とする。貴社が監査人と して監査 を行 う場合は本設問の 「利用 ・導入」 に含 まな い。

Q21情 報セキュリティを確立する上で、貴社が抱える切実な課題を何なりとご記入ください。

回答欄
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8.IT活 用 における課題

Q22ユ ーザ企業がIT活 用を推進する上での課題のうち、関心のある項目を以下よりいくつでも選択 し、該当

する項目の回答欄の番号に○を付けてください。

項 目 回答

A.

ろ 経

鐘
現 に〉墓

.信

弩

1.明 確な経営戦略の策定 1

2.情 報化戦略立案(全 体の情報化に関する基本方針策定) 2

3.情 報化計画(全 体情報システムの概要決定) 3

4.個 別情報システムの構築(優 先度に基づいた個別システムの開発)
4

5.リ スク分析および情報セキュリティ対策の実施 5

6.そ の他() 6

B.

黎 霊
化 化

最 投
適 資
化 の

7.開 発業務部門体制や開発業務プロセスの改善 7

8.シ ステム開発の生産性指数や品質基準の整備 8

9.レ ガ シー シス テ ム(情 報 資 産)の 活 用 、 継 承(レ ガ シー マ イ グ レー シ ョ ン) 9

10.費 用対効琴評価基準やIT投 資評価基準などの整備 10

11.その他() 1ユ

C.

嬰

≦
男

翼
化

12.ソ フ トウェ ア プ ロセ ス 改 善 12

13.専 門技術者の確保/育 成 13

14.ア ウ トソ ー シ ン グ の活 用 、 評価 ・管 理 14

15.グ ループウエアの活用やEAIな どの生産性向上ツールの導入 15

16.新 システム導入時や移行時のユーザ作業負荷の軽減(ベ ンダーとの責任分界) 16

17.OS、 パ ッケ ー ジな どの イ ン フ ラの 決定 17

18.ユ ー ザ の 教 育 18

19.その他() 19

D

相
互
運
用
性
の
確
保

20.デ ー タ や コ ー ドの 標準 化 お よ び 互換 性 20

21.社 内の既存システムとの互換性確保 21

22.関 連会社システムなどとの相互運用性確保 22

23.政 府あるいは公共システムとの相互接続性や情報の相互利用(例:GPKI★ や住基ネットなど) 23

24.その他()
24

E

制度
・

サ
ー
ビ
ス
の
整
備

25.電 子商取引における法解釈(準 則)の 整備 25

26.消 費者保護のための制度などの整備(例:裁 判外紛争処理(ADR)体 制) 26

27.IT書 面一括法や電子署名など電子データ利用局面の整備 ・拡充
27

28.コ ン ピュー タ犯 罪 やサ イバ ー テ ロな どの 罰 則 の 強 化
'

28
P

29.公 共調達など業界あるいは産業基盤となるインフラの整備 29

30.著 作 権 の 扱 い
30

31.その他()
31

★GovernmentPKI:政 府 認証基盤
。行政手続きのオ ンライ ン化 にお いて 、申請者側が電子文 書の作成 者を確 認できる仕組み。
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※よろ しければ、Q22で 選択 した事項の具体的内容や、全般的なご意見 ・ご提案をご自由に記述ください。

'

一 設問は以 上で す。 ご回答あ りが とうござ いま した。
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記 入 要 領

1.本 調査票は、今年度22問 から構成されておりますので、各々の調査項目についての記入方法にしたがってご回答下さい。

2.本 調査票の回答事項については、平成15年930日 でご記入下さい。

ただし・調査票冒頭 貴社プロフィーJの 項目は平15331日 の 、で、(3)情報システム部門要員数は平成15年4月1日 の

壁嘘でご記入下さい。

3.ご 回答は、該当箇所の番号にO印 をお付けいただくか、特定番号、または実数をご記入いただくかの方法によりお答え下さい。

なお、「その他 欄、自由記述欄については、出来るだけ具体的な記述をお願いいたします。

4.調 査項目によりましては、貴事業体の1青報システム担当部門と関連の薄い内容もあるかと存じますカミ その場合、お手数ながら、

内容に関連ある部門にご提示いただき、出来るだけご記入下さるようお願いいたします。

5.貴 社プロフィーJの 記入方法について

(注1)

(注2)

(注3)

(注4)

(注5)

(注6)

(注7)

(注8)

都道府県コードには下表①より該当する2桁 の番号を記入 してください。

「ご回答者所在地」には後 日集計結果の要約をお送 りしますので必ずお書きください
。

なお 「本社所在地」に同じの場合、「本社所在地に同じ」欄の□に!を 入れてください。

業種コードには裏面の表②より該当する2桁 の番号を記入してください。

平成14年 度の途中で企業の独立等組織が変わったときは、その時点から3月 までの事業収入(例 えば

平成15年1月 に独立した企業の場 合は、年間事業収入は平成15年1月 ～3月 までの事業収入)

を記入してください。ただし、blYtsmamPEPt1に その旨を記入 して ください。

「法人でない団体」とは、法人格のない組合、任意の団体をいいます。
"大学の附属病院"は 「その他の法人

」に入れてください。

「資本金額又は出資金額」が百万円以下のものについては、1百 万円として記入 してください。

「年間事業収入」とは、1年 間の総売上高(営 業外収入は含めない。)を指 し、収益ではございません。

合'ど を 一わないものは当一 における 高、 は経 収益 、

保険業は収入保険料、または正味保険料、証券業は営業収入高をそれぞれ記入してください。

(注9)「 総従業者数」には、常時従業者の総数を記入してくださぽ 常時従業者とは、有給役員、常時雇用者

(正社員、準社員、アルバイ ト等の呼称にかかわらず1か 月を超える雇用契約者と、平成14年 度末又は

最寄りの時点の前2か 月においてそれぞれ18日 以上働いた雇用者)を いいます。(貴社で主として

給与を支払っている他社からの出向者も含まれます。)

なお、人減派遣業者からの派遣従業者は、派遣企業の従業者となりますので、ここには含まれません。

① 都道府県コード表

北 海 道 01

関

東

埼玉県 11

中

部

岐阜県 21

中

国

鳥取県 31

九

州

福岡県 40

東

北

青森県 02 千葉県 12 静岡県 22 島根県 32 佐賀県 41

岩手県 03 東京都 13 愛知県 23 岡山県 33 長崎県 42

宮城県 04 神奈川県 14 酬 24 広島県 34 熊本県 43

秋田県 05 甲

信

越
●

北

陸

新潟県 15

近

畿

滋賀県 25 山口県 35 大分県 44

山形県 06 富山県 16 京都府 26

四

国

徳島県 36 宮崎県 45

福島県 07 石川県 17 大阪府 27 香川県 37 鹿児島県 46

関

東

茨城県 08 福井県 18 兵庫県 28 愛媛県 38 沖 縄 県 47

栃木県 09 山梨県 19 奈良県 29 高知県 39

群馬県 10 長野県 20 和歌山県 30
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② 業種コー ド表

コー ド 業 種 名 対 象 業 種 の 範 囲、注 記 等

01食 料品、飲料 ・だまこ・飼料製造業

02繊 維工業 衣服など二次繊維加工品の製造業はここに含まれます

03パ ルプ ・紙 ・紙加工品製造業 印刷 ・同関連産業は 「14その他の製造業」に分類されます

04化 学工業 フ.ラスチック(粉 末、粒状、液体の製造品)、 合成 ゴム、化学繊

維、医薬品、洗剤、化粧品等の製造業はここに含まれます

05石 油 ・石炭 ・プラスチック製 品製造業 フ.ラスチック製品製造業は押出、射出等の成形、成形のための配

合 ・混合、製品の切断 ・接合等の加工、再生プラスチックを製造す

る事業所(他 に分類されないもの)を いいます

06窯 業 ・土石製品製造業

07鉄 鋼業

08非 鉄金属製品 ・金属製品製造業

09一 般機械器具製造業 ボイラー、建設機械、産業用ロボット等製造業

10電 気機械器具製造業 発電機 電球等。(次の 「ll情報通信機械器具製造業に該当

するものは除きます)

11情 報通信 ロ目製造業 通信機器 ・同関連機器(ラ ジオ、テ レビ含)、 電子計算機 ・同

附属装置、電子部品 ・デバイスの製造業が該当します

12輸 送用機械器具製造業 自動車、航空機等製造業及びその部品、エンジンの製造業

13精 密機械器具製造業 計量器、眼鏡、時計、レンズ等製造業

14そ の他の製造業 上記01～13以 外の業種で、木材 ・木製品、家具 ・装備品、印

刷 ・同関連産業、ゴム製品、皮 ・同製品、武器、貴金属 ・装

身具、楽器、玩具 ・運動用具、漆器などの製造業が該当しま

す

15農 林漁業 ・同協同組合、鉱業 農林漁業関連の協同組合のうち、単一の事業を行 っ信用組

合、共済組合は 「24金融 ・保険業」に分類 します

16建 設業

17電 気 ガス ・熱供給 ・水道業

18映 像 音声情報制作 ・放送・通信業 新聞、出版業は 「19新聞 ・出版業」に分類します

19新 聞 出版業 印刷 ・同関連産業は 「14その他の製造業」に分類されます

20情 報サービス業 ソフトウェア業、情報処理 ・提供サービス業、市場 ・世論調査業等を含

みます

21運 輸業 倉庫業、旅行業、こん包業、運輸施設提供業等を含みます

22卸 売業 商社、代理商、仲立業を含みます

23小 売業

24金 融 ・保険業 証券業、証券先物取引業、共済事業などを含みます

25医 療業(国 ・公立除く) 私立大学の付属病院を含みます。保健衛生 ・福祉事業は 「27

その他の非製造業」に分類します

26教 育(国 ・公立を除く)、学習支援業 学校、社会教育施設、職業 ・教育支援施設などで民営のもの

が該当します

27そ の他の非製造業 不動産業、飲食店、宿泊業、複合サー ビス事業、他に分類さ

れないサー ビス業が該当します

注)業 種分類は、企業全体で最も年間売上高の多い品目群(事 業部門)の 業種を選択して記入します。

なお、本業種コー ドは、前年と一部異なってお りますので、必ず本表の番号を用いて記入して下さい。
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4.2集 計 結 果

4.2.1産 業別/規 模別/地 域別





サ
ン。フ

ル数

回答者の役割

C

I
O

I
T 讃

《
璃

藁

き
五

そ
の
他

無

回

答

全 体 1893

100.0

2419382127252459
|,310,243,414,427.73.1

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

56927993|7023

0,810,843,714,626.63.6

非製造業計 1254
100.0

19124542|7935436

1.59.943.214.328.22.⊆

学校を除く非製造業 1158
100.0

1.181154961713253ε

L69.942.814,828.|2.ε

学 校 96
100.0

1946829(…

1、09.447.98.330.2.3.1

篠 賊 櫛|」/100妹 満 459
100.0

1030998720924
2.26.521.619.045.55.2

100人 以上 ～300人 未満 654
100.0

76625810719719
1,110,139,416,430.12.9

3CO人以上～1〔m人未満 455
100.0

537277487513

1,18.160.910.516.52.9

10〔D人以上～駒00人未満 226
100.0

14113521262
0.418.159.79.31L50.9

駒00人以上
43

100.0

一171934-

-39 .544.27.09.3一

都道府県別/北 海道 86
100.0

一15339263

-17
,438,410,530.23.5

東 北 132
100.0

1125518415

0.89.141.713.631.13、8

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
152211|42

1.89.140.020.025.53.6

首都圏(1都3県)
658

100.0

8863028516314
1,213,145,912,924.82.|

甲信越 ・北陸
163

100.0

1176829426

0,610,441,717,825.83.7

中 部 256
100.0

62012036668

2.37.846.914.125.83.1

近 畿 283
100.0

32311546879

1.18.140.616、330.73.2

中 国
96

100.0
14427357

1.04.243.87.336.57.3

四 国
48

100.0

132010131
2.16.341.720.827.12.1

九州 ・沖縄
日5

100.0

284421373
1.77.038.131a332.22.6

ハ

ー ユ57一



'

サ

膓
ル数

本社所在地

北

嚢

青森

県

山

事
県

姦
県

秋

貨

山形

県
鴛
県

蓑
県

渠
県

群馬

県

全 体 1893
1000

86251427212124171622
451307L41.11。|1.30908仁2

ロ
ス軸

産業別/製 造業計' 639

1000

114361096589

170.60.50.916140.90.81314

非製造業計 1254
100.0

7521112111|21812813
6.01.70.91.70.9|.01.4LOO.61.C

学校を除く非製造業 1158

100.0

732010|8101117127|3

6.31.70.91.60.90.91.5LOO.61.1

学 校 96
100.0

2113111-1-

2.110103、11.01.010-1.0一

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
24777869336

5.21.5151.51.71、32、00.70,71.3

100人 以上～300人 未 満 654
100.0

2810|10108|1889
4.31.50.21.51.51.21.71.21.21.4

300人 以上～1COO人 未満 455
100.0

23836363345

5.118071.30.71.30.70.70.91.τ

1000人以上～印00人未満 226
100.0

7-12-1-3|1
3.1-0,409-0.4-1.30.40.4

5000人 以上 43

100.0

___一 ー ー 一 一}一

'一 ー ー ー ー ー ー ー 一

都道府県別/北 海道 86
100.0

86-一 ー 一 一 ー ー ー 一

100.0-一 ー 一 一 ー ー ー 一

'東 北 132
10α0

一251427212124-一 一

一18 .910.620515.915.918.2-一 一

関 東(首 都圏除く)
55

10α0

一 一 一 一 一 一 一171622

-一 ー ー ー ー 一30 .929.140.C

首都圏(1都3県) 658
10α0

一 一 一 一 ー 一 一 ー 一 一

__}一 ー ー 一 一 一 一

甲信越 ・北陸 163
1000

、
一 ー 一 一 一 一 ー ー 一 一

__'____一 一 一 一

中 部 256
100.0

_一 一 ー 一 一 ー ー 一 一

一 一 ー 一 一 ー ー ー ー 一

近 畿 283
100.0

_一 ー ー ー ー ー ー 一 一

→ 一 ー ー ー ー 一 一 一 一

中 国
96

100.0

__一 一 ー 一 一 ー 一 一

_一 ー ー ー ー 一 一 一 一

四 国 48

100.0

__一 一 一 ← 一 一 一 一

〔 一 ー 一 一 ー ー ー 一 一

九州 ・沖縄
口5

100.0

一 一 一 一 ー ー 一 一 一 一

__一 ー ー ー ー ー 一 一

.
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!

本社所在地

埼
玉県

千葉

県

墓

曇

神奈

川
県

新潟

県
冨
県

看
県

葬
県

山

薫
轟
県 覧

全 体 4441489844531291873341
2.322258442.4161510041,722

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 21615240・12|8385191ε

330923.86.319280、51.30.83.02ロ

非製造業計 2335337443313261021425
18282693.52.61.02.108021|2C

学校を除く非製造業 19.32320363112249||321

1.62827.63|27102.|0.8011.|1ε

学 校 4.31782121114

42311778.32.11.02.110101.042

従業員規模別/100人 未満 121081191011108371e

2.62217.64.12.224221.7071.52.ε

100人 以上 ～300人 未満 151615636211210611014

2.32.423.95.53.2|81509021、521

300人 以 上～1000人 未満 |113126131077221311
2.4292772.9221.5L50.40.42.92.4

10〔D人以上～駒00人 未満 4184132112113

1.80437.2580.9040.40.904041.3

㏄00人以上 1-301-一 一 一 一 ー 一

23-69823、 一 一 ー ー ー ー 一

都道府県別/北 海道
一 一 ー ー 一 －r← 一 一 ー

ー ー 一 一 ー ー 一 ← 一}一

東 北
← 一}___一 一 一 一_

一 ー ー 一__一 一 ー 一_

関 東(首 都圏除く)
一 ー 一 一 ー ー 一 一 一 一 ー

一 一 ← 一 ー ー ー ー ー 一 一

首都圏(1都3県) 444148984-一 一 一 一 ー 一

676274.3128-一 一 一 一 ・一 一

甲信越 ・北陸
一 ー ー 一45312918733-

一 ー 一 一27 .61901781|.0432α2一

中 部
一 一 ー ー 一 一 ー ー ー 一41

-一 ー 一 一 一 一 ー ー 一16
.C

近 畿
一 ー ー 一__一 一 一 一 ー

ー ー 一 一 一 一 ー ー 一 一'

中 国
一 一 一 一 ー 一 一 ー ー ー ー

一 一 一 一 ー ー ー 一 －r一

四 国
一 一 ー ー ー 一 一 ● 一 ー 一

}一 一 ー ー 一}一 一 一 一

九州 ・沖縄
一 一 一 一_一 一 ー 一 一_

一 ー ー ー 一 一 ー ー 一 一_

、

'

♂
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本社所在地
〉

静
岡
県

藁
県

量
県

滋
賀県

京

欝

大阪

府 麓
養
県

和

書
県

鳥取

県

島根

県

全 体
49143232539140619977

26761.2132.1743.20.50.50.40.4

主
分析

ク
ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
16597|62062235411

25921.12.5319.7360.80.60、2α2

非製造業計 33841691978384566
2.66.7130.71.56、230α3α40.5α5

学校を除く非製造業
3276|591772324456

2.86.61.30.81.56.22.80.30.30.40.5

学 校 181-266-11-

1.Oa31.0-216.36.3-1.01.0一

従業則 醐lj/100妹 満
1636'491323133522

357.80.92.0285.02.8α71.104α4

100人 以上～300人 未 満
|0478141345224243

L57.21.22.12.06.93.4α60.30.60L5

300人 以上～1COO人 未満
|43872639142--2

318.41,50.41.3&631σ4-一 σ4

1000人以上～印00人未満
8172-62310-21-

3.57.50.9-2.7|0.24.4-0.90.4一

5〕00人以上
一3-一 一6-一 ー 一 一

ー7
.0-一 一14.0-一 ー 一 一

都道府県別/北 海道
一 →-r-一 一_一 ー 一

_一 一 ー ー ー 一_一 一}

東 北
___一 一 ー 一

_一 一 一

___一 ー 一 一_一 一 一

関 東(首 都圏除く)
___一 一 ー ー 一 一 一 一

___一 ー ー ー ー ー 一 一

首都圏(1都3県)
___一 ー ー ー ー ー 一 一

___一 ー 一 一 ー ー 一 一

甲信越 ・北陸
___一 ー 一 一 ー ー 一 一

___一 一 一 一 一 一 一 一

中 部 4914323-一 一 ー ー ー ー 一

19.155.99.0-一 一'一 一 ー ー 一

近 畿
一 一 一25391406199-一

一 一 一8 .813.849,521.63.23.2-一

中 国
_______一 一77

_一 一 ー ー ー ー 一 一7.37.3

四 国
__一 一 一 一 ー ーー 一 一

___一 一 ー ー ー ー 一 一

九州 ・沖縄
___一 一 一 一 ー ー 一 一

__一 ー ー ー ー 一_一 一
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本社所在地

田
県

広島

県
密
県

菖
県

香
川
県 竃

高知

県

福岡

県

佐賀

県

長崎

県

熊本

県

全 体 273421516198461181ε
14|8110308100.42.406040ε

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 61021451124-2

0916030.206080.2|.90.6-0.ε

非製造業計 212419412147347814
L7LgL50.3LO1.10.62、70.60、6L1

学校を除く非製造業 202116412147297814

171.8仁40.3101.20.62.50.60.7L2

学 校 133-一 一 一5-一 一

103.|3.1-一 一 一52-一 一

従業員規模別/100人 未満
510816739224

11221.702131.50.72.00.410.40.⊆

100人 以 上～300人 未 満 1289'334212826

1.81.21.40.50.50.60.3L81.20.30.⊆

30D人 以上 ～1000人 未 満 612--24-12-26

L32.6--0.40.9-2。6-0.41.3

10〔刀人以上～印00人未満
1.§1.§ 。6:1.6,.§ 。;。1=。6:

5000人 以上
一 一 ー 一1--1-一 一

ー ー ー 一23--23-一 一

都道府県別/北 海道
一 一 ー ー 一 一 一 一 一 一 ー

一 一 ー 一 一 ー ー 一 一 一 一

東 北 =:::二:=::==

関 東(首 都圏除く)
一 一 ー ー 一 一 ー 一 一 ー 一

一 ー ー 一 一 ー ー ー ー 一 一

首都圏(1都3県)
____一 一 ー ー ー 一 一

____一 一 ー 一 一 ー 一

甲信越 ・北陸
____一 ー ー 一 一 一 一

____一 ー 一 一 ー 一 一

中 部 =:二=:=:::二:

近 畿
_一 一 ー 一 一 ー ー 一 一 ー

一 一_一 一 ー 一 一 一 一}

中 国 27342|一 一 ー ー ー ー ー 一

28|35.42|9-一 一 ー 一 一 ー 一

四 国
一 一 一516198-一 一 ー

ー ー 一10433 .339.616.7-一 ー 一

九州 ・沖縄
一 ー ー 一 一 一 一4611816

_一 一 ー ー ー 一4009670139
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本社所在地

大分

県
露
県

ノ 翼
無

回

答

全 体 日41271

0.60.20.60.40.1

ロ
ス軸

産業別/製 造業計
511--

O.80.20.2-一

非製造業計
631171

0.50.20.90.60.1

学校を除く非製造業 631051
0.50.30.90.40.1

学 校
一 一12-

一 一1 .02.1一

従業員規模別/|OO人 未満
64-2-

L30.9-0.4一

100人 以上～300人 未 満
3-64-

0.5-0.90.6一

3〔D人以上～100D人 未満
2-411

0.4-0.90.20.2

100⊃人以上～㎜ 人未満
一 一2-一

一 一 〇 .9-一

駒00人以上
_～ 一 一 一

_一 一 ー 一

都道府県別/北 海道
_一 一 一 一

一 一 ー 一 一

東 北
一 一 ー 一 一

__一 ー 一

関 東(首 都圏除く)
_一 一 一 一

_一 一 ー 一

首都圏(1都3県)
_一 ー ー 一

_一 一 ー 一

甲信越 ・北陸
_一 一 一 一

_一 ー ー 一

中 部
一 一 ー ー 一

_一 一 ー 一

近 畿
_一 一 一 一

_一 一 一 一

中 国
_一 一 一 一

一 一 ー 一 一

四 国
_一 一 一 一

_一 ー 一 一

九州 ・沖縄
114127-

9.63510461一
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サ

妾
ル
数

F1業 種

食 ・

鞠
籍'蘂

羅

垂
鐘
・品 製

紙 蘂

化

董
業

石 プ油
ラ製

宕季曇
弓 蘂

華嚢
品製

薫

鉄

墾
F・

製

糞

一

墾

電

i製

蘂

全 体 1893
100.0

8430|25719302159454ε
441606301.01611312.42.4

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639
100.0

84301257193021594546
13.14。71989304.73.3927.07.2

非製造業計 1254
100.0

_____一 一 『 一 一

_____一 一 ー 一 一

学校を除く非製造業 1158

1000

_____一 一 ー 一 一

____一 ー ー ー ー 一

学 校 96
1000

____一 一 一 一 ー 一

_____一 ー ー 一 一

従業員規模別/100人 未満
459

1000

15123721371544

3、32.60.71.50.42.81.53.30.90.9

100人以上 ～30D人 未 満 654
10α0

295514597241817
44080.82108L41.13.72.82.ε

300人 以上 ～1000人 未 満 455

100C

2|912294314912

4.62.00.248200.90、73.12.02.6

1000人 以上 ～駒00人 未 満 226
1000

|542113115137
6.6|80.94.91.30.40.42.25.83.1

印00人以上 43
1000

1-13-33-14

2.3-2370-7.07.0-2.・39、3

都道府県別/北 海道 86

100.0

5--1-2～ 一 一1

5.8--1.2-2.3-一 一1.2

東 北 132
100.0

113--1--223
8.32.3--08--1.51.52.3

関 東(首 都圏除く)
55

1000
5-一 一2-2111

9.1-一 一3.6-3.61.81.81.ε

首都圏(1都3県)
658

100.0

215229.87721141e

3.20.80344121.1L13.22.12.9

甲信越 ・北陸
163

100.0

7624-4-1253

4.33.71.22.5-2.5-7.43.11.ε

中 部 256
100.0

13434|541057

5.11.6121、60、42.01.63.92.02.7

近 畿 283
1000

1310415457・11147

4.635145、3141。82.53.94.92.5

中'国
96

100.0
11-222--3-

1.01.0-2.12、|2.1--3.1一

四 国 48
100.0

5-11--1111
10.4-2.12.1--2.|2.12.12.1

九州 ・沖縄 115
1000

3|』-L15-1-4
2609-09094.3-09-3.5

163一

、



F1業 種

器'量

垂

璽

曇蘂

精苔

縫製

糞

6

傷製

薫

同共

同
組

・合 鉱
・業

嚢 翼享' 曙.㌶ 婆
新
・聞

出

璽
ビ
ス業

量

全 体 695319954810024162215264

3.62.81.05.02.55.31.3'α81.28.03.4

ロ
ス軸

産業別/製 造業計
'6953|995 -一 一 一 一 一 一

10.88.33.014.9-一 一 ー ー ー 一

非製造業計
一 ー 一 一48100241622152.64

-一 ー 一3 .88.01.91.31.812.15.1

学校を除く非製造業
一 一 ー 一4810024162215264

-一 一 一4 .18.62.|1.41.913.15.5

学 校
___一 一 ー 一 一 『 一 一

__一 ー 一 一 一 一 一 一 　

従業員規模別/100人 未満
96322134511565||2

2.01.30タ74,82.8982.4LlL31L12.6

100人 以上～300人 未満 22154342121888512〈 ≡

342.30◆65.23.23.21.21.21.27.84.4

300人 以上 ～100D人 未 満
17.19525619--33513

3.74.21.1551.34.2-一(!.77.72.9

Km人 以上～㎜ 人未満 89610612-14126
3.54.02.74.42.753-0.41.85.32.7

印00人以上 10311-34-一 ー 一

23.37.02.32.3-7.09.3-一 ー 一

都道府県別/北 海道
一 ー 一2410211113 ,
一 ー 一2 .34.71|.62.31.21.2|2、83.5

東 北 1021'377511103
7.61.50.82.35.35.3380.80.87.62.3

関 東(首 都圏除く)
25-3151-一,43

369.1-5.51.89.1L8--7.355

首都圏(1都3県)
291910284263614911e

4.42、91.54.30.64.00.50.92.113.82.7

甲信越 ・北陸
722114|84-144

4.31.21.26.72.51LO2.5-0.62.52.5

中 部 617118・7933|12ε

2.36.60.47.02.73.5L2L20.44.73.1

近 畿 1124232122-310〔 ≡
390.71.48.1(元742α7-1.13.5a2

中 国 1.↓ 。》=。 ㍉6。 》 。!:=。 茎 。§

四 国
一 一 ー74|4-14=

一 一 ー|4 .68.32.1a3-2.18.3

九州 ・沖縄
31148411|「56

2.6σ90.9・3.57.03.5α90.90.94.35.2

'

ユ64一



F1業 種

卸売

業
尖
業

金

融

墾

医(

璽襲
)

教会購

甲5
.

孟
騒糞

無

回

答

全 体 2591981221596138-

13710564085.17.3一

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
一 ー ー ー ー 一 一

_一 ー 一 一 ー 一

非製造業計 2591981221596138-

20.715.89.71,27.711.0一

学校を除く非製造業 259・19812215-138-

22417110.51。3-1L9一

学 校
一 ー ー 一96-一

ー ー 一 斗000-一

従業員規模別/lOO人 未満
82201652150-

179443.5L14610、9一

|00人以上～3〔D人未満 94594973952-

14.49.07.51.16.08.0一

300人以上～1㏄o人未満
61723521623-

13.41587.70.43.55、1一

10α〕人以上～印00人未満 |440181710-

6.217.78.00.43.14.4一

駒00人以上
一14-一 一 ー

一2393-一 ー 一

都道府県別/北 海道
15127126-

17.414.08.11.22.37.0一

東 北 14197181|-

10.614.45.30.86.18.3一

関 東(首 都圏除く)
771112-

|2.712.71.81.8|.83.6一

首都圏(1都3県)
96564533245-

146856.805496.8一

甲信越 ・北陸
22|41|187-

13.58.66.70.64.94.3一

中 部 41311211416-

16.01214.70.45.56.3一

近 畿 4625431522-
16.388L4L15.37.8一

中 国
914131810-

9414613.51.08310.4一

四 国 157--3-

2.110.414.6--6.3一

九州 ・沖縄
814153816-

70122130267013.9一

165

 

'

べ)

'



サ

ヲ
ル数

F2経 営組織

貰盆露
語
資 互会
・ 社

毒

砦
法
人

法

会
な
い団

体

個
人
経
営

学

校

無

回

答

全 体 1893
1000

163761528486-
865038004024.5一

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

6372-一 ー 一 一

99.7.0.3-一 一 一 一

非製造業計 1254

100.0

|00041528486-

79.70.312.10.60.36.9一

学校を除く非製造業 1158
100.0

993414984--

85.80.312.90.70.3-一

学 校 96

100.0

7-3--86-

7.3-3.1--89.6一

従業員規模別/100妹 満 459
100.0

3962385315-

86.30.48.3L10.73。3一

100人 以上～3α 〕人未満 654
100.0

5463661137-

83.50.510.10.20.25.7一

300人 以 上～10〔D人 未満 455
100.0

405-35-一 ・15-

89.0-7。7--3.3一

10コ〕人以上～印00人未満 226
100.0

207-111-7-
91.6-4.90.4-3.1一

㎜ 人以上 43
1000

421-一 ー 一 一

97.72.3-一 一 一 一

都道府県別/北 海道
86

100.0
69-141-2-

80.2-16.3L2-'2.3一

東 北 132
100.0

104-22--6-

788'-16.7--4.5一

関 東(首 都圏除 く)
55

100.0
4921111-

89|361.81.8181.8一

首都圏(1都3県)
658

100.0
594133--30-

90.30.25.0--4.6一

甲信越 ・北陸
163

100.0
145-11--7-

89.0-6.7--4.3一
P

中 部 256
1000

2251152-13-

879045.90.8-51一

近 畿 283
100.0

257292211-

90.80.73.20.70.73.9一

中 国
96

100.C
68-191-8-

70.8-19.81.0-8.3一

四 国 48
100.0

38-10-一 一 ～

792-20.8-一 一 一

九州 ・沖縄
115

1000
87-18118-

757』-1570.90970一

一166一



、

サ
ンフ

ル
数

F2資 本金額 ・出資金額
サ
ンフ

ル数▲

器

1

～

5

麟

5

～

さ
麟

1
01
～8

離

1
0
0
億円以

上

無

回

答

平
(

均百万

巴

全 体 1893
100.G

699510|18283-283
36,926.96,214.9-14.c

1768
100.0

6700.1

ノ

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.C

24616531101-9∈

38.525.84.915.8-15.C

627

35.5
8585.9

非製造業計 1254

↑00.0

45334587182-187

36,127.56,914.5-14.⊆
1141

64.5
5663.9

学校を除く非製造業 1158

↑00.C

44834386171-11C
38,729.67,414.8-9.5

1105
62.5 5196.8

学 校 96

100.C

52111-77

5.22.11.011.5-80.2
36

2.C
20000.7

従業員規模別/100人 未満 459
100.C

3|5861417-27
68.618.73.13.7-5.9

433

24.5
289.O

100人以上～300人 未満 654

100.C
2792253956-55

42.734.46.08.6-8.4
615

34.8
1001.2

3コ 入以上 ～1(XX〕人未満 455
100.0

9715144131-32
21.333.29.728.8-7.C

441

24.9
2405.9

1000人以上～印00人未満 226
100.0

6352074-91
2,715.58,832.7-40.3

218
12.3

22332.0

εCOO人以上 43
100.0

一 一12-4C

--2 .34.7-93.C
42

2.4 121383.3

都道府県別/北 海道 86
100.C

3226109-S
37,230,211,610.5-10.5

79

4.5
1024.6

東 北 132
100.C

66291213-|2
50.022.09.19.8-9.1

122
6.9

860.8

関 東(首 都圏除く) 55301336-3

100.C54.523.65.510.9-5.【 二
55

3.1
1522.5

首都圏(1都3県)
・189|7839119-13ε

28,727.15,918.1-20.2

658
100.0

616
34.8 11909.1

甲信越 ・北陸
163

100.G
71451120-16

43,627.66,712.3-9.ε
155
8.8

3515.9

中 部 256
100.0

108702033-25
42,227.37,812.9-9.8

'241

13.6
6383.9

近 畿 283
100.O

|10751146-4|

38.926.53.916.3-14.⊂
267

15.1
5342.9

中 国 96
100.0

3729213-15

38,530.22,|13.5-15.ε
86

4.9 2312.0

四 国 48
100.0

181228一 ε

37,525.04,216.7-16.7
45

2.5
6203.8

九州 ・沖縄 115
100.0

3832816-2
33.027.87.013:9-18.3

101
5.7 2492.1

、

一167一



サ
ンフ

ル
数

サ
ンプ

ル
数

F2年 間事業収入

1

笛
裏

1

～

さ離

1
01

～8

離

11
00

18離

1
0
0
0
億以円上

無

回

答

平
(

均百万

巴

全 体
1893

100.0

12149895558-279

0.67,947,329.5-|4.7

1759
|00.0

64090.3

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639

100.0

227310194-106
0.34,248,530.4-16.6

61C

34.7
98060.9

-

非製造業計
1254

100.0

10122585364-173

0.89,746,729.0-13.ε

日49

65.3
46055.4

学校を除く非製造業 1158
100.0

9|11553351-134
0.89,647,830.3-11.6

1091
62.0

47942.1

学 校 96
100.0 1,011.5

11132|3』-39

33,313.5-40.6

58

3.3
10566.9

1011628825-2C
62.75.4-4.4従業員規模別/100人 未満

459

100.0 2,225.3
439

25.0
3142.3

224469105-54

3,771,716.1-8.3
100人以上～300人 未満 654

100.0 0.3

603

34.3
7753.4

一8|31288-28

-28 ,863.3-6.2
300人 以上～100D人 未満

455

100.G 1.8
444

25.2
26633.2

一 一6133-87

--758 .8-38.5
.1α1)人 以、上～…双X〕人未満 226

100.0 2.

221

12.6
183770.4

印00人以上
43

100.0

～ 一 一3-4C

-一 一7 .0-93.C

43
2.4

1236146.5

一64230一 ε

一 〇48 .834.9-9.3都道府県別/北 海道
86

100.0 7.
79

4.5
12488.1

東 北 132
100.0

2167627-11

1,512,157,620.5-8.3

122
6.9

8886.1

関 東(首 都圏除く)
55

100.0 7.3

一43314-4

-60 ,025.5-7.3
52

3.0
11072.9

639274209-13C

41,631.8-19.ε
首都圏(1都3県)

658
100.O 0.95.9

620
35.2

129241.1

1129344-13
67.457.127.0-8.C甲信越 ・北陸

163
100.0 0.

153
8.7

13464.7

中 部 256
100.0

12311786-2e
O.49,045,733.6-11.e

237
13.5

27745.4

近 畿
283

100.0

211712891-45
0.76,045,232.2-15.e

263
15.0

61464.3

中 国
、

96
100.0

一114723-15

-11 ,549,024.0-15.6

85
4.8

17890.O

」

四 国
48

100.0

一5288-7

-10 ,458,316.7-14.6

45
2.6

31678.6

九州 ・沖縄
115

100.0

一165725-17

-13 ,949,621.7-14.8

102
5.8

21564.3

一168一



サ
ンフ

ル
数

F2総 従業者数
サ
ン
プ
ル数

1

0

∫黍

1
0

18
嬬

3
01

18
騰

1
05

88
～嬬

5
0
0
0
人以上

無

回

答

平

均
(

△

全 体 1893
100.0

4596544552264356
24.234.524.0|1.92.33.C

1837
100.0 905.3

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639
100.G

|22208170953113
19.132.626.614.94.92.C

626
34.1 |584.0

非製造業計 1254
100.C

337446285131124e
26.935.622.710.41.03.4

1211
65.9

554.4

学校を除く非製造業 1158
100.0

316407269124|23C
27.335.|23.210.71.02.6

1128

61.4
568.5

学 校
「

96

100.0

2|39167-13

2可,940,616.77.3-13.5

83
4.5

362.8

磯 貝贈 り/100人未満 459
100.0

459-～ 一 一 一

100、0-一 一 一 一

459
25.0

64.8

100人 以上～300人 未満 654

100.0

一654-一 一 ー

一100
.0-一 ー 一

654
35.6 174.4

300人以上～1㎜ 人未満 455
100.0

一 一455-～ 一

一 一100 .0-一 一

455
24.8

518.4

1〔m人以上～印00人未満 226
100.0

一 ～-226-一

一 ・一 一100
.0-一

226
12.3 1952.6

印00人以上 43
100.0

一 ー ー 一43-

一 一 ー ー|00 .0一

43
2.3

19582.3

都道府県別/北 海道 86
100.G

2428237-4
27,932,626.78.1-4.7

82
4.5

373.7

東 北 132
100.0

4450294-5
33,337,922.03.0-3.8

127
6.9 267.8

関 東(首 都圏除く)
55

100.G
1225125-1

2仁845.521.89.1-1.ε
54

2.9 339.1

'首 都圏(1都3県) 658
100.0

122223163102321ε

18.533.924.815.54.92.4

642

34.9
1610.5

甲信越 ・北陸 163
100.0

4960418-5
30,136,825.24.9-3.1

158
8.6 302.6

中 部 256
100.0

6979703035
27.030.927.31L71.22.C

251
13.7

552.9

近 畿 283
100.0

66100634167

23.335.322.314.52.12.cこ
276

15.C
872.8

中 国 96
100.O

2736209-4

28,137,520、89.4-4.2
92

5.C
414.2'

四 国 48
100.0

17126913
35.425.0|2.518.82.16.3

45

2.4
581.2

九州 ・沖縄 115
100.0

2941271116
25.235.723.59.60.95.2

109
5.9

494.8

一 ユ69一



サ
之フ

ル
数

F範 精 報システム社内要員

又黍
5

～

1

購

1

0

～

3

購

3'

0

～

5

嚥

5
0
・～古

嬬

1

0

㌣8

騰

3
0

18購

5
0
0
人以

上

無

回

答

全 体
1893

100.0
|08431523758575111872

57.3↑6.612.53.13.02.70.60.43.ε

主分

析
ク
ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
639

100.0

3451199|26149323C
54.018.614.24.12.21.40.50.34.7

非製造業計 1254
100.0

7391961463243428642

58.915.6|1.62.63.43.30.60.53.3

学校を除く非製造業
1158

100.0

689|781333041398634
59.515.41L52.63.53.40.70.52.9

学 校 96
100.0

50|813223--8

52.118.813.52.12.|3.1--8.3

従業員規模別/100人 未満
459

100.0

34638241021-一 一2C

75.48.35.22.24.6-一 一4.4

100人以 上～30D人 未満
654

100.0

482723221131--24

73、711.04.90,31.74.7--3.7

30D人 以 上～1000人 未満
455

100.0

19316273413829
42.435.616.00.90.20.7L80.42.C

1000人以上～∞∞人夫満
一

226
100.0

39289932153145

17.312.443.814.26.61.30.41.82.2

印00人以上
43

100.0
1168812124

2～.32.314.018.618.627.92.34.79.3

都道府県別/北 海道
86

100.0

5412917-一 －e

62.814.010。51.28.1--1-3.5

東 ・北
・132

100.0

87238533--3
65.917.46.13.82.32.3--2.3

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
397611-一 一1

70.912.710.9L81.8-一 －Lε

首都圏(1都3県)
658

100.0

3121131043|30326723
47.417.215.84.74.64.90.9L13.5

甲信越 ・北陸
163

100.0 ,▲0…19%♂?.1.61.81.8=:・1]

中 部 256
100.0

|624127745118

63.316.010.5.2.71.62.00,40.43.1

近 畿 、
283

100.0 ,6P§1grl14駕1.8、2。3。 ～=・ 》

中 国 ・
96

100.0
6312111-4--5

65,6|2,511.51.0-4.2--5.2

四 国
w

48
100.0

31'451211-3

64、68.310.42.|4.2212.1-6.3

九州 ・沖縄
115

100.0

6817164311-;
59.114.813.93.52.60.90、9-4.〉

一170一



サ
ン

z
数

平

均

8

全 体 |821
100.0

19.5

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 609
33.4

16.1

非製造業計 1212
66.6 21.2

学校を除く非製造業 1124
61.7

21.9

学 校 4ρ; 11.2

従業員規模別/100人 未満
439

24.1 6.9

1CO人以上～3〔D人未満 630
34.6

12.0

εCO人以上～1000人未満 446
24.5 16.6

1㏄0人以上～迎 人未満 221

12.1
45.9

印00人以上 2讐 158.5

都道府県別/北 海道 4!1 11.1

東 北 口1 9.9

関 東(首 都圏除く) 3『1 5.5

首都圏(1都3県) 635
34.9

32.4

甲信越 ・北陸 ↓5↓ 9.1

中 部 248
13.6

19.3

近 畿 274
15.0

10.8

中 国 50↓ 10.5

四 国 2貨 19.8

九州 ・沖縄 ↓18 12.8
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.

サ
ン
フ
ル
数

F∈② 情報システム社外要員

又

森

5

～

1

矯

1

0

～

3

燐

3
0

～
5

騰

5
0

～6

嚥

1
0

?8議

3
0

1言
議

5
0
0
人
以上

無

回

答

全 体 1893
100.0

1376779731232958247

72.74、 ↑5.|1.61、21.50,30.413.C

ロ
ス
軸

「

産業別/製 造業計
639

100.0
4772225119122576

74.63.43.91.71.4L90.30.811.9

非製造業計
]254

100.0

899557220141733171

71.74.45.71、61.11.40.20.213.6
、

学校を除く非製造業 1158

10σ0

836456918141633154

72.23.96、01.6|.21.40.30.313.3

学 校 96
100.0

63|032-1--17
65.610.43.12.1-1.0--17.7

従業員繊 引」/100人 未満
459

100.0
365111812-一 一62

79.52.43.90.20.4-一 一13.5

100人 以上～30D人 未満
654

100.O

5091516647--97

77.82.32.40.90.61.1--14.ε

300人 以 上～1000人 未満
455

100.0
3532016852]14⊆

77.64.43.5'1.81.10.40.20.210.8

1000人 以上～印00人 未満
226

100.0

108273911101|-119

47.811、917.34.94.44.9-0.48.4

印00人以上 43
100.0

437329465
9.37.016.37.04,720.99.314.011.6

都道府県別/北 海道
86

100.0

65261-一 一 一12

75.62.37.01.2-一 一 一14.C

東 北 132
100.0

9356-一 一 一 一28

70.53.84.5-一 一 一 一21.2

関 東(首 都圏除 く)
55

100.0
461-1-1--6

83.6L8-1.8-1.8--10.9

首都圏(1都3県)
658

100.0
4244448171121378e

64.46.77.32.61.73.20.51.112.6

甲信越 ・北陸
163

100.0

1333321-一 一21

81.61.81.81.20.6-一 一12.9

中 部 256
100.0

2036103'32-128

79.32.33.91.21.20.8-O,410.9

近 畿 283
100.0

21211113331-39'74
.93、93.91.11.11.10.4-13.ε

中 国
96

100.0
7225|21--13

75.02.15.21.、02.11.0--13.5

四 国
48

100.0
37-22|-1-5

77.1-4.24.22.1-2.1-10.4

九州 ・沖縄
115

100.0
903.6121--12

78。32.65.20.91.70.「9--10.4
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サ

妾
ル
数

平

均

8

全 体
1646

100.0
12.3

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 35;1 16.4

非製造業計 1083
65.8 10.2

学校を除く非製造業 1004
61.0

10.7

学 校 4元1 4.3

従業員規模別/100人 未満
397

24.1 1.6

100人以上～300人 未満 3§㌃ 3.7

3CO人 以 上～1〔℃0人未 満 22;! 6.1

1(m人 以上～蜘 人未満 207
12.6 21.8

5〔〕00人以上 20; 276.5

都道府県別/北 海道 471 2.4

東 北 ↓;1 1.4

関 東(首 都圏除く) 3;8 4.4

首都圏(1都3県) 3衰7; 25.9

甲信越 ・北陸 ↓鰭 1.7

中 部 228
13.9

6.9

近 畿
244

14.8
5.8

中 国 5閤 5.1

四 国 2駕 15.8

九州 ・沖縄 60i 5.1

一173一



サ
ン。
フ

ル数

F4情 報 システム社内要員の増減
サ
ン。フ

ル数

臼①情報システム社内要員の増減

今14増

簾 ㌍
はよ た

り

変化

な
し

蓼k
無

回

答

来15増

縫孕
は よる

り

変化

な
し

蓼墓
無

回

答

全 体 1893
100.0

212138025447
11,272,913.42.5

1893

100.0

1811486125101

9.678.56.65.3

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 ・
639

100.0

724628916

11,372,3|3.92.5

639
100.0

535074633
8.379.37.25.2

非製造業計 1254
100.0

14091816531
11.273.213.22.!.

1254

100.0

1289797968
|0.278.16.35.4

学校を除く非製造業 日58

100.0

1298501522「

11.173.413.12.:

1158
100.0

|229017659
10.577.86.65.1

学 校 96
100.0

116813・

11,570,813.54.1

96

100.0

67839
6.381.33.19.4

従業員規模別/100人 未満
459

100.0

41374261

8.981.55.73.

459
100.0

313901028
6.885.02.26.1

100人 以上 ～300人 未満 654
|00.0

6452|541
9.879.78.32.

654
100.0

585332835
8.981.54.35.4

300人以 上～100D人 未満
455

100.0

6031080

13,268,117.61. 1
455

100.0
503553416

11.078.07.53.5
、

10改)人以上 ～5000人 未満 226
100.0

3212170
14,253,531.01.

226
100.0

35146351C
15,564,615.54.4

5〕00人以上
43

100.0
91516

20.934.937.27.(
43

100.0

321136
7.048.830.214.C

都道府県別/北 海道 86
100.0

1259日1

14,068,612.84.

86
100.0

116177
12.870.98.18.1

東 北 132
100.0

12103161

9.178.012.10.〔

132
100.0

911058
6.883.33.86.1

関 東(首 都圏除く)
55

100.0

5437・

9.178.212.7・

55
100.0

3493-

5.589.15.5一

首都圏(1都3県)
658

100.0

9445010||ξ

14.368、415.32.(

658
100.0

794795644

12.072.88.56.7

甲信越 ・北陸
163

100.0 61♀8↓ 汀gl》4i
163

100.0
1113598

6.782.85.54.9

中 部 256
100.0

2519530〔:

9.876.211.72.:

256
100.0

22211149
8.682.45.53.5

近 畿 283
100.0

3020837〔

10.673.513.12.〔

283
100.0

272271712
9.580.26.04.2

中 国
96

100.0
67414:.

6.377.114..62.1

96

100.0

68154
6.384.45.24.2

四 国
48

100.0 8.6759812.ξ4.i…
48、

100.0

24042

4.283.38.34.2

九州 ・沖縄
115

100.0

148017∠

12,269,614.83.5

115
100.0

119257

9.680.04.36.1

♂
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サ
ン
フ
ル
数

F⑳ 青報システム社外要員の増減
サ

ンフ

ル
数

F⑫精報システム社外要員の増減

今14増

簾 ㌍
は よた

り

変化

な.
し

蓼

k

無

回

答

来15増

籠 孕
はよ る

り

変化

な
し

蓼
る

無

回

答

全 体 1893
100.G

|3813518931!

7.371.44。716■

1893
100.0

114136679334
6,072.24,217.6

主
分
析ク

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639
100.0

44470289.

6、973.64.415.:

639

100.0

444712410C

6,973.73,815.6

非製造業計 1254
100.0

94881.61211
7,570.34,917.'

1254
100.0

7089555234
5,671.44,418.7

学校を除く非製造業 1158
100.0

808225819{

6,971.05,017.1

日58

100.0

6482953212

5,571.64,618.e

学 校 96
100.0

14・5932〔.

14.661.53.120.1.

96
100.0

666222
6,368.82,122.9

従業員纈 引」/100人 未満 459
100.0

19342108ε

4.174.52.219.2.

459

100.0

143421093

3,174.52,220.3
s

100人以上～ 工0妹 満 654

100.0
324881511{

4,974.62,318.2

'654

100.0
274841313C

4,174.02,019.9

・3〕0人以上～1㏄0人 未満 455
100.0

32335206ε

7.073,64.414.{.

455

100.0

243491666

5,376.73,514.5

1㏄0人以上～印∞人未満 226

100.0

381353221

16.859.714.29、 〈

226
100.0

381362626
16,860,211,511.5

'5〕OO人 以上 43
100.0

121512・

27.934.927.99.:

43
100.0

919114
20,944,225.69.3

都道府県別/北 海道 86
100.0

75731{
8,166.33,522.1

86

100.0

458321
4,767.43,524.4

東 北 132
100.0

68943(.
4.567.43.025.(.

132
100.0

392-37

2、369.7-28.C

関 東(首 都圏除 く) 55
100.0

14011(

1,872.71,823.∈

55
100.0

636-13
10,965.5-23.6

首都圏(1都3県) 658
100.0

724334910∠

10,965.87,415.1

658
100.0

5843649115
8,866.37,417.5

甲信越沽ヒ陸 163
100.0

313612(
1,883.40,614.1

163
100.0

5132323
3,181.01,814.1

.中 部 256
100.0

1619883∠

6.377.33.113.〔

256

100.0

10205635

3,980.12,313.7

近 畿 283
100.0

14209114〔

4.973.93.917.《 ≒

283
100.0

14211751
4,974.62,518.0

中 国
、

96
100.0

5804、

5.283.34、27.〔

96
100.0

67956
6.382.35.26.3

四 国 48
100.0

4323〔

8.366.76.318.ε

48
100.0

435-9
8,372.9-18.8

九州 ・沖縄 115
100.0

107652∠

8766.1・4.320.⊆

115
100.0

481624
3,570.45,220.9

「
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サ

ヲ
ル
数

F5情 報 システムの開発主体

萬《髭

萬

纂
シ

手萎
ム社

寝

藁
1の 社

外部

ア ソ
ウ1
トサ

|

麹
荘

他

謁婆

社

あ
他

無

回

答

「全 体 1893

100.0

8961272662524238389

47.36.7L433.01.31.24.44.7

主分

析ク

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639
100.0

340468187932026

53.27。21.329.31.40.53.14.1

非製造業計
1254

100.0
5568118438|5206363

44.36.51.434.91.21。65.05.C

学校を除く非製造業 1158
100.O

52479|639315205952
45.36.81.433.9|.31.75.14.5

学 校
96

100.0

322245--411
33.32.12.146.9--4,211.5

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
146201200754139

31.84.40.243.61.51.18.98.5

100人以上～ 諏)人未満
654

100.C

2942682431212233ε

45.04.0|、237.21.81.83.55.5

300人 以 上～1000人 未満
455

100.0
28421811454118

62.44.61.825.11.10.92.4Lε

1000人以上～駝CO人未満
226

100.0

}2938746-24-

57.116.83.120.4-0.91.8一

5000人 以上 43
』100

.0

161814--13
37.241.92.39.3--2.37.C

都道府県別/北 海道
86

100.0
415225-'1`57

47.75.82.329.1-1.25、88.1

東 北
132

100.0

584352228・e

43.93.02.339.41.5L56.12.3

関 東(首 都圏除く)
55

100.0 52弓1。8=、 。16.↓=1.↓.1

首都圏(1都3県)
658

100.0 、8|8、rl、 》 、象1乙1.21.2,駕 、窪

甲信越 ・北陸
163

100.0 437↓1.§ 。 と,,9ム1.8。 と 。19。11

中 部
256

100.0 、ど § 。1§ 。 §34弩1.61.茎 。 § 。1i

近 畿 283
100.0 ,1鰭 。隅 。9、8毘.〒 。↓ 。1§ 。11

中 国
96

100.C

437232|353

44.87.32.133.31.03.15.23.

四 国
48

100.0 ,.1§ 。き 。631隅 。1。1。`。i

九州 ・沖縄
115

100.G
489440.-275

41.77。83.534.8-1.76.14.3

'
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サ

チ
ル
数

F5情 報システムの開発主体

ζ

z
部
門

護法

璃

膓

鐘曇
1の 社

外
部ア

ソ
ウ1トサ

i

言
他

無

回

答

全 体 1893

1000

8961272662513089

4736714330694.7

昊"軸

産業別/製 造業計 639
100.0

3404681873226
53.27.21.329.35.04.1

非製造業計 1254

100.0

5568118438986e
44.36.51.434.97.85.C

学校を除く非製造業 1158
100.C

52479」63939452

45.36.81.433.98.14.5

学 校 96
τ000

3222454|1
33.32|2146.94.21L5

従業員規模別/100人 未満 459
100.0

146201200533S
31.84.40.243.611.58.5

100人 以上 ～3〔D人 未 満 654
100.C

294268243473ε

45.04.01.237.27.25.5

300人以上～旧OD人未満 455
100.0

284218114208

62.44.61.825.14.41.ε

100D人以上～印OO人未満 226
100.0

129387466-

57.116.83.120.42.7一

印00人以上 43

1000

16181413

3724192393237.C

都道府県別/北 海道 86
100.G

41522567
47.75.82.329.17.08.1

東 北 132
1000

584352123

43.93.02。339.49.12.3

関 東(首 都圏除く)
55

100.C
296-1424

52,710.9-25.53.67.3

首都圏(1都3県) 658
100.0

3165582174022
48.08.41.233.06.13.3

甲信越 ・北陸 163
100.0

7|316114|3
43.61.80.637.48.68.C

中 部 256
1000 4題61§ 。§34号5隅41～

近 畿 283
100.0

146|82811917
51.66.40.728.66.76.C

中 国
96

100C
43723293

44.8732.1333943.1

四 国 48
100.0

18421563
37.58.34.23L312.56.e

九州 ・沖縄
115

1000

489440 .95
4177835348784q

一177一



〈QlIT導 入 ・活用の重視度 〉

サ

チ
ル
数

、,IT導 入.活 用の重搬1位

事省

織
豊'墨

生

房

蓼
化

部企

麟';

業務

召の

鶏

、

の

麗

警護

竃

萎讃

劉
1対 の

妄辮

籠㌶彩とボ
の レシ

|ヲ

全 体 1893
100.0

88013430112835919200448

4657.11596.81848α51α62.30.4

主分

析
ク
ロ
ス軸

産業別/製 造業計
639

100.0
267878655|250239184

4L8136135861.97.8α36.12、80.6

非製造業計
1254

100.0

6134721573234|7161264
48.93.717.15.81.83.30.612.82.10.3

学校を除く非製造業 1158
1000

563472007222407145264
48.64.11736.21.93.50.612.52.20.3

学 校
96

100.0

50-15111-|6--

52.1-156101.01.0-16.7-一
A

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
25427.641641715013-

55.35.913.93.5093.7α21α92.8一

100人以上～3〔D人未満
654

100.0

3305911025|020350|84

5α59.0|6.83.81.53.1α57.62.8α6

300人 以 上～1000人 未満
455

100.0
194298232103025363

42.66.418.07.02、26.6α411.6L30、7

1〔ro人以上～㎜ 人未満 226
100.0

731233397212276-

32.35.314.617.33.|9.30.911.92.7一

5〔〕00人以上 43

100.0』

451113211111

9.311.62.32567.04.72。32562.32.3

都道府県別/北 海道
86

100.0
47516814-41-

54.7581&69.31.24.7-4.71.2一

東 北 132
100.0

697145110-202-

52.35.310.63.80.87.6一 τ5.2L5一

関 東(首 都圏除 く)
55

100.0
27-84111621

49.1-1457.3L81.81.81093.61.ε

首都圏(1都3県)
658

1000

26251|08551643577133
3987.8|6.4a42.46.5α811.72.00◆5

甲信越 ・北陸
163

100.0 、,7;1118172§ 品 。 日 。9=。16。 〒=

中 部 256
100.0

122153819614-297-

47.75.914.87.42.35.5-11.32.7一

近 畿 283
100.0

13323471941022573

47.08.116.66.71、43.50.78.82.51.1

中・国
96

1000

'48417522-105-

5004.217.75.22.1'2.1-10.45.2一

四 国
48

100.0
214921--52-

43.88.318.84.22.1--10.44.2一

九州 ・沖縄
115

100.0
74715211110-1

64.36.113、01.70.90.90.98.7-0.9
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〈QlIT導 入 ・活用の重視度 〉

r1活量膳 人
視度1位

あ
他

無

回

答

全 体 954
052.9

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
一19

-3
.C

非製造業計 935
α72.8

学校を除く非製造業 23C

O.22.6

学 校 75
735.2

従業員規模別/100人 未満
211

0.42.4

100人 以上 ～3コO人 未 満 223
0.33.5

30D人 以 上～1〔CO人 未 満
41C

O.92.2

100D人 以上 ～5000人 未 満 15
0.42.2

5000人 以上
一3

-7 .C

都道府県別/北 海道
一 一

一 一

東 北 :31
関 東(首 都圏除く) :弓

首都圏(1都3県)
421

0.63.2

甲信越 ・北陸 :2(
中 部 。ム2き

近 畿 αla》

中 国
2 .

2.1ぷC

四 国 :a;
九州 ・沖縄 。↓1弓

一179一



〈QlIT導 入 ・活用 の重視度 〉

サ

妾
ル
数

QIIT導 入 ・活用の重視度1～3位

事省

髭
男藷

生

房
効率

化

部企

閃糞'募

業
務

呂の

鶏
の

鶴

簾轟

墾禦
ジの1対 の

議 長擁

企や
業受
間発
の注効
決の率洪 化

き§
の レ シ

.1ヨ

ン

全 体 1893
1000

1567487|360427199322487032524C
82、82577|82261051702537.113.32.|

主分

析
ク
ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639
100.0

4992634591545913671409722

78、141.271824.|9221.31.121.915.23.4

非製造業計 1254
100.0

10682249012731401864156315518

85、217.971.921.811.214.83,344.912.41.4

学校を除く非製造業 1158
100.0

979218825256|351824050915118

84.518.87可2221川.715.73.544.013.01.6

学 校 96
100.0

8967617541544-

92.76.379217.75.24.2LO56.34.2一

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
41011231077486511194681

89.324.467.516.810.514.22.442.314.80.2

100人以上～ ⑰ 人未満 654
100.C

5561954861317392|8224709
85029.874320.011.214.12.834.310.71.4

300人 以上 ～ICOO人 未 満
455

100.0

379108346105369271647412
83.323776.023|7.920.21.536.016.32.6

10ag人 以上～印00人 未 満 226
100.0

158491578227589773011
69.92L769536.3U.925.74.034.113.34.9

㎜ 人以上 43
1000

191421209611956

44.232、648846、520.914.0,2.344.211.614C

都道府県別/北 海道
86

100.0

7721682391443071

89524.479.126.710.516、34.734、98.11.2

東 北 132
100.0

1213294|9821356132
9|724.271214.46.115.92.342.49.81.5

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
431838125711781

78.232.769.121.89.112.71.830.914.51.8

首都圏(1都3県)
658

100.0

5|416846816977.138212337617
78.125.571.125.711.721.03.235.411.62.6

甲信越 ・北陸
163

100.0

13748126391317351312
84029.477323.98.010.41.83L319.01.2

中 部 256
100.0

220671804636545'91312
85.926270318.01412L12.035.512.10.8

近 畿 283
100.0

「2307920|7|1837810453G

81.327、971.025.16.413.12.836.718.73.2

中 国
96

100.0
83167020813148162

86.516.772.920.88.313.51.050.016.72.1

四 国
48

100.0
391233676-176-

81325.068.812.514.612.5-35.4|2.5一

九州 ・沖縄
115'

100.0
1032681211814』256114

89.622.670.418.315.712.21.748.79.63.5
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〈QlIT導 入 ・活用の重視度 〉

:罎難
6
他

無

回

答

全 体
1554

082.9

主分

析
ク
ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 219
0.33.C

非製造業計
1335

1.02.8

学校を除く非製造業 63C

O.52.ε

学 校
75

735.2

従業員規模別/100人 未満
411

0.92.4

100人 以上～300人 未満
523

0.83.5

300人 以上～1000人 未満 51C
L12.2

1000人以上～田∞人未満
15

0.42.2

印00人以上
一3

-7
.C

都道府県別/北 海道 1-

1.2一

東 北
一4

-3 .C

関 東(首 都圏除く)
一4

-7 .e

首都圏(1都3県)
421

0.63.2

甲信越 ・北陸
一4

-2
.5

中 部 αム パ
近 畿 α琴31

中 国
41

4.21.C

四 国 41al
九州 ・沖縄

。 ↓1.1

、

∫

一181一



サ

ンフ

ル
数

QISQIIT導 入が効果的であった項目

事省

齢
器'羅

生

房

蓼
化

蟹
の

達

業務

呂の

鶏
の

躍㌶

菖騒

竃
ジの

議

薯皇
サ ・1対

の

長男16

籠
の注効決

の率
済 化

き§
の レ シ1

ヨ

ン

全 体 1893
|00.0

16015|514154542924051127435069ε

84.627.274.724.015.421.45.939.226.75.2

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

55228050516690|503519623355

86.443,879、026.014.123.55.530.736.58.6

非製造業計 1254
100.0

10492359102882022557754727343

83.718.772.623.016.120.36.τ43.62L83.4

学校を除く非製造業 1158
100.0

9702258382641932447449226343

83.819.472.422.816.721、16.442.522.73.7

学 校 96
100.0

7910722491135510-

82.310.475.025.09.411.53.157.310.4一

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
380100299805777111'73827

82.82】.865.117.412.416.82.437.717.91.5

100人 以上～300人 未満 654

100.0

546174491134981323724813322
83.526.675.120.515.020.25.737.920.33.4

3α)人以上～1000人 未満 455
100.0

389126358119671062817214429
85.527.778.726.214.723.36.237.831.66.4

1000人 以上～5000人 未満 226
100.C

199721878242552497992C

88,131,982,736,318,624,310,642,943.88.ε

5COO人 以上 43
100.0

4132392221237263015

95,374,490,751,248,853,516,360,569,834.9

都道府県別/北 海道 86
100.0

7521・70211719835163

87.224.481.424.419.822.19.340..718.63.5

東 北 132

100.0

1062998.211526255273

80.322.074.215.911.419.71.541.720.52.e

関 東(首 都圏除 く) 55
100.0

461639131211218192/
83、629.170.923.621.820.03.632、734.53.6

首都圏(1都3県) 658
100.0

559200509191|16|624825818446
85.030.477.429.017.624.67.339.228.07.C

甲信越 ・北陸
163

100.0
135411233421269544011

82.825.275.520.912.916.05.533.124.56.7
'

中 部 256

100.0

2|86818556285289974ε

85.226.672.321.910.920、33.138.728.93.1

近 畿 283
100.0

2388520769405519115931⊆

84.130.073.124.414.119.46.740.632.96.7

中 国 96
100.0

851968211522744212
88.519.870.821.9|5.622.97.345.821.92.1

四 国 48
100.0

396346815217101
81.312.570.812.516.731.34.235.420.82.1

九州 ・沖縄 115
100.0

9930』81211916747213

86.126.170.'418.316.5・13.96.140.918.32.6

一182一



'

QISQIIT導
入が効果的であ
った項目

毒
他

乙

無

回

答

全 体 15129

0,86ε

,

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 328
0.54.4

非製造業計 12101
1.08.1

学校を除く非製造業 595
0.48.2

学.校
76

7.36.c

従業員規模別/100人 未満 442
0.99.2

100人 以上 ～300人 未満 445
0.66.S

300人 以上 ～10DO人 未満 52ε

1.16.2

10〔D人以上～印00人未満 111
0.44.G

印00人以上 1-

23一

都道府県別/北 海道
一7

-8
.1

東 北
－s

-6 .ε

関 東(首 都圏除く)
一7

-12 .7

首都圏(1都3県)
545

0.86.8

甲信越 ・北陸
一11

-6 .7

中 部 21C
O.83.S

近 畿 21ε

0.76.4

中 国 24
2.14.2

四 国 1ε

2,112.5

九州 ・沖縄 312

26104

一183一



〈Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況 〉

サ
ン。フ

ル

数

促一1社 内の情報利用環境の整備

C2-2

報 を部
共有 ・麟

萎
み

導
入検

討
中

星

芒

無

回

答

サ
≧フ

ル
数

実

籍
み

導
入検

討
中

差芒
無

回

答

全 体 1893
100.0 ↓亨鰭1茎91とP§ 。.§

1893

100.0

135035117517

71.318.59.20.9

'

ロ
ス9

軸

産業別/製 造業計
639

100.0
54663273

85.49.94.20.5

639
100.0

503100342

78.715.65。30.3

非製造業計
1254

100.0

996174786
79.413.96.20.5

1254
100.0

84725114115

67,520,0|1.21.2

学校を除く非製造業 1158
100.0

9|7158785
79.213.66.70.4

1158
100.O

78723812013
68,020,610.41.1

学 校
96

100.0

7916-1
82.316.7-1.C

96

100.0

6013212

62513,521.92.1

椎 員醐1]/100人 未満
459

100.0
30789594

66,919,412,90.9

459
100.0

270106794

58,823,117、20.9

1CO人以上～ 鍬)人未満
654

100.0

52294335

79.814.45.00,ε

654
100.0

454136559
69.420.88.41.4

3CO人以上～1㏄0人未満 455
100.0

405437-

89.09.51.5一

455
100.0

35276252
77.416.75.50.4

1000人以上～㎜ 人未満
226

100.0

21862-

96.52.70.9一

226
100.0

1892872
83.612.43.10.9

50α〕人以上 43
100.0

43-一 一

100、0-一 一

43
100.0

43-一 一

]00.0-一 一

都道府県別/北 海道
86

100.0

73103-

84.911.63.5一

86
100.0

5716121
66,318,614.01.2

東 北 132
100.0

104235・-

78.8|7.43.8一

132

100.0

8727153

65,920,511.42.3

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
42742

76.412.77.33.6

55
100.0

381241

69.121.87.31.8

首都圏(1都3県)
658

100.0
57161251

86.89.33.80.2

658
100.0

491107564

74.616.38、50.6

甲信越 ・北陸
163

100.0

12722122
77.913.57.41.2

163
100.0

11733|21
71.820.27.40.6

中 部 256
100.0

21523171
84.09.06.60.4

256
100.0

|8744232
73.017.29.00.8

近 畿 283
100.0

22940122

80.914.14.20.7

283

100.0

20357212
71.720.17.40.7

中 国
96

100.0

642210-

66.722.910.4一

96
100.0

5925111

61.526.01L51.C

四 国
48

100.0
3774-

77.114.68.3一

48
100.0

311151

64,622,910.42.1

九州 ・沖縄
115

100.0
8021131

69,618,311.30.9

115
100.0

8018161
69,615,713.90.9

一184 一



〈Q21Tに よ る情報共有 ・活用の実施状況 〉

サ
ンフ

ル数

窩を馴
門間で共有 サ

ン。
フ
ル

数

闘は塞翻
に共有 ・活用

藁
み

導入

検討

中

差

芒

無

回

答

実

籍
み

導
入検

討
中

差

e

無

回

答

全 体 1893

100.0
141926716146
75.014.18.52.4

1893
100.0

92961432426
49,132,417.11.4

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

489944016
76.514.76.32.5

639

100.0

3092181039

48,434,116、11.4

非製造業計 1254

100.0

930〕731213C

74.213.89.62.4

1254
100.0

62039622117
49.431.6|7.6L4

学校を除く非製造業 1158
100.0

85815911427
74.113.79.82.3

1158

100.0

58835520114

50,830,717、41.2

学 校 96

100.0

72147e

75.014.67.33.1
96

100.0
3241203

33,342,720.83.1

従業員規模別/100人 未満 459
100.0

293846913
63,818,315.02.8

459

100.0

1931391198

42,030,325、91.7

100人以上 ～3α)人 未 満 654

100.0

4721145117

72.217,47.82.ε

654
100.0

3072171201C
46,933,218.3|.5

300人 以上 ～1000人 未満 455
100.0

361513211
79.311.27.02.4

455

100.0

237160526

52,135,211.41.3

1㏄0人以上～印∞人未満 226

100.0

208123e

92.05.31.31.3
226

100.0
13966192

61.』529.28.40.9

駒00人以上 43
100.0

411-1
95.32.3-2.3

43
100.0 69;827112.▲:

都道府県別/北 海道 86
100.0

631193
73,312,810.53.5

86
100.0

4924121
57,027,914.01.2

東 北 132
100.0

9421134

71.215.99.83.C
132

100.0
6050193

45,537,914.42.3

関 東(首 都圏除く) 55
100.0

41662
74,510,910.93.6

55
100.0

2514151
45,525,527.31.8

首都圏(1都3県) 658
100.0

517774816
78.611.77.32.4

・

658
100.0

354195|027

53,829,615.51.1

甲信越 ・北陸 163
100.0

11427184
69,916,611.02.5

.

163
100.0

7457302
45,435,018.41.2

中 部 256
100.0

19336216
75.414.18.22.e

.

256
100.0

12283492
47,732,419.10.8

近 畿 283
100.0

21342235

75.314.88.1|.ε

.

283
100.0

13799434
48,435,015,21.4

中 国 96
100.0

642192
66.721.99,42.1

.

96
100.0

4333182
44,834,418.82.

四 国 48
100.0

34932

70。8|8.86.34、2

.

48
100.O

1519122
31,339,625.04.2

九州 ・沖縄 115
100.0

8517112
73.914.89,61.7

.

115

100.0
5039242

43,533,920,・91.7
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〈Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況 〉

サ
ン。
フ
ル

数

鶯竃 サ
ン。
フ
ル
数

灘
場か

、躍
実

籍
み

導入

検
討
中

マ

歪e
無

回

答

毒
み

導入

検討

中.

差芒
無

回

答

全 体
1893

|00.0
51047387337

26.925.046.|2.C

1893
100.0

5028205314C

26,543,328.12.1

主

2
名

論

産業別/製 造業計 639
100.0

2181792357
34,128,036.8111

639

100.O

159307159|4
24,948,024.92.2

非製造業計 1254
100.0

2922946383〔

23,323,450.92.'

1254
100.0

343'5|337226

27,440,929.72.1

学校を除く非製造業
-

川58

100.0

2862815672∠

24,724,349.02.'

|158

100.0

3314753322C
28,641,028.71.7

学 校 96
100.0

61371{
6.313.574.06.:

96

100.O

1238406
12.539.64L76.3

篠 醐 劇 ハoo妹 満 459
100.0

8110925811
17,623,756.22.4

459
100.0

99174174|2
21,637,937.92.6

100人 以上 ～300人 未 満 654
100.0

16515532212
25,223,749.21.8

654

100.0

15729718515
24,045,428.32.3

3〔P人以上～1000人 未満
455

100.O

140111197「

30,824,443.31.5

455
100.0

1312091087
28,845,923.71.5

1000人 以上～5000人 未満 226
100.0

8375635
36,733,227.92.2

226

100.0

76103425
33.645.618.'62.2

500D人 以上
43

100.0
27133・ ・

62.830.27.0一

43
100.0 6。鴛 、41§'、3:

都道府県別/北 海道
86

100.0

1632371

18,637,243.01.

86
100.0

3526232
40,730,226.72.3

東 北 B2
100.0

233868
|7,428,851,52.

132

100.0

3455403
25,841,730.32.3

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
132217

23,640,030.95.

55
100.0

928144

16,450,925.57.3

首都圏(1都3県)
658

100.0

2161402911|

32,821,344.21.'
`

.658

100.0
2102741659

31,941,625.11.4

甲信越 ・北陸
163

100.C

354284

21.525.851.51.:

1:
『163

100.0

348145e

20.949.727.6仁8

中 部 256
100.0

60741181
23,428,946.11.1

256

100.0

61|14765
23.844.529.72.C

近 畿 283
100.0

91701171
32.224.741.31.i

283
100.0

72124834
25,443,829.31.4

中 国
96

100.0
2223,47`

22.9`24.049.04.::

96
100.0

1644315
16,745,832.35.2

四 国
48

100.0
810291

16,720,860.42.1

48・

100.0

721182

14.643.8'37.54.2

九州 ・沖縄 115
100.0

262165
22,618,356.52.

2
:

115
100.0

2452363

20,945,231.32.6
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〈Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況 〉

サ

ヲ
ル
数

鍵纏
実

装
み

導
入検

討
中

差

芒

無

回

答

全 体 1893
1000

54175855935
286400295|8

ロ
ス軸

〉 産業別/製 造業計 639

100.C

16728217911

26,144,|28.01.7

非製造業計 1254
100.0

37447638024
29,838,030.31.S

学校を除く非製造業 1158

100.0

361439339|9

31,237,929.31.6

学 校 1。.9呂
1337415

13538542.75.2

従業員規模別/100人 未満 1。6鵠
9716218812

21,135,341.02.6

10q人 以上 ～300人 未満 654
100.C

|702841891|
26,043,428.91.7

3CO人 以上～1000人 未 満
1,6『言

1461921107
32,142,224.21.5

1000人 以上～50改)人 未満 226
100.0

8587495
37,638,521.72.2

印00人以上
1。.48

31111-

72125.62.3一

都道府県別/北 海道
1。.!8

3330221

38,434,925、6|.2

東 北 1。↓箔
345936e

25,844,727.32.3

関 東(首 都圏除く) 1。.『き
1024183

18,243,632.75.5

首都圏(1都3県)
658

100.0
233240177ε

35,436,526.91.2

甲信越 ・北陸 1,↓『言
2781523

16,649,731.91.ε

中 部 256
100.0

7098844

27338.3'3281.6

近 畿 283
100.0

79113874
27,939,930.71.4

中 国
1。.98

1940325
19,841,733.35.2

四 国
1。.48

819192
16,739,639.64.2

九州 ・沖縄
1,↓1き

2853322
2434612781.7

一187一



〈Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況 〉

サ
ン。フ

ル

数

C2実 施済みの項目

礪
用 の

魏

部

関

其元
有用

藁 ・砦
一.

部 活を
で用

必藷

璽斎

竃
の共
闘有 活
で ・用

場離擢達

経 にき
営悟 る

灘
らにき
現情 る

無

回

答

全 体
1893

100.0

15421350141992951050254110C
8L571.375.049.126.926.528.65.3

主

§

名

㊨

産業別/製 造業計 639
100.0

54650348930921815916725

85,478,776,548,434,124,926.13.⊆

非製造業計 1254

100.0

99684793062029234337475
79.467.574.249.423,327.429.86.C

学校を除く非製造業 1158
100.0

9177878585882863313616〈 ≡

79.268.074.150.824728.631、26.C

学 校
96

100.0

79607232612136

82.362.575.033、36312。513.56.3

繰 員規模別/100人 未満 459
100.0

3072702931938ユ999748

66,958,863,842,017,621,621,110.5

100人 以 上～300人 未満
654

100.0

522454472307165157|7039
79.869.472.246.925.224.026.06.C

300人 以上 ～100D人 未満 455
100.O

40535236|237140131146e

89.077.479.352.130.828.832、12.C

1〔〕00人以 上～印00人 未満
226

100.0

218|892081398376852
96.583.692.06L536.733.637.60.9

印00人以上 43
1000

43434130272631-
1000100095.3'698628605721一

都道府県別/北 海道
86

100.0 847§66『 乙,3『 §,,勺1818、 。鱒3892,.i

東 北 132
1000

1048794602334349
78,865,971,245,517,425,825.86.8

関 東(首 都圏除く)
55

100.0

42384125139102

76,469,174,545,523,616,418.23.6

首都圏(1都3県)
658

1000
57149151735421621023325

86,874,678,653,832,831,935.43.8

甲信越 ・北陸
163

100.0
1271171]474353427e

77,971,869,945,421,520,916.64.9

中 部
256

100.0

21518719312260617013
84,073,075,447,723,423,827.35.1

近 畿 283
100.C

2292032131379|727917

80.971.775.348.432.225.427.96.C

中 国
96

100.0

6459644322161912

66,761,566,744,822,916,719,812.5

四 国 48
100.0

37・313415878e

77,164,670,831,316,714,616.76.e

九州 ・沖縄
115

1000
8080`8550262428ε

69.669.673.943.522620.924.37.C

一188一



〈Q21Tに よる情報共有 ・活用 の実施状況 〉

サ

膓
ル数

C2検 討中の項目

社

男
の

藁

業 部
門内

で ・
共活有用

情報
、共

の 有
_ヨ.

部 活を
で用

必藷

兵岳
}有 用

魏
の共
間有活
で ・用

場離羅漢

経 にき
営憤 る

場報

籠
らにき現情

る

無

回

答

全 体 1893
1000

23735126761447382075859C
12518514132,425,043,340,031.2

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
1000

6310094218179307282171

9.915614,734,128,048,044,126.8

非製造業計 1254
1000

17425117339629451347641〔 ≡

13.92001383|,623,440,938,033.4

学校を除く非製造業 1158

100.0

158238159355281475439391

13.6206|3730,724,341,037,933.8

学 校 96
1000

1613144113'383728
16.713514642713539638,529.2

従業員規模別/100人 未満
459

1000

8910684139109174162158

19.423118,330,323,737,935,334.4

100人以 上～30D人 未満 654
100C

94136114217155297284191
14.420817433,223,745,443,429.2

300人 以上～10改)人未 満 455
1000

437651160111209|92129

9.5|6711235.224.445.942.228.4

1000人 以上～駝00人 未 満 226
100.0

628126675103877ε

2.7|245,329,233,245,638,533.ε

印OO人以上 43
1000

一 一11213|51115

--2327930234925 .634.e

都道府県別/北 海道 86
100.0

101611243226303C

11,618,612,827,937,230,234,934.e

東 北 132
1000

2327215038555935

17.4『20.515937.928.841.744.726.5

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
712614222824↑1

12.721.810.925.540.050.943.620.C

首都圏(1都3県)
658

100C
6|10777195|40274240232

9.316311.729.621341.636.535.3

甲信越 ・北陸
163

100.0

223327574281813ε

13,520,216,635,025,849,749,723.3

中 部 256
100.0

23443683741149886

9.O|7214,132,428,944,538,333.6

近 畿 283
1000

405742997012411384
14.120114,835,024,743,839,929.7

中 国
96

100.0
2225213323444024

22.926.021.934.424.045.841.725.C

四 国
48

100.C
71191910211917

14,622,918,839,620,843,839,635.4

九州 ・沖縄
115

100.0
211817392152533e

18315.714833.918345246128.7

一 ユ89一



サ
ンプ

ル
数

α31Tに よる情報共有 ・活用の背景

ぺに
1よ

増
長襯

業時

勢

§雛

欝

1量

ヨ

鞠 の羅

マ の
ネジ

メ
ン ロ
ト上

欝
品|
・ ビ

魏

の

,。鵠

経㌶

針
コ シ
一

輪
1曇

のの蓬

全 体 1893
100.0

7331524892108027939484'13098377
38.780.547.157.114.720.84.46.95.219.9

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639

100.0
2115113064019814925443811C

33.080.047.962.815.323.33.96.95.9|7.2

非製造業計 1254
100.0

5221013586679181245598660267
41.680.846.754.114.419.54.76.94.821.3

学校を除く非製造業 1158

100.0
477942529615178243557960254

41.281.345.753.115.421.04.76.85.221.9

学 校 96
100.0

457157643247-13

46.974.059.466.73.12.14。27.3-13.5

従業員規模別/100人 未満 459
100.O

181378248226777428232476

39.482.454.049.216、816.16.15.05.216.6

100人以上～3刀 人未満 654
100.0

240508345394861|328433013C
36.777.752.860.213.117.34.36.64.619.9

3CO人 以上～1000人 未満 455
100.0

204376187281731061125239C

44.882.641.161.816.023.32.45.55.1|9.ε

K℃0人以上～〔£OO人未満 226
100.0

77185801213275|2241263
34.18|.935.453.514.233.25.3|0.65.327.9

50CO人 以 上 43
100.0

1035102451626711
23.381.423.355.811.'637.24.714.016.325.6

都道府県別/北 海道 86
100.0

377144551593541ε

43.082.651.264.017.410.53.55.84.720.ε

東 北 132

100.0

621056265202484626
47.079.547.049.215.218.26.13.04.519.7

関 東(首 都圏除 く) 55
100.0 、。る,♂649η54;916.22318、.…,.§1.ム14.i

首都圏(1都3県) 658
100.0

22751330538499157305936,152
34.578.046.458.415.023.94.69.05.523.1

甲信越 ・北陸
163

100.0
5814487952430551025

35.688.353.458.314.718.43.13.16.115.3

中 部 256
100.0

10620710814542579191251
41.480.942.256.616.422.33.57.44.719.9

近 畿 283
100.0

106233|4016639578181657

37.582.349.558.713.820.12.86.45.720.1

中 国 96
100.0

328237531517|07615

33.385.438.555.215.617.710.47.36.315.ε

四 国 48
100.O

223624286112217
45.875.050.058.312.522.94.24.22.114.6

九州 ・沖縄 115
100.0

61895858101878618
53.077.450.450.48.715.76.17.05.215.7

/

一190一



α∋ITに よ

舗麟'
6
他

無

回

答

全 体 1225
0.61.3

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 17

0,211

非製造業計 111ε

0.91.4

学校を除く非製造業 214
0,212

学 校 94
9.44.2

従業員規模別/100人 未満 29
0.42.C

100人以 上～300人 未 満 112
0.21.8

300人 以 上～100D人 未満 51
1.10.2

1000人以上～印00人未満 21
0.90.4

印00人以上
一1

-23

都道府県別/北 海道
一 一

一 一

東 北
一 ε

一2ε

関 東(首 都圏除 く) 12

1.83.ε

首都圏(1都3県) 35

0.50.ε

甲信越 ・北陸 12

0。6い2

中 部
一5

-2 .C

近 畿 23
0,711

中 国 31
3.11.C

四 国 11
2.12.1

九州 ・沖縄 1e
O926

一191一



サ
ン。
フ
ル

数

CBSQlITを 導入し効果があった項目

ぺ に

1よ

悟
k襯

業時

勢

曼鍵

部

1羅の》 碧羅

享の欝
ジ 品1
メ ・ビ
ン ロ ス 開

ト上 の拓

の
・鼎

鍵

針
コ シ
ー

フ ヨ
ボ議

経

員曇
のの蓬

全 体 1893
100.0

766139611941041444382133301161405
40.573.763,155.023.520.27,015.98.521.4

ロ
ス
軸
〉

産業別/製 造業計 639

100.0

2774914493961741583710967135
43,376,870,362,027,224.75,817,110,521.1

非製造業計 1254
100.0

489905745645270224961929427C
39.072.259.451.421.517.97.715.37.521.5

学校を除く非製造業 1158

100.0

4618376835942572179118392262
39,872.359,051.322.218.77.915.87.922.6

学 校 96
100.0

286862511375928
29.270.864.653.113.57,35.29.42.18.3

篠 員斑莫別/100人 未満
459

100.0

149329254195896726442772

32.571.755.342.519.414.65,79.65.915.7

100人 以上～3コ 〕人未 満 654
100.0

226476416.347136109438944139
34.672.863,653.120.816.76.6|3.66.721.3

3CO人以上～1(m人 未満
455

100.0

22333528627810898267035102

49.073.662.961.|23.721.55.715.47.722.4

1000人以上～印00人未満 226
100.0

114179171152727224623262
50,479,275,767,331,931,910,627,414,227.4

5コりO人以上
43

100.0
2941373822281125172C

67,495,386,088,451,265,125,658,139,546.5

都道府県別/北 海道 86
100.0

396055562212611624

45.369.864.065.125.614.07.012.87.027.9

東 北 132
100.0

458970592717616623
34.167.453.044.720.512.94.512.14.517.4

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
26423633151341|212

47.376.465.560.027.323.67.320.03.621.8

首都圏(1都3県)
658

100.0

2825034543931611655912877174
42,976,469,059,724,525.19,019,511,726.4

甲信越 ・北陸
163

100.0
60124958534301|19727

36.876.158.352.120.918.46.711.74,316.6

中 部 256
100.0

99187154140624711421442
38.773.060.254.724.218.44.316.45.516.4

近 畿 283
100.0

114210176150755317443355
40,374,262,253,026,518.76,015,511,719.4

中 国
96

100.0
32695341211291342C

33.371,955.242.721.912.59.413.54.220.ε

四 国
48

100.0

163630248134421C

33.375.062.550,016.727.18.38.34.220.ε

九州 ・沖縄
115

100.0

53767160'1920613101ε

46.166.161.752.216.517.45.211.38.715.7

`

●

一192一



皿)11Tを
導入し効果が
あった項 目

6
他

無

回

答

全 体 11177

0。69.4

主分

析
ク
ロ
ス軸

産業別/製 造業計 146
0272

非製造業計 10131

0.81α4
,

学校を除く非製造業 2123

α210.ε

学 校 8ε
838q

従業員規模別/100人 未満 16C
α2131

100人以 上～3〔D人 未 満 265

039.c

300人 以 上～1000人 未 満 535
1コ7.7

1000人 以 上～500D人 未満 111

0.44c

印00人以上
一 一

ー 一

都道府県別/北 海道
一 ε

一7C

東 北
一17

-12
.c

関 東(首 都圏除く) 1ε

L814.ロ

首都圏(1都3県) 35C
O57.ε

甲信越 ・北陸 11ε

069.ε

中 部
一22

-8 .6

近 畿 227

079.⊂

中 国
2ε

218q

四 国 14
・2 .18.3

九州'沖 縄 118
09157

一193一



〈Q5BPRへ の取 り組み状況 〉

サ
ン
プ
ル数

αテ1特 定部門のBPRの 実施 サ
ンフ

ル数

αテ2=

門 ・業た が
る

嘆数部傍にま

BPR

検討

中
差

e

無

回

答

藁
み

検討

中
差e

無

回

答

全 体 1893
100.0

60761353014∈

32。132.428.07.∈

1893

100.0

385805566|37
20,342,529.97.2

ロ
ス軸

産業別/製 造業計
639

100.0
2371951594ε

37.130.524.97.ε

639
100.0

]5627316446
24,442,725.77.2

非製造業計
1254

100.0

3704183719〔

29.533.329.67.∈

1254

100..0

22953240291
18,342,432.17.3

学校を除く非製造業 1158
100.0

3473873398∈

30.033.429.37.∈

1158
100.0

21149337480
18,242,632.36.9

学 校
96

100.0

233|321〔

24,032,333,310.∠

96

100.0

|8392811
18,840,629,211.5

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
1181441682〈

25.731、436.66.∈

459
100.0

72170|8829

15,737,041、06.3

100人 以上～300人 未満
654

100.0

1782331845〔

27.235.628.19.(

654

100.0

11029319556
16,844,829.88.6

300人以上～1㏄0人未満
455

100.0
1541491203:

33.832.726.47.(

455

100.0

872151233C

19,147,327.06.6

1㏄0人以上～蜘 人未満
226

100.0

10864401∠

47,828,317.76.2

226
100.0

73994113
32,343,818.15.8

敦〕OO人以 上 43
旧0、0

・3361∈

76.714.02.37.(:

43

100.0

2911-3
67.425.6-7.C

都道府県別/北 海道
86

100.0
243718'i

27,943,020.98.1

86
100.0

1443227
16,350,025.68.1

東 北 132
100.0

3541441;

26,531,133.39.1

132

100.0

26573811
19.743.228.'88.3

関 東(首 都圏除く)
55

100.0

171421∈

30,925,538、25.E

55
100.0

1220194
21,836,434.57.3

首都圏(1都3県)
658

100.0
223199|766〔

33,930,226.79.1

658
100.0

|5326418556
23,340,128.18.5

甲信越 ・北陸
163

100.0 32『§35ラ 乙28f》 、.;:
163

100.0
3070567

|8,442,934.44.3

中 部 256
100.0

8988621.`

34.834.424.26.〔 …

256
100.0

471217216
18,447,328.16.3

近 畿 283
100.0

969677・ レ

33.933.927.24.、

283
100.0

63127821|
22,344,929.03.9

中 国
96

100.0
252835

26,029,236.58.

96

100.0

1240359
|2,541,736.59.4

四 国
48

100.0

121320

25,027,141.76.

48

100.0

819183
16,739,637.56.3

九州 ・沖縄
115

100.0
3339311

28,733,927,010.

115'
100.0

20433913

|7.437.433.9・11.3

'

、

一194一



〈Q5BPRへ の取 り組 み状況 〉'

サ
ン。
フ
ル

数

蛋3全 社的なBPRの 実施
サ
ンフ

ル数

α>4取 引先

6隈瞬x

黍
み

検討

中
藁沓

無

回

答

萎
み

‖1
無

回

答

全 体 1893
100.0

263845684101
|3.944.636.15.:.i

1893

100.0

1265521066149
6,729,256.37.9

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639
100.0

8429123232
13,|45,536.35.C

639
100.0

5419933947
8,531,153.|7.4

非製造業計 1254
100.0

1795544526{≡

14,344,236.05.5

1254

100.0

72353727102
5,728,158.08.1

学校を除く非製造業 日58

100.0

1685114|861

14.544。136.15.:

1158
100.0

7234165689
6,229,456.67.7

学 校 96
100.0

1143341
11.544.835.48.:

96

100.0

一127113

-12 ,574,013.5

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
591791962!

12,939,042.75.'
459

100.0
|812228831

3,926,662.76.8

100人以上 ～300人 未満 654
100.0

743172243i.

11.348.534.36.⊂

654

100.0

4017138261
6,126,158.49.3

3CO人 以 上～1000人 未満 455
100.0

5919817622

13.043.538.74.ε

455
100.0

2314125734
5,131,056.57.5

100D人以上～蜘 人未満 226
100.0

4311560ε

19.050.926.53.i

226
100.0

29839915
12,836,743.86.6

5000人 以 上 43
100.0

181681

41.937.218.62、1.

43

100.0

132181

30,248,818.62.3

都道府県別/北 海道 86
100.0

164323三 .18
.650.026.74。`

86
1'00.0

434417
4,739,547.78.1

東 北 132
100.0

136347{
9.847.735.66.{

132
100.0

7407213
5,330,354.59.8

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
82420

14,543,636.45.

55
100.0

416305
7,329,154.59.1

首都圏(1都3県)
658

100.0
1053002213

16,045,633.64、

658
100.0

4620035359
7,030,453.69.0

甲信越 ・北陸
「

163
100.0

227465
13,545,439.91.

163
100.0

951976
5,531,359.53.7

中 部 256
100.0

32|061041∠

12.541.440.65.〔

256
100.0

167015416
6,327,360.26.3

近 畿 283
100.0

371271041!

13,144,936.75.'

283
100.0

218316415
7,429,358.05.3

中 国 96
100.0

≧
1。1245鵠36;§7.i

96
100.0

721599

7,321,961.59.4

四 国 48
100.0

22220∠

4.245.841.78.:

48

100.0

49314

8,318,864.68.3

九州 ・沖縄 日5

100.0

|84145|1
15,735,739.19.6

115
100.0

8276515

7.0・23,556,513.0

一195一



サ
ンプ

ル
数

Q6BPR取 り組 みの背景 ・目的

シ

纏
難

各 ム シ業
の1

務統 ム
シ合 レ
ス ・ス
テ 化

鍾
な有

情

た
め 体
の質

の

竃竃靱
取

嬬お
窪
化

グ国
ロ際
1化
バ ヘ
ル の対
・ 応

企 変業 化

統 へ
合 の
なの対
ど 応

藁
の 透

の 明
化

ココ
ア ンピ

の
夕明
ン確
ス化

全 体 1462
1000

696695617592883151628324845
47647.54224056041034.25.717.03.1

主分

析
ク
ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 513
1000

215264183219296704240811C
41951.535742.75771368.27.815.8L9

非製造業計 949
1000

48143|43437358781204316735
50745.445.739.36198.52.:4.517.63.7

学校を除く非製造業 879
100.0

44339040435653381164116132
50.444.446.040.560.69.2L84.718.33.6

学 校 70
100.0

3841301754-4263
54358.642924,377.1-572.98.64.3

従業員規模別/|00人 未満
332

100.0

|901391401052073086647

57.241、942.231.662.39.02.41.819.32.1

100人以上～300人 未満 490
100.0

251228236τ893104316257614

51.246.548.238.663.38.83.35.115.52.9

300人 以 上～1000人 未満
363

100.0

166178150|4621737111861S
45.749.041.340.259.810.23.05.016.82.5

10〔D人以上～蜘 人未満 197
100.0

70103661041082519263914
35.552.333.552.854.812.79.613.219.87.1

∞∞人以上 42
1000

52310321615675-

11.954823.876.238.135714316.711.9一

都道府県別/北 海道 68
100.0

38343623383-2|12

55,950,052,933,855.94.4-2,916.22.9

東 北 98
100.0

6036393755833244
61.236.739.837.856.18.23.13.124.54.1

関 東(首 都 圏除く)
42

100.0
19192411323334-

45.245.257.126.276.27.17.17.19.5一

首都圏(1都3県)
514

100.0

2092402122302997228439719
40.746.741.244.758.214.05.48.418.93.7

甲信越 ・北陸
128

100.0

60625449821355256
46.948.442.238.364.110.23.93.919.54.7

中 部 202
100.G

961098981122177728ε

47554.044140.160.48.43.53.5|3.94.C

近 畿 223
100.0

|071109086|3520128313

48.049.340.438.660.59.05.43,613、91.3

中 国
72

100.0
36333025476|78-

50.045.841.734.765.38.31.49.711.1一

四 国
33

100.0
22111192222181

66.733.333.327.366.76.16.13.024.23.C

九州 ・沖縄
81

1000

4940314051714122
6054943834946308.6124.91482.5

一196一



、

C6BPR

鞘組闘
あ
他

無

回

答

全 体 963
064.3

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 224
0.44.7

非製造業計 739

0.74.1

学校を除く非製造業 336
0.34.1

学 校 43

574.3

従業員規模別/100人 未満
12C

O.36、C

100人 以上 ～3〔D人 未満 311

0.62.2

300人 以上～1〔CO人 未満 224
α66.ε

100D人 以 上～駒00人 未満 34
1.52.C

50CO人 以上
一1

-24

都道府県別/北 海道
一5

-7 .4

東 北
一3

-3川

関 東(首 都圏除く)
一1

-2 .4

首都圏(1都3県) 319
0.63.7

甲信越 ・北陸
一5

-3 .9

中 部
一7

-3 .5

近 畿 314
1.36.3

中 国
2ε

288.e

四 国
一3

-9
.1

九州 ・沖縄 1-

12一

197



サ
ン

z
数

α迎11Tを 導入 し効果があった項目

ス
テ
ム の
導向
入上

議轟罐
シ合 レ
ス ・ス
テ 化

ため体

の質

嘱轡

的

援筆墨

取

魏㌶

化

グ国
口際

,牒
ル璽

変化

。;奮螺

業

馨
の 透

の明
化

ココ
ア ン

ピの
夕 明
ン確
ス化

全 体
|462

100.0

64547253630177616668782714C

44.132.336.720.653.111.44.75.318.52.7

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 513
100.0

2211951761|82838・13937・101|5

43.138,034.323.055.215、87.67.219.72.S

非製造業計 949

100.0

42427736018349385294|17025

44.729。237.919.351.99.03.14.3・17.92.6

学校を除く非製造業`
879

100.0
394257338173459831234016823

44.829.238.519.752.29.42、64.619.12.6

学 校 70

100.0

302022103426|22
`42 .928.63L414.348.62.98.61.42.92.9

従業員規模別/100妹 満 332
100.0

14685101561522646606
44.025.630.416.945.87.81.21.818.11.8

100人以 上～300人 未 満
490

|00.0

2191541839126042|7217711

44.731.437.318.653.18.63.54.315.72.2

300人 以上～1000人 未 満 363
100.0

153|12|366719237121459ε

42.130.937.518.552.910.23.33.916。32、2

1000人 以上～〔丈CO人 未満
197

100.0
8983875812138232550S

45,242,144,229,461,419,311,7|2,725.44.6

5000人 以上 42
100.0

21232022302191220ε

50,054,847,652,47|,450,021,428,647,614.3

都道府県別/北 海道
68

100.0
27183373431213=

39.726.548.510.350.04.41.52.919.1

東 北 98
100.0

42263116.51935201

42.926.531.616.352.09.23.15.|20.41.0

・ 関 東(首 都圏除 く) 42
100.0

212119132751261
50.050.045.231.064.311.92.44.814.32.4

首都圏(1都3県)
514

100.C
22719621612229481353610621

44.238.142.023.757.215.86.87.020.64.1

甲信越 ・北陸
128

100.C
453435225962320e

35.226.627.317.246.14.71.62.315.62.e

中 部 202'
100.0

885767311031653353

43.628.233.215.351.07.92.51.517.31.5

近 畿 223
100.0

1027480471073314.|6346

45.733.235.921.148.014.86.37.215.22.7
「

中 国 72
100.0

351317835'24・215=

48.618.123.611.148.62.85.62.820.8

四 国 33
100.0

|551261631261
45.515.236.418.248.59.13.06.1'18.23.C

九州 ・沖縄
81

100.0 53㌣,、2§32苓352§61『9。 § 。 § 。;1。1§ 。.1
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㎜11Tを

蔓紫鋸が

あ
他

無

回

答

全 体 4384
0,326.3

主
分析

ク
ロ
ス軸

産業別/製 造業計 2133
0425.9

非製造業計 2251
0.2264

学校を除く非製造業
一232

-264

学 校 219
2,927.1

従業員規模別/100妹 満
1

一101

-3α ∠

100人 以上 ～3〔X)人未満 1|1⊆

O.224∈

300人 以上～100D人 未満 210ε

α629.2

100D人以上～印00人未満
一4e

-21 .ε

5〔〕00人以上
一5

-11c

都道府県別/北 海道 118
1,526.5

東 北
一27

～27ε

関 東(首 都圏除く) 1ε

2.4143

首都圏(1都3県)
一13C

-25
.3

甲信越 ・北陸
一37

-28 .c

中 部
一55

-272

近 畿 164
0.4287

中 国
一21

-292

四 国
一12

-364

九州 ・沖縄 113
1216.C

一199一



〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取 り組み状況 〉

サ
ン。フ

ル数

ぽト1営 業等

習甲灘父 サ
ン。
フ
ル

数

α}2顧 客か

羅罐詰
突

舞
み

検
討中 柔芒

無

回

答

憂
み

検討

中
差芒

無

回

答

全 体
1893

100.0

50438187912⊆

26.620.|46.46.ε

1893
100.0

2493281|75141
13,217,362.17.4

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
639

100.0

1371243413]

2L419.453.45.∈

639

100.0

8110841337

12,716,964、65.8

168220762104

417,560.88.3非製造業計
1254

100.0
36725753892

29.320.542.97.∈

1254
100.0 13、

学校を除く非製造業 1158
100.0

34124350272

29,421,043.46.2

日58

100.0

16220471082
14,0|7,661.37.1

学 校
96

100.0

2614362〔

27.114.637.520.ε

96
100.0

6165222

6,316,754,222.9

従業員規模別/100人 未満
459

100.0

93762444∈

20.316.653.210.(

459
100.0

216832149
4,614,869,910.7

55
4100人 以上 ～3〔D人 未満

654

100.0

|491443124{

22.822.047.77.≡

654
100.0

7797425
11,814,865.08.

300人 以上～100D人 未 満
455

100.0

141912032〔

31,020,044.64.∠

455
100.0

481012862C
10,522,262.94.4

1000人以上～印00人未満
226

100.0
8055,83〔

35,424,336.73.5

226

100.0

67509910
29,622,143.84.4

馳00人以上
43

100.0

26710・.

60.516.323.3'

43
100.0

3049-

69.89.320.9一

都道府県別/北 海道
86

100.0

2316416

26.718.647.77.C

86
100.0

616586
7.018.667.47.C

東 北
132

100.0

39285411

29、521.240、98.:

132
100.0

12218712

9,115,965.99.1

関 東(首 都圏除く)
55

100.0

171123
30,920,041.87.

55
100.0

610345

10,918,261.89.1

首都圏(1都3県)
658

100.0

1581303274

24,019,849.76.

!
.

658
100.0

12411037945
18,816,757.66.8

甲信越 ・北陸
163

100.0

434271

26.425.843.64.:.

163
100.0

14361076
8,622,165.63.7

中 部
256

100.0
634812911.

24.618.850.46...

256
100.0

224317615
8,616,868.85.9

近 畿
283

100.0

7861`1242`
27,621,643.87.1

283
100.0

344218225

|2,014,864、38.8

中 国
96

100.C

26154511
27,115,646,910.1

96
10αO

81958U
8,319,860,411.5

四 国
48

100.C

14821!

29.216、743.810.、:

48
100.0

89265

16,718,854,2|0.4

九州 ・沖縄
115

100.0

432243`

37,419,137.46.

115
100.0

15226711
13,0|9,158,39.6
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〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取り組み状況 〉

サ
ン。・
フ
ル数

C8-3Web

翻罐 サ

ンフ

ル
数

C8「4セ グメ ンテー シ ョン分 析

萎
み

検討

中
柔

.芒

無

回

答

葬
み

検
討
中

差

e

無

回

答

全 体 1893
100.0

43945287612
23,223.94636.

1893
100.0

1714821100140
9,025,558.17.4

主

㊧

名

義

産業別/製 造業計 639
100.0

163|562873
25,524,444.95.

639
100.0

6416537238

|0、025.858.25.9

非製造業計 1254

100.0

2762965899

22.023.647.07.一

1254
100.0

107・317728|02

8,525,358.18.1

学校を除く非製造業 1158
100.C

2512745607:
21.723.748.46.:

1158

100.0
1042986768C
9.025.758.46.c

学 校 96

100.C
2522292(

26,022,930,220.～

96
100.0

3195222
3,119,854.2'22.9

従業員規模別/100人 未満 459
100.0

67942584〔

14.620.556.28.'i

459

100.0
178731045

3,719,067.59.8

100人 以上～3改)人 未満 654

100.0
10619430252

16.229.746.28.〔

654
100.0

4316139654
6,624,660.68.3

300人 以上 ～1〔℃o人未満 455
100.0

130102205・1ε

28.622.445.14.(

455

100.0

4313425622

9,529,556、34.ε

1〔℃0人以上～㎜ 人未満 226
100.0

904979{

39.82τ.735.03.i

226
100.0

43759612
19,033,242.55.3

㎜ 人以上 43
100.0

30571

69.811.616.32.:、

43
100.0

23128-

53.527.918.6一

都道府県別/北 海道 86
100.0

132243i
15.125,650.09.:

86
100.0

325535
3.529.16L65.8

東 北 132
100.0

292668{

22.019.751、56.〔

132
100.0

7328112
5,324,261.49.1

関 東(首 都圏除く) 55
100.C

91131∠

16.420.056.47.:

55
100.0

414334
7,325,560.07.3

首都圏(1都3県) 658
100.0

1781502904(
27,122,844.16.1

658
100.0

7715338246

11.723。358.17.C

甲信越 ・北陸 163
100.0

385071
23,330,743.62. .

163
100.0

1648936
9,829,457.13.7

中 部 256
100.0

5362126"1
20,724,249.25.

256
100.0

146815618
5.526.660.97.C

近 畿 283
100.0

70661272〔
24,723,344、97.1

283
100.0

2179|6221
7,427,957.27.4

中 国 96
100.0

1821471(
18,821,949,010.'.

96
100.0

10205610
10,420,858,310.4

四 国 48
100.0

121219!

25,025,039,610.∠

48
100.0

712254
14,625,052.18.3

九州 ・沖縄 115
100.0

19315411
16,527,047.09.1

115
100.0

12315814
10,427,050,412.2
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〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取り組み状況 〉

サ
ンフ

ル
数

C8与 ワンツー ワンマー ケッ ト
サ
ン。フ

ル数

CB崎 顧客へのオンデマンド対応

検
討中 差

芒

無

回

答

実

籍
み

検討

中
差

替

無

回

答
.

全 体
1893

100.0
10536可1276151

5.519.167.48.C

1893
100.0

1113|0|310162
5,916,469.28.6

ロ
ス軸

産業別/製 造業計
639

100.0
2210346945

3,416,173.47.C

639
100.0

55|344074e

8,621,063.76.7

非製造業計
1254

100.0
83258807106

6,620,664.48.5

1254

100.0

56176903119
4,514,072.09.5

学校を除く非製造業 1158
100.0

772397568ε

6,620,665.37.4

1158
100.0

5616684096

4,8|4,372、58.3

学 校
96

100.0

619512C

6,319,853,120.ε

96

100.0

一106323

-10 .465.624.C

従業員規模別/100人 未満
459

100.0

126433548

2,613,973,010.ε

459
100.0

205932753

4.412、971;2、1L5

100人以上～30D人 未満
654

100.0
351144475ε

5,4|7,468.38.9

654
100.0

3211544859
4,917,668.59.0

300人 以上 ～1000人 未満
455

100.0

249930824
5.32L867.75.3

455
100.0

307032926

6,6|5,472.35.7

へ1㏄0人 以上～蜘 人未満 226
100.0

2|59134|2
9,326,|59.35.3

226
100.0

154515卍|5

6,619,966.86.6

印00人以上
43

100.0

1114162
25,632,637.24.7

43

100.0

1012192
23,327,944.24.7

都道府県別/北 海道
86

100.0

519575

5,822,166.35.ε

86
100.0

617567

7,019,865.18.1

東 北
132

100.0
|02684|2

7,619,763.69.1

132
100.0

8219211
6,115,969.78.3

関 東(首 都圏除 く)
55

100.0 。616.2,4駕,.i

55

100.0

313345
5,523,661.89.1

首都圏(1都3県)
658

100.0

441224425C

6,718,567、27.6

658
100.0

4210745752
6.4-16.369.57.9

甲信越 ・北陸
163

100.0

6381136
3,723,369.33.7

163
100.0

11291167

6,717,871.24.3

中 部 256
100.0

84418519

3,1|7,272.37.4

256
100.0

10451812C

3,917,670.77.8

近 畿
283

100.0
165418924

5,719,166.88.5

283
100.0

214718728
7,416,666.19.9

中 国
96

100.C
5206011

5,220,862,511.5

'96

100.0
3126912

3,112,571,912.5

四 国
48

100.0
27336

4,214,668,812.5

48

100.0

.24375

4.28,377,110.4

九州 ・沖縄
日5

100.0

7217215
・6 、|18.362、6|3.C

115

100.0

5158015

4、313.069.613.C

1

ノ

一202一



〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取り組み状況 〉

サ
ン。フ

ル数

ぽト7顧 客への安全 ・安心の提供

毒
み

検討

中
差e

無

回

答

全 体 1893

1000

2275061005155
12,026.75318.2

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

11020927842

17,232,743.56.6

非製造業計 1254
100.0

117297727113
9.323.758.09.C

学校を除く非製造業 1158

100.0

11128267392

9,624,458.17.9

学 校 96
1000

6155421

6,315.・656,321.9

微 騰1」/100人 未満 459
100.0

4010326749

8,722,458,210.7

100人 以 上～300人 未 満 654
100.0

6318035457
9,627,554.18.7

30D人 以上 ～100D人 未 満 455
100.0

5912424329

13,027,353.46.4

10〔D人以上～∞∞人未満 226
100.O

447597|C
19,533,242.94.4

5000人 以 上
43

100.0
161593

37234920.97.C

都道府県別/北 海道
86

100.0

925457

10,529,152.38.1

東 北 132
100.0

14396811
10,629,551.58.3

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
918253

16.432.745.55.〔 ≡

首都圏(1都3県)
658

1000
871723495C

13,226,153.07.6

甲信越 ・北陸
163

100.0

2344897
14,127,054.64.3

中 部 256
100.0

2163153|9

8,224,659.87.4

近 畿 283
100.C

407913925
14,127,949.18.8

中 国 96
100.0

|0245012
10425052,112.5

四 国
48

100.0

・79266

14,6|8,854,212.5

九州 ・沖縄
115

1000
7336015

6,128、752213.'C

一203一



〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取り組み状況 〉

サ
ン。
フ
ル

数

CB実 施済みの項目

営 ・

萎 十
の の

へ導
の入

禦窓
ち醒

務

W

s

礫

セテ
グ1

矛 シ
ノ ヨ

ン分析

ワ
ンマ
ツ|
1ケ

ワ ツ
ン ト

麗一
ヘ ア
のマ

ン対
ド応

繁
;妥醸

無

回

答

全 体 1893
1000

50424943917||05111227986
2661322329.0555,912,052.1

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
639

100.0
13781163642255110323

21412725510.0348,617,250.5

非製造業計 1254
100.0

3671682761078356117663
29.313.422.08.56.64.59.352.e

学校を除く非製造業 1158
100.0

341|62251104775611160e
29.414.021.79.06.64.89.652.1

学 校 96
100.0

2662536-66C
27.16,326.03.16.3-6,362.5

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
932|67|7122040298

20.34.614.63.72.64.48.764.9

100人 以上～3CO人 未満 654
100.0

149771064335326337ε

22.811.816.26.65.44.99.657.ε

300人 以上～1000人 未満 455

100.0

1414813043243059202
31.010.528.69.55.36.613.044.4

1000人以上～蜘 人未満
226

100.0

8067904321154471

35.429.639.819.09.36.619.531.4

500D人 以上 43
1000

263030231110164
60,569,869,853,525,623,337.29.3

都道府県別/北 海道
86

100.0

23613356954

26.77.015.13.55.87.010.562.ε

東 北 132
100.0

3912297108147C
29.59.122.05.37.66.110.653.C

関 東(首 都圏除 く)
55

100.0
1769423924

30.9↑0.916.47.33.65.516.443.6

首都圏(1都3県)
658

100.0
158124178.77444287322

24、018.827.111.76.76.413.248.9

甲信越 ・北陸
163

100.0

431438166112387
26.48.623.39.83.76.714.153.4

中 部 256
100.0

6322531481021142

24.6.8.620.75.53.13.98、255.5

近 畿 283
100.0

78347021162140144

27.612.024.77.45.77.414.150.9

中 国
96

100.0
2681810531059

27.18.318.810、45.23.110.46L5

四 国 48
100.0

14812』722723

29.216.725.014.64.24.214.647.9

九州 ・沖縄
115

1000
431519|27576G

37413.016510.46.14.36.152.2

一204一



〈Q81,Tに よる顧客対応力強化への取 り組み状況 〉

'

サ
ン。
フ
ル

数

CB検 討中の項 目

営

糞 ↓
の の

へ導
の入

墾魏
か ・窓

;醒
務

蠣
開墾

セテ
グ1

渋シ
ノ ヨ

ン分
析

ワ
ンマ

ツ|1ケ

ワ ツ
ン ト

駝一
ヘ ア
のマ

ン対
ド応

寳
の安

罐

無

回

答

全 体 1893
1000

381328452482361310506792

20117323925519,116,426,741.ε

主
分析

ク
ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
639

100.0
124108156165|03134209262

19.416、924.425.816.12|.032.74LC

非製造業計 1254

100.O

257220296317258|7629753C

20,517,523,625,320,614,023,742.3

学校を除く非製造業 1158
100.0

24320427429823916628247ε

21.017.623.725.720.614.324.44L3

学 校 96
100.0

1416221919101552

14616722919。8198|0,415,654.2

従業員醐U/100人 未満
459

100.0
766894876459103238

16,614,820,519,013,912,922,451.S

100人 以上～3コ ⊃人未満
654

100.0
14497194161114115180268

22.014、829.724.617.417.627.541.C

3CO人以上～10α〕妹 満 455
100.0

9|1011021349970124|74
20,022,222,429,521,815,427,338.2

1000人以上～㎜ 人未満
226

100.0
5550497559457567

24,322,121,733,226,119,933,229.6

印00人以上 43
1000

7451214|21514

1639311.627932627,934,932.6

都道府県別/北 海道 86
100.0

1616222519172534
18,618,625,629,122,119,829,139.5

東 北 132
100.0

2821263226213957
21,215,919,724,219,715,929,543.2

関 東(首 都圏除く)
55

100.0

111011149131826
20,018,220,025,516,423,632,747.3

首都圏(1都3県)
658

100.0

130110150153122107172277
19,816,722,823,318,516,326,142.1

甲信越 ・北陸
163

100.0

4236504838294462

25.822.130.729.423.317.827.038.C

中 部 256
100.0

4843626844456311C
18.816.824.226.617.217.624.643.C

近 畿 283
100.0

61426679544779109
21,614,823,327,919,116,627,938.5

中 国
96

100.0
1519212020122442

|5,619,821,920,820,812,525,043.ε

四 国
48

100.0

89121274923
16.718.825.025.014.68.318.847.S

九州 ・沖縄 U5
1000

2222313121|53352

19|191270270|8,313,028,745.2

一205一



サ
ン。フ

ル数

QgITに よる顧客対応力の課題

驚,
応利少
に活な
用い

導十人 分

し
たが な

い

莫篇

耀
が い

饗嚢
堅 手
門の 分

羅
応 れ部

な
門力 い

竃
部 な
と い

麟
の にで
変対 き化応 な

に い

そ
の
他

無

回

答

全 体 1893
100.0

89834044173951657659980273

47,418,023,339,027,330,43|.64,214.4

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

325106143251|682272023777
50.916.622.439.326.335.531.6.5.812.1

馳 非製造業計 1254

100.0

5732342984883483493974319ε

45,718,723,838,927,827,831.73,415.6

学校を除く非製造業 日58
100.0

53921227445232733637637166

46,5菩8,323,739,028,229,032.53,214.3

学 校 96

100.0

342224362||32163C

35,422,925,037,521,913,52|.96,331.3

従業員規模別/100人 未満
459

100.C
2177|90144108148|331891

47.315.519.631.423、532.229.03.'919.ε

100人以 上～30D人 未満 654
100.0

3311451422581811871961992

50,622,221,739,427,728,630.02,914.1

30D人 以 上～10α)人未満 455
100.C

221761221951271471541953
48,616,726,842,927,932,333.84,211.6

100コ人以 上～印OO人 未満 226

100.0

9938621057565871217
43.816.827.446.533.228.838.55.37.5

㎜ 人以上 43
100.0

9312199151787

20、97,027,944,220,934,939,518,6|6.3

都道府県別/北 海道 86
100.0

34142|30|62524417

39,516,324,434,918,629,127.94,7|9.ε

東 北 132
100.0

6523・3747343539-20

49,2|7,428,035,625,826,529.5-|5.2

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
26|2101915182028

47.32L818.234.527.332.736..43.614.5

首都圏(1都3県)
658

100.0
306110|5226318520022026102

46,5|6,723,140,028,130,433.44,015.5

甲信越 ・北陸
163

100.0
812238654555441024

49,713,523,339,927,633,727.06,114.7

中 部 256
100.0

12042561047180791636
46,916,421,940,627,731,330.96,314.1

近 畿 283
100.0

1476259・1056898951035

51,921,920,837,124,034,633.63,512.4

中 国 96
100.0

41192344322532312
42,719,824,045,833,326,033.33,112.5

四 国 48
100.0

24613'1913'121926
50.0'12.527.139.627.125.039.64.212.5

九州 ・沖縄 11』5

100.0

5430324337272771e
47,026,127,837,432,223,523.56,111.e

一206一



}

サ
ン。
フ
ル

数

QlOITに よる顧客対応力強化の背景

コ

《灘

フビ
ロスタ
ンのイ
トリム

㌣鴎
/の 警

囲
い

の込
み

馨お

噌

璽穫

の

監

マグ
1部 と
ケ門 の
テ とコ
イ製 ラ
ン造 ポ

塑

塁誹

そ'の

他

無

回

答

全 体 |893
100.0

910527544648989392220.50224213

48,127,828,734,252,220,711,626.51,311.3

主
分析

ク
ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

299201|57174341154147150666
46,831,524,627,253,424,123,023.50,910.3

非製造業計 1254

100.0

6|132638747464823873352|8147

48.726.030,937.851.719.05.828.11.411.7

学校を除く非製造業 1158
100.0

5762983574576032377032911|2C

49.725.730.839.552、120.56.028.40.910.4

学 校 96

100.0

35283017451323727

36.529.231.317.746。91.03.124.07、328.1

・従業員規模別/100人 未満 459
100.0

247102|32110229763797976

53.822.228.824.049.916.68.121.12.016.ε

100人以上～300人 未満 654

100.0

320193192221333115`75177784

48,929,529,433,850,917,611,527.11,112.ε

3〔D人以上 ～ICOO人 未満 455
100.0

22113412417225610959134532
48.629.527.3'37.856.324.0|3.029.51.|7.C

1000人以上～印OO人未満 226
100.0

8963671041177335751⊆

39.427.929.646.05|.832.315.533、20.44.C

ECOO人 以上 43
100.0

1122112333899、 一|

25,65|,225,653,576,718,620,920.9-2.3

都道府県別/北 海道 86
100.0

4013224051135261|C
46.515.125.646.559.315.15.830.21.211.6

東 北 132
100.G

653446416729725,118
49.225.834.831.150.822.05.318.90.8'13.6

関 東(首 都圏除く) 55
100.0

341414|631881914

61.825.525.529.156.414.514.534.51、87.3

首都圏(1都3県) 658
100.0

29018419122333116398180771

44.128.029.033.950.324ご814.927.4|.110.ε

甲信越 ・北陸
163

100.0
8|42555487311737-1G

49,725,833,733,|53,419,010,422.7,-11.7

中 部 256
100.0

127826776141503369427
49.632.026.229.755.1|9.512927.01.610.5

近 畿 283

100.0

1257883|06156563776431

44。227.629.337.555.119.8|3.126.91.411.C

中 国
96

100.0 56『`282132駕36莞44ζ §161g㌶25る39131i

四 国 48
100.0 58鴛25日2。lg351Z472§16.亨&き311§2.い2.1

九州 ・沖縄 115
100.0

664125395818730214

57.435.721.733.・950.415.76.|26.11.712.2

一207一



サ
ン。
フ
ル

数

Q109コ11Tを 導入 し効果 があっ た項 目

コ

《撒

フ ビ
ロス タ
ン の イ'トリム

†躍
/噂

囲
い

の込
み

馨お

噌
の
防止

マ グ
1部 と
ケ門 の
テ とコ

混 系

蛙

突
目

企の業差

か別
ら化

そ
の
他

無

回

答

全 体 1893
100.0

6494492493375392211212161574ε

34.323.713.2|7、828.511.76.41、1.40.839.5

ロ
ス軸

産業別/製 造業計
639

100.0

22914957961898074644249
35.823.38.915.029.612.511.610.00.639.C

非製造業計 1254
100.0

4203001922413501414715211499
33.523.915.319.227.911.23.7|2.10.939.8

学校を除く非製造業
1158

100.0

402280177233319139461409453
34.724.215.320.127.512.04.01210.839.1

学 校
,

96
100.0

1820158312112246

18.820.8|5.68.332.32.|1.012.52.147.9

従業員規模別/100人 未満
459

100.0

1607346551104015395204
34.915.910.012.024.08.73.38.51.144.4

100人以上～ 勤 人未満 654
100.0

20415588114178533868127S

31.223.7〕3.517.427.28.15.810.40.242.7

工D人以上～1〔℃0人未満
455

100.0

16511666861377430575161

36.325.514。518.930.116.36.612.51.135.4

1〔m人以上～㎜ 人未満
「

226
100.0

7667315368332134277

33.629.613.723.530.114.69、315.00.934.1

駒00人以上
43

100.0 65㌣65η,。.844i》69;9,。1§2511251と 二 ・.1

都道府県別/北 海道
86

100.0

321610|8301149132
37.218.611.620.934.912.84.710.51.237.2

東 北 132
100.0

4227242541134|1-56

31.820.518.218.931.19.83.08.3-42.4

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
28859185411-18

50.914.59.|16.432.79.17.320.O-32.7

首都圏(1都3県)
658

100.0
236174911262018864886246

35.926.413.819、130、513.49.713、40.937.4

甲信越 ・北陸
163

100.0

483126233520917-69
29,4|9,016,014,121,512.35,510.4-42.e

中 部 256
100.0

79602627682513202107

30.923.410.210.526.69.85.17.80.841.ε

近 畿 283
100.0

87713861823116343111

30.725.113.421.629.011.05.712.01.139.2

中 国
96

100.0
32241117191338-4C

33.325.011.517.719.813.53.18.3-4L7

四 国
48

100.0
16981013414124

33.318.816.720.827.18.32.18.32.150.C

九州 ・沖縄
115

100.0
492910213211314244

42.625.28.718.327.・89.62.612.21.738.3

一208一



〈QllECの 貴社における実施状況 〉
、

/

'

サ

ンフ

ル数

別品梨
業との取引 サ

ン。フ

ル数

Q11-2特 定の取 引先 との取引

実

装
み

検
討中

マ

疋

芒

無

回

答

套
み

検討

中
差

芒

無

回

答

全 体 1893
100.0

3732471050223

19.713.055.51|.ε

1893

100.0

659.277811146
34,814,642.87.7

主
分析

ク
ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639

100.0

1868829471

29,113,846,011.1
639

100.0
3|28820336

48,813,831.85.6

非製造業計 1254
100.0

18715975615=.
14,912,760,3|2.1

1254
100.0

347189608110
27,715,148.58.8

学校を除く非製造業 1158

100.0

18715468713(.

16,113,359,3|1.
1158

100.0

3441815439C

29,715,646.97.8

学 校 96
100.0

一5692

-5 ,27|,922、

96
100.0

38652C
3.18,367,720.8

繰 員夫賄費別/]00人 未満
459

100.0

35433176

7.69,469,113。

459
100.0

885527541

19.212.059.98.『9

100人 以 上～300人 未満 654
100.0

85834097`
13,012,762,511.1

654
100.0

1949830854
29,715,047.18.3

300人 以 上～1000人 未満 455

100.0

126802064:

27、717.645.39.i

455
100.0

1937915627

42,4|7,434.35.9

1000人 以上 ～印OO人 未満 226
100.0

8932802!
39,414,235,411.1

226
100.0

13138461|
58,016,820.44.9

500D人 以上 43
100.0

3532〔.

8仁47.04、77.(

43

100.0

37222
86.04.74.74.7

都道府県別/北 海道 86
100.0

14154611

16.317.453.512.{.
86

100.0

18174110

20,919,847,711.6

東 北 132
100.0

2316751ε

17.412.156.813.〔

132
100.0

26187216
19,713,654,512.1

'関 東(首 都圏除く) 55
100.0

12531「

21.89,156,412.「

55
100.0

217234
38,2|2,741.87.3

首都圏(1都3県) 658
100.0

155883377ε

23.613.451、211.i.

658
100.0

2549626543
38,614,640.36.5

甲信越 ・北陸
163

100.O
23261041(

14,116,063.86.1
163

100.0

5926726
36,216,044.23.7

中 部 256
100.0

41321612二
16,012,562.98.

256
100.0

923211517
35,912,544.96.6

近 畿 283
100.0

64291474
22,610,251,915.

283
100.0

127379722
44,913,134.37.8

中 国 96
100.0

1510591
15,610,461,512.

96
100.0

2216517
22,916,753.17.3

四 国 48
100.0

10428

20.88.358.312.、

48
100.0

106275
20,812,556,310.4

九州 ・沖縄 115
100.0

1622611

13,919,153,013,、

115
100.0

302148|6
26,1|8,341,7|3.9

一209一



〈QllECの 貴社における実施状況 〉

サ

チ
ル
数

Q11-3不 特定

餐警卿

藷
み

検討

中
藁

e

無

回

答

全 体 1893
1000

52189138326S

2,710.073114.2

`

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 1,838
257144994

3,911,170,314.7

非製造業計 1254
100.0

271|8934175

2.29.474.514.C

学校を除く非製造業 1158
1000

26117863152
2210,174,513.1

学 校 1。.91

117123
1.01074.024.C

従業こ1」/10・ 妹 満
.459

100C

72036765

1.54,480,014.2

100人 以 上～30D人 未満 1。8『1
|3534979|

2.08,176,013.e

300人 以 上～1000人 未満
455

1000

136132259

2.913.470.813.C

10D⊃人以上～印∞人未満 1,621 。8160§,ム 勺15翌

駒00人以上
1。.4き

101213ε

23327930218.6

都道府県別/北 海道 1。.!1
t66514

1.27,075,616.3

東 北 1。↓鋸
110101

0.87,676.5

2C

15.2

⊆

16.4関 東(首 都圏除く) 1。.『言
1837

1,814,567.3

首都圏(1都3県)
658

100.0
2971463

4410,870.4

95
14.4

2151351
1.29.282.86.7甲信越 ・北陸 1,↓『言

中 部
256

100.0

52220|2ε

2.08,678,510.⊆

近 畿 1,6!1
83419744

2,812,069,615.5

中 国 1。.98 1.↓ 。§75161デ;

四 国 1.♂8
24339

4.28,368,818.ε

九州 ・沖縄 1,↓1き
2137822

1711367819.

一210一



〈QllECの 貴社における実施状況 〉

←

サ
ン。フ

ル数

Q日一4特定の顧客との取引
、

サ
ンフ

ル数

Q11与 不特定多数の顧客との取引

藁
み

検討

中
差芒

無

回

答

毒
み

検
討
中

藁

沓

無

回

答

全 体 1893
100.0

121212131025C
6,4|1,269,213.2

1893

100.0

1531781328234
8.19,470,212.4

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

336346182

5.29.・9・72.1'12、 ε

639
100.0

505446075
7.88,572,011.7

非製造業計 1254
100.0

88149849|6ε

7,011,967,713.4

.

1254

100.O'

103|24868159
8.29,969,212.7

学校を除く非製造業 1158

100.0

84140785149

7,312,167,812.9

.

1158
100.0

97121804136
8.410.469.41L7

学 校 96
100.0

496419
4.29,466,719.8

.

96

100.0

636423
6.33,166,724.C

従業員規模別/100人 未満
459

100.0

20333466C

4.47,275,413.1

■
459

100.0

252534366

5。45,474,714.4

100人以上～ 諏 〕人未満 654
100.0

317345793
4,711,269,9|4.2

654

100.0

295747989
4.48,773,213.6

まD人以上 ～1㎜ 人未満
455

100.0

285531755

6,212,169,712.1

.

455
100.0

365132543

7,911,271.49.5

1αX〕人以上～孤)人 未満 226
100.0

2540|3625
11,117,760,2|1.1

226
100.O

373513321
16,415,558.89.3

印00人以上 43

100.0

153205
34.97,046,511.6

43

100.0

175174

39,511,639.59.3

都道府県別/北 海道 86
100.0

3116012

3.512.869.814.C

■
86

100.0
586112

5.89.370.914.C

東 北 132
100.0

3139323
2.39,870,517.4

132

100.0

8139318
6.19,870,513.6

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
363412

5,510,961,821.8

155

100.0

124111
1,83,674,520.C

首都圏(1都3県)
658

100.0

567544285

8,511,467,212.9

658
100.0

606145879
9.19,369,612.0

甲信越 ・北陸
163

100.0

81912313

4、911.775.58.C

163
100.0

131712112
8,010,474.27.4

中 部 256
100.0

142119625
5.58.276.69.8

256
100.0

181919326
7.07,475,410.2

近 畿 283
100.0

202720135
7.19,571,012.4

1283

100.0
292519831

10.28,870,011.0

中 国
96

100.0
5165916

5,216,761,516.7

.

96
100.0

4126218

4,212,564,6|8.8

四 国
48

100.0
273|ε

4,214,664,616.7

.

48
100.0

65307

12,510,462.5'14.6

九州 ・沖縄 115
100.0

7177021
6,114,860,918.3

115
100.0

8167120
7,013,961,7|7.4

一211一
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〈QllECの 貴社における実施状況 〉

サ

ンフ

ル
数

'QIlECの 実 施状況

詩
;竃

欝
;竃

欝

嫌
み

Bい
toず
Cれ 実

離籍
み

無

回

答

全 体 1893
1000

760230598681065
40112。23163656.3

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
1000

3396928414286
53110,844.42,244.8

非製造業計 1254
100.0

421τ6131454779

33,612,825.04,362.1

学校を除く非製造業 1158
100.0

41715431249692

36,013,326.94,259.ε

学 校 96
100.C

472587
4.27.3215.290.6

従業員艦lj/100人 未満
459

1000

10738821333〔 ≡

23.38.317.92.873.9

100人 以上 ～300人 未満 654
100.0

22554190|941C

34.48.329。12.962.7

ecO人 以上～10α⊃人未満
455

1000

2285619220'207

50,112.34224,445.5

1㏄0人以上～駒00人未満 226
100.0

144531011072
63,723,544.74,43|.9

駒00人以上
43

1000

39202|22
9074654884.74.7

都道府県別/北 海道 86
100.0

25817-61

29.19,319.8-70.⊆

東 北 132
100.0

371033689

28.07.625、04.567.4

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
23420131

41.87.336.41.856.4

首都圏(1都3県) 658
1900.0

2929423133333
44,414,335.15,050.6

甲信越 ・北陸
163

100.0

642050693

39,312,330.73,757.1

中 部 256
100.0

一10527846145

41,010.53282356.6

近 畿 283
1000

139391077137
49,113,837.82,548.4

中 国
96

1000

25720269
2607.32082,171.9

四 国
48

100.0

1479232
29214.61884,266.7

九州 ・沖縄 115
1000

361327475

31311、32353565.2

く

一212一
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〈QllECの 貴社における実施状況 〉

サ
ン。
フ
ル

数

QllBtoB実 施状況

●

サ

ンフ

ル
数

QllBtoC実 施状況

Bい
toず
Bれ
のか 実

糟

い
ず
れ
か検
を討

中

い

遼
を芒

無

回

答

Bい

舗
の曙

い 、
ずれ

か検
を討中

い

蕪
玲

無

回

答

全 体 1893
100.0

7604691427113
40.124.875.46.C

1893
100.0

2302661425206
12,214,175,3|0.9

ロ
ス軸

産業別/製 造業計
639

100.0

33916746026

53,126,172.04.1

639
100.0

697949266
10,812,477,010.3

非製造業計 1254
100.0

42130296787
33,624,|77.16.9

.

1254
100.0

16118793314C

12,814,974,411.2

学校を除く非製造業 τ158

100.0

41729189669

36.025.177.46.C

■

1158

100.0・

154178867121
13,315,474,910.4

学 校 96
100.0

411711ε

4,211,574,018.8

.

96
100.0

796619

7.39,468,819.8

従業員規模別/100人 未満
459

100.0

1078237634

23,317,981.97.4

■

459
100.0

384236454
8.39,279,311.8

100人以上～ 諏)人未満 654
100.0

22514751242
34,422,578.36.4

.

654
100.0

54894998C

8,313,676,3|2.2

工0人以上～1〔加 人未満 455

100.0

22814533619
50,131,973.84.2

.

455
100.0

567135141
12,315,677.19.C

1000人 以上～印00人 未満 226
100.0

1447|1497

63,731,465.93.1

■

226

100.0

534915316

23,521,767.77.1

㎜ 人以上 43
100.0

3914131
90,732,630.22.3

43
100.0

205224
46,511,651.29.3

都道府県別/北 海道
86

100.0

2522658
29,125,675.69.3

■

86
100.0

814641C
9,316,374,411.6

東 北 132
100.0

372910414
28,022,078,810.6

.

132

100.0

10199918

7,614,475,013.6

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
2315384

41,827,369.17.e

.

■

55
100.0

464111

7.310.974.520.C

首都圏(1都3県)
658

100.O
2921714812ε

44,426,073.14.3

.

658
100.0

949449267

τ4,314,374,810.2

甲信越 ・北陸
163

100.O
64421386

39,325,884.73.7
163

100.0
202713411

|2,316,682.26.7

中 部 256
100.0

105602071C
41.023.480.93.c

256
100.0

272520723

書0.59.880.99.0

近 畿 283
100.0

1396520418

49,123,072.16.4

283
100.0

393421126
13,812,074.69.2

中 国 96
100.0

2520737
26,020,876.07.3

.

96
100.0

7186614
7,318,868,8|4.6

四 国 48
100.0

1410344
29,220,870.88.3

.

48
100.0

78337

14,616,768,814.6

九州 ・沖縄
115

100.0
363482|4

・3|.329.671.312.2
115

100.0
13217719

11,318,367,016.5

一2ユ3一



t サ

ンフ

ル数

Q12EC導 入の 目的
1

箋

藁蓼
の化

受 まタ
注で イ
か のム
ら りの

響鷹

蓮

竃

元

¶鷺

轟

取
引 ・

窃
'衛

取引

先の

・開

拓

集ズ

籠1

アサ

多占
|惣

化

程
と
の薫

化

そ
の
他

全 体 828
100.0

693461194129390131123349131
83.755.723.415.647.115.814.94.1|1.03.7

主分

析
ク
ロ
ス軸

産業別/製 造業計 353
100.0

302223965617633286447
85.663.227.215.949.99.37.91.7|2.52.C

非製造業計 475
100.0

39|23898732|49895284724

82.350.120.615.445.1.20.620.05。99.95.1

学校を除く非製造業 466
100.0

38323398712129392264724
82.250.021.015.245.520.019.75.6|0.15.2

学 校 9
100.0

85-22532-～

88.955.6-22.222.255.633.322.2-一

従業員規模別/10D人 未満
120

100.0

100602723561820・894

83.350.022.519.246.715.016、76.77.53.3

100人以上～30D人 未満 244

100.0

20313943321153636131815
83.257.017.613.147.114.814.85.37.46.1

300人 以上～1000人 未満 248
100.0

217144694111536344276

87、558.127.8|6.546.414.513.71.610.92.4

1000人 以上～5000人 未満 154
100.0

1258934237823226284

81.257.822.114.9・50.614.914.33.918.22.ε

5000人 以上
41

100.0

302214716127271

73.253、734.117.139.029.3'17、14.917.12.4

都道府県別/北 海道 25
100.0

2014821143231
80.056.032.08.044.016.012.08.012.04.C

東 北 「
43

100.0

37251581595122
86.058.|34.918.634.920.911.62.34.74.7

関 東(首 都圏除く)
24

100.0

20|1461334-41

83,345,816,725,054,212,516.7-16.74.2

首都圏(1都3県)
325

100.0
26418062521605248164316

81.255.419.116.049.216.014.84.913.24.9

甲信越 ・北陸
70

100.0
59371310321511133

84.352.918.614.345.721.415.71.44.34.3

中 部 111

100.0

996430155014202101

89.257.727。013.545.012.618.01.89.00.9

近 畿
146

100.0
1299039247022166163

88.461.626.716.447.915.111.04.111.02.1

中 国 27
100.0

2314731022242
85.251.925.911.137.07.47.47.414.87.4

四 国 16
100.O

13512958111
81.331.36.312.556.331.350.06.36.36.3

九州 ・沖縄
40

100.C
29201472056351

72.550.035.017.550,012.5|5.07.512.52.5

一214一



Q12E
C導 入
の 目的

無

回

答

全 体 。1

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 |1
非製造業計 。i

学校を除く非製造業 。1

学 校 :

従業員規模別/100人 未満 Ll
100人 以 上～300人 未満 σ1

3〔刀人以 上～1000人 未満
σ1

1000人 以上～5000人 未満 :

印00人以上 21
都道府県別/北 海道 4～

東 北 :

関 東(首 都圏除く)
「

=

首都圏(1都3県)
。 …

甲信越 ・北陸 :

中 部 α1

近 畿 =

中 国 :

四 国 =

九州 ・沖縄 5…

一215一



、

サ
ン

元
数

Q12ぷ〕lITの 導入 で効果があった 項 目

塑
の花

受 まタ
注でイか

の ム
らりの

響鷹

在庫

の
適正

化

取

巨

翼轟

事.

・ll

取引

先
の

・開

拓

等ズ

灘

アサ
フ1
タ ビ1

ス効
の率

化

豊
と
の薫

化

そ
の
他

全 体 828
{00.0

614399189181333121120609515
74.248.222.82|.940.214,614.57.211.51.8

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
353

100.0
2861939589165414316482

8|.054.726.925.246.711.612.24.513.60.6

非製造業計
475

100.0

328206949216880774447|3
69.143419819.435416.816.29.3992.7

学校を除く非製造業 466
100.0

32120394911667574404713
68.943.620.219.535.616.115.9a610.|2.8'

学 校
9

100.0

73-12534--

77.833.3-11.122.255.633.344.4-一

篠 賊 糊1」/100妹 満
120

100.0
8354232339172115122

69,245,019,219,232,514,217,512,510.01.7

100人以 上～300人 未 満
244

100.0

1681|5464391293115216

68.947.118.917.637.311.912.76.|8.62.5

300人 以上～1000人 未 満
248

100.0
1931195457100322910234

77.84aO21.823.040.312.911.74.09.3Lε

1㏄0人以上～孤 〕人未満
154

100.0

122774238702423|2262

79.250.027.324.74551561497.816.91.3

εCOO人以上 1.♂↓
3530201925|3146131

85473,248,846,361,031,734,114,631.72.4

都道府県別/北 海道9
25

100.0

201363942431

80.052.024.012.036.016.08.016、012.04.C

東 北 1。♂8
.3118910118621=

72.141.920、923.325.618.614.04.72.3:

関 東(首 都圏除く)
24

100.0
171766|012341

70.870.825.025.041.74.28.312.516、74.2

首都圏(1都3県) 1,825
238158698|145505325467

73.248.621.224.944.615.416.37.714.22.2

甲信越 ・北陸 1。.78
522817112613952=

74.340.024.315.737.118.612.97.12.9

中 部
111

100.0

85532419381115481
76.647.721.617.134.29.9|353.67.20.9

近 畿 1,↓f8 ,112527!、8鰭23鷺39r乙142ム111乙 。1614朋1.2

中 国 1。.21
21103494|132

77.837.011.114.833314.83.73.71|.17.4

四 国
16

100.0
9612107722:

56.337.56.312.562.543843.812.512.5

九州 ・沖縄 1.♂8
28201211182825|

70.050.0300・27.545.05.020.05.012.52.5

ヂ

、

一216一



t

C認】1
噺 工効㈹あ

っ

無

回

答

全 体 87
10.5

ロ
ス軸

産業別/製 造業計
83雲

非製造業計 57
12.C

学校を除く非製造業 57
122

学 校 :

従業員規模別/100人 未満 17
142

100人 以 上～300人 未満 36
14.8

300人 以上 ～100D人 未満
82～

100D人以上～㎜ 人未満 5.1
駒00人以上 21

都道府県別/北 海道 3
12C

東 北 7
16.q

関 東(首 都圏除 く) 3

12属

首都圏(1都3県) 33
102

甲信越 ・北陸 8
11.4

中 部 12
108

近 畿 816
中 国 :

四 国' 6i
九州 ・沖縄 6

15C

、

一217 一



,

サ
ン。
フ
ル
数

～

Q13ECの 実施形態

E
D
I

e
マ
1プ

ケ レ
ツイ

トス

デ|

タ
ウハ
エ ウ
アス

C
R
M

S
C
M

トサ
レ ビ

1リ
テO
イC
・M

ネ ン
ッグ
ト/デ
バ ト ィ
ン レン
キ|グ

B
±o

B
そ
の

他

ム

サ|

ツ ビ

トス

ネ シ
ツ ヨ
ト ツ

ピ

ング

全 体
828

100.0
6596|74100928515267712ε

79.67.48.912:111.110.318.40.79.315.1

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
353

100.0

31625404450385912146
89.57.111.312.514.210.816.70.35.913.C

非製造業計 475
100.0

34336345642479355679

72.27.67.211.88.89.919.6L111.816.6

学校を除く非製造業
466

100.0

34036345642479055477
73.07.77.312.09.010.119.31.|11.616.5

学 校
9

100.0

3-一 一 ー 一3-22

33.3-一 一 ー 一33.3-22.222.2

従業員規模別/100人 未満
12C

100.0

87381161322182C
72.52.56.79.25.010.818.30.'86.716.7

100人以上～ 勤 人未満
244

100.0

1941415312027412142e

79.55.76.112.78.211.116.80.85.79.4

300人 以上～1000人 未 満
248

100.0

20214202226164511427

81.55.68.18、9|0.56.518.10.45.610.S

1㏄0人以上～㎜ 人未満 154
100.0

12412161521182822537

80.57.810.49.713.611.718.21.316.224.C

印OD人以上
41

100.0
3817|118171014-1314

92,741,526,843,941,524,434.|-31,734.1

都道府県別/北 海道
25

100.0

1924.41『25-43

76.08.016.016.04.08.020.0-16.012.C

東 北 43
100.0

3|3125491-14

72.17.02.34.711.69.320.92.3-9.3

関 東(首 都圏除く)
、

24
100.0

19126437--1

79.24.28.325.016.712。529.2--4.2

首都圏(1都3県)
325

100.0
25729354446405813958

79.18.910.813.514.212.317.80.312.017.8

甲信越 ・北陸
70』

100.C

59363749-59
84.34.38.64.310.05.7|2.9-7,112.9

中 部 111
100.0

919711612172512
82.08.16.39.95.410.815.3L84.5|0.8

近 畿 146
100.0

128101520171229|15.26

87.76.810。313.711.68.219.90.710.317.8

中 国
27

100.0

19113338-4':

70、4373,711,|11,111,129.6-14.8

四 国
16

100.C
102-3-24124

62.512.5-18.8-12.525.06.312.525.C

九州 ・沖縄
40

100.0
26134336-31

65.02.57.510.07.57.515.0-7.517.)

'

一218一



Q13ECの 実施形態

ダ
ウ
ンサ
ロ|

|ビド
ス

ネ オ
ツ}

トク

ζ
ン

昆
C

あ
他

無

回

答

全 体
2972025

3.5082.43.C

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 10237
2.80.60.82.C

非製造業計 195171ε

4.01.13.63.8

学校を除く非製造業 1751518

3.61.13.23.〔 ≡

学 校 2-2-

22.2-22.2一

従業員規模別/100妹 満
6237

5.01.72.595.ε

100人以上～300人 未満 828ε

3.30.83.33,3

300人 以 上～1000人 未満
316ε

L20.42.42.4

1000人 以上～5000人 未満 6112
3.90.60.61.3

印00人以上
61--

1462.4-一

都道府県別/北 海道
一 一11

--4 .04.C

東 北 1-23

2.3-4、77.C

関 東(首 都圏除く)
一 一 一2

-一 一8 .3

首都圏(1都3県)
16257

4.90.61.52.2

甲信越 ・北陸
3-23

4.3-2.94.3

中 部
4442

3.6'3.63.61.8

近 畿 311-

2.10.70.7一

中 国
一 ー 一4

-一 一14 .ε

四 国
1-1-

6.3-6.3一

九州 ・沖縄
1-43

25-10.07.5

一219一



〉ECに よる取引関係向上の有効度Q13

 

<

サ

妾
ル数

Q1㊦ 一1EDI

ま

霞
目

あ

靖
薩

ど
ち
ら言
とえ
もな

い

や
や嘉

膓
る

非

翻
募
る

無

回

答

呑
ア

全 体
659

100.0

91586236294194
.241

.42.313.135.844、62.9

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 316
100.0

3733116146114 .3CO
.92.210.436.746.23.5

非製造業計
343

100.0

685312014884 .18172
,315,535,043.12.3

学校を除く非製造業 340
100.0 1.82215『2,左194▲f;22418

学 校
3

100.0

一 一 一21-4
.33-一 一66 .733.3一

従類 規棟別/100人 未満 87
100.0 ■a2279き282亨36驚2…39・

100人 以上 ～300人 未満
194

100.0

5530658454 .152
.62.615.533.543.32.6

300人 以 上～1000人 未満 202
100.0

362472898423 ,1
.53.011.935.644.14.O

1000人以上～印OD人未満
124

100.0

一15556124
.44-0 .84.044.449.21.6

駁〕00人以上 38
1000

一 ー ー|32324
.64-一 一34 .26055.3

都道府県別/北 海道
19

100.0

一 一141224
.65--5 ,321,163,210.5

東 北
31

100.0

一2491334
.1ε一6 .512.929.041.99.7

関 東(首 都圏除く)
19

100.0
2-539-3 .8S10

.5-26.315.847.4一

首都圏(1都3県)
257

100.C
77289211944 .222

.72.710.935.846.31.6

甲信越 ・北陸
59

100.0

一3122420-4
.03-5 .120.340.733.9一

中 部 91

1000

一314373344コ5

-3 ,315,440,736.34.4

近 畿 128
100.0

一 一18505734
.3--14 ,139,144.52.3

中 国
19

100.0

一 一261014
.44--10 ,531,652.65.3

四 国 10
100.0

一 ー 一4514

.56-一 一40 .050.010.0

九州 ・沖縄
26

100.0

一 一271614
.56--772696153 .8

220



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ

妾
ル数

Q1㊤ 一2eマ ーケ ッ トプ レイス

ま

藁
沓

あ

靖
日

ど
ち
ら言
とえ
もな

い

や

礪
募
る

非

鵠
募
る

無

回

答

呑
ア

全 体 61

1000 ,…181占241言311914§.》 …

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 25
100.0 山2482α82481281。6…

非製造業計 36

100.0 2↓1。;2τ18361↑1.12↓351

学校を除く非製造業 36
100.0 、;1。 §271836191設 。 い51

学 校 二
一_一 ー ー ー

ー

一_一 一 ー 一

従業員規模別/100人 未満
3

1000 =:669二33↓:367

100人以 上 ～3〔D人 未 満 14

1000 =212212,α;:パ331

30D人 以上 ～1000人 未 満 14
100.0 パ21.221.22a(21.2:336

100D人 以 上 ～500D人 未満 12
1000 8↓,↓25き3aき1詩a↓34・

駒OD人以上
17

1000 :236、391品1品178・36

都道府県別/北 海道 2
100.0

一 一 一11-4
.5C-一 一50 .050.0一

東 北 3
1000

一111--3
.OC-33333333 .3-一

関 東(首 都圏除く)
1

1000

一 一1-一 一3
.OC--100 .0-一 一

首都圏(1都3県) 29
100G aム2413181.》1361α § ・15

甲信越 ・北陸
3

100.C 3辻33↓=33↓::233

中 部 9
100.0 二11」22;5⊇11」=367

近 畿 10
1000

一 一25123
.8ε一 一20 .050.0|O.020.0

中 国
1

1000 二1。。↓:=:=…

四 国
2

100.0

一 一 ー 一2-5
.00-一=-100 .0一

九州 ・沖縄 1
1000

一 一 一1--4
.OC-一 一1000-一

〉

一221一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ

膓
ル
数

Q13S-3デ ータ ウエ アハ ウス

ま

霞
目

あ

藁
日

どち

ら言
とえ
もな

い

や

礪
募
る

非

翻
募
る

無

回

答

ろ
ア

全 体 74
1000 :912728473§1。 §5236e

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
40

100.0

一21317533
.68-503254251257

.r5

非製造業計 34
100.0

一571831
3.5ε一|4 .720.652.98.82.9

学校を除く非製造業 34

1000

一5718313
.5ε一14720

.65298.82.9

学 校 :
一 一 ー ー ー 一

一

__一 一 一 一

従業員規模別/100人 未満
8

100.C

一124-13
.43-12

,525.05α0-12.5

100人 以上～30D人 未満 15
100.0

一3372-3
.53-20 .02α046.713.3一

3コ0人以上～1000人 未満 20
100.C

一1793-3
.7C-5

.035.045.015.0一

10改〕人以上～印00人未満 16
100.0

一2410--3
.5C-12 .525.062.5-一

㎜ 人以上 11

100.0 =:27§27§1晶27§a8ε

都道府県別/北 海道 4
100.0

一 一 一2114
.33

-一 一50 .025.025.0

東 北 1
100.0

一1-一 ー 一2
.OC-100 .0-一 ー 一

関 東(首 都圏除く) 2
100.0

一 一 一11-4
.5C-一 一50 .050.0一

首都圏(1都3県) 35
100.0 :2↓311ム4a1111 .量5～a73

甲信越 ・北陸
6

100.0

一 一24--3
.67--33

.366.7-一

中 部 7
100.0

一142--3-4

-14357128 .6-一

近 畿 15
100.0

一138213
.79-6 ,720,053,313.36.7

中 国
1

100.0

一1-一 一 一20C

-100 .0-一 一 一

四 国` =
__一 一 ー ー

一

_一 一 ～ 一 一

九州 ・沖縄 3
1000

一2-1--2
.67-66 .7-333-一

＼

一222一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ

妾
ル
数

Q1㊦ 一4CRM

ま

藁
日

あ

藁
奈

ど
ち
ら言
とえ
もな

い

㌔
曇

藷裏

冒

無

回

答

吾
ア

全 体 100
100.0

5319422563 .84503019
,042,025,060

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 44
100.0

22523753
.79454.511452315911.4

非製造業計 56

100.0

3114{91813
.875

.41825.033.932.11.8

学校を除く非製造業 56
100.0 5i1、 き25163a18321!1ム387

学 校 二
一 一 ー ー ー ー

ー

ー ー ー ー 一 一

従業員規模別/100人 未満 11
100C

一13421
3.7C-9127336418 .29.1

100人 以 上～300人 未 満 31
100.0 126『 二1263218、 晶 晶38・

300人 以上 ～1000人 未 満 22
100.0

一16114-
3.82-4 .527.350.018.2一

1000人以上～駒00人未満 15
100.0

一 一294-4
.13一 一13

.360026.7一

印00人以上 18
1000

1137333 .67565616
,738.916716.7

都道府県別/北 海道 4
100.0

一 一 一 一315

.OC-一 一 ー75
.0250

東 北 2
100.0

一 一1-1-4

.OC--500-50 .0一

関 東(首 都圏除く)
6

100:0
1--41-3

.6716
.7--667167一

首都圏(1都3県) 44
1000

33421103
686.89147.722.76.83・78

甲信越 ・北陸 3
100.0

一 ー 一3--

4.00-一 一1000-一

中 部 11
100.0

一 一52313
.8C--45518 ,227,391

近 畿 20
100.0

1-67513
.795.0-30,035,025.05.O

中 国

'3

100.0

一 一211--

3.3e--66
.733.3-一

四 国 3
100.0

一 一111-
4.OC--33333

.333.3一

九州 ・沖縄
4

1000

一 ー 一31-

4.25-一 一75 .0250一

一223一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ

ヲ
ル
数

Q1苦5SCM

ま

霞
R

あ

靖
日

ど
ち
ら言
とえ
もな

い

㌔
碧

翻
ξ

無

回

答

互
ア

全 体 92
1000 。 § 、6121占444;,。 弓 。 量 …

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 50
100.0 、↓ 。↓ 。65228,♂5晶 ・13

非製造業計
42

100.0 。 §.〒1。1,。19311き 。6…

学校を除く非製造業 42
100.0 。 … バ1。;,。1ラ311き 。 § …

学 校 二
_一 一 ー ー 一

一

___一 一 一

継 則 働/100妹 満 6
1000

一 一21214
.OC--33 ,316,733,316.7

100人以上～300人 未満
20

100.0 5↓1。6158、 。82α61σ6367

300人 以上 ～1000人 未満 26
100.0 7亨 弓1。 》3α §3。8=・77

1000人 以上 ～駝00人 未満
21

100.0 =:4↓611言33乙=42⊆

㎜ 人以上 17
1000

一 一 一10524
.33-一 一58829 、41|8

都道府県別/北 海道
1

100.0

_一 一 ー 一1 -
_.一 一 一 一100.0

東 北 5

100.0 =4α62α 占=、 σ6=3・ ・

関 東(首 都圏除く)
4

100.C

一 ー 一2|14
.33-一 一50 .025.025.0

首都圏(1都3県)
46

100.0 4…2▲13852弓,61雫 。 ▲ag・

甲信越 ・北陸
7

100.0 風 ▲ 風 ↓:、 。 §,。 …=3・ ・

中 部 6
100.0 ::16}33…5α8=433

近 畿 17
100.0 =:11 .641.;、 。 §11.642・

中 国
3

100.0

一 一111-4
.OC--33 .333、333.3一

四 国 =
_一 ー 一 一 一

一

__一 ー ー 一

九州 ・沖縄
3

100.0

一 ー 一21-4
.33-一 一667333一

一224一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ
ン

元
数

Q1鉛 一6ト レーサ ビ リテ ィ ・OCM

ま

霞
目

あ

藁
沓

ど
ち
ら言
とえ
もな 、い

や
や蕩

募
る

非

簡
募
る

無

回

答

蚤
ア

全 体 85
1000

一11835283
4.1C-1221 ,241.23293.5

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 38

100.0 二 二158421!3416ぱ42C

非製造業計 47
10α0

一112|915-4
.02-2125540 .431.9一

学校を除く非製造業 47

1000

一1121915-4
.02-2125540 .431.9一

学 校 =
__一 ー ー ー

一

__一 ー 一 一

従業員規模別/100人 未満
13

1000

一 一544-3
.92--38 .530.830.8一

100人 以 上～300人 未 満 27
1000 =:1aξ4α1}37i8。}41・

300人 以 上～1000人 未満 16
10α0

一 一376-4-9

--18843 .8375一

100D人以上～駒00人未満 18

100.0

一13104-3
.94-5616755 .622.2一

ヨ〕OO人以上 10

100G・ ==2α62。34。62α6425

都道府県別/北 海道 2
100.0

一 一 一11-4
.5C-一 一50050 .0一

東 北 4
10α0

一 一112-4
.25--25 .025.050.0一

関 東(首 都圏除く) 3
100.0

一 一111-4
.OC--33333333

.3一

首都圏(1都3県) 40
10α0 =2占2518451825182;395

甲信越 ・北陸
4

1000

一 一13--3
.75--25 .075.0-一

中 部 12
1000

一 一35314
.OC--25 ,041,725.08.3

近 畿 12

1000

一 ー 一2914
.82-一 一16 、775.08.3

中 国 3
1000

一 一21--

3.33--66733 .3-一

四 国 2
1000

一 一 一2--4

.OC-一 一100 .0-一

九州 ・沖縄 3
1000

一 ー 一12-4
.67-一 一33366 .7一

一225一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ

ヲ
ル
数

l

Q1$-7ネ ットバ ンキ ング/ト レー ド

ま

藁
薩

あ

靖
日

ど
ち
ら言
とえ
もな

い

や

蕩
募
る

非

簡
募
る

無

回

答

蚤
ア

全 体 152
100.0

一5166560・64
.23-'33|0542839 .53.9

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 59
100.0

一18262044
.18-1 ,713,644.13396.8

非製造業計 93
100.0

一48394024
.26-4 、38.641.943.02.2

学校を除く非製造業 90

10α0

一48373924
.26-4 .48.941.143.32.2

学 校 3
1000

一 ー 一21-4

.33-一 一66733 .3一

従業員規模別/100人 未満
22

100.0

一23107'-4
.OC-9 .1.13.645.531.8一

100人 以 上～300人 未満 41
100.0

一16141734
.24-2 ,414,634,|41.57.3

300人 以上 ～1000人 未満
45

100.0 =42a644223兇1㌶421

1αX)人以上 ～印00人 未満 28
100.0 ==弓,。1↓531き=4・ ・

旺0人以上 14

100.0 ==,164§21 .2,1415

都道府県別/北 海道 5
100.0

一 ー 一23-4
.6C

-一 一40 .060.O一

東 北"
9

100.0 =11 .1=33§55き=433

関 東(首 都圏除く)
7

100.0 =]▲1辻1辻5品 二414

首都圏(1都3県) 58
1000

一110281724
.0⊆-1

.717248.329.33.4

甲信越 ・北陸
9

100.0 =11」11」44`33§:▲ ・C

中 部 17
100.0

一119514-3

-5 .95,952,929,415.9

近 畿 29
100.0 ==6…3τ1↓511亨3ム446

中 国
8

100.0

一 一14]24
.OC--12 ,550.012525.0

四 国
4

100.C

一 一 一22-4
.5C-一 一50 .050.0一

九州 ・沖縄 6
1000

一 ー 一15-4
.83-一 一 ・16783 .3一

一226一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ

妾
ル
数

Q1㊦ 一8BtoBそ の他

ま

藁
㍑

あ

藁
奮

ど
ち
ら言
とえ
もな

い

や

璃
募
る

非

蕩
蕩
る

無

回

答

呑
ア

全 体
6

1000

一 一 一2314
.6C-一 一33350 .016.7

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 1
1000

一 一 ー 一1-5
.OC-一 ・一 一100 .0一

非製造業計 5

100.0

一 一 一2214
.5C-一 一40 .040.020.0

学校を除く非製造業 5
100.0

一 一 一2214
.5C-一 一40 .040020.0

学 校 :
一 一 ー ー ー ー

一

__一 ー 一 一

従業員規模別/100人 未満
1

1000

一 一 一 一 一1 -
一 一 ー 一 一100 .0'

100人 以上 ～300人 未 満
2

100.0

一 ー 一11-4
.5C-一 一50 .050.0一

3CO人 以上 ～100⊃人未 満 1
|000

一 一 ー 一1-5

.OC-一 ー 一100 .0一

'1(m人 以上～㎜ 人未満 2
100.0

一 一 一11-4
.5C-一 一50 .050.0一

印00人以上 =
_一__F_一

一

__一 一 一 一

都道府県別/北 海道 :
_一 ー ー ー 一

一

_一 一 ー 一 一

東 北 1

1000

一 一 一1--4
.OC-一 一100 .0-一

関 東(首 都圏除 く) =
__一 一 ー 一

一
._一 一 ー ー 一

首都圏(1都3県)
1

|000

一 一 ー 一1-5
.OC

-一 一 一100 、0一

甲信越 ・北陸 =
_一 一 一 一 ー

一

_一 ー ー 一 一

中 部 2

1000

一 一 ー 一2-5
.OC-一 一 一100 .0一

近 畿
1

1000

一 ー 一1--4
.OC-一 一100 .0-一

中 国 =
__一 ー ー 一

一

__一 ー 一 一

四 国 1
100.0

一 一 ー ー 一1
-

一 一 ー ー 一100 .0

九州 ・沖縄 :
_一 ー ー 一 一'

一

_}一 一 一 一

ノ

一227一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ
ン

z
数

Q1鵠 一9会 員 制ネ ッ トサ ー ビス

ま

霞
目

あ

藁
日

ど
ちら言

とえ
もな

い

や

蕩
ε
る

非

蕩
蕩
る

無

回'

答

ろ〆 ア

全 体 77
1000

1119252564 .01|31
.324.732532.57.8

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 21
1000

一 一47734
.17--19 ,033,333,314.3

非製造業計 56
100.0

1115181833 .961
.81.826.832.|32.15.4

学校を除く非製造業 54

100.0 1.↓1.↓2τ1き2。1ξ,31§ ⊇ag6

学 校 2
|00.0

一 一 一2--4

.OC-一 一100 .0-一

従業員規模別/100妹 満 8

1000

一 ー 一3414
.57-一 一37 。550.012.5

100人 以上 ～300人 未満 14
100.0

一 一53514
.OC--35 ,721,435.77.1

300人 以上 ～1000人 未満 14

100.0

一 一64313
.77--42 ,928,621.47.1

1000人 以 上～5000人 未満 25
100.0

11689-3 .924
.04.024、032.036.0一

5〕00人以上 13

1000

一 一24434
.2C--15430 .830823.1

都道府県別/北 海道
4

100.0

一 一11114
.OC--25 ,025,025,025.0

東 北 :
__一 ー ー ー

一

_一 一 一 一 　

関 東(首 都圏除く) :
一 ー ー ー ー 一

一

__一 ー 一 一

首都圏(1都3県)
39

100.0 2↓ 。 ム 、α §,α1§,516β4・ ・

甲信越 ・北陸
5

τ00.0

一 一221-3
.8C--40 .040.020.0一

中 部 5
100.0

一 一311-3
.6C--60

.020.020.O一

近 畿 15
100.0

一 一36424
.08--20

,040,026,713.3

中 国
4

100.0

一 一'121-4
.OC--25 .050.025.0一

四 国
2

100.0

一 ー 一11-4
.5C-一 一50 .050、0一

九州 ・沖縄
3

1000

一 一1-2-4
.3e--333-667一

一228一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ

ヲ
ル数

Ql㊦ 一10ネ ッ トシ ョッ ピン グ'

ま

藁
'日

あ

藁
奮

どち

ら言
とえ
もな

い

雪
曇

翻
ξ

無

回

答

呑
ア

全 体 125

100.0 =13112632394》151》 。 乙 ・5・

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 46
100.0

一61613653
.46

-13034828 ,313,010.9

非製造業計 79
100.0

一1117361323
.66-13 ,921,545,616.52.5

学校を除く非製造業 77
1000 =141↓,。1§45;§1ピ § 。 … ・67

学 校 2
1000

一 一11--3

.5C--50 、050.0-一

篠 韻 脚 」/100妹 満 20
100.0 二:351,。82詰1α6・89

100人 以上～30D人 未満' 23
100.0

一678113
.1ε一26 .130.4・34.84.34.3

30D人 以上～1000人 未満 27
10α0

一49113『34ε

一14
.833。340.711.1一

10コO人以上～印00人 未満 37
100.0

一57178-376

-13 、518.945.921.6一

蜘 人以上 14

100.0

一2332435C

-1432142仁414328 .6

都道府県別/北 海道
『3

10α0

一 ー 一1114
.5C-一 一33 .333.333.3

東 北 4
100.0

一 一31--3

.25--75:025 .0-一

関 東(首 都圏除く)
1

100.0

一1-一 ー 一2
.OC-100 .0-一 ー 一

首都圏(1都3県)
58

100.C

一517221133
.7-8629 ,337,919.05.2

甲信越 ・北陸
9

100.O

一53-1-2
.67-55 .633.3-11.1一

中 部 12
100.0

一235113
.45-16 .725.04L78.38.3

近 畿 26
100.0

一3613223
.58-11

.523.150.07.77.7

中 国 =
_一 一 一 一 ー

一

_一 一}一 一

四 国 4
100.0

一 一 一31-4
.25-一 ー75 .025.0一

九州 ・沖縄
7

1000

一1132-3
.86-143143429286一

N

－229一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

・

'

サ
ン
プル

数

Q1$-11ダ ウ ンロー ドサー ビス

ま

霞
目

あ

靖
日

ど

1ち_
b呂
とえ
もな

い

や

壇募

る

非

翻募

る

無

回

答

ろ
ア

全 体 29

100.0

14911313 .393
.413831037910334

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 10
100.0 =1α ↓3。 き3α82061α 占367

非製造業計 19
1000

13681-3
.265

.315.831.642.15.3一

学校を除く非製造業 17
100.0

一3581-
3.41-17 .629447159一

学 校 2
1000

1-1-一 一2
.OC50

.0-50.0-一 一

従業員規模別/100人 未満
6

100.0
1122--2

.8316
.716.733.333.3-一

100人以 上～300人 未 満 8

100.0

一2321-3
.25-25 .037.525.012.5一

300人 以上～1000人 未満 3
100.0

一1-2--

3.33-33 .3-66.7～ 一

1000人以上～印00人未満 6

100.0

一 一141-4
.OC--16 .766.716.7.一

50コO人以上 6
1000

一 一31113
.6C--500167167167

都道府県別/北 海道 =
_一 一 一 一 一

一

__一 ー 一 一

東 北 1

100.0

一1-一 ー 一2
.OC-100

.0-一 一 一

関 東(首 都圏除 く) =
一 一 ー 一 一 一

一

____一 占P

首都圏(1都3県) 16
100.0

1-56313 .6763-31 ,337,518.86.3

甲信越 ・北陸 ・
3

100.0

一 一12--3
.67--33 .366.7-一

中 部 4

100.0

一211--2
.75-50 .025.025.0-一

F近 畿 3

100.0

一111--3
.OC-33 .333.333.3-一

中 国 =
一 ー 一 一 一 一

ー

ー 一 一 ー ー 一

四 国 1
100.O

一 一1-一 一3
.OC--100 .0-一 一

九州 ・沖縄 1
100.0

一 一 一1--4
.OC-一 一100 .0-一

一230一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ

多
ル
数

Q13S-12ネ ッドオー クシ ョン

ま

霞
奈

あ

藁
日

どち

ら言
とえ
もな

い

や

璃
募
る

非

舗
蕩
る

無

回

答

日
ア

・全 体 7
100.0

一 一51-13

.17-.-71,414.3-|4.3

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 2
10α0

一 一 一1-1

4.OC-一 一500-50 .0

非製造業計 5
100.0

一 一5-一 一

3.OC--100 .0-一 一

学校を除く非製造業 5
1000

一 一5-一 一

3.00--1000-一 一

学 校 二
一 ー 一 一 ー ー

ー

ー ー ー ー 一 一

従業員規模別/100人 未満
2

100.0

一 一2-一 一

3.OC--100 .0-一 一

100人 以 上～300人 未 満 2
10α0

一 一1--1
3.OC--50 .0--500

300人 以上 ～1000人 未満 |
100.G

一 一1-一 一3

.OC--100
.0-一 一

10〔D人以上 ～5000人 未 満 1
100.0

一 一1-一 一

3.OC--100
.0-一 一

ヨ〕00人以上 1
100.0

一 一 一1--

4.OC-一 一1000-一

都道府県別/北 海道 :
一 ー ー ー ー 一

一
ー ー ー ー 一 一

東 北 :
一 ー 一 一 一 一

一
一 ー 一 一 一 一

関 東(首 都圏除く) :
_____._

一

一 一 一 ー 一 一

首都圏(1都3県) 2
100.0

一 一2-一 一3

.OC--100
.0-一 一

甲信越 ・北陸 =
一 －r-一 一

ー

一 一 一 一 ー 一

中 部 4
100.C

一 一3--1
3.OC--75 .0--250

近 畿 |
100.0

一 一 一1--

4.OC-一 一100 .0-一

.中 国 :
}一 ← 一 一 ー

ー
ー ー ー ー 一 一

四 国 =
一 ー ー ー ー 一

一
ー ー 一 一 一 一

九州 ・沖縄 :
一 一 一 一 一 一

ー

ー 一 一 ー ー 一

一231一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ

膓
ル
数

Q1㊦ 一13BtoCそ の他

ま

霞
目

あ

靖
日

ど
ち
ら言
とえ
もな

い

や

蕩
募
る

非

薗
;
る

無

回

答

呑
ア

全 体 20
1000 =5↓ 、5135乙1。81。6・67

主分

析
ク
ロ
ス軸

産業別/製 造業計
3

100.0

一 一2-1-3
.67

--66 .7-33.3一

非製造業計
17

100.0 :5↓2。14.;11 .§11.…a67

学校を除く非製造業 15
100.0 =。},3§ 、σ8の1a§354

学 校
2

100.0

一 ー 一11-4
.5C-一 一50 .050.0一

従業員規模別/100人 未満
3

1000 二=33▲3a↓33↓=4・C

100人 以上～300人 未満 8
100.0 =二62§256二126329

300人以上～℃OD人未満
6

100.0 :1訂1。},。 §1。 いd・6C

100D人 以上～印OO人 未 満 1
100.0

一 一 一1--4
.OC-一 一100 .0-一

印00人以上 =二
_一 ー ー ー ー

一

__一 ー 一 一

都道府県別/北 海道
1

100.0

一 ー 一1--4
.OC

-一 一100 .0-一

東 北 2
100.0 =5α ↓=:5。 ↓=・5C

関 東(首 都圏除く) :
_一 ー 一 一}

一

_一 一 ー ー 一

首都圏(1都3県)
5

100.0 二:4α66α8==36・

甲信越 ・北陸
2

100.0

_一 一 一115
.OC

-一 一 一50 .050.0

中 部 4
100.0 二:25↓5α625↓=4・C

近 畿 1
1000

_一 ー ー 一1
-

_一 ー ー 一100 .0

中 国 :
一_一 一 ー ー

一

__一 ー ー一

四 国
一

1
100.0 二 二m↓ 二=:…

九州 ・沖縄
4

1000 ::75825↓=:a25

●

一232一



サ
ンフ

ル
数

Q|5CIOの 有無
サ
ン。
フ
ル

数

Q1〔£QICIOの 形態

置
い
て
い
る

置
い
て
い
な
い

無

回

答

部C
籔門1
シの ○
ス長 を
テが 兼
ム 任

の
形
で か
役 ら
員選

任

他役
の暴

鴇
O任

CC
EI

纏葎

そ
の
他

無

回

答

全 体 1893

1000

433142535

2297531.8
433

100.0
127392243751

2939.051785120.2

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639
100.0

160470⊆

25,073,6]4

160
100.0

3818871421
23.811.354.48.81.30.6

非製造業計 1254

100.0

27395526

21.87622.1
273

100.0
8921137233-

32.67.750.28.41、1一

学校を除く非製造業 1158
100.0

25488618
21.976516

254
1000

8121127223-

3|98.350.08.71.2一

学 校 96

1000

19698

19871.98.e
19

1000
8-101--

42.1-52.65.3-一

篠 員麟 弱1」/↑co人未満 459
100.0

5339313
川.585628

53

1000

13127102-

2451.950.918、93.8一

100人 以上～300人 未満 654

100.0
12052113

18.37972C
120

1000
43855122-

3586745.8耳0.017一

300人 以上 ～1000人 未満 455
1000

1283225
28.17081.1

.

128
1000

4513609-1
35.210246,970-0.8

℃00人以上～印00人未満 226
1000

941311
4165800.4

■

94
100.0

2210593--

23.410662.832-一

㎜ 人以上 43
100.0

2914-
674326一

.

29
1000

251921-
691726556934一

都道府県別/北 海道 86
100.0

20642
2337442.q

■

20
1000

8192--
40050450100-一

東 北 132

1000

22106422

1678033C1000

■

.

.

■

.

.

.

.

.

9193--

40.94.54α913.6-一

関 東(首 都圏除く)
55

1000
1142211

20,076.43ε100.0

4-6-1-

36.4-54.5-9、1一

首都圏(1都3県) 658
1000

|78472〔 ヨ178

2717171.2100.0

411910214|1
23.010.757.37.90.60.6

甲信越 ・北陸 163
100.G

37123337
22.77551.8100.0

84214--

21.610.856.810.8-一

'中 部 256
1000

57195457
22,376.2161000

212304--

3683.55267.0-一

近 畿 283
1000

67211567

23.774.61ε100.0

2272891-

32.810.44|.813.41.5一

中 国 96
1000

1083310
104865311000

32311-

30.020.030.010.0100一

四 国 48
100.0

741-7
146854-100.0

214-一 一

28.614.357.1-一 一

九州 ・沖縄 115
1000

2487424
20975735 1000

9212-1-

3758350、0-4.2一

一233一



サ

ヲ
ル数

Q1〔湿C
IOを 置か
ない理由

必
要
は

薩

必 て対
い応
るで
が き

、 な
い

無

回

答

全 体
1425

100.0

6257406C
43.95L94.2

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
470

100.0
19225622

40,954.54.7

非製造業計 955

100.0

4334843ε

45.350.74.C

学校を除く非製造業 886
100.0

40744633
45,950.33.7

学 校 69

100.0

26385
37,755.17.2

従業員規模別/100人 未満
393 2031721ε

100.0噛51.743.84.6

100人 以上 ～300人 未満
521

100.0

234271噛16

44,952.03.1

300人以上～1〔m人未満 322
100.0

12418711

38,558.13.4

1000人以上～印00人未満
131

100.0
40829

30,562.66.9

5000人 以上 14
100.0

2102

14.3「71.414.3

都道府県別/北 海道
64

100.0
30304

46,946.96.3

東 北 106

100.0

48526
45,349.15.7

23181
54,842.92.4関 東(首 都圏除く)

42

100.0

首都圏(1都3県)
472

100.0
2042482C

43,252.54.2

甲信越 ・北陸
123

100.0
6060e

48,848.82.4

中 部 195

100.0

651246
33,363.63.1

近 畿
211

100.0
9410512

44,549.85.7

中 国
83

100.0

30503
36,160.23.6

四 国
41

100.O

23162
56,139.04.9

九州 ・沖縄
87

100.0
4737e

54042.53.4

一234一



-

、

サ

ンフ

ル
数

Q16CIOに 期待する機能

合略
し
た
1

とT
適 職

1価

Tと

誓
㌶

騨1
シ の'
ス 人

テ 的
ム

セポキ リ対

ユシ
リ1
テの
イ

シ1ク
スTチ
テア ヤ
ム1の等 ま確

の ア ⊥L

ア ンル
ウ グ1ト時 ル

ソ のの」 確

ン ⊥L

黄
門ル
と1

ユ のル
1開 の

罐竪

そ
の
他

無

回

答

全 体 1893
100.0

8536534834984072123214899
45,134,525,526,321,511,217.00,247.5

口'

ス軸

産業別/製 造業計 639
100.0

303226152|5513869981299
47,435,423,824,321,610,815.30,246.8

非製造業計 1254
100.0

550427331343269143223360C

43.934.126.427.421.511.417.80.247.ε

学校を除く非製造業 1158
100.0

5193963023092461332012553

44.8'34.226.126.721.21L517.40.247.ε

学 校 96
100.0

313|2934231022147
32.332.330.235.424.010.422.91.049.C

従業員規模別/100人 未満
459

100.0

138928887853842-28C

30.120.019.219.018.58.39.2-61.C

100人 以上 ～300人 未満 654
100.0

2812091691721407311|2321
43,032,025,826,321,411,217.00,349.1

300人 以 上～1000人 未満 455

100.0

229.190131|37108491022188

50.341.828.・830.123.710.822.40.441.3

Km人 以上～〔㎜ 人未満 226
100.0

1471166272514150・-73

65,051,327,431,922,618,122.1-32.3

5000人 以上 43
100.0

3629.1619986-7
83,767,437,244,220,918,614.0-16.3

都道府県別/北 海道 86
100.0

38262119|91318-41
44.230.2.24.422.122.115.120.9-47.7

東 北 132
100.0

44393533231026-74
33,329,526,525,017.47,619.7-56.1

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
232021121187-25

41,836,438,221,820,014,512.7-45.5

首都圏(1都3県)
658

100.0
324255151181142801063301

49,238,822,927,521,612,216.|0,545.7

甲信越 ・北陸
163

100.0
78555048432633-66

47.933.7・30.729.426.416.020.2-40.5

中 部 256
100.0

128917976612145-111

50,035,530,929,723.88,217.6-43.4

近 畿 283
100.0

125956963.622745-142

44,233,624,422,321.99,515.9-50.2

中 国`
.

96
100.0

2519161711512-6C
26,019,816,717,711.55,212.5-62.5

四 国 48
100.0

1914111610106-23
39,629,222,933,320,820,812.5-47.9

九州 ・沖縄
115

100.0
483930332412'23156

4L733.926.128.720.910.420.00.9、48.7

一235一



サ

ヲ
ル
数

Q16SQlCIOが 実際 に行 って いる役割

合 略
しの
た
1

とT
適 戦

1月…価

議
㌶

鞠
シの'
ス 人
テ 的
ム

セ ポキ リ対

ユシ策

リ1と

云疇

シ1ク
スTチ
テア ヤ
ム1の等 ま確

の ア ⊥L

ア ンル
ウグ1
ト時ル
ソのの1壁

シ1立

社 門ル
内 と1
ユ のル
1開 の

罐整

6
他

無

回

答

全 体 433
1000

271221155|451045384652
62651035833.524.0|2.219.41.4|2.C

ロ
ス軸

産業別/製 造業計
160

100.0
112804846361932116

70.050.030.028.822。511.920.OO.610.C

非製造業計 273
100.0

15914110799683452536

58,251,639,236,324,912,519.01,813.2

学校を除く非製造業 254
1000

150|361019|653452532

59153539,835,825,6可3,420.52,012.6

学 校 19
1000

95683-一 一4

47426331.642.115.8-一 一21.1

従業員規模別/100人 未満
53

100.0

272321|31458-5
50,943,439,624,526.49,415.1-9.4

100人以上～ ㎜ 人未満
120

100.0

724844・4736202821ε

60.040.036.739.230.016.723.31.715.C

300人 以上～1000人 未 満
128

100.0

746948393315'24415
57,853,937,530,525,811,718.83,111.7

1000人以上～印00人未満
94

100.0

6856322914716-11

72.359.634.030、914.97.417.0-|L7

駒00人以上
29

1000
2621814655-1

89772427648320717217.2-3.4

都道府県別/北 海道
20

100.0

119108254-2
55,045,050,040,010,025,020.0-10.C

東 北 22
1000

91288547-'3
40,954,536,436,422,718,231.8-|3.6

関 東(首 都圏除く)
11

100.0
3354412-4

27,327,345,536,436.49,118.2-36.4

首都圏(1都3県)
178

1000
1|7103596139212731ε

65757933,134,321,911,815.21,710.1

甲信越 ・北陸
37

100.0

22161511938-4
59,543,240,529,724.38,121.6-10.8

中 部 57
100.0

392819211571127

68,449,133,336,826,312,319.33,512.3

近 畿' 67
100.0 ,34?46鴉 、。る 、。隅 、。1§1。1、 。18=11.;

中 国
10

1000
52233.2311

50020020,030,030,020,030,010,010.C

四 国
7

100.0
33242-1--

42.942.928.657.128.6-14.3-一

九州 ・沖縄
24

100.0

〒131488735-5

54,258,333,333,329,212,520.8-20.8

一236一



サ
ン

z
数

Q171T投 資iの評価の実施状況 サ
ン

z
数

Q17SQ1評
価 を行わ
な い理 由

十護

誓
は
行 い

の つな
て い

齢 個
た別

轟
こで価
凝
しで施

6
他

無

回

答

評価

2
要なは

い

評感 対価 じ応

のてで
必 い き
要 るなをが

い

無

回

答

全 体
1893

1000

|266384781515C

6692034.10870

1266

100.0

2669802C
2LO77.41.6

主分

析ク

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639
100.0

40716128439
63725244066.1

1

407
1000

873155

21,477.41.2

非製造業計 1254
1000

8592235011111
68517.8400,989

859

100.0

17966515
20,877.41.7

学校を除く非製造業 1158
1000

794208501096
686180430983

794
1000

16961312

2L377.21.5

学 校 96
1000

6515-115
677156-10156

65
1000

10523
15,480.04.6

従業員規模別/100人 未満
459

】000
343566252

747|2.2130411.q

343
100.0

123・2146

35,962.41.7

100人 以上 ～300人 未満
654

1000
46310319663

70815.72.90,996

463
100.0

913666
19,779.01.3

300人 以上 ～1000人 未満 455
1000

30311023415
66624.25.10,933

303
100.0

342654

11,287.51.3

1000人 以上 ～i丈00人未満
226

100.0
1138619-8

50.03818.4-3.5

113
100.0

101021

8,890.30.9

ヨ〕00人以上 ・
43

1000

724102-
16355823347一

7

1000

一7-

-1000一

都道府県別/北 海道 86
100.0

5618417

65.120.94.71.28.|

56
100.0

9443
16.17865.4

東 北 132
1000

88323-9
66724223-6.8

'88

100.0
22651

25.073.91一

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
368416

65.51457.31.810.9

36
10α0

927-

25.075.0一

首都圏(1都3県)
658

100.0

41815537840

6352365.61.26、1

418
100.0 21997ヲ 鴛1.》

甲信越 ・北陸
163

100.0

118274113

72.41662.5068C

118

100.0

25903
2L276.32.5

中 部 256
1000

182478316
71118.431126q

182
100.0

341444
18,779.12.2

近 畿 283
100.0

1835812129
64.72054.20410.2

183
100.0

371442
20,278.71.1

中 国
96

100.0
71131-11

74.01351.0-115

71
100.0

18521
25,473.21.4

四 国 、,

48

1000

3262-8
667]254.2-16.7

32

100.0 2品7526=

九州 ・沖縄
115

10σ0

8|203-11
70,417.42.6-96

81

100.O

14661
17,381.51.2

一237一



〈Q19セ キュリティ対策への取 り組み状況 〉

'

サ

ンフ

ル数

α9-1外 部からの不正アクセス
サ
ン。
フ
ル

数

Q19-2コ ン

ピュー タウ
イルス対策

実

籍
み

検討

中
裏

e

無

回

答

実

警
み

検討

中
差芒

無

回

答

'全 体 1893
100.0

13383081628
70.716.38.64.

1893
100.0

17151193326

90.-66.3・1.71.4

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

450111433

70.417.46.75.

639
100.0

5853879
91.55.9L11.4

非製造業計 1254
100.0

8881971195(.

70.815.79.54.〔:

1254
100.0

1|30812617
90.|6.52.11.4

学校を除く非製造業 1158
100.0

8051861|84S

69,516,1|0、24.2

1158
100.0

1037792616
89.66.82.21.4

学 校 96
|00.0

831111
86.511.51.OL(:

96
100.0

932-1
96.92.1-1.0

従業員規模別/100人 未満
459

100.O
24999723i;

54.221.615.78.i

459

100.0

38146|814
83.010.03.93.1

100人以上～ 工D人未満 654
100.0

444124533(
67.919.08.15.(

654
100.0

58251129

89.07.8τ.81.4

300人 以上～1000人 未満 455
100.0

3665726(
80.412.55.71.:

455

100.0

4361621
95.83.50.40.2

100D人 以上～5000人 未満 226
100.0 8↓999駕2.91、i

226
100.0

2224--

98.21.8-一
L

印00人以上 43
100.0

411-1

95.32.3-2.〔

43
100.0

42--1
97.7--2.3

都道府県別/北 海道 86
100.0

62137'

72、|15.18.14.'i

86

100.0

805-1
93.05.8-|.2

東 北 132
100.0

991612!
75.012.19.13.{

132
100.0

11510.43
87.17.63.02.3

関 東(首 都圏除く) 55
100.0

31138:

56.423.614.55.i

55
100.0

44533
80.09.15.55.5

首都圏(1都3県) 658
100.0

506923921
76.914.05.93.

658
100.0

6113197
92.94.71.41.1

甲信越 ・北陸
163

100.0
1092526

66,915,316.01.

163

100.0

1471321

90.28.01、20.6

中 部 256
100.0

16939311
66,015,212.16. …

256
100.0

2341732
9L46.61.20.8

近 畿 283
100.C

190641611

67.122、65.74.1

283
100.0 9…5§619L§=

中 国
96・

100.0

592110i
61.52L910.46.1

96
100.0

85713
88.57.31.03.1

四 国
48

100.0

3158`
64.610.416.78.'.i

48
100.0

40341
83.36.38.32.1

九州 ・沖縄
115

100.C

81205

70.417.44.37.i

115
100.0

99925
86.17.81.74.3

」

一238一



.〈Q19セ キュリティ対策への取 り組み状況 〉

■

'

L

サ
ン
フ
ル
数

Q19-3な り

享紮罐 サ
ン。
フ
ル

数

Q19-4情 報経路の安全対策

毒
み

検討

中
藁

沓

無

回

答

実

警
み

検討

中

マ

差替
無

回

答

全 体 1893
100.0

303656759175
16,034,740.19.2

1893
100.0

738520488147
39,027,525.87.8

主
分析

ク
ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639

100.0

|012292515e

15,835,839.39.τ

639

100.0

26617415346
41,627,223.97.2

非製造業計 1254
100.0

202427508117
16,134,140.59.3

1254
100.0

472346335101

37.6'27.626.78.1

学校を除く非製造業 1158

100.0

177393477111
15,333,941.29.6

1158
100.0

43830731697
37,826,527.38.4

学 校 96
100.0

2534316
26,035,432.36.3

96
100.0

3439194

35,440,619.84.2

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
3912822468

8,527,948,814.ε

459
100.0

7312718772
15,927.'740,715.7

100人 以 上～3〔D人 未満 654
100.0

952232766C
14,534,142.29.2

654

100.0
24518917248

37,528,926.37.3

迎 人以上～1(XX)人未満 455

1・00..0

8017717424

17,638,938.25.日

455
100.0

2211308915
48,628,619.63.3

1000人以上～印00人未満 226
100.O

54966214
23,942,527.46.2

226
100.0

13654306

60,223,913.32.7

5000人 以 上' 43
100.0

261421
60.532.64.72.3

43
100.0

375-1
86,011.6-2.3

都道府県別/北 海道,
86

100.0
1330321|

15,134,937,212.ε

86
100.0

3317297
38,419,833.78.1

東 北 132
100.0

23385912

雪7,428,844.79.1

132

100.0

404141|C

30.33L13ピ17.6

関 東(首 都圏除く) 55
100.0

918235
16,432.74L89.1

55
100.O

1321165
23,638,229.19.1

首都圏(1都3県) 658
100.0

11925423946
18.138.636.37.C

658
100.0

32316413338
49,124,920.25.8

甲信越 ・北陸
'

163
100.0

2553769
|5,332,546.65.5

163
100.0

5456458
33,|34,427.64.9

中 部 256
100.0

408710722

15.634.041'.88.6

256
100.0

85698418
33,227,032.87.C

近 畿 283
100.0

47871|732

16.630、74|:31L3

283
100.0

117697027
41,324,424.79.5

中 国 96
100.0

7'334115
7,334,442,715.6

196
100.0

24352314
25,036,524,014.6

四 国 48
100.0

616197
12,533,339,614.6

・

48
100.0

1213167
25,027,133,314.6

九州 ・沖縄 115
100.0

.14394616

12,233,940,013.9

.

115
100.0

37343113
32,229,627,011.3

'
-239一



〈Q19セ キュ リティ対策への取 り組み状況 〉

サ
ンフ

ル数

Q19-5決 済等の安全対策
サ
ン。
フ

ル数

Q196個 人情報の安全対策

実

鶉
み

検討

中

マ

差替
無

回

答

実

籍
み

検
討中

マ

疋

芒

無

回

答

全 体
1893

100.0

1784001|1020ξ

9.421.|58.610.ε

1893
100.0

5|5763462153
27,240,324.48.1

ロ
ス軸

.

産業別/製 造業計
639

100.0
491483697〔

7.723.257.711.∠

639

100.0

14026318056

2L941.228.28.8

非製造業計
1254

100.0

129252741132

10.320.159.110.〔

1254
100.0

37550028297
29,939,922.57.7

」

学校を除く非製造業 1158
100.0

12423068012∠

10,719,958,710.7

1158

100.0

34144827891
29,438,724.07.9

学 校
96

100.0

522・61∈

5.222.963.58.∈

96
100.0

345246

35.454.24.26.3

従業員規模別/100人 未満
459

100.0

.278527271

5.918.559.316.:

459

100.0

8416514664
18,335,931,813.9

100人 以上 ～300人 未満
654

100.0

661343866〔

10,120,559,010.∠

654
100.0

17825916552

27,239,625.28.C

300人以上～旧00人未満
455

100.0

461042762≦

10,122,960.76.∠

455

100.0

13419510521
29,542,923.14.6

100⊃人以上 ～印00人 未満
226

100.0

2161τ25|〔

9,327,055.38.∠

226
100.0

79104349

35,046,015。04.C

5〕00人以上
43

100.0

12917〔

27.920.939.511.〔

43
100.0

231811
53.541.92.32.3

都道府県別/北 海道'
86

100.0
31559⊆

3,517,468,610.5

86
100.0

2037191C

23,343,022,111.6

東 北
132

100.0

1223821〔

9,117,462,111.∠

132
100.0

3750369

28,037,927.36.e

関 東(首 都圏除く)
55

100.0

71527∈

12.727.349.110.〔

55

100.0

1424134
25.5'43.623.67.3

首都圏(1都3県)
658

100.0
701393866〔

10,621,158.79.〔

658

100.O

20027314243
30.44L521.66.5

甲信越 ・北陸
163

100.0 ,隅25%,▲9占,.i
163

100.0

4171456

25,243,627.63.7

中 部
256

100.0

23561542〔

9、021.960.29.〔

256
100.0

66967321

25,837,528.58.2

近 畿
283

100.0
25601603{

8,821,256,513.'

283
100.0

621138028
21,939,928.39.9

中 国
96

100.0

8175511

8.317.757、316.",

96
100.0

27362013
28,137,520,813.5

四 国
.

48

100.0

410268

8.320.854.216.一

48
100.0

1016148
20,833,329,216.7

九州 ・沖縄
115

100.0

1324601〔

11,320,952,215.「

115

100.0

38462011

33.040.0・17、49.6

一240一



〈Q19セ キュリテ ィ対策への取 り組み状況 〉

サ
ン。
フ
ル

数

顎弘難
の安全管理 サ

ン。
フ
ル

数

Q19-8コ ン

テンツの不
正 使用 対策

藁
み

検討

中

マ

疋

芒

無

回

答

実

纏
み

検討

中

マ

歪e
無

回

答

全 体 1893
100.0

595830326|42

31.443.817.27.只

1893
100.0

299687735172
15,836,338.89.1

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

19528311051

30.544.317.28.C

639

100.0

9724424157
15,238,237.78.9

非製造業計 1254
100.0

40054721691
31,943,617.27.3

1254
100.0

202443494115
16,135,339.49.2

学校を除く非製造業 1158

100.0

37149120987
32,042,418.07.5

1158
100.0

185388474111
16,033,540.99.6

学 校 96

100.0
295674

30.258.37.34.2

96

100.0

1755204

|7,757,320.84.2

　撲 員醐IJ/100妹 満
459

100.G
9118312263

19,839,926,6|3.7

459
100.0

4713920568「
|O,230,344,714.ε

100人以上～ 諏〕人未満 654

100.0

|8230211852

27.846.218.08.C

654

100.O

952312686C

14,535,341.09.2

300人 以上 ～1000人 未満 455
|00.0

1642116614
36,046,414.53.1

455
100.0

75|861742C
16,540,938.24.4

1000人以上～蜘 人未満 226

100.0

10410014ε

46.044.26.23.5

226

100.0

55976014

24,342,926.56.2

5〕00人以上 43
100.0

3111-1
72,125.6-2.3

43
100.0

191743
44.239.59.37.C

都道府県別/北 海道 86
100.0

215087
24.458.19.38.1

86
100.0

1037309
11,643,034,910.5

東 北 132
100.0

4555257

34,141,718.95.e

132

100.0

18485511
13,636,441.78.3

関 東(首 都圏除く) 55
100.0

1922122

34、540.021.83.〔i

■

55
100.0

1016245

18,229,143.69.1

首都圏(1都3県) 658
100.0

247279924C
37,542,414.06.1

.

658
100.0

|3825521748
21,038,833.07.3

甲信越 ・北陸
163

100.0
388234⊆

23,350,320.95.5

■

163
100.0

1955827
11,733,750.34.3

中 部 256
100.0

691155319
27,044,920.77.4

■

256
100.0

348311524
13,332,444.99.4

近 畿 283

100.0

92109542e

32.538.519.19.{≡

■

283

100.0

449611132
15,533,939,211.3

中 国
96

100.0
2645151C

27,146,915,610.4

.

96

100.O 8.§34隅43鰭131i

四.国 48
100.0

1117164
22,935,433.38.3

.

48
100.0

610266
12,520,854,212.5

九州 ・沖縄 115
100.0

27551716

23、547.814.813.c

.

115`
100.0

12533317
・10

.446.|28.714.8

一241一



〈Q19セ キュリティ対策への取 り組み状況 〉
∫

サ
ン
プ
ル
数

Q19-9顧 客

礫耕繰 サ
ン。
フ
ル数

纏耀
萎
み

欝ぽ
中 な

し

無

回

答

■

■

実

籍
み

検
討中

マ

歪芒
無

回

答

全 体
1893

100.C

225694781193

1'L936.741.310.2

1893

100.0
■

405796535157

21,442,028.38.3

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
639

100.0
6723027369

10,536,042,710.ε

639
100.0

12727318455
19,942,728.88.6

非製造業計
1254

100.0

158464508124
12,637,040.59.9

.

1254

100.0
■

278523351102
22,241,728.08.1

学校を除く非製造業 1158
100.0

1454254711|7
12,536,740,710.1

1158
100.0

26247332895
22,640.82838.2

学 校 96

100.0

1339377

13,540,638.57.3

■

96

100.0

1650237

16,752,124.07.3

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
361432107C

7,831,245,815.3

459
100.0

6616916163

14.436.835∴113.7

100人 以上 ～ 工〔〕人未満 654
100.0

7023328764

10,735,643.99.ε

■

654

100.0
.

12627220056

19,341,630.68.6

3CO人以上～1(㎜人未満 455
100.0

6616319927

14.535、8'43.75.9

455
100.0

1122031202C
24,644,626.44.4

1α万人以上～迎 人未満
226

100.0

381145816

】6,850,425,-77.1

226
100.0

691093810
30,548,216.84.4

5〔〕00人以上 43
100.0

132334

30.253、57.09.3

43
100.0

241522
55.834.94.74.7

都道府県別/北 海道
86

100.0
835331C

9,340,738,411.6

86
100.0

1940189
22,146,520,910.5

東 北 132
100.0

20505012

15,237,937.99.1

132
100.0

3851349

28,838,625.86.8

関 東(首 都圏除 く)
55

100.0
623215

10,941,838.29.1

55
100.0

1218205

21,832,736.49.1

首都圏(1都3県)
658

100.0
9625824262

14,639,236.89.4

658
100.0

16129016146
24.544.124.57.C

甲信越 ・北陸
163

100.0
1950877

1|,730,753.44.3

163
100.0

2670625
16,042,938.03.1

中.部
256

100.0

169312324
6,336,348.09.4

256
100.0

46979122

18,037,935.58.6

近 畿 283
100.0

3294|2532

11,333,244,211.3

283
100.0

531198328

18,742,029.39.S

中 国
96

100.0
8353716

8,336,538,516.7

96
100.0

17432412
17,744,825,012.5

四 国
48

100.0 12.ξ311§43鈷12.1
48

100.0
716196

14,633,339,612.5

九州 ・沖縄
115

100.・0

14404219
12,234,836,516.5

115
100.0

26512315
22.644.320.013.C

一242一



〈Q19セ キュリティ対策への取 り組み状況 〉

サ
ンフ

ル数

Q19-11シ ステ ム障害対策
サ
ン。フ

ル数

、

Q19-12そ の 他

実

纏
み

検
討
中

星芒
無

回

答

覆
み 、

検討

中
裏

e

無

回

答

全 体 1893

100.0

71674029913

37,839,115.87.

. 1893

100.0

8・301441711

0.41.67.690.4

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639
100.0

240261904
37,640,814.17. …

639
100.0

21444579
0.32.26.990.6

'非 製造業計 1254
100.0

4764792099
38,038,216.77.

1254
100.0

6161001132
0.51.38.090.3

学校を除く非製造業 1158
100.0

447431』1938

38,637,216.77.

` 1158
100.0

613961043
0.5|.18.390.1

.学 校 96
100.0

294816
30,250,016.73.

96
100.0

一3489

-3 .|4,292.7

従業員規模別/100人 未満 459
100.0

124154|176(
27.033.625.513.{

459
100.0

295839C
O.42.012.685.C

100人 以上～300人 未満 654
100.0

2192821054{
33.543.116.17.:

654
100.0

31260579
0.51.89.288.5

30D人 以上～100コ人未満 455
100.0

2001905411
44.041.811.92..`

455
100.0

一617432

-L33
.794.9

1〔助 人以上 ～5CCO人 未満 226
100.0

・1248113i.

54.935.85.83.!

226
100.0

225217
0.90.92.296.C

印00人以上 43
100.0

3111-1
72,125.6-2.3

43
100.0

11-41
2.32.3-95.3

都道府県別/北 海道 86
100.0

30426ε

34.948.87.09.3

86
100.0

一 一284

--2
,397.7

東 北 132
100.0

52501911

39、437.914、48.i

132
100.0

一31011S

-2 .37,690.2

関 東(首 都圏除く)
55

100.0

201615

36,429,127.37. .
55

100.0

一 ー74ε

一 一12 .787.3

首都圏(1都3県)
658

{00.0
274257893

41,639,|13.55.

. 658

100.0

3739609

0.5L15.992.6

甲信越 ・北陸 163
100.0

527035
31.942.92L53.

163
100.0

1520137
0.63,112,384.0

中 部 256
100.0

91109411
35,542,616.05.

、256

…100.0

一3 、26227
-1 ,210,288.7

近 畿 283
100.0

11596472
40,633,916.68.

:283
100.0

2722252
0.72.57.889.C

/

中 国
96

100.0

2544151

26,045,815,612.

96
:100.0

22884
2.12.18.387.5

四 国 48
100.0

131316
27,|27,133,312.

48
.100.0

一 一444

--8
,391.7

九州 ・沖縄 115
100.0

4442161

38,336,513,9|コ..

115
100.O

一36106

-2
.65,292.2

.-243一



〈Q20情 報セキュリティ確保のための制度 ・サービスの認知 〉

サ
ン。
フ
ル

数

ω1コ ンビ

協 篇孟

1

サ

ンフ

ル数

㎝}2小 止ア

鯖る麟に
知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無

回

答

知
っ

て
い
る

知
ら
な
い

無

回

答

全 体 1893
1000

115468455
61036129

1893
1000

102680661
54.24263.2

ロ
ス軸

産業別/製 造業計
639

1000
4002192C

62634.33.1

639

100.0

35326323
55,241.23.6

非製造業計 1254
100.0

75446535

60,137.12.1

1254
100.0

67354338
53.743.33.C

学校を除く非製造業 1158
100.0

67944633
58,638.52.1

1158'

100.0

60651735
52,344.63.0

学 校
96

100.0

75192

78、11982.

96
1000

67263

69,827、13.1

従業員規模別/100人 未満
459

100.0

2092302C

45.550.14.∠

459

100.0

18624924
40,554.25.2

100人 以 上～3〔D人 未満 654
100.0

37925322

58,038.73.'

654

100.0

32130924

49,147.23.7

300人 以 上～100D人 未 満
455

100.0
309137⊆

67.930、12、C

455

100.0

2791661C
61,336.52.2

1〔m人以上～㎜ 人未満 226
100.0

181432

80,119.00.9

226
100.0

167581

73,925.70.4

5〔〕OO人以上
43

1000
412-

9534.7・ ・

43
1000

403-

9307.O一

都道府県別/北 海道
86

100.0 62『`33弓3.…
86

100.0

46373
53,543.03.5

東 北 132
1000

66597

50044.75.3

132
100.0

56697
42,452.35.3

関 東(首 都圏除く)
55

1000
36181

65532.71.8

55
100.0

24301
43,654.51.8

首都圏(1都3県)
658

100.0
44420014

67,530.42.1

658
100.0

39824317
60,536.92.6

甲信越 ・北陸
163

100.0

102565
62634.43.1

163

100.0

89695
54,642.33.1

中 部 256
1000

1451092

56642.60.`⊇

256
100.0

137日63

53,545.31.2

近 畿 283
100.0

1691059

59.737.13.う

283
100.0

15112111

53,442.83.9

中 国 96
100.0

三4644
。

47,945.86.⊇

96
100.0

35556
36,557.36.3

四 国
48

100.0
24222

50,045.84.2

48
100.0

24222
50,045.84.2

九州 ・沖縄
115

100.0
684]…

59135752

115
1000

66436
57.43745.2

一244一



〈Q20情 報セキュ リテ ィ確保のための制度 ・サー ビスの認知 〉

サ

膓
ル
数

璽襲
知

日
る

知

8
い

無

回

答

`全 体 1893

100.0

429138579

22,773.24.2

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

14446431

22.572.64.〈 ≡

非製造業計 1254

100.0

2859214ε

22.773.43.ε

学校を除く非製造業 1158
100.0

24187344

20,875.43.ε

学 校 96

100.0

44484

45,850.04.2

従業員規模別/100人 未満 459
100.0

6736428
14,679.36.1

100人以上 ～30D人 未満 654

|OOO

12649731
19,376.04.7

3CO人以上～1㏄0人未満 455
100.0

11233112

24,672.72.ε

1000人以上～㎜ 人未満 226
100.0

761464

33.6「64.61.8

印00人以上 43

100.0

321レ ー

74.425.6一

都道府県別/北 海道 86
100.0

13685

15,179.15.ε

東 北 132
100.0

2499ε

18,275.06.ε

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
11431

20,078、21.ε

首都圏(1都3県) 658・

100.0

17945524

27,269.13.6

甲信越 ・北陸
163

100.0
341245

20,976.13.1

中 部 256
100.0

501997
19,577.72.7

近 畿 283
100.C

6720214
23,771,4'4.9

中 国
、

96

100.0

・16746

|6,777.16.3

四 国 48
100.0

9372
18,877.14.2

九州 ・沖縄 115
100.0

26836

22,672、25.2

サ
ン
プ
ル
数

9

・

8

0

1

0

3

・

6

00

5

・

2

0

1

0

5

・

1

0

1

0

9

.
00

5

.

4

00
5

・

6

00

5

・

4

00

ク
一

・

2

00

4

・
00

8

・
00

3

◆

1

00

5

.
OO
5

・

6

00

6

.

1
00

5

◆

2

00

8

.

2
00

9

.
00

4

・
00

11

C20ト4

名法 に
く電

づ
名

知
っ
て
い
る

9
8

9

.

9
25

3

5

2

・

3

05

(◎
Q
)

7

"

6

35

-

只
)

6

25

5
7

6

.
76

8

3

02

5

2
2

2

"

3
94

3

6

5

・

2

55

9

Q
)

4

・

1

56

只
)
」4

3

・
88

2
5

5

1
2

6

.
64

知
ら
な
い

764

267
1.8

497
39.6

472
40.8

25
0

205
4.44.7

278

42.5

181
39.8

71
31.4

4

29
60..33.75.

551
41.712.1

2327
41.849.19.1

3962233
6.395.

8966
54.640.54.

1091301
42.650.86.

1391251
49.144.26.

4346
44.847.97.

2618
54.237.58.

60451

無

回

答

〔

⊂
」

3

・

τ

6

⊂

、
一
,

4

.

7

-

「■、

8

.
6

仁

㍉
「
'
、

7

.

6

r
(

'
,
」ぐ

6
∈

〔

4

・
0

∠

r「、

5

'
8

-

∈

ク
一

・
4

∈

一
,2

1

、

一245一



〈.Q20情 報セキュリテ ィ確保のための制度 ・サービスの認知 〉

r

膓
プ
ル数

鋤5プ ラ
イバシーマ
ーク制度

替

蓋
る

知ら

日

無

回

答

全 体 1893

100.0

662110312ε

35,058.36.ε

主分

析ク

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 1。8翌
2053854e

32,160.37.7

非製造業計 1254
100.0

4577187⊆

36,457.36.3

学校を除く非製造業 U58
100.0

41567172
35,857.96.2

学 校 1。.98
42477

43.84907.3

従業員規模別/100人 未満
459

100.0
10331244

22,468.09.6

100人 以 上～ εCO人未満 ヒ 1,8『6
19340556

29,561.98.6

300人 以 上～100D人 未満 1,6『1
17525822

38,556.74.8

1000人以上～蜘 人未満 1,621
134866

59,338.12.7

駒00人以上
1。.48

376-

86.0.140一

都道府県別/北 海道 1。.!8
31496

36,057.07.C

東 北 1。↓駕
338316

25,062,912.1

関 東(首 都圏除く) 1。.『き
13375

23,667.39.1

首都圏(1都3県) 1,8『8
29232739

44,449.75.9

甲信越 ・北陸

'163

100.0
511048

31,363.84.9

中 部 1。6『8
7216816

28,165.66.e

近 畿 1,69§ 339251『9♂1

中 国 1。.98 242869『16;

四 国 1.♂8 2α187。 驚a6

九州 ・沖縄 1,↓1き 364…55『 手 品

一246一



〈Q20情 報セキュ リティ確保のための制度 ・サー ビスの認知 〉

、

〉

'

サ
ン。
フ
ル

数 ・

促061.S'論 難 性
サ
ンフ

ル
数

ω7オ ン
ラインマーク制度

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無

回

答

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無

回

答

全 体 1893
100.0

5021256|3、

26,566.37.

1893
100.0

3041448141
16,176.57.4

、

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639

100.0

1734165

27,165.17.
639

100.0
8850051

13.878.28.C

非製造業計 1254
100.0

3298408
26.267.06..

1254
100.0

2169489C
17,275.67.2

学校を除く非製造業 1・158

100.0

3047767.

26,367.06.
1158

100.0
19787982

17,075.97.1

学 校 96
100.0

2564
26,066.77.1

96
100.C

19698
19,871.98.e

従業員規模別/100人 未満 459
100.0

623524!

13.576.79一

459

100.0

6135345

13,376.99.8

100人以上～3α)人未満 654
100.0

1304675!
19,971.48.

654
[100、0

・9450357

14,476.98.7

300人 以 上～1000人 未満 455
100.0

'131298
.21:

28.865.55.う

455

100.0

803472ε

17,676.36.2

1000人 以上 ～500D人 未 満 226
100.0

124951
54,942.03.1

226
100.0

44174ε

19.577.03.F

駒00人以上 43
100.0

376-

86.014.0一

43
100.0

18241
41,955.82.3

都道府県別/北 海道 86
100.0

21578
24,466.39.e

86
100.0

15638
17,473.39.e

東 北 132

100.0
219516132

15,972.01-2,|00.0
19951ε

14,472,013.6

関 東(首 都圏除く) 55
100.C

941555
16.4.74.59,1100.0

・7435

12,778.29.1、

首都圏(1都3県)
658

100.0
23937841658

36,357.46. 100.0

12449|4e

18,874.66.5

甲信越 ・北陸 163
100.0

371|8
22,772.44.

163
100.0

28127ε

17,277.94.9

中 部. 256
100.0

571801

22,370.37.
256

100.0
2721019

10.5`82.07.4

、近 畿 283
100.0

632011

22.371.』06.

283
100.0

392242C
13,879.27.1

、

中 国 96
100.0

1674
16,777.16.

96
100.0

9816
9,484.46.3

四 国 48
100.0

737

14.677.18.、

48
100.0

9354
18,872.98.3

九州 ・沖縄 115
100.0

3274
27,864.37.

115
100.0

2778「10

23,567.88.7

一247-1



〈Q20情 報セキュ リティ確保のための制度 ・サー ビスの認知 〉

サ
ン。
フ
ル

数

Cα十8シ ステム監査制度 1
Φ9情 報
セキュリテ
ィ監査制度

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無

回

答

サ
ン。フ

ル

数

知
っ
て
い
る

知ら

な
い

無

回

答

全 体
1893

100.0

89686713C

47,345、86.9

1893
100.0

801957135

42,350.67.1

ロ
ス軸

産業別/製 造業計
639

100.0

3162754ε

49,543.07.5

639
100.0

28630449

44,847、67.7

非製造業計 1254
100.0

58059282
46,347.26.5

1254

100.0

51565386
41,152.16.9

学校を除く非製造業
U58

100.0

52755576
45,547.96.6

1158
100.O

4686108C

40,452.76.9

学 校
96

100.0

53376

55,238.56.3

96
100.0

47436
49,044.86.3

従業員撒 別/100人 未満
459

100.0

11530044
25,165.49.6

459
100.0

10531044

22,967。59.6

100人 以上 ～3CO人 未満
654

100.0

26433654

40,451.48.e

654
100.0

23136756
35,356.18.6

3〔D人以上 ～100D人 未満
455

100.0

26816324
58,935.85.3

455
100.0

23819324

52,342.45.3

1㏄0人以上～㎜ 人未満
226

100.0

178435

78,819、02.2

226

100.0

161596
71,226.12.7

駒00人以上
43.

100.0
4021

93.04.72.ε

43
100.0

3931

90.77.02、3

都道府県別/北 海道
86

100.0

37418
43,047.79.e

86
100.0

36428

41,948.89.3

東 北
132

100.0

516417

38,648,512.9

132

100.0

466917
34,852,312.9

関 東(首 都圏除く)
55

100.0
24265

43,647.39.1

55
100.0

18325

32,758、29.1

首都圏(1都3県)
658

100.0

38223937
58,136.35.6

658
100.0

34527241
52,441.36.2

甲信越 ・北陸
163

100.0

6688⊆

40,554.05.5

163
100.0

60958
36,858.34.9

・ 中 部
'

256
100.0

1011371ε

39.553.57.C

256
100.0

871511ε

34,059.07.0

近 畿
283

100.0
1231411S

43,549.86.7

283

100.0

11115121
39,253.47.4

中 国
96

100.0
38526

39,654.26.3

96

100.0

28626
29,264.66.3

四 国
48

100.0
21261

43,854、22.1

48
100.0

21261

43,854.22.1

九州 ・沖縄
115

100.0

52531C
45,246.18.7

115
100.0

485710

41,749.68.7

一248一



〈Q20SQ1'情 報セキュ リティ確保のための制度 ・サー ビスの利用 ・導入状況 〉

サ

ンフ

ル数

犠 籔 サ
≧
フ
ル
数

⑭ 一5プ ライバシーマーク制度

利

口
導
入済

み

検
討
中

マ

疋芒
無

回

答

利
用

.

導
入済
み

検討

中
差

e

無

回

答

全 体 999
100.G

177270447105
17,727,044,710.5

662
100.0

5822132954
8,833,449.78.2

,

主

薪
名

㊨

産業別/製 造業計 323
100.0

5196|4531

15,829,744.99、

205

100.0

146211019

6,830,253.79.3

非製造業計 676
100.0

|26|743027
18,625,744,710.

457
|00.0

4415921935

9,634,847.97.7

学校を除く非製造業 61|
100.0

1141592746
18,726,044,810..

415
100.0

4414519729
10,634,947.57.0

学 校 65
100.0

12152811

18,523,143,115.∠

42
100.0

一14226

-33 ,352,414.3

従業員醐1]/100人 未満 208
100.0

31489831
14,923,147,114.

103
100.0

441481C
3,939,846.69.7

100人 以上 ～3CO人 未 満 322
100.0

47831632
14,625,850,69.

193
100.0

106710412
5,234,753.96.2

工C人以上～1(m人 未満 253
100.0

41661212
16,226,147.89.

175
100.0

22478818

↑2,626,950,310.3

1㏄0人以上～㎜ 人未満 149
100.0

3254501.
21,536,233.68.

134

100.0
14466311

10,434,347.08.2

㎜ 人以上 38
100.0

19143.

50.036.87.95.:
37

100.0
716131

18,943,235.12.7

都道府県別/北 海道 52

100.』0

51331,

9,625,059、65.1

31
100.0

410161
12,932,351.63.2

東 北
⑱

61
100.0

715301
11,524,649,214.1

33
100.0

37194
9,121,257,612.1

関 東(首 都圏 除く) 23
100.0

47111
|7,430,447.84.3

13
100.0

1561
7,738,546.27.7

首都圏(1都3県) 396

100.G

7412516|36

18,731,640.79.
292

100.0
331181|922

11.3』40.440.87.5

甲信越 ・北陸 89
100.0

16|94311
18,021,348,3|2.

51
100.0

28338
3,915,764,715.7

中 部 109
100.0

2218541
20,216,549,513.

72
100.0

519444

6,926,461.15.6

近 畿
馳

139
100.0

2535661
18,025,247.59.

95

100.0

928526 、
9,529,554.76.3

中 国 43
100.0

91216

20,927,937,214.
23

100.0

一7151

-30 ,465.24.3

四 国 26
100.0

5513
.

19,219,250,011.
10

100.0

一262

-20 .060.020.C

九州 ・沖縄 60
|00.0

102121
16,735,035,013.

42
100.0

117195
2.440.545.21L9

一249一



〈Q20SQ1情 報セキュ リティ確保のための制度 ・サービスの利用 ・導入状況 〉

サ
ン。フ

ル数

●61SMS適 合性評価制度 サ
ン。フ

ル数

Q2㊦ 一7オ ンライ ンマー ク制度

利用

・

導
入済
み

検
討
中

差

芒

無

回

答

利
用

.

導
入済

み

検討

中
差

芒

無

回

答

全 体
502

100.0

2919723739

5,839,247、27.ε

304

100.0

15651943C
4,921,463.89.9

主

爺

ζ

ゐ

産業別/製 造業計
、173

100.0

7688612

4.039.3'49.76.9

88

100.0
.

324538
3,427,360.29.1

非製造業計
329

100.0

2212915127
6,739,245.98.2

216
100.0

1241.14122

5,619,065,3|0.2

学校を除く非製造業 304
100.0

2112013924

6,939,545.77.9

197

100.0

123812819
6,119,365.09.6

学 校
25

100.0

19123
4,036,048,012.C

19
100.0

一3133

-15 ,868,415.8

従業員規模別/100人 未満
62

100.0 38

1
0,836.

一24326

-751 .6・9、7

61

100.0

210427

3.316.468.9|仁5

48729

955,・46.9

■
94

100.0

517639

5,318,167.09.6100人以上～3〔D人未満
130

100.0

・ 〔ロ〕人以 上～1〔m人 未満 131
100.0

853601C

6,140,545.87.6

■
80

100.0

319481C

3,823,860,012.5■
44

100.0

113282

2,329,563.64.51000人以上～駒00人未満
124

100.0

8535211
6,542,741.98.9

5COD人 以上
37

100.0

1015111
27,040,529.72.7

.

18

100.0

3591
16,727,850.05.6

都道府県別/北 海道
21

100.0 9,552.4
-10
-47 .6

2118-

38.1一

15
1000

2211-

13.313.373.3一

101

47.64.ε

19
100.0

12133
5.3.10.568.415.8

-232

-28 ,642,928.6

東 北
21

100.0

関 東(首 都圏除く)
9

100.0

1341
11,133,344,411.1

7

100.0

首都圏(1都3県)
239

100.0

20961071ε

8,440,244.86.7

■
124

100.0

832741C
6,525,859.78.1

28
1000

一6184

-21 ,464,314.3甲信越 ・北陸
37

100.0

10207二

27.054.118、 〈≡

27
100.0

15201

3,718,574.13.7中 部
57

|00.C
119352

1,833,361.43.5

近 畿
63

100.0
329283

4,846,044.44.ε

39
100.0`

27273
5,|17,969.27.7

中 国
16

100.0

一673

-37 ,543,818.ε

9
100.0

1-8-

1L1-88.9一

四 国
7

100.0

一142

-14 ,357,128.6

9

100.0

一153

-|| ,155,633.3

九州 ・沖縄
32

100.0

212144
6.337543,812.5

27

-00.0

一8154

-29 ,655,614.8

一250一



〈Q20SQ1情 報セキ ュ リティ確保のための制度 ・サー ビスの利用 ・導入状況 〉

サ

ン」フ

ル数

⑭ 一8シ ステム監査制度
サ
ン。
フ

ル数

C騰9情 報

‡i星縫
利
用

.

導
入済

み

検
討
中

差

替

無

回

答

利用

・

導入済

み

検討

中
藁沓

無

回

答

全 体 896

100.0

1482324288.
・16

.525.947.89.,

801
100.0

8826637176
11,033,246.39.5

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 316
100.0

60751473.
19,023,746,510.,

.
286

100.O

3794|253C

12,932,943,7}0.5

非製造業計 580
100.0

881572815.
15,227,148.49.

515
100.0

5117224646
9,933,447.88.9

学校を除く非製造業 527
100.0

87|442514
16,527,347.68.

468

100.0

5115822039

10,933,847、08.3

学 校 53
100.0

113301
L924.556.617.1

47
100.O

一14267

-29 ,855,314.9

=IJ/100人 未満 U5
100.0

732601ヒ

6,127,852,213.⊆

105

100.0

5345115
4,832,448,614.3

100人以上～ 工D人未満 264
100.0

1863・16221

6.923.961.48.1.'

231
100.O

147412815

6,132,055.46.5

300人 以上 ～1000人 未満 268
100.0

53641242.
19,823,946,310.1

238

100.0

307011523
12,629,448.39.7

1000人以上～印00人未満 178
100.0

4556591..
25,331,533,|10.1

161
100.0

29625317

18,038,532,910.6

印00人以上 40
100.0.

1912,6.
47.530.0115.07.

39
100.0

81993
20,548,723.17.7

都道府県別/北 海道 37
100.0

512191
13.532.451.42.'

36

100.0

3川211

8,330,658.32.8
、

東 北 51
1`00.0

61027・:

11,819,652,915.`

46
100.0

513235
10,928,350,010.9

関 東(首 都圏除く)
24

100.0
3415.;

12.516.762.58.:…

18
100.0

14121
5,622,266.75.6

首都圏(1都3県)
382

100.0
75|121623::

19.629.342.48.1…

345
100.0

4713013830
13,637,740.08.7

甲信越 ・北陸
66

100.0

71338;:

|0,619,757,612.1

60
100.0

415356
6.725.058.310.C

中 部 101
100.0

142258・`

13,921,857.46.{

87
100.0

924468
10,327,652.99.2

近 畿 123
100.0

1535591.・

12,228,548,011.

111
100.0

8385213

7,234,246,8||.7

中 国
38

100.0
11318

28、97,947,415.

28
100.0

66133

21,421,446,410.7

四 国 21
100.0

5'39'
23,814,342,919.

21
|OO.O

」3594

|4,323,842,919.O

九州 ・沖縄
52

100.0

71723・

13.532.744、29.i

48
100.0

220215
4,24|,743,810.4

一251一



サ

ンフ

ル数

促2関 心のある課題

明

聾

の黍 立案 画

シ
ス

z
の墾

リ情 テ
ス報 イ
クセ対

魏

A沿 ス

認
驕

に シ他

体制

㌻あ
謹

シ の
ス
テ 等
ム の

嬰 霧

レ シ

ガ ス 活
シ テ 用

1ム ・
の禦 簾

全 体 |893

100.0

7688648065618357735'46748787e
40,645,642,629,644.10,438,824,725,746.1

主分

析ク

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 639
100.0

2653253081802663266194191311
41,550,948,228,241.60,541,630,429,948.7

非製造業計 1254

100.0

5035394983815694469273296562

40,143,039,730,445.40,337,421,823,644.ε

学校を除く非製造業 1158
100.0

474498460347520444326327652e

40,943,039,730,044.90,338,322,723,845.2

学 校 96
100.0

2941383449-26102039
30,242,739,635,451.0-27,110,420,840.6

篠 員醐lj/100人 未満
459

100.0

160134|441061422|328687133

34.929.231.423.130、90.428.818.719.029.C

100人 以上～ ∈CO人未満
654

100.0
2762692631862703234143169265

42,241,140,228,441.30,535,821,925,840.5

300人 以上～10〔D人 未満 455
100.0

1952552121452302205127120254

42,956,046,631,950.50,445,127,926,455.8

1000人 以上～5CCO人 未満
226

100.0
9514913681138-1147880158

42,065,960,235,861.1-50,434,535,469.9

a〕00人以上 43
100.C

2132262334-25201939

48,874,460,553,579.1-58,146,544,290.7

都道府県別/北 海道
86

100.0
3530342135-31202635

40,734,939,524,440.7-36,023,330,240.7

東 北 ]32

100.0

4749624149144243054

35.637.147、0・31.137.10.833.318.222.740.9

関 東(首 都圏除く)
55

100.0

2228-221623-21121624

40.050.9』40.029.141.8-38.221.829.143.6

首都圏(1都3県)
658

100.0
294352297205331328518316734C

44,753,545,131,250.30,543,327,825,451.7

甲信越 ・北陸
163

100.C
6269593964258385165

38.042.336.223。939.31,235.623.331.339.〔 ≡

中 部 256
100.0

9710710976107-936756113

37,941.8・42,629,741.8-36,326,221,944.1

近 畿 283
100.0

105123128103107-1176983124

37,143,545,236,437.8-41,324,429,343.ε

中 国
96

100.C

30413720』39-37172344

3L342.738.520.840.6-38.517.724.045.8

四 国 48
100.0

1313121320-1111715

27,127,125,027,141.7-22,922,914,631.3

九州 ・沖縄
115

100.0
62514627.60138252859

53,944,340,023,552.20,933,021,724,351.3

一252一



C22関 心のある課題

Bの
効
率
化
・の

他

o

フζ
接
彊

需確

竃
の成

ア ンウ グ 評

トの 価
ソ 活 ・
|用 管
シ ・理

グアA
ルのI
l活 等プ
用 の

ウや導
工E入

新入ザ

え難
テの の

蓮禰

Ol
Sジ フ
・等 ラ

バの の
ツイ 決
ケ ン定

†
ザ
の
育成

Cの開効

発 率
/化 そ
運 の用 他

デ ドお1
のよ

鐸9

〒化樫

社 シ内
ス

のテ
既ム
存 と

の

全 体 44298938576165855667178789991
0222747,245,332,530,929,937.90,441,752.4

主
分析

ク
ロ
ス
軸

産業別/製 造業計
21563162852272082272301318362

0,324,449,544,635,532,635,536.00,249,856.7

非製造業計 ・
22735775723893773394877471629

0,221,846,045,631,030,127,038.80,637,650.2

学校を除く非製造業 22575235243533433044397443587

0,222,245,245,330,529,626,337.90,638,350.7

学 校
一16544836343548-2842

-16 ,756,350,037,535,436,550.0,-29,243.8

従業員規模別/100人 未満
181173157951|61021272167203

0,217,637,734,220,725,322,227.70,436,444.2

100人 以 上～300人 未満 21613062782181951962401263322
0,324,646,842,533,329,830,036.70,240,249.2

3α)人以上 ～10CO人 未 満
一105230231173151|50202馳1190279

-23
,150,550,838,033,233,044.40,241,861.3

1000人 以 上～印00人 未 満 1601271409190811043|15135
0,426,556,261,940,339,835,846.01,350,959.7

印00人以上
一1228282214182013027

-27965 .165151.232.641.946.52.369.862.ε

都道府県別/北 海道
一18423725192436-323⊆

-20 ,948,843,029,122,127,941.9-37,245.3

東 北
一2669463742285114762

-19 .752.334.828.031.821.238.60.835.647.C

関 東(首 都圏除く)
一11211713202022-2734

-20 ,038,230,923,636,436,440.0-49,161.8

首都圏(1都3県)
3|703173572372162162636289345

0.525848.254336.032832.840.00。943.952,4

甲信越 ・北陸
一31796257484556-659C

-19 ,048,538,035,029,427,634.4-39,955.2

中 部
一5811810883856893-10313C

-22 ,746,142,232,433,226,636.3-40,250.8

近 畿 160129127919099106-121167

0.421.245.644.932.23|.835.037.5-42、859.C

中 国
一18424223262433-3746

-18 ,843,843,824,027,125,034.4-38,547.9

四 国
一112011117813-1818

-22 ,941,722,922,914,616,727.1-37,537.5

九州 ・沖縄
一2655503931344414959

-22 ,647,843,533,927,029,638.30,942,651.3

一253一



促2関 心のある課題

テ
ム等

と
シの
ス相

政 ス府
テや
ム

公 と共
の

シ

Dの確

保
そ
の
他

電お

認
取法 の

諜霧

た
め

㊨の

の麟

電

季 藁
i・
タ の拡充

ヨ狙謹

ユ の の

↓醗

藪
髭㌶藩

藁

§

Eサ

製↓霧
・ス そ

の の

他

無

回

答

全 体 47920134212345857203483333|14

25.310.60.222.212.430938.018.417.60.26、C

ロ
ス軸

産業別/製 造業計 19651-|7456214258117104-34

3078.0-27.28833,540,418,316.3-5.3

非製造業計 283150324717837146223|22938C
22.612.00.219714.229.636,818,418.30.26.4

学校を除く非製造業 2761343241170343417216186375

23.811.60.320.814.729.636.018.716.10.36.5

学 校 716-6828451543-5
7316.7-638.329246,915,644.8-5.2

従業員規模別/100人 未満
8849-8139921358054253

|9210.7-17.68.520.029.417.411.80.411、 ε

100人以上～300人 未満 15066214085194244104118-45

22.91010.321.413029.737.315.918.0-6.⊆

3〔刀人以 上～1000人 未満 1184411015915518380691ε

25、99.70222.213.034.140.217.615.20.21.8

1000人以上～∞∞人未満 8631-69341031136058-2
38.1137-30515,045,650,026,525.7-0.9

印oo人以上 228-201027231419-1
51218.6-46523.362853,532,644.2-2.3

都道府県別/北 海道
2313-191126311515-8

26,715.1-221|2,830,236,017,417.4-9.3

東 北 34121282035482215-11

25.89.10ジ821215、226.5,36.416.7了1.4-8.3

関 東(首 都圏除く)
204-156142187-3

36.47.3-27,310,925,538,214,512.7-5.5

首都圏(1都3県)
19977115588240276152.137134

30.211.70.223.613.436.541.923.120.80.25.2

甲信越 ・北陸
3017、-361645502127-11

18.4104-22.19.827.630.712.916.6'-6.7

中 部 49211392779934242112
19.|8.20415.210.530.936.316.416.40.44.7

近 畿 7022-7029811164752-1e

24.77.8-24,710,228,641,016,618.4-4.ε

中 国
1『913-211521291212一 ε

19,813.5-2|,915,621,930,212,512.5-8.3

四 国
127-9711177517

25,014.6-18,814,622,935,414.61α42,114.6

九州『・沖縄
2315-29153239222|-7

20,013.O-25.213027,833,919,118.3-6.1

一254一



サ
ンフ

ル数

促2関 心のある課題(大 分類)

A沿 ス

認

に霧

Bの

蓼イ曝

化

C

嬰の⑫

用化

D
相
互
運の
用磁
性保

Eサ
制1

度妄
の藁

無

回

答

全 体 1893

100.0

|6271437166014181259114

85.975.987774.966.56C

ロ
ス
軸

産業別/製 造業計 639
100.0

56051155551242334

87,680,086,980,166.25.ε

非製造業計 1254

100.0

106792611059068368C

85,173,888,172,266.76.∠

学校を除く非製造業 1158
100.0

98686510188427617ξ

85,174,787,972,765.76.∈

学 校 96

100.0 84男,3鬼9。0乙66;今787㌣5i

従業員親機 り/100人 未満, 459
100.0

3402853543062535e
74,162,177,166,755,1||.5

100人 以上～3〔 刀人未満 654

100.0

56|48557647343145

85,874,288,172,365.96.⊆

30D人 以 上～1000人 未満 455
100.0

4213784253653198

92,583,193,480,270.11.ε

1000人 以上 ～500D人 未満 226
100.0

2162052171941862

95,690,796,085,882.30.⊆

駒00人以上 43
100.0

41404040371

95.393.093.093.086.02∈

都道府県別/北 海道 86
100.G

7063745554ε

81,473,386,064,062.89.ε

東 北 132
100.0

11494114948211
86,471,286,471,262.18.3

関 東(首 都圏除く) 55
100.0

48444345353
87,380,078,281,863.65.5

首都圏(1都3県) 658
100.0

58952359251046934
89.579.590.077.57L35.2

甲信越 ・北陸 163
100.0

|3512可1411239811

82,874,286,575,560.16.7

中 部 256
100.0

21819023118416612
85,274,290,271,964.84.7

近 畿 283
100.0

23821524521818513

84,176,086,677,065.44.ε

中 国 96

100C
7770816660ε

80272,984,468,862,583

四 国 48

100.0
35293535317

72,960,472,972,964,614.6

九州 ・沖縄 115
100.0

1028710387787
88,775,789,675,767.86.1

/

一255一





27業 種別4.2.2



.



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業,・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8
100.

3

100.

1
100.

5

100.

1

100、

3

100.

21
100.

5

100.
4

・
0

4
100.

6
100.

5
100.

1
10

9

4

1

10
100.

2
100.

1
100.

2
100.

15
100.

6
10.

25
100.

19

100.

12
100.

1
100.

9

100.

13

回答者の役割

C
I
O

I
T
企
画
部
門

部
門

情
報
シ
ス
テ
ム

利
用
部
門

情
報
シ
ス
テ
ム

そ
の
他

無

回

答

24193821272524
7.4.

1、1321320
1.213.138115.523.8

5

=,6 .146弓4。.i66.

:, .5,.54.
55

41.7

:i7 .i8
27614

47.410.524.6

二, .5S2.18,,.9
51

6.35.

=6弓3, .18
612

20.040.O

二i4 .§33.;4己
10

47.6

:5 .↑4921

= .623

1。.》

,,.8

28.il6.
81

:21 .i95。28,,.9
71

15.22.

1831817
1.411.64491.624.65.

:, .2492!15.?24.1§1.1

:5↓68場
3103322

:26 .§

25

=, .142…
914

18.829.

21443

2.014.043、0

87

39.

16
16.0

3

12.5

20
20.05.

51
4.

=, .562.i96.▲,,.,8

:9 .…3i.118.6
81

36.44.

325482548

2.016.431.616431.62.

12
1.63.1

32819

012.529.3.1

42511740
1.59745.2154

67
92.

517832859
58.6419141983.

:, .i6627§,Jg
19

15.63.

=2。8i3 .96。.8,.1

1946
1.09.4479

3948

8
8.3

23

29
30.23.1

53

一259一



本社所在地

群
馬
県

栃
木
県

茨
城
県

福
島
県

山
形
県

秋
田
県

宮
城
県

青
森
県

北
海
道

サ
ン
プ
ル
数

2
1

161724

 

21

・

2

・

2714

 

藷
2

2
2.4

 

1

2
1

1.2

1

3.3

2
2.4

1

3.3

2
2.4

1

3.3

2
2.4

 

1
2

3

3.6

86
4.5

5

6.0

189

 

体全

8
100.

3
100.

1

81

1
100.

5
100.

|
5

1
5.E

1

5、3

」

2
6.7

1
4

1
4.8

一|

7

ー

7
1
7

1⊆

100.〔

3(

100.(

21

100、(

5⊆

100.(

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維正業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

1
2

|
2

1
2.2

1
2.2

1
2.2

1
44{

1
4

-

▲4

1
2.2

3

4.3

1
2.2

1
2.2

」4
8

-

」41

-

.41

5
1
9

1
9

1
9

1

91

1
一
2

5.
1
3

1

 

4

.4

.
6

.5

00

100

100

1

1
2
1

lOO.

1
100.

9

 

撲=輸送用

-

馳

1
1

2
2.0

2
2.0

1
4.2

2.1

4
4.0

1
4.2

4

8.3
2

4.2
2

2.0

 

可

01

2
8.3

2
8.3

1
6.3

4
8.3

10
10.0

2
8.3

1

6.3

4
100.

10
100.

1

4.5

 

-

↑づ

1

2

3
1

0.7
|

0.7

4

2.6

 

2
3|

12
3.1

1

2.

2
0.8

1

0.5

 

1

4

1

5

σ

α

3

5

3

2

1

戸0

1

1

1

-

戸0

1
6

2
31

1

2
0.8

 

4
5{

3

1
5
5

3
5

1
0.8

1
6.7

3
2.5

1
0.8

2
0.8

1

0.5

1
0.8

 

3
2

4

2.0

11
7.2

3
4.7

15
5.8

12

(∠
C
U1

1
6.7

2

1
0|

4

1
01

1

01
1
0

1

1
3

3.1

2

 

1
0

2

1
1
0

2

1

6.1

7
5.7

1
6.7

2

2.]

6

2

100.

1

100.

2

100.

15

100、

6

100.

25

100.

19

100.

12

100.

|

100.

9

100、

13

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

 

業
種
コ
ー
ド
別

260



本社所在地

岐
阜
県

長
野
県

山
梨
県

福
井
県

石
川
県

富
山
県

新
潟
県

神
奈
川
県

東
京
都

千
葉
県

埼
玉
県

41

 

33

.

718
0

2931

 

45
4

84

.

.

1
8

6

2
2.4

|
3.3

1
8,3

 

2
4

3
10.0

1
3.3

3
3.6

1
3.3

 

3
6

{
3

2

3.5

1

8

一

1

81
2

3.5

1
a

2

6.7
2

6、7

489
25.8

15
17.9

5
16.7

1

8.3

26
456

7

36.8

4
13.3

 

41

`

44

.

体全

3

3.6

1

8.3

1
8

2
9

」4
0

1
L

4.

6

10.2

2
4.4

1
2.2

1

1.7

|
2.2

3
5.1

2
3.4

2
4.4

 

5

5a

1
2.2

1

2.2

2
4.4

5

10.9

2

3

Q
∨

|
41

|

41
2

2.'9

 

8

6

14
23.7

11
24.4

13

28.3

16
23.2

1
5.3

3
10.0

1
4.8

2
3.4

1
2.2

1
2.2

5

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊紅 葉

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

寒冒劉 ミき
ロ

 

蹴
τ

2
3.8

1

5べ

 

1一

131
1

2

・

4|

9
17.0

2
10.5

2

 

8

6
311

4
7.5輸送用機械器具製造業

42.1

22

 

22

21

1

L(

1
4.=

2.1

2

2.0

1
4.2

 

1
01

6
6.O

2
4.2

2
2.0

1
4.2

2.1

7
7.0

2
8.3

3
3.0

2
4.2

20
20.0

1
4.2

2
4.2

1
4.2

3
3.0

1
4.2

1
6.3

1
4.5

1
1

0.7
1

0.7

 

2
3

5
3.3

2

2

2

0

」4
5

1

61

1

1

1
0.4

1
L6

9
3.5

1
1.6

|
0.4

 

1

6

1
|

0.8

1

0.8

 

2
6

3
51

1
2
6

3
51

1

2
01

1
0.8

7
2.7

4

2.0

4
3.3

 

0

1

4

ら

　
り

6

L

1

5

5
31.3

14
63.6

78
51.3

10
15.6

82
31.7

37

18.7

6
3.9

3
4.7

8
3.1

 

2
3|

1
L6

1
0.4

3
2.5

4
|
01

1
01

1
0

1

1

1
6.7

2

2.1

1

 

q
)
1

2

3

3

・

.

31

13

2
6

3
51

6
0

2

6

1
0

2

2

2、1

3

8

8.3

5

17

17.7

31

1
6.7

3

3.1

6

4

4.2

3

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

 

業
種

コ
ー
ド
別

261



本社所在地

鳥
取
県

和
歌
山
県

奈
良
県

兵
庫
県

大
阪
府

京
都
府

滋
賀
県

三
重
県

愛
知
県

7
0

9
0

96114039

 

25

・

23

 

43

`

49

 

体全

5

0
4
8

1
3.3

4
13.3

2
2.4

4
13.3

2

2.4

1
3.3

1

1.2

1
3.3

1
81

1
8

4
0

10
5

33

17
2

3.5

 

-

QO
1

5.3

一

一

2

6.7

1

2
10.5

1

3.3

1
71

2

3.4

6
28.6

5

8.5

 

1
3

,

3
.

1

5.3

1
3.3

1
3.3

1
7

1

,

5

1

1
41

1

22

・

7
15.6

3
6.5

4

5.8

一

一

1

91

1

3

,

1
9

1
3

3
4

1
2.2

3

6.5

|
1.4

2
3.4

1
2.2

3
5.1

1
2.2

9

10、7

1
3.3

1
8.3

4
7.0

1
5.3

3
10.0

4
19.0

5
8.5

3

6.7

 

1
2

1
8.3

1
7

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

1
2

一

一

3

4

2
一

11

11.∈

2
10.5

3

5
10.9

3
4.3

8

15.1

 

1

5
4

L

9

4
4

1
2

2
2.0

 

1
01

6
0

1

.

6

4
一

-

一

1

0

4

2
2.0

1
5

、

1
4.5

3
2.O

1
4.2

1
6.3

12
12.6

4
8.3

4
4.0

1

1
5.3

5

2

4
4.0

1
4.5

1
2
0

3
21

1

|
0.4

2
0

|
01

1
0

1

1

1

2

3.1

8

3.1

9

4.5

1

0。8

2

13.3

6

6.3

5

 

6

4

」4
62

9

2
3

1

6

1
0.7

1
0.7

0

6

8

0

3

・

・
4

7
2.7

3
5

3
5

2
R
)

1
0.8

1
1.6

1
0.4

4
2.0

1
0.8

1
6.3

1
4.5

7
4.6

5
7.8

28
10.8

13
6.6

6
4.9

1
6.3

2
1

6
3

2
31

.

2

12

6
3

1
76

6

9
4.5

3
2.5

1
6.7

2.

2
1

1

 

25

1
0

8
8.3

6

 

2

1

0

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

 

業
種
コ
ー
ド
別

262



'

本社所在地

岡
山
県

蔭
県

山

景
箆
県

香川

県 竃
高知

県

福岡

県

佐賀

県

長崎

県

熊本

県

全 体 27342151619846118|6
1.41.8110.308100.42.4060408

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業
一1-113-3-一 ー

一1 .2-1.21.236-3.6-一 一

繊維工業 1-一 ー ー 一 一 ー ー 一1

3.3-一 ー ー ー ー ー ー 一3q

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業
一 ー ー ー ー 一1-一 一 ー

ー ー ー ー ー 一83-一 一 一

化学工業 1-1-1-一 ー ー ー 一

1.8--1.8-18-一 ー ー ー 一

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 11-一 ー ー 一1-一 一

5.353-一 一 ー 一53-一 一

窯業 ・土石製品製造業
一11-一 一 一21-一

一3
.33.3-一 ー 一6.73,3-一

鉄鋼業
一 ー 一 一 一1-一 一 一 一

一 一 一 一 一48-一 ー 一 一

非鉄金属製品・金属製品製造業
一 ー ー ー 一1-1-一 一

ー ー ー 一 一 τ7-1
.7-一 一

2.
11

=:2▲=:::=

電気機械器具製造業 ==::.2 .▲=:,.9,.1=

情報通信機械器具製造業 =:=::==1 .1==1.1
輸送用機械器具製造業

義 精密⌒ 難 業

〒 その他の製撲甫

農樵 喋.同期 継 継

.6,.(::::::1.↓=、

12==:::21:

= .6,.1
一241121

-4 .28..14.2.1

建設業 113121
1.01.03.01.02.01.0 =L6: 一2

.

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業 4.▲,.1::辻:二,.1::

wa・ 音声情鞠 作・放送・乖 業 二::辻=晶1㌶ 二:
一1

-6
.

新聞 ・出版業 :二:=二:二, .1

情報サービス業
。.1。.11日 。.1:=二 ほ=

一1

-O
.

運輸業 312-1213-11

4.71、63.1-1.63.1.64、7-1.61.

臓 231
0.81.20.4 :σ ム ニ:ば:

一1

-0
.

小売業 441-221612
0.5-1.01.053.00.51.OT.

金融 ・保険業 454-232332
3.34.13.3-1.62.51.62.52.51.61.

医療業(国 ・公立除く) 晶::=:二
一2-1

-13 .3-6.7

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

1.↓ 註 ㌶==二 二 諺::
332111611

一263一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、、学習支援業

その他の非製造業

本社所在地

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

無

回

答

1| 4
0.

1271

60、40.

1
8

・1

11
3.33.3

1
2.2

1
4.1

1

5.3
1

2

4、2

=1 .6

=α}α.}

-
R)

1

二 。.§ 。.ム

:1 .§

1=
o.

1
0.8 =2 .§ 。.↓

2

=, .62.〒

13

一264一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

00.

8
100.

3
100.

1
100.

5
|00.

1
100.

3
100.

21
100.

5
100.

4
100.

4
100.

6
100.

5

100、

1

100.

9

10

4
100.

10
100.

2

10、

1

100.

2
100.

15
100.

6
100.

25
100.

19
100.

12
100.

1
100.

9
100.

13

Fl業 種

飼
料
製
造
業

・
た
ば
こ

・

食
料
品

・
飲
料

繊
維
工
業 製

造
業

紙
加
工
品

パ
ル
フ

・
紙

・

化
学
工
業 製

造
業

土
石
製
品

窯
業

・

製
品
製
造
業

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

石
油

・
石
炭

・

鉄
鋼
業

製
造
業

・
金
属
製
品

非
鉄
金
属
製
品

製
造
業

般
機
械
器
具

製
造
業

電
気
機
械
器
具

843012'57
.6

193021 59454

84
100.0

:1。 。;8

=1。 。.i6

:1。 。『;

:i。 。
.i8

二1。謂

:。 。2↓

=1。 。S8

:1♂8

=1。 ♂

一265一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチジク製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業一
情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

臓
小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

F1業 種

器
具
製
造
業
6

情
報
通
信
機
械
一9

器
具
製
造
業
5

輸
送
用
機
械

一3

製
造
業

精
密
機
械
器
具

糞

同
共
同
組
合

・

農
林
漁
業

・

製
造
業

そ
の
他
の

95

建
設
業 ・

通
信
業

報
製
作

・
放
送

映
像

・
立
里
門
情

墨

熱
供
給

・

電
気

・
ガ

ス

・
6
80

4
3

2

'

新
聞

・
出
版
業 業

情
報
サ
ー
ビ
ス

藁

9
0

48100 22152
0

6

69

10♀

=1。 。58

=1i8
95

:1。 。タ8

:1。698

:。28

=1。 。.i8

:1。 。23

=1。 ↓『6

=1。 。『

一266一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁喋 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

F1業 種

卸
売
業

主

翼

金
融

・
保
険
業

除
く
)

(国

・
公
立

医
療
業

鞠
非
製
造
業

そ
の
他
の

無

回

答

259198122

13、756

15 96138
1

259
100.0

二1。摺

=1。 占26

=1。1き

'=
:1。 。98

:138

一267一



全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこご飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

一般機械器具製造業

情報 通信 。`'

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱 供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8
100.

3
100.

1
10

5

100.

1
100.

3
100.

21
100.

5

100.

4
1

オ
100.

6
10.

5
100.

1
1.

9
100

4
100.

10
100.

2
00.

1
100.

2
10

15

100.

6

0、

25
100.

19
100

12

100.

1
10

6
100.

13

'F2経 営組 織

株
式
会
社

会

社

合
名

・
相

互

有
限

・
合

資

・

そ
の
他
の
法
人

団
体

法
人
で
な
い

一8

個
人
経
営

学

校

無

回

答

1637 6152
.0

486
4,5

831
98.81.

291
9673.3

12
10.0

57
100.0

19
1000

30
100.0

21
100.0

59

100.0

45
1.0

46
100.0

69
0.0

53
100.0

19
100.0

5

0

Q
∨

.

10
20.8 =73了, .1

100
100.0

24
100.0

16
100.0

22
10.0

147

96.7

64

:, .6。 斗

1

2581
99.60.4

198
0

50171

41.00.858.2

1
6.7 =66 .i9 =26 .今

7
7.3

103

:3 .干 :89鷺
227
4

6

一268一

、



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

情報通信機械器具製造業

精密機械器具製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189
100.

8
100.

3

100.

1
100.

5

100.

1
100.

3

100.

21

5

100.

4
1

4
100.

6
10.

5

100.

1
100.

9

100.

10
100.

2
100.

|
100.

2
00.

15
100.

6
100.

25
100.

19
00.

12

100.

1

100。

9
100.

13

F2資 本金額 ・出資金額

1
億
円
未
満 轟

1
0
0
億

円

1
0
～

義

1
0
億

円

[O
～

黍
5
億
円

-
～

以
上

1
0
0
億
円

無

回

答

、999,5.IO・e.i82ρ8 =,2!
3918

46.421.

311
.613. 二1S .1

1013
33.343.3 :i。 .8 :13 .

56.8,.8 二16 .9 :8 .|
IO13118

17.522.8L831.6 =26 .1
7821

6.84'10.55.3 :5 .1
167

53.323.3 =i3 .§ =1d.

8
3.1

6
6

・

11
84. :3 .

2813413

47.522.06.822、0

111257

.46.711.15.6

=1 .1
1

161515
34.832.62.210.9 =19

2715
.21.7

36
8.7 :6 .1

1711615
32.120.811.328.3

6516
316.5.31.6

452649

=7 .
1

:111

6
1.5

11617
.92.53.4 :16

5221613
52.021.06.013.0

791
9.237.5

二8
.

2723
12.543.812.518.8 =1 .

4S.i931.1辻
2
1 ^1

77,451214
50.729.67.99.2 二2 .

262633

40640.4.74.7
=9 .

|24781134
47.930.14.213.1

=4 .1
72741526

36・
,.37芸7乏 き13詰

4.122.12
,1.331.1

、詩i3.§ 二 、。8

:… ΣN

=212
:4 .

52111
5.22.11.0|1.5

6336318

=8。?

1

サ
ン
プ
ル
数

176

|

∈

8

・
4

3

.
-

・

1

0

5
3

C

、
-

-

・
1

3

・
1

-

r̀

2

5
3
ス

4
2
下

5
2

9

4
2

10

旦

2

0
-

τ
∠

2

.
1

ー

Ω
∪

5
3

25
14.1

9

.

1
01

2

.

-
'0

o
－3
2

2

.

1
7

(百
万
円
)

平

均

6700.1

5268.4

3462.1

9056.8

11502.9

7769.9

6332.4

36485.4

1302.7

5205.3

15298.0

18623.5

4521.7

10742.8

3661.4

22315.2

4889.0

59379.1

1234.4

1170.0

526.5

587.2

2072.6

1650.7

14517.8

946.3

20000.7

1511.O

－269一



「

・全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品 製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林灘影 回共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

曝
小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

|89

8
10.

3
100.

1
100

5

100.

1
0

00.

21
100.

5
100.

4

4
100.

6

10.

5
100.

1

9

4

1
・100

.

2

100.

1

100、

2
100.

15

100.

6
100.

25
100.

F2年 間事業収入

1
億
円
未
満 黍

1
0
0

0
億

円

1
0
0
～

森

1
0
0
億
円

1
0
～

黍

1
0
億
円

-
～

以
上

1
0
0
0
億
円

無

回

答
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8
5

'

:1s .1
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100.
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100.

1

9
100.

13

13104117
0.41.240.245.2

38395
41.9

=13;1
1

1116329

0.89、051.623.8 二14 .1

:40 .6
61

.06.7 :1 .
1113213

1.011.533.313.5

2386421

=4。9

1

サ
ン
。フ
ル
数
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7

2

.-

1

5

・
3

1

2

白
|

1

5
3
コ

4

6
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1

8

4

9
L

2
L
l
o
「

4

.

1
8

τ

4

.

(∠

'41

81

(百
万
円
)

平

均

64090.

62045.

22011.

72159.1

90056.

200902.

45392.

275227.

17542・

46284.

193124.1

278996.7

55936.7

185001.

21920.

17293.

73694.

369825.

7876.7

24388.

8537.

12576.7

75036.

1
6

5

a
－12

25725.7

71519.7

2783.

10566.

12996.
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全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業
`

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

一
情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス'熱 供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

鱗
小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8

3

100.

1
100.

5

1go・

1
00

3
100.

21

5
100.

4

4
100.

6
00.

5

100。

1

100.

9

4
100.

|
100.

2
00.

1
100.

2
0

15
100.

6
100.

25
100.

19

12
100.

|
100.

9

100.

13

F2総 従業者数

1
0
0
人
未
満 黍

5
0
0
0
人

1
0
0
0
～裏

1

0

0

0

人

O
J
O
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～

轟
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0

0

人

ー

ハU
O

～

以
上

5
0
0
0
人

無

回

答
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3
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4
8.74.

10
14.

61519931
1.328.335.817.05.7.

3
1.8
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1
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3

3
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82946114
31.736.323.65.4
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.12.836.4
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33.4.7336

2139167
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ン
プ
ル
数
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5
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4
2
τ

平
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538.
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1531.1

565.
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1
0.

1
1

2

.
C
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6
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-
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1
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8
±
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5045.0
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5772.5

444.5
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334.5
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937、6

255.5
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維正業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報 通 言 口`'

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業 ,

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8
100.

3
100.

1
100.

57
100.

1

100.

3
100.

21
100.

5
100.

4

100

4
100.

6
100.

5

100.
1

100.

9

4
100.

10
100.

2
100.

1
100.

2

100.

15
100.

6
10.

25
100.

19

100、

12

100.

1

・100.

9
100.

13

FE①情報システム社内要員

5
人
未
満

森

5
0
0
人

3
0
0
～

黍

3
0

0
人

1
0
0
～

轟
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0
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5

∩
)
～

黍
5
0
人

3
0
～
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3
0
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1
0
～
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0
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「O
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5
0
0
人
以
上

無

回

答
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

→磯 城器具製造業

電気機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

繊
小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

1821

二
7

4
ウ

」

.

1

1

0
5

・
2

1

⊂
、
ε

1

2

.
2

一
,

-

∠

5

.
4

3

4
2
τ

-

∈

5

.
2

⊂

、

1

9

4

9

・
5

ウ

」

・

-

1

〔

1

2

1
15

a
－6

5

.

2
3

9

・

1

01
-

'◎

|

8

4
・一13

平

均

(人
)

19.

10.

14.6

11.9

9.9

9.3

7.4

8.6

5.7

13.

20.0

54.5

11.7

41.9

6.9

8.6

8.1

42.O

2.8

14.4

80.8

5.8

7.4

19.9

28.1

2.1

11.2

4.8
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 .

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8
100.

3

100.

1
100.

5

100.

1'
10.

3
100.

21
00.

5
100.

4
100.

4
100.

6
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5
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1
1

§

オ
100.
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2
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1
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2
10.

15

100、

6
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l
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1
00|
・
9

.
00
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F3②情報システム社外要員
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∩
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5
0
人

3
0
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3
0
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1

0
～

轟
1
0
人

5

～

5
0
0
人
以
上

無

回

答
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映{象・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

164

-

'.」

7

4

'
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∠

2

・

一11

4

2
・
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-
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1
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一
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1

平

均

(人
)

12.3

11.5

34.1

9.8

16.3

9.2

8.6

69.6

1.8

6.0

25.8

49.8

2.8

15.3

2.7

0.8

5ほ

136.5

0.9

11.6

23.0

6.8

2.0

1.8

22.0

2.8

4.3

1.7
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業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

!

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業 ・

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

一〉'〉…旧)
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F頃〔情報システム社内要員の増減

来15増

籠聖
はよ る

り

変化

な
し

蓼苔
無

回

答

1893

100.0

|811486125101
9.678.56.65.3

84
100.0

76755
8.379.86.06.0

30
100.0

22431
6,780,010.03.3

12
100.0

210--

16.783、3-一

57
100.0

34545
5.378.97.08.8

19

100.0

21421

10,573,7|0.55.3

30
100.0

32511

10。083.33.33.3

21

100.0

11622
4.876.29.59.5

59
100.0

3512『3

5、186.43.45.1

45

100.0

43542
8.977.88.94.4

46
100.0

2413-
4.389.16.5一

69
100.0

55176
7,273,910.18.7

53
100.0

53954
9.473.69.47,5

19

100.0

21331

10,568,415.85.3

95
100.O

127652

12.680.05,32.1

48
100.0

34212
6.387.52.14.2

100
100.0

68194
6.081.09.04.C

24
100.0

'11922

4、279.28.38.3

16
100.0

一12-4

-75 .O-25.0

22
100.0

1192-

4.586.49.1一

152
100.0

4391162

28,359,910.51.3

64
100.0

95122
14.179.73.13.1

259
100.0

202121512
7.781.95.84.6

198

100.0

'14164911

7.182.84.55.6

122
100.0

1484159

11,568,912.37.4

15
100.0

112-2
6,780.0-13.3

96
100.0

67839

6.381.33.19、4

138

100.0

1011459

7.282.63.66.5

一276一
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業
種

コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

F⑳ 吉報システム社外要員の増 威

変
化
な
し

増
加
し
た
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答
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サ
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フ
ル

数

F⑫ 情 報 システム社外要員の増減

来15増

籠孕
はよ る

り

変化

なし 蓼 ・
る

無

回

答

1893
100.0

114136679334
6,072.24,217.6

84

100.0

360417
3,671.44,820.2

30
100.0

222-6

6.773.3-20.C

12

100.0

一1'11-

-91 .78.3一

57

100.O

93639

15,863.25,315.8

19

100.0

11413
5,373.75,315.8

30

100.0

22215

6,773.33,316.7

21
100.0

一1524

-71 .49.5'19.C

59

100.0

147-11
1,779.7-18.6

45
100.0

23337
4,473.36,715.6

46
100.0

43534
8.776.16.58.7

69

100.0

650211
a772.52,915.e

53
100.0

73727

13,269.83,813.2

19
100.0

31015
15,852.65,326.3

95
100.0

479]11
4,283.21,111.6

48
100.0

13539

2,172,96,318.ε

100

100.O

582310
5,082.03,010.0

24
100.0

一20-4

-83 .3-16.7

16
100.0

－U-5

-68
.8-3L3

22
100.0

21415
9,163.64,522.7

152
100.0

23981417
15,|64.59,211.2

64

100.0

347113
4,773.41,620.3

259
100.0

12181957
4.669.93.522.C

198
100.0

514944C
2,575.32020.2

122

100.0

5861318
4,170,5|0,714.8

15
100.0

一11-4

-73
.3-26.7

96
100.0

666222
6,368.82,122.9

138

100.0

89553C

5,868.83,621.7
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全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8

100.

3
100.

1

100.

5
100.

|

100.

3
100.

-
(

2

.
0

5
100.

4
100.

4

100.

6

5
100.

1

9

4
;OO.

10
100.

2
10

1

100.

2
10.

15
100.

^6

100.

25
100.

19

10.

12
100.

1
100.

9

100.

13

F5情 報 システムの開発主体

シ
ス
テ
ム
部
門

社
内
情
報 子

会
社

情
報
シ
ス
テ
ム

標

》墾曇
iの 社

ソ
ー
サ
ー

外
部
ア
ウ
ト

他
の
関
連
会
社

そ
の
他

無

回

答
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347134
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,al1・405
53.36.7
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:3。 .8,.5

5
8.5:33.き
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80145683
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全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サー ビス業

運輸業

曝
小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8

・
3

.

001

00|

1

001

5

100、

1

100.

3
100.

21
100.

5
100.

4
10.

4
100.

6
10

5
100.

1
100.

9

4

・
0

シ

0

1
0

0

0

2
100.

1
100.

2

0

15
100.

6
0

25
100.

19

100.

12
100.

1
100.

9

100.

13

F5情 報システムの開発主体

シ
ス
テ
ム
部
門

社
内
情
報 子

会
社

資
本
参
加
型
の

I
T
ベ
ン
ダ
ー

子
会
社

情
報
シ
ス
テ
ム

ソ
ー
サ
ー

外
部
ア
ウ
ト

そ
の
他

無

回

答

896127
4

266251308
1404.

3471345
4058.1.240.56.03.

;62
53.36.7

51
41.

:3。 .8

1

3.36.

二33 .9,,.4

27412311
47.47.01.84041.81.

82141
42.110.55.321.15.35.

91
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.114.34.8
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9.5

3
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1

341
57.61.7 二25:i2, .9
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57817.8 :2。8, .6

ε6

1

254
54.38.7 :28 .i8,.§4.

4281|23
60911.6

345
64.29.4
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9

57

221
4.8

.417.44.34.

二24目1 .1

4

3276
4

:3s .izlo26.
505

5005.0

5
0.

31
.54.

326
32.6.07.

103

5
4

25.0 =12 .§,,.8,.56.1

13

59.1 =31 .19.宇

97221|89
63.814.50.711.85.93.

307
469

110io
42、53.9

=8 .1早7.56.

5106181
1.940.96.9.3.

801456822
40.47.12.534.31114.

6471435
52.55.70.835.24.11.

31

20.06.7 =53 .§

322

33、32.1

469

245411

2.146.94。211.

15818
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〈QlIT導 入 ・活用の重視度 〉

全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通1諜

新聞 ・出版業

情報サー ビス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

00.

8
100.

3
100.

1
100.

5

100.

1
0.

3

100.

21
100.

5

100.

4
00.

4
100.

6

10.

5
100.

1
100.

9
10

4

100

10
100.

2
100.

1
100.

2
100.

15
100.

6
100.

25
100.

19
100.

12

100.

1
100.

9
100.

13

QIIT導 入 ・活用の重視度1位

迅
速
化

省
力
化

・

事
務
処
理
の

生
産
の
効
率
化

情
報
伝
達

企
業
内
で
の

部
門
内

・ の
改
革

業
務
プ
ロ
セ
ス

嚢

の
意
思
決
定
の

迅
速
な
経
営
層

有
効
活
用

経
営
資
源
の

シ
ョ
ン

コ
ラ
ボ
レ
ー

他
社
と
の効

率
化

や
受
発
注
の

企
業
間
の
決
済

の
強
化

向
上

・
対
応
力

顧
客
サ
ー
ビ
ス

立
上
げ
の
支
援

新
規
ビ
ジ
ネ
ス

880134
11

オ33128
1.23.614.39.5

30|1283591
L4.8

920044
2

=, .; =, .言2.Z

12225

40.06.76.716、7
=13 .き =3 .↓

11

3.33.

352

25.041.716.7
=8 .↓

|9597341621
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10121
52.65.310.55.3
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22465
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8423
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4 1
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2
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1
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3
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2
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8
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4
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"
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65.63,19.4
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二1讃

913281576233
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〈QlIT導 入 ・活用の重視度 〉

全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送鵬 械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガ ス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

T

の
ー

1
用α

纏
そ
の
他

無

回

答

9

0、

5

二6 .

:8 .1

1

1

=4 .

二3 .

:4 .

:3 .

1
0.73.

:4 .
1

0.42.

=1 .

:2 .

7
7.35.
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〈QlIT導 入 ・活用 の重視度 〉

全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

麟撲

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8

100.

3
100.

1

100.
5

100.

1

100

3
100.

21
100.

5
100.

4
10.

4

100.

6
00.

5
100.

1
100.

9

4

.
0

10
100.

2
10

]
100.

2
100.

15
100.

6

100。

25
100.

19
100.

12

100.

1
100.

9
100.

13

QlIT導 入 ・活用の重視度1～3位

墨

省
力
化

・

事
務
処
理
の

生
産
の
効
率
化

情
報
伝
達

企
業
内
で
の

部
門
内

・ の
改
革

業
務
プ
ロ
セ
ス

嚢

の
意
思
決
定
の

迅
速
な
経
営
層

有
効
活
用

経
営
資
源
の

シ
ョ
ン

コ
ラ
ボ
レ
ー

他
社
と
の効

率
化

や
受
発
注
の

企
業
間
の
決
済

の
強
化

向
上

・
対
応
力

顧
客
サ
ー
ビ
ス

立
上
げ
の
支
援

新
規
ビ
ジ
ネ
ス

15674871360427199322487032524
8.8.171

672160
79.8250714 、.i9,.326221.▲252↓

17
20.24.

2210|910
73.333.363.333.3

:23 .乙

137

3.310、023.310.
|

'
.㌔8

|

38
4
33

(
∠
71

2

71
1
38

7
38

r
∠
C
」

3

8
041

7
892

1
81

3
822

0
57

-

Ω
0

2

.
63

2

7

.
▲4

・
37

6

0
9
057

7
892

0

2

4

・
07

15614317
78.931.63.715.85.36.8

=26』15 .3

261121555

86.736.770.016.716.716.7
=36り6 .9

18818342

85、738.1.714.1909.5
=i4 .§,,.8

5130451328

86.450.876.322.03.413.6
=2s .12

81
13.61.

312034164101163

,。器iliiム1。:C・,:琴 、::1…':i::1::i。1
4932461751511314

71.046.474.67.27.48.80.37.

4424377811
83.045.369.813.215.120.8

:5 .亨

14

26.45.

161011
84..67.9

744374
7

725
6.810..3

18917
57

二 .↑1鴫
21611

6

44736986
91.71.67.08.86.712.

2173
35.4.3

84277539817319919
.01.84.027.075.039.08.0|7.03.019.0

21116734

8.54、66.221.56.
=7S .i88.2

1551322
93.831.381.312.512.5

:37 .§i2.§

18815513672
81.86.468.22.74,51.67.31.89.1

11555115233031945714
.60.75.736.2'75.715.119.720.4,5.929.6

541242154

84.418.865.23.463

216341825825
83.4|3170.322.49.7

4
1
27

2

0

3

・
05

3
74

4
36

2
8
3

6

.
62

3

8

0

・

1

93
5
91

3

5

.
5

・
02

16927|33401834410538
85.413.67.220.29.117.22.03.019.2

|1017822618104786

90.213.967.221.314.88。23.363.94.9

1531131

100。020.073.20.067
=66 .i亨63

8967617
92.76.379.217.7

1182210529

5
5.2

17

41544

4.21.056.34.2

204692
4

1

一282一



〈QlIT導 入 ・活用の重視度 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

3

T
の

～

1
用
1

活
α

・
度

そ
の
他

無

回

答

15 5

1
1.24.

二6 .

二8 .1

:5 .1

=41

:4 .
1

1.93.

=4 .

=3 .

1
0.73.

1
0.42.

2
1.01.

:2 .

,.16.
2

一283一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業 ●

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189
10

8

100.

3

100.

1

100。

5
100.

1

100.

3
100.

21

00.

5
100.

4

100.
4

100、

6

100。

5

100.

1

100。

9

4
100.

10
100.

2
100.

1

100.

2
100.

15
100.

6
100.

25
100.

19

100.

12
100.

1
100.

9
100.

13

QlSQIIT導 入が効果的であった項 目

墨

省
力
化

・

事
務
処
理
の

生
産
の
効
率
化

情
報
伝
達

企
業
内
で
の

部
門
内

・ の
改
革

業
務
プ
ロ
セ
ス

轟

の
意
思
決
定
の

迅
速
な
経
営
層

有
効
活
用

経
営
資
源
の

シ
ョ
ン

コ
ラ
ボ
レ
ー

他
社
と
の効

率
化

や
受
発
注
の

企
業
間
の
決
済

の
強
化

向
上

・
対
応
力

顧
客
サ
ー
ビ
ス

立
上
げ
の
支
援

新
規
ビ
ジ
ネ
ス

160151514154542924051127435069
4.1.45.95.

7421641392142634
88125.076。215.510.72504、83104057.|

26102163522121

86733.370。020.010.016.76.76.740.03.

1059313254
83.341.775.025.08.325.016.741.733.3

47214320121652024
82536.875435121.128.|8.83514217.

18917235
94.747.489.510.515.826.3 =42 .苧36.95.1

269186251951
86.730.060.020.06,716.73.330.016.73.

18

85.7

715443167

.371.419.Ol9.0434.82633.3

52214513515
88.135676.322.08.525.4 =33乏8

14

23.73.

38,2236168721191

84.448980.035.617.815、64.424.420.02.

4125401871441518

89.154387.039.115.230.48.732.639.113.

624258191119623321

89.96098417.515.927。58.733.3441.

4628'4214111111631
86.852879.226.420.820.81.930.2'58.513.

1916167

100.084.284.36.8

75448125
63

361612
15.831.65.3.663.221.1

112062924
6.3

356328971144
72.912.566716.718.814.62.129.8.3

902880301118325191
90028.080.030.011.018.03.025.Ol9.01.

21220
8758.383.3

533

、12.512.5
二66

.igi2.§16.

1221121
75.012.568.812.56.3 =, .↓37.ξ,,.8

17818433376
77.36.481.818、213.613.613.631.827.3

12558119374339145430
82.238278.324.32832579.23551973.

5715391271273110
9.23.460918.810.918.810.948415.67.

2163219265517216108951
83.412474.12511972786.241.736.76.

1622612535234179161

81,81163.117712073.546030.

10723963219181366181

87.718978726215.614、810、754114.80.

132841
86.713.353.326.76.7 二6 .}4。.8,」

79107224

82310.475,025、0

115239830

9

、9 .4

22

1135510
1.53.157310.4

3186812

一284一



全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業,

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

QlSQ1
入が効果的で
あった項目

そ
の
他

無

回

答

1512
0.86

=4 .

二6 .

:16 、

:5 .

:5 .1
|

3.36.

1

4.89

=5 .1

=4

:4 .

:2 .
11

1.91.

二18 .

Il
1.01.

二4 .1

:6 .1

:9 .1
11

0.78.

=4 .
12

0.49.

=1。21

=7 .

二6 .1

7
7.36.

211

一285一



、

業
種
コ
ー
ド
別

〈Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況

全,体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業 ・

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
フ
ル
数

'
.、
〔

9

.

8

0

1

0

∠

〔

8

・
00

(

(

3

・
00

'
∠
〔00

',
〔

5

.
00

(
、
(00

(

〔

3

.
00

-

(

2

・
00

C
、
〔

5

・
00

F
、
〔

4

.
00

∈

〔

4

…
OO

(
、
〔

6

・
00

'.、
〔

5

.
00

C
、⊂00

C
>C

9

.
00

rC
C

4

.
00

〔

C

O

・

1

00

∠

C

2

.
00

∈

COO

r
∠
〔

2

.
00

r
∠
C

5

.

1

001

ノ
」
〔

6

.
00

C
)
〔

5

る

2

00

ε

C

9

.

1

00

ρ
∠
〔

2

・

1

00

C
、
⊂00

慣
し
⊂

9

・
00

ε31

>

C2-1社 内の情報利用環境の整備

覆
み

2

5

4

・

5

1

1

8

8
0

6
.
"

8
3

7

2

・
67

7

3　85
ウ
↑
(∠

5

.
9

8

749
|

0

2

・
07

6

257

0

7

5

・
48

8

4

3

.
48

2

3

4

・
9

56

導
入
検
討
中

7

ロ
〕

3

.

2

2

0
9

5
7a

2

76

4
0τ

1

35

3
00

Q
)
Q)

4
9

つ
)

5

5

1
2

34

3
34

475

88.79.4

172

89.10.

829

30、9

2.58.8

8211

82.0「11.0

193

79.212.5

151

93.86.3

183

81.813.6

1454

95.42.6

487

75.010.9

21631

83.412.0

13942

70.221.2

9225

75.420.5

74

46.7・26.7

7916

82.316.7

10618

無

回

答

予
定
な
し

⊂
～「
>

0

5
5

0

.

1
5

≡

一

6

1τ

|

と
S

3

1
33

≡

一

3

052

一

1
8

-

≡

一

一

6
002

-

∈4

ー

口
0

4

=

一

一

一

一2

'44
≡

一

2

つ
〕

4

一

ー

-

」4

一

一

1
9

一

ー

一

一

3

(∠a

－

↑

9
88

|

〔

6
06

≡

≡

2
3a

≡

一

一

一

'

≡

1
54

≡

一

3

02
≡

「

9
14

-

∠α

4ー
(∠4

-

仁
、

α

(◎

|8

↑5

14
一

一

4
762

-

〔
一

－

r
∠21

サ
ン
フ
ル
数

Q2-2業 務情
報を部門内で共有

・活用

憂
み

導入

検討

中

差芒
無

回

答

1893
100.0

135035117517

71.318.59.20、9

84
100.0

641451
76.216.76.OL2

30
100.0

2271-

73.323.33.3一

12
100.0

1011-

83.38.38.3一

57

100.0
43日3-

75、419.35、3一

19
100.0

1612-

84.25.310.5一

30
100.0

1875-

60.023.316.7一

21
100.0

12621
57.128.69.54.8

59
100.0

45122-

76.320.33.4一

45
100.0

3942-

86.78.94.4一

46
100.0

4051-

87.010.92.2一

69

100.O

5892-

84.113.02.9一

53
100.0

4382-

81.115.13.8一

19
100.0

172--

89.510.5-一

95
100.0

76136-

80.013.76.3一

48
100.0

30891
62,516,718.82.1

100
100.0

6124141
61,024,014.01.0

24
100.0

1842-

75.016.78.3一

16
100.0

1123-

68.812.518.8一

22
100.0

1462-

63.627.39.書 一

152
100.0

96'36182

63.223.7「11.81.3

64
100.0

311914-

48.429.721.9一
・259

]00.0

20047102

77.218.13.90.8

198
100.0

14041143
70.720.77.11.5

122
100.0

9614111

78.71L59。00.8

15
100.0

663-

40.040.020.0一

96
100.0

6013212
62,513,521.92.1

138
100.0

8431203
60,922,514.52.2

、

、

一286一



〈Q21Tに よる情幸R共有 ・活用の実施状況 〉

業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
フ
ル
数

ンロベ
ヒ

9

◆

8

0

1

0

イ

こ

8

.
00

(

〔

3

.
00

r
∠
(00

一
,
(

5

・
00

C
、
〔00

〔

〔

3

・
00

-

〔

2

.
00

C
、
(

5

.
00

r'〉
〔

4

・
OO

ζ
C
〔

4

・
00

C
U
C

6

・
OO

C
Ｌ
C

5

●
00

C
、COO

C
、
C

9

・
00

C
C
C

4

・
OO

C
C

O

.

1
00

メ
『
C

2

.
00

ε

COO

2

C

2

・
00

2
C

5

・

1
00

4
C

6

.
00

C
)
C

5

・
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・

1

00

口
>
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・
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の
部麟

賄
を
で

⑭
講

無

回

答

予
定
な
し

導
入
検
討
中

実
施
済
み

4

.
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1

5
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・

1

8

7

1
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・
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9
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1
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コ
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・
86

-

〔L
4
04

7
07

8
0

7

.
87

-

r
∠　4

1
24

R
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「
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4
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コ
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2
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9
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」
'
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∨
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1
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0
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∠
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.
56

C

」
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0

7

2

・
7

7
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3

.
4

3

5

9

`

1

4
「

7

r
∠
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18

Q
》
6

2

・
4

1
3

5

.

1

67
⊂

〉
「
戸
Sロ2

2

89

0

28

7

5

9

.
97

6
004

2
331

7
7

つ
64

C
」
-

ロ
3

7
37

」4
64

2

0

7

・
57

∠918179

サ

ンフ

ル数

蹴 鞠
葬
み

導
入
検討

中

〉

歪

芒

無

回

答

1893

100.0

'92961432426

49,132,417.11.4

84
100.0

3138132
36,945,215.52.4

30
100.0

91272
30,040,023.36.7

.

12
100.0

435-

33.325.041.7一

57
100.0

36174-

63.229.87.0一

19
100.0

10531
52,626,315.85.3

.

30
100.0

11109-

36.733.330.0一
.

21
100.0

9921
42942.99.54.8

59
100.0

212117-

35、635.628.8一`45

100.0 552き281§15.;=

46
100.0 5226341§13.8:

69
100.0 63勺3。 鴛5』:

.

53
100.0

241991
45.335.817.OL9

19
100.O 521931.815.§ 二

■

95
1000

5128142
53729,514.72.1■

48
100.0

1816131
37,533,327.12.1

.

100
100.0

4337191
43.037.019.01.C

24
100.0

10941
41,737,516.74.2

16
100.0

6721

37,543,812.56.3.

22

100.O 31.1451922.》:
152

100.0
933919

61,225,712.50.7

64
100.0

162324
25,035,937.51.6

259
100.0 6袈27788る1.9

.

198

100.0
10466262

52533.31311C

122
100.0

692923
56,623,818.90.8

.

15
100.0 2。.84。.8、 。.8:

.

96
100.0

3241203

33,342,720.83、

138
1000

574337
4133122680.7

一287一



〈Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況 〉

業
種

コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
、乙
フ
ル
数

C
㍉
C

9

・

8

0

1

0

∠

⊂

8

・
00

⊂

〔
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00
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∠
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・
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・
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・
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・
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∈
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・
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・
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.
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、
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C
、
(

9

・
00

モ

く

4

.
00

こ

く

0

.

1

001

べ
く

2

.
00

〔

〔OO

プ
ば
く

2

.
001

5

・

1

00

6

.
00

5

・

2

0

「

0

9

・

1

001

2

・

-

00

00
9

・
00

31

マ

ロ

瀦
賄

を

実
施
済
み

0
9

5
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5

8

2

・
92

0
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|
3

　
8
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2

.
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8
1

コ
24

7

QOび
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5
8

コ
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6
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0
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8
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つ
り
只
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●
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6
1

2

.
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9
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7
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◆
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0.8
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18.8
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4.5
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27、0

18

28.1
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6.3
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予
定
な
し

導
入
検
討
中

3
1

7

.

8
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0
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・
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0
7
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.
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7

1
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・
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▲4
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ロ
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・
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7
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6
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2
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つ
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2
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2

.
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0
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7
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6
6仁3

4
1L2

1462

0

5

3

・
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6
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9

0

4

・
94

2

0

3

・
23

5
526

3
5ロ21

9
365

4
052

3
195

8
463

3
0

7

.
84

6

7

3

◆
32

7

2

2

ひ
24

7
662

6

2

8

.
33

9

6

6

・
62

0

4

8

・
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0
3

5

.
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.
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9
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2
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3
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0

7

.
47

3
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無

回

答

一
,
(

3

.
2

'
∠
∠2

-

'
.」

a

-

'
,
」

5

1
4.

-

r̀2

4

r
.」

r
∠
13

∠

「
、

1

ε

〔4

'
∠
〔1

6.

サ
ン。
フ
ル

数

鍵§竃

套
み

導
入
検討

中

差

替

無

回

答

1893
100.0

5028205314C

26,543,328.12.1

84
100.0

2034273
23,840,532.13.6

30

100.0

51672

16,753,323.36.7

12
100.0

534-
4L725.033.3一

57

100.0

1825122
3|,643,921.13.5

19
100.0

5104-

26.352.62|.1一

30

100.0

2208-

6.766.726.7一

21
100.0

4971

19,042,933.34.8

59

100.0

113018-

18.650.830.5一

45
100.0

1023111

22,251,124.42.2

46
100.0

1421U-

30、445.723.9一

69

100.0

263751
37.753.67.21.4

53
100.0

113192

20,858,517。03.ε

19
100.0

757-

36.826.336.8一

95
100.0

2143292
22,145,330,521

48
100.0

722181
14,645,837.52.1

100
100.0

2545291
25,045,029.01.0

24
100.0

5991

20,837,537.54.2
16

100.0

376-

18.843.837.5一

22
100.0

一814-

-36 .463.6一

152
100.0

6451343
42,133,622.42.C

64
100.0

U30221
17,246,934.41.6

259

100.0

90114514
34,744,019.7|.5

198
100.0

5292495

26,346,524,725

122
100.O

3448382
27,939,331.11.6

15
100.0

339-

20.020.060.O一

96
100.O

1238406

12.539.64L76.3

138
100.0

3746532
26,833,338.41.4

一288一



〈Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サー ビス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8

1

3
100.

1

0

5
100.

1
100.

3
100.

21
100.

5
100.

4

100.

4
100.

6

5
100.

1
100.

9

4
100.

10
100.

2
001

1
001

2
100.

15
100.

6
100.

25

100.

19
100.

12
100.

1

100.

9
100.

13

割
隠
W

讃藩
イ
ら
に

促
か
速

実
施
済
み

入
検
討
中

予
定
な
し

758'559

無

回

答

541 3

・
1

183528

5i310
16.743.333.36.

5

41.7

25

41.7

2124111
36842119.31.

784
36.842.121.1

5169
16.753.330.0

3891

14.・338.142.94.

122819
20.347.532.2

161811

35.640.024.4

112114

23、945.730.4

25358

7

1
1.

102714
18.950.926.43.

757
36.6.336

224230
441.

1

62120
12.543.84172.

2940301
29.040.030.01.

76101
.0474.

385
18.850.031.3

4612

18.227.354.5

744629
48730319.12.

926281
14.140.643.81.

9010461

34740.22361.

638347
3184192372.

374736
30.33852951.

348

20.026.753.3

133741
13.538.542.75.

3648531

一289一



〈Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況 〉

全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱供 給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険 業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8

100.

3
100

1

00.

5
100.

1

3
100.

21
100.

5
100.

4

10.

4
100.

6

5

100.

1
100.

9

4

10
100.

2
100.

1
100.
.2

15
100.

6

.
0

25

100.

19

tt
lOO.

1
100.

9
100.

13

促 実施済みの項目

の
整
備

情
報
利
用
環
境

社
内
の

報
伝
達
で
き
る

層
に
迅
速
に
情

現
場
か
ら
経
営

活
用

情
報
を
共
有

・

取
引
先
の
間
で

・
活
用

全
社
的
に
共
有

必
要
な
情
報
は

共
有

・
活
用

関
係
部
門
間
で

情
報
の

一
部
を

・
活
用

部
門
内
で
共
有

購
らにき
現1青る

無

回

答

15421350141992951050254110

6864

81.0
5931 252018

823.4

23222091055
76773.366.730.033.316.716.710.

710

58.383.

741551

33.8.341748.

52434836231821
91.275.484.263.240.431.636.8

18161610857
6.8642.126.84.

2118、7G1725
70.060.056.736,723.36.716.713.

-

ε4

つ0
341

4

∩
∨
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Q
U32

Q
∨
Q
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五
1
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(∠
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-
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6

り
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.
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(∠

2

4

◆
7

5

つ
0

4

・
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0

7

5

ぶ
48

r

`

∠4

CU
653

0

ク
一

22

0

22
.

2

5

R
)

2

・
55

4

戸◎

3

.
57

Q
)7

3

.
68

8
44

3

.
48

424041241814111

91.387.08915.239、130.423.92.

65586044332625

17.063.8736.

474342242611101

8781.179.245、39120.818.91.

17171210977

89.47.4310

82767751272122

17

30

82
8

1…s18
79.275.0

303318

,i678,Z・91
.078.043.0

1610

7

176

18鵠12ラ …
18.025.02905.

557
0.820.12.

151196
93.868.856.337.5

1814197
63.686.431.8

3331
18.818.8186.

1=
1841

1459611693416474
95.463.76.361.227.0414872

4831421618119
048465.6117.21.10.

216200193162100909011

83.477.274.562.538.634.73474.

13914015110460526311
.776.352.53318

92969769173437
75478779。556.613.9793034.

46.子4。.8,,.12,.3 二 。.8。.833.

79607232

9'。1625175593351

61213

6.312。513.56.

22373611

一290一



〈Q21Tに よる情報共有 ・活用の実施状況 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く.)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8

3

100.

1
100.

5

100.

1
100.

3

100.

21
100.

5
100.

4
00

4
100,

6
100.

5
100.

|
00.

91

4

100.

10
100.

2
00

1
100.

2

・
0

15

100.
6

.
0

25
100.

19
10

12
100.

1
1

9

100.

13

C2検 討中の項目

社
内
の

報
伝
達
で
き
る

場
に
迅
速
に
情

経
営
層
か
ら
現

報
伝
達
で
き
る

層
に
迅
速
に
情

現
場
か
ら
経
営

活
用

情
報
を
共
有

・

取
引
先
の
間
で

・
活
用

全
社
的
に
共
有

必
要
な
情
報
は

共
有

・
活
用

関
係
部
門
間
で

情
報
の

一
部
を

・
活
用

部
門
内
で
共
有

業
務
情
報
を

の
整
備

無

回

答

237351267614473
0

10141538
7

820
4
75859

273435
1441.7

・
一
-

576

16.723.320.0

212
16..316.7

12

40.0

3

51613

16.753.343.330.

411817

7.019.314.029.8

532

6.7725.・

Tt25241
22.843.942.129.

11255
5.35.10.6.326.3

377107
10.023.323.333.323.3

108
642.136.

5tt16
66.753.323.

365

91212
15.320.320.3

9
49

菱1
36

4
19.

15
25.4

98
49388.1

30281
50.847527.1

54613
1.18.913329

25416
4.310.98.734.8

1723181
22.851.

]221211
26.145.745.728.

39
.31.

52122
.043L

37352

650、1.

585
9.415.19.4

225

91312

19
35.8

6
1

28

17

32.1

4
21.1

26

31271

58.550918.

55
26.36

43422

986

Hltr7.17
11.024.017.0

346
12.516.75.0

16

33壽

370

9
37.

16

35》

30

3

22211

4§434i>
45.04002

96
.59.

12
6.312.5

36
13.627.3

4

,25.01

7478
43.825.04.850.037.

10886
436.73

43619

.623.12.5

71910
10.929,715.6

39

25.7

23

3651466

23.733630.340.

31473770

12、018114.3270

17302621
6469063

591141048
26644.040.232.

424129665092836
1
25α111P,6、51148L99

2051L58.223815.639,338541.

462

il4α1…L33i2・2
16.713.514.6

183118

6
4ヨ

1

42.7

43

3

ii
13.5

24

3420596513
2

396529.

464851
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全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱 供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8
100.

3
100.

1
100.

5
100.

1
100.

3
100.

21

00.

5
100.

4

100.

4
100.

6
10.

5
100.

1
100.

9

4

15
100.

2
100

1

100.
.2

00.

15
00.

6
100.

25
100.

19

i。6?
1

100.

9
100.

13

α∋ITに よる情報共有 ・活用の背景

羅

時
間
の
短
縮

・

業
務
プ
ロ
セ
ス

製

に

よ
る

コ
ス
ト

ペ
ー

パ
ー
レ

ス

2415337

童

部
門
内
業
務
の

童

部
門
間
業
務
の

羅業務
の

開
拓

新
サ
ー
ビ
ス
の

新
製
品

・

の
生
産
性
向
上

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

讃

レ
ー
シ
ョ
ン
の

社
外

コ
ラ
ボ

の
周
知
徹
底

営
理
念
や
課
題

企
業
理
念

・
経

迅
速
な
伝
達

経
営
層
へ
の

現
場
情
報
の

8921080279
471571.

2563415211

9.875.48.861913、1

39484130
4.9

2127
48.3

9837
9.

71

102417149
33.380056.746.730.0

3119101
25.091.775.083.38.3

72
23.36.7

3

21
6.73.320.

174427396
29.877.247468.410.5

61310144
3L668.4.73.

134
22.87.0

41
15.3

441
7.07.022.

11
5.3

9241917262

30.080、063.356.76.720.06.7 =3 .さ16.

711
611§761119414.§2=4.

24逐7343999151
40.779.757.66.115.315.31.78.51.711.

1438

31.184.
22327101
.971.11622.22

13
6.713.

19391928311
41.38484L360.96.523.9 =8 .今

2
4.317.

2254253816192
319783227.5

1646223532152
0.86841.566022.68.33.8

71691222
510.536.84.

32813955]2268
414

661

8.8.70.

14

1、97.515、1

31

5.31

871

47

2733272126
.368.8543.4.

387652611322
38.076.052.061.013.022.0

122214131'4
・50

.091716.7

3
3

1
.0

21
4.20.

662
6.06.02.

1
4

51411141

31.387.56.887.56.3

71910131
1.45.559.1

=, .▲i2.§ =6 .1
45

.22.7 =9 .子22、

4310964831662111783
28371.742.154610.54087.211.25.325.

2852293620
343881.56.3

1022111乏013253

39.481.546.351.020.5

63
9.44.7

393

15.11.2

36
4.79.41

22'197
8.57.328.

87171769636

438.448518、

513
81.5

1294
14.523.

63
516

8
3.

'

8↓91
43651623208221

35.253313.118、916.46.61.617.

131010

66.766.7 =i3 .9 二6 .1

4571
469740

57116

57643
59.46673.1

737119

247
2.|4.27.3

2456
4

=13 .1
72

一292一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品 飲料 ・三ばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国.公 立除く)、 学習i嬢

その他の非製造業

α31Tこ
る情報共有 ・
活用の背景

そ
の
他

無

回

答

122
061.

:1 .1

:3 .1

二1
.1

二3
.1

二4 .1

=2 .1
11

L4L

4.

:2 .

1
6.3

"
=2 .

:o .1

:L

:0 .1

9
9.44.

一293一



全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ・紙 ・紙加工品製造業 、

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

情報通信 ロ'

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業

映{象・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8
100.

3

100.

1
0.

5

100.

1
100.

3

100.

21
100.

5
100.

4
100.

4
100.

6
100.

5
100.

1
10

9

4
100.

10
100.

2
00.

1
100.

2
100.

15
100.

6
100.

25
100.

19

12

100.

1

100、

9
100.

13

C3SOlITを 導入し効果があった項 目

墨

時
間
の
短
縮

・

業
務
プ
ロ
セ
ス

削̀
減

に
よ
る

コ
ス
ト

ペ
ー
パ
ー
レ

ス

.円
滑
化

部
門
内
業
務
の

擢

部
門
間
業
務
の

羅

企
業
間
業
務
の

迅
速
な
伝
達

経
営
層
へ
の

現
場
情
報
の讃

レ
ー
シ
ョ
ン
の

社
外
コ
ラ
ボ

の
周
知
徹
底

営
理
念
や
課
題

企
業
理
念

・
経

開
拓

新
サ
ー
ビ
ス
の

新
製
品

・

の
生
産
性
向
上

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

76613961194104144438213330116140
40..57

30605946|21621|71

35、771.470.254.14.319.02.413.18.317.

122321
40.076.770.0 36耳33.i8,,.86弓1。.8 =20 .

6119104

50.091.775.083.333.3

2642.383914

45、673.766.768.424.6

,,.9=,.▲ 、5.
1471361

24.612.322.810.528.1

612151236133
3.663.278..963.215.831,'65.315.815.815.

922171464161

30.073.356.746.720.013.33.320.03.313.

91411|164
42.966.752.45.428.619.0 =, .99.…19.

224839361610
37.381.466.161.027.116.'9 =1。 .》5.…11.

15363831892941
33.380.084.468.917.820.04.420.08.92.

2438343011|51108

52.282.673、965.223.932.62.221.717.417.

4355
.7 2『97'f842983424i。.141;17.iZ3。21
2441413523,163|0101

45.377.477.466.043.430.25.718.918.918.

131816166

6「94.784.284.2.31.6

38 、71615626
4

152731176

31.356.364.65.41.5

7245
36.10.1.126.34.

2691561
49.

7321

14.66.34.6.
3874695414203191021

38.074.069.054.014.020.03.019.010.021.

12181512'43142

α075.062.550.016.712.54.16.78.36.

71111104
43.868.868.862.525.0 =, .512.…6.↓6.1
'

4.877日63.i6631ぎ
21221
14.59.19.14518.

591091029833581540134

38.871.767.164、521.738.29.926.38.632.

225039292.17687134
.478.160.945.33.810.99.41.510.918.

10919315014582411344307
42.174.557.956.031.715.85.017.011.628.

73135
3.9.

959348

.047、024.

326

.3、

21123
.66.11.

609369582020292072

49.276.256.647.516.416.423.816.45.720.

512116
33.380.07.40.0 =13日 =6 .;6.16.1

28686251
29.270.864.653.1

52987758

13

13、5

23

7592
7.35.29.42.18.

26122073

i
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全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通 言 口1'

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

曝
小売業

金融 ・保険 業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

を
カ

T
黒
目

-
効
項

1
し
た

畷
わ
そ
の
他

無

回

答

11 17

二9
.

:10 .

二8
.1

:8 .

:15 .

:16 .

=23 .

=5 、1

:2 .1

二4
.

1
1.45.

2.
1

20.

二8
.

:8 .

:6 .1

:9 .1

:9 .1

=6 .
12

0.49.

3

.
5

=7 .

8

8.38。

1

/

一295一



業
種
コ
ー
ド
別

<Q5BPRへ の取 り組み状況

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ・紙 ・紙加工品製造業'

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 咄 版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ

、乙
フ
ル
数

⊂
＼
〔

9

・

8

0

1

0

∠

〔

8

.
00

〔

〔

3

・
00

r
∠
〔σO

≡,
(

5

"
00

(
、
〔00

〔

〔

3

.
00

-
(

2

'
OO

(
、
(

5

.
00

;
、
〔

4

.
00

∈

〔

4

.
00

(
、(

6

.
00

ノ
　へ
こ

5

.
00

(
、
(00

じ
へ
く

9

.
00

べ

く

θ4

・
00

こ

く

0

・

1

00

イ

く

2

・
00

OO
2

・
00

5

・

1

00

6

.
00

5

・

2

00

9

.

1
00

2

.

-
00

00
9

・
00

3

.

1
00

>

C5-1特 定部門のBPRの 実施

憂
　」
留

3

4

2

・
72

0
333

6

0コ05
-

刀4

3

.
45

」4

1L2

0
333
Q
》
∩コエ24
C
U
-τ2

9
224

8
19

1
3

4
3

3

.
94

Q
)
Ω
)

53

8

1コ24
0

6

3

・
3

2
052

4
0

3

.
43

0
74

5

31.3

31.8

54

35。5

20

31.3

64

24.7

56

28.3

45

36.9

2

13.3

23

24.0

38

検
討
中

3
4

6
23

-

Q)

3

.
63

7
3

エ
32

3
0

エ
52

7
QU

92

8
1

ロ
24

6

0　02

8

1コ83
3

0

2

・
93

5
333

5

623

4
302
(◎
203

7
8

コ
63

5

3
2

"
62

6
333

83
38.0

8

.3

5

31.3

1.0

45.5

48

31。6

19

2.7

99

38.2

57

28.8

31

25.4

8

53.3

31

32.3

48

.

3
6

4

■

無

回

答

1
7

予
定
な
し

0
0

3

.

5
82

3
6

ロ
3

7

1

2

・
23

6

0　02
7
3エ32

1
3

ひ
8

(∠
7

コ
61

2
5

コ
3

7

3び21

2
5

ロ
01

5
3

び
62

1
3

の
3

つ
0
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]
8

コ
4
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エ
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コ
3

Ω
)
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00
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ロ
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8
8τ1

只
)
Q
〕ロ
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8
4

エ
71

Ω
～
ε
C上1

3
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4

「Cτ
4
462

-

q
」ひ

5
3
8

ロ
51

C

》
ロ

}9
.

1
6

3

`
23

仁

〕
刀

「コ
01

5

33
λ
「
C4

4

0

2

・
42

-

r∠　4
5
8エ02

-

'こ6
5
3L3

5
7

ロ
22

仁
、
C
S

9

5
0

3

.
32

C

」
一
,4

2

▲4

(
∠

・
43

⊂

一,

2

・
7

6
3

7

'
92

⊂
、
rC9

Cu
3

R
)

.
33

ε

∈
ラ

6

8

1

3

・
3

-

一
,6

」4

7
コ62

(

∠0

2

3

つ
O

■
33

〔44

サ

ン
フ
ル

数

|893
100.0

ぽ「2複 数部
門 ・業務にまたがるBPR

実

纏
み

検討

中

マ

歪

e

無

回

答

385805566137
20,342,529.97.2

84
100.0

1441263

↑6,748,83|。03.6

30

100.0

41286

13,340,026,720.0

12
100.0

4521
33,341,716.78.3

57

100.0

1828101

31,649,1|7.51.8

19
100.0

4951
21,147,426.35.3

30

100.0

710121

23,333,340.03.3

21
100.0

7644
33,328,619,019.0

59

100.0

728222

日.947.537.33.4

45
100.0

142272
3|,148,915.64.4

46
100.0

11237.5
23,950,015,210.9

69
100.0

242997

34,842,013,010.1

53
100.0

1319174
24,535,832.17.5

19
100.0

7741
36,836,821.15.3

95
100.0

2234318
23,235,832.68.4

48
100.0 8.6371§412912.ξ

100
100.0

1753264

17,053,026.04.0

24
100.O

9852
37,533,320.88.3

16
100.0 18.§37.943.1=

22
100.0 9.…541….36.2:

152

100.0

36653516
23,742,823,010.5

64

100.0

728263

10,943,840.64.7

259
100.0

461118616
17,842,933.26.2

198
100.0

33836517
16,741,932.88.6

122.

100.0

2843429
23,035,234.47.4

15
100.0

284

13,353,326.76.7

96
100.0

1839281
18,840,629,211.5

138
100.0 17鴛42『836『 》 、.;
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業
種
コ
ー
ド
別

〈Q5BPRへ の取 り組 み状況

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ごプラスチック製品製造業.

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映{象・音声情報製作 ・放送 ・通信業'

新聞 ・出版業

情報サー ビス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険 業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維正業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 ・
＼

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数
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業
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速
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的
確
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報
伝
達
の

体
質
の
改
善

た
め
の
企
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刀
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化
の
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情
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共
有
の

全
社
的
な

シ
ー
ム
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化

ム
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各
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ス
テ
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果
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上

シ
ス
テ
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全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

Q6
取
背

一そ
の
他

R
の
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P
み
目

B
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・

り
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無

回

答
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全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

「般機械器具製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業,

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
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数
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

C6SO1
導入し効果力あ
った項 目

そ
の
他

無

回

答
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〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取 り組み状況 〉

業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維正業

パルプ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業 、

卸売業

小売業

金融 ・保険業'

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
、乙
フ
ル
数

'.」
〔

9

.

8

0

1

0

∠

〔

8

・
00

〔

〔

3

・
00

r
`
〔00

一,
〔

5

.
00

(
～〔00

〔

〔

3

・
00

-

〔

2

.
00

(
、
〔

5

・
00

r'、
〔

4

・
00

∈

〔

4

.
00

C
、
〔

6

・
001

'.、
〔

5

・
001

⊂
、〔00

r－、
〔

9

・
OO

ε

(

4

.
00

(

〔

0

.

1

00

∠

〔

2

・
00

∈

〔00

'
`
〔

2

.
00

r
∠
〔

5

・

1

00

∠

(

6

・
00

く
ヒ
こ

5

.

2

00

モ

く

9

.

-

00

ゾ
ご
く

2

・

|

00

C
、
(

・

00

ぐ

く

9

・
00

モ3|

C8-1
の対 面
のITの

検
討
中

実
施
済
み

183405

6

09

0

8

2

・
32

(◎

∩
)エ

02
5
761

3
052

3
052

5
362

8
63

2
5

コ
01

3
85|

7

Q
〕ぐ32

5

761

3
341

4
09|

9

QO51

-

(◎8

8
8τ1

0
222

2

162
4
403

7
R
)

42
R)
2

.
32

5
49

7
23|

5
362

6
R
)

L3

6151

9
8a1

9

8コ81

0
0

2

.
02

3
03

5
8コ02

2
005

(∠
521

5
3L3

7
8L3

5
722

Q
)1

2

"
9

4
8

2

.
5

5

432

」4
92

0

2

6

・
32

44

7

6

・
42

8

(∠

3

・
9

3
0

9

.
74

5

5

2

・
02

9

4

5

・
84

」4

762

」4

7
ロ62

44
64

6
1

2

.
72

9293

入

裏 無
な 回

し

答

87912
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53.63.
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1
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47鴛14.

62鰭5.

O.5

56.9
45.i9

851

55.99.

341
53.11.

1201
46.35.

571
8.85.1

32
26.24.

5
33.313.
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サ
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フ
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顧客か

・苦

実

鶉
み

検討

中
差e

無

回

答

1893
100.0

249328||75141
13,217,362.17.4

84

100.0

1915464

22,617,954.84.8

30
100.0

14・232

3,313,376.76.7

12
100.0

1173
8.38,358,325.0

57
100.0
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15,835,143.95.3
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3-16-
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100.0
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10,0|6,766.76.7
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100.0
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3,416,976.33.4
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20,3|4,555,110.1
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7,417,967.47.4
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100.0
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8,322,952,116.7
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5,020,073.02.0
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45,820,825.08.3
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〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取り組み状況 〉

業
種

コ
ー
ド
別
-

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業,

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業/

非鉄金属製品 ・

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気.ガス熱 供給芸 道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業'

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業
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翻

無
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サ
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CB-4セ グメ ンテー シ ョン分析

実

警
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検
討
中

藁沓
無

回

答

1893
100.0

17|482110014C

9,025,558.τ7.4

84
100.0

1029414

11.934.548.8'4.ε

30
100.O

26202
6.720.066.76.'7

12
100.0

57
100.0

1263
8,316,750,025.C

721263
12,336,845.65.3

19
100.0

3313-

15.8|5.868.4一

30
100.0

26202
6,720,066.76.7

21

100.0

一6141

-28 ,666.74.8

59
100.0

412412
6,820,369.53.4

45
100.0

46
100.0

317223

6,737,848、96.7

410311

8,721,767.42.2

69
100.0
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15,924,650.78.7

53
100.0

15452

1.99.484.93、 ε

19
100.0

5572

26,326,336,810.5

95
100.0
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1L627.453.77.4
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100.0
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2,129,252,116.7
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100.0
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8.031.060.01.C

24
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4893
16,733,337,512.5
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22
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152
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47494
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〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取り組み状況 〉

業
種

コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業'

非鉄金属製品 ・

情報通 言 口'

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業 ・

サ

、乙
フ
ル
数

㌃
」
〔

9

・

8

0

1

0

∠

〔

8

・
00

〔

〔

3

・
00

r
∠
〔

1

α0

≡,
〔

5

.
00

⊂
、
(00

(

〔

3

・
00

-

〔

2

・
00

(
、
(

5

・
OO

C
、
〔

4

・
00

∈

〔

4

・
00

(
、
(

6

.
00

'.、
(

5

・
00

(
、
〔00

じ
へ
く

9

.
00

モ

く

4

・
00

く

く

0

・

1

00

べ
く

2

・
00

0
.

0

2

"
00

5

.

-
00

6

>
00

5

.

2

∩
)

0

9

■

1

00

2

.

1

00

00
9

・
00

31

C8-5ワ ンツー ワ ンマーケ ッ ト
[

無

回

答

マ工
疋
な
し

検
討
中/

実
施
済
み

15167

・

2

7

1

6
163501

エ
4

8

0

5

・
96

7

(∠02

5

06

ひ
6

4

0

2

・
08

3
0

ロ
01

1
3

コ
3

ロ52
9
0

ひ
57

ー

一

　

一

び
8

7

9

3

.
46

-

(◎9

44
0ス

7
598

2
5

コ
01

一

一

台
6

0

7

2

・
66

7

つ
)び32

1
3ロ3

コ9
9
509

一

ー

ー

一

ひ
3

1

44

只
)

.
68

」4

Ω
)　6

2
4　3

エ6

1

9

3

・
86

0
222

|
2

コ
2

1
コ2

4
9

3

"
37

Q
∨
C
Uぐ

91

2

3ロ4

ロ
31

7

1

4
1
.
86

01
　41

3
3・

コ3
7
7

4

.
88

刀4
5τ

一

一

3

8　51

-

Q
)

τ5
5
3

　
62

一

ー

7
47

.

4
4

6

.
76

2

.
22

3

2　3
9
8

エ
81

8
3

2

.
85

0
802　2

4
0

ひ
4

5

0

7

.
57

7

07
4
0ひ4

▲4
7

ロ
61

9

5コ73
8
3　33

3
5

ひ
21

一

一

4
5τ8

2
5

コ
2|

一

一

2

|コ9
4
636

6
372

一

ー

7
2

5
1

0

.

1
96

0

2

2

・
3

0
66

λ
『
q
～コ

6

6

5

5

・
78

3

7コ4
1
6L

7

忙
し

6

.7

2

8

"

-

∩∠
7

7
1

4

.
8

8
1

　
3

7

口
」の3

1
0

0

.
5

7

8

6

・
33

3
6

2

" rC
∈

ロ
6

6

]

6

・
45

'4
9

3

.
72

4
「5

'
,
〉
〔

コ
02

0

766
2
3エ31

一

一

〔

ε

2

.
02

1
1

5

.
35

Q
〕
8

1

9
6
3

び
6

11193231

サ
ン。フ
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C8r6顧 客へのオンデマンド対応
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中
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無
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〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取り組み状況 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガ ス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8
100.

3

100.

1
100.

5
100.

1
100.

3
100.

21
100.

5
100.

4
100.
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QB-7顧 客 への安 全 ・安心の提供

実
施
済
み

検
討
中

予
定
な
し

無

回

答
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1
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15151

4乏i22毒6ラ
141

15127646.710、

21247

3.118.873.44、

25621571

9723960.65.

20481171
10124259.16.

524801
4.119765610.

=33 .§53.§13.

6155421
6.315.656.321.

1230831
7

一305一



〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取 り組み状況 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融'保 険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8
00.

3
100.

1

100.

57
100.

1

100.

3
100.

21
100.

5
100.

4

100.

4
100.

6

00、

5

100.

1
10.

9

」
4

100.

IO
100.

2
10

1
100.

2
100.

15
100.

6
100.

25
100.

19
100.

12
100.

1

100.

9
100.

13

C8実 施済みの項 目

分
析

テ
ー
シ
ョ
ン

セ
グ
メ
ン墾

商
品
情
報

の

W
e
b
で
の

窓
口
業
務

相
談

・
苦
情

顧
客
か
ら
の

I
T
の
導
入

対
面
業
務

へ
の

営
業
等

の

撰

安
全

・
安
心
の

顧
客

へ
の

対
応

オ
ン
デ
マ
ン
ド

顧
客

へ
の

マ
ー
ケ

ッ
ト

ワ
ン
ツ
ー

ワ
ン

無

回

答

50424943917110511122798
63.059

2019221051103
23.82.62211.96.01.11.946.

515211
16.73.316.76.73.33.3 =7。21

3131

25.08.3508.3 =16弓, .558.

18920745191
31.615.835.112.37.08.833.331.

334

15.815821.1

3

8 =5126 .§521

5392111'1
16.710.030.06.73.33.33.356.

1

コ66

4

0

一

9|～

3
341

1
84

'4
09}

3
55

9
35

4
86

2
43

4
86

2
302

2
443

-

'◎8

10912

2.20026.7
14613

30.413.028、3

31381

17.840.72.26.7'

42562

8.74.310、913.047.

.161418|1
23.20.326.1.9

7141
13.21.97.5L9

3

・
74

5
72

2

」47

3

34
3

・
96

0
98

6

3

6595
31.66.347.6.3

1572911
1

:53936 .
311'144

14、7

19,.9162.1=i2.962;
135'15849156

13.05.015.08.04。09.015.065.

12116
50.04.825.0

43
71.5 二4 .1

5161

31.36.337.56.3 =, .↓5。.

亨9、 子4=、.占,.占S9.ii
乏42841121019'237

15.818.427.07.96.612.515152.

14374
1.94.70.96.3

1124
.61.63.168.

64224410892515

24.78.517.03.93.13.59758.

93345722233207
47.17.22.11111.61.51018.

59393823|4354
48.432.031118.911.52.54.|34.

4

26.7 =6 .}。8 =66 .1
2662536

2716.326.03.16.3

391326|613

=, .§62『

11127

一306一



〈Q81Tに よる顧客対応力強化への取 り組み状況 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8
100

3
100.

|
100.

5
100.

1
100

3
100.

21
100.

5
100.

4
10.

4
100.

6
100.

5
100.

1
100.

9

4
100.

10
100.

2
100.

1
100.

2
100.

15
100.

6
100.

25
100.

19
100.

12
100.

1
100.

9
100.

13

CB検 討中の項目

藷

テ
ー
シ
ョ
ン

セ
グ
メ
ン墾

商
品
情
報
の

W

e
b
で
の

窓
口
業
務

相
談

・
苦
情

顧
客
か
ら
の

I
T
の
導
入

対
面
業
務

へ
の

営
業
等
の

糞

安
全

・
安
心
の

顧
客
へ
の

対
応

オ
ン
デ

マ
ン
ド

顧
客
へ
の

マ
ー
ケ

ッ
ト

ワ
ン

ツ
ー

ワ
ン

無

回

答

38132845248236131050679

161535。%・8gil1462子4乏
19.017、935.734.520.216.748.831.

64663461

20.013.320.020.010.013.320.053.

3122
5.08.3|6.716.7 =,, .1,,.》41.

15201521

26.335.126.336.8

1,.2:26.§i5.§

1112171

19.321.129.826.

,,.921.↑i5.8S2.1

756678101

23.316.720.020.023.326.733.360.

i4.3i,.928.き=i4.9,.9S2.11

91013124・10132

15.316.922.020.36.816.922.039.

8914171015|81
.8.OL137.822.233.3400.

126101099162
26.113.021.721.719.619.634.847.

17101817
24.614.526.124.6

10152431
1.734.844.

5285410152

9.43.815、19.47.518.928.352.

574
26.33621

5556
6.6.3311.

161723262123303
4.14.

91116141010201

諾 乏i33乏 。9512α192α1…kgS:'itil'1
20.020.020.031.017.019.029.041.

554885511
20.820.816.733.333.320.820.845.

243221
』12

.525.018.812.512.56.3
:37 .

741010635'31
.818.245.545.731.622.736.

292225322020427
19114.516.421113.213.227.648.

15913737123
23.414.120.310.94.710.918.850.

6042666047376210

23.216.225、523.218114.323.941.

3828526267
19.214126.33L333.8

2525324134

20.520.526.233、627.9

32486
124.232.

rt244
10.719.736.1

45.42215

26.733.326.713.313.36.733.346、

14162219-|910155
14.6|6,722.919.819.810.415.654.

292929292318306
1.

一307一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業'

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ

ル
数

189
00.

8
100.

3
100.

1

100.

5

100.

1
100.

3
100.

21
100.

5
100.

4

100

4
100.

6

100.
5

100.

1
0.

9
1

4
100.

10

100、

2
100.

|

100.

2
100.

15
100.

6
100.

25

100。

19

001
・
2

・

1

00

1
001

9
100.

13

CgITに よる顧客対応力の課題

で
き
な
い

柔
軟
に
対
応

市
場
の
変
化
に

十
分
で
な
い

の
I
T
連
携
が

企
業
の
外
部
と

整
合
と
れ
な
い

と
経
営
戦
略
が

顧
客
対
応
部
門

連
携
が
不
十
分

と
他
部
門
と
の

顧
客
対
応
部
門

良
く
な
い

費
用
対
効
果
が

導
入
し
た
がな

い

十
分
な
機
能
が

導
入
し
た
が

が
少
な
い

I
T
の
利
活
用

顧
客
対
応
に

そ
の
他

」

無

回

答

898340441739516576599
418.0337331.

8027

461319302429282
54.815.522.63528.634.33.32.410.

18311116812
60.OlO.036.736.720.026.740.0 :13 .

43242632

33.325.016.733.316.750.025.Ol6.716.

2669291826236
45.610.515.850.931.645640.410.55.

83543571

42.115.826.31.115.826.336.85.31.1

186711'8783
60.020.023.336.7'26.723.326.710.06.

11366

5.414.38.628.6

7831

.338.114.34、89.

3311132517|9151
55.918.622.042.428.832.225.41.713.

2791020

60.020022.244.4

21
45.7

2s6,・
7921

15.219.645、719.

1216102

1352122'〉?・1当8・
645745.78.78.

291213271919
42.07.41.39127.27.5

191013181321
35.818.924.534.024.539.6

-

C
、

5

6
7a

8
6

2
α4

'
,

'
∠

3

5
49

9
853

11769424
57.936.831.47.4210.51.1

54|32036264021
1.7.

1

.321.1
31

3.

1951619151181
39.610.433.339.631.322.916.72.118.

5313203934312381
53.013.020.039.034.031.023.08.016.

636106671
5.12.525.04.725.025.029.4.220.

|125472721
68.812.531.325.043.812.543.812.56.

'11

50.0 13.き,i.ラ4。.831.
744

18.218.2 =13 .
6819175942525562

44712.511.238.827.634.236.23.919.1

361218252022181
56.318.88.139.131.334428.11.610.

1334157877410098431

51.4|5、822.033.628.638.637.81.512.

9150538754

46.05.326.43.927.3

4470101
235.45.18.

5231445129224321
42.625436.141.823.818.03521.61L

76673
46話40乏 》40戎46詰51

35.422.925.037.521.9

5227275536

21
1a

1…6芸6205
13.52196.331.

4042231

一308一



全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

情報通 言 口目製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱 供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・.放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

10

8
100.

3
100.

1
100.

5

100、

1

00.

3
100.

一21

100.

5
100.

4
00.

4

100。

6
10.

5
100.

1
100.

9
1

4
10.

10
100.

2

100、

1

100.

2

10、

15
100.

6

・100.

25
100.

19

100.

12
100.

1
100.

9

100.

13

QIOITに よる顧客対応力強化の背景

コ
ス
ト
削
減 覆

新
規
市
場
の

新
規
顧
客
/

タ
イ
ム
削
減

ビ
ス
の
リ
ー
ド

フ
ロ
ン
ト
サ
ー

強
化

信
頼
関
係
の

顧
客
と
の

囲
い
込
み

優
良
顧
客
の

と
の
コ
ラ
ボ

グ
部
門
と
製
造

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン

の
防
止

販
売
機
会
損
失

の
差
別
化

己襲

口企
業
か
ら

そ
の
他

無

回

答

9105275446489893922205022421
12..4.20.76.51.

35|52226
41.71926.23LO

442321'283

.427.425.033、33.66.

19797151024
63.323.330.023.350.033.36.713.3

86344

66.750、025.033.333.3
:,, .325.9

二13 .

:8
.1

2720|42231121981
47.435.124:638.654.421.133.314.01.88.

10354953411
52.615.826.321.147.426.315.821.1.35.

1810101012336
60.033.333.333.340.010.010.020.0 =13 .、

776412543

33.33328.619057.12819.014、3 二14 .

2718141232151516
45.830.523.720.354.225.425.427.1 :10 .

151891418181391
33340.020.031.40.040.028.920.02.11.1

17201214291412'7

37.043.526.130.463.030.426.115.2
二8

.

3328161842161615

47.840..26.1623、2.1
=8 .

32187734101217

60.434013、2|3.264.218、922.632.1
二 日 .

748610465
36.1.142.1352.62131.626.3

4427222649191925
40

31991325527
64.618.88.87.152.110.44.24.'6

=14 .1

:22 .11
501731306118932111

50.017.031.030.061.018.09.032.01.011.

15142912
6.558.38.37.550.0

3
5 :,, .9

444473253
25.025.025.025.043.818.812.531.318.812.

8311814
36.413.50.036.46.6

6532614989

42.821.140.132.258.6

4
18.2

18
11.8

35
13.79.1

124711
7.930.90.711.

41132221427
64.120.334.432.865.610.9 :42膓 :6 .
125615786144852293221

48.323.622.033.255.632.88.535.90.88.1

8957481228662105531

44.928.824.261.643.431.3511.57.

723464675512122

59.027.952.554945.19.80.818、0
二6 .

97247
60.046.713.326.746.7 =,, .今 :20 .

3528301745

36.529.231.317.746.9

674746 .4461
41

1
LO

20

32372
3.124.07.328.1

92812

一309一



全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラズチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鍵岡業

非鉄金属製品・金属製品製造業

情 報通信 ロ1'

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業.馳

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

100

8

100。

3

100.

1
100.

5

100.

1
00

3
100.

21
100.

5

100.

4
100.

4
100.

6
0

き
100.

1
10.

9

4
100.

IO
lOO.

2
100.

1
;OO.

2
10

15
100.

6
100.

25
100.

19

100.

12

100、

1

100.

9
100。

13

Q1〔molITを 導入 し効果が あった項 目

コ
ス
ト
削
減

タ
イ
ム
削
減

ビ
ス
の
リ
ー
ド

フ
ロ
ン
ト
サ
ー

/礪 強
化

信
頼
関
係
の

顧
客
と
の

囲
い
込
み

優
良
顧
客
の

と
の
コ
ラ
ボ

グ
部
門
と
製
造

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン

の
防
止

販
古墨

云損
失

の
差
別
化

拙塑
口企
業
か
ら

そ
の
他

無

回

答

649449249337539221121216

718、

1574

211651221879
25.019.6.014.32509.58.310.7 =6;1

146118623

46.720.03.33.326.720.06、710.0
=36 .il

63
50.025.0 =16弓

421

3.316、78、3
:33 .

21168820105512

36.828.114.014.035.117.58.88.81.835.1

72234311
36.810.510.515.821.115.85.35.3 =42 .1

1063442
33.320.010.013.313.36.7 =6弓 =46 .1

8422824
38.119.0959.538.19.519.0 二s2

.1i

17145915848

28.823.78.515.325.413.66.813.6 =32 .1
13141210491121

291.12.24.422.8.920.02.22.246.

181551014886

39.132.610.921.730.417.417.41・3.0

2

43.

8
6
戸◎

Q
)
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〈QllECの 貴社における実施状況

業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業 馳

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業
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〈QllECの 貴社における実施状況 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業
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業
種

コ
ー
ド
別

〈Ql!ECの 貴社における実施状況

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

9

.

8
0

1
0

8

・
00

こ

く

3

・
00

'
∠
(α0

　
ロ
こ

5

.
00

(
、〔00

〔

(

3

.
00

-

〔

2

・
00

(
、
〔

5

・
00

r－〉
〔

4

`
00

ζ
人
〔

4

・
00

C
、
C

6

.
00

C
、
C

5

・
00

C
》
Cσ0

F
>
C

9

・
00

ε

C

4

・
00

C

C

O

・

-

∩
)

0

4

C

2

・
00

袷O
COO

2
C

2

"
00

2

0

5

■

1

00

」4

0

6

.
00

9
0

5

.

2
00

8
0

9

.

1
00

(
∠
0

2

・

1

00

5
0α0

6
0

9

.
00

831

>

Ql1-4特 定 の顧 客 との取引

無

回

答

予
定
な
し

検
討
中

実
施
済
み

5

・

2

3
0
2

3
Q
)

1
6

2
2

2
1

-

刀4

2

.

1

6

ひ9

8

0

5

.
96

」4

76

え4
〔d

り
4

31
5
3

2

.
38

-
-33

'
.、

〔
コ52

9

057
〔

(41
8
7

.
3

.
66

5

8a

R
)501

'
,＼

ε51

5

987
1
35

C

、
一
輌

コ
61

1
0

2

.
07

3
001

1

3ロ3
'

.S

'

.
、

41

7

∩
)

8

-

〔b4
'
・S

-

コ
5

-

晶4

5

・
68

2
'43

つ
0
1

ぐ5
P

、
-11

2
1

3

.
7

8
8τ1

=

、
C

、ゆ01

2

6

3

・
96

6

031

Q
∨
56

C
Ｌ
C
し

8

2

Q
)

4

・
06

5
27

Q
∨
031

C
、
C71

qO
7

3

.
7

5
49

-
Q
>

1
C
、
ε

コ
51

(d
刀486

2
50|

1
3

ロ
5

C

口
」

0

0

7

7

.

、
37

3
73

2
12

「!

∈
コ41

-
R
)

3

>
46

0

802
ε

C
ロ

8

9

0

6

・
96

7
07

6
0の6

-

'∠4
1
5

2

.
78

1
2ぐ4

|

(∠4

-
q
>

6
2
057

1
36

2
521

q
>
た031
1

8

・
2

・
3

3

195
5
722

1
54

え4

0

1

只
)

7

2

∩
O

λ
5
33

5
8τ

7
1

5

'
98

2
13

09
6

4

.
6

8

9

6

・

-

」46

Q
)2

2

.

9
37

0

2
3

.
5

2

6

2

・

・
6

」4

2

3

.
7

2

16

7
7

り
5

刀4
5

6

.
25

Q
り
R
)

5

2

2

3

.
62

メ4
7

コ
62

-
Q
)

37

Q
>
8

1
91

4

7

6

・
66

9

'49

4
24

9
8

1
31

つ9
6

0

■

1

47

(∠
78

4
Q
)

2

サ
ン。フ

ル数

Q11-5不 特定多数の顧客 との取引

実

籍
み

検
討
中

藁沓
無

回

答

1893
1000

＼1531781328234

8.194702|24

84
1000

1713504
20215,559.54.8

30
100.0

2|243
6.73,380,OlO.C

12
100.0

57
100.0

一 一93

--75 .025.C

36417

5,310,571,912.3

19
100.0

30
100.0

一 一163

--84 .215ε

33204

10,010,066,713.3

21
100.0

59
100.0

45

1000

46
100.0

1-164

4.8-76,219.0

31532

5.11.789.83.4
-6336

-13
.373313.つ

44335

8.78,771,710.9

69
100.0

664314
8.78,762,320.3

25379

389.469.817C

53

1000

19
100.0

2-152
10.5-78,910.5`95

100.0
79709

749,573,79.5
■

48
100.0

69267
12,518,854,214.6

.

100
100.0

.

24

1000
.

16
100.0

.

22
100.0

.

152
100.0

211798

2011.07908C

22191

8.38.37924.2

11131

636,381.36.3

45121

18222.75454ロ

51011423

3.36,675,015.1
.

64
100.0

32563
4.73.187.54.7

.

259

100.0■

198
1000

.

122
|00.0

222516943

859.765316.6

322711524
16213.6581121

1318883
10,714,872.12.5

.

15
100.0

一 一114

--73326
.7

96
100.0

636423
6.33,166,724.C

138
100.0

71110218
518.073913C

一313一



〈QllECの 貴社における実施状況 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通 言 口目製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業
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業
種
コ
ー
ド
別

<QllECの 貴社における実施状況

全 体

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

'こ
〔

9

・

8

0

1

0

∠

〔

8

.
00

〔

〔

3

.
00

r
∠
Cσ0

一,

〔

5

.
OO

⊂
、
COO

⊂

C

3

.
00

-

⊂

2

・
00

C
、
⊂

5

.
00

仁
、
C

4

・
00

rC
C

4

.
00

C
〕C

6

・
00

'こ
C

5

.
00

C
}
Cα0

=
、
C

9

.
00

ε

C

」4

.
00

C

C

O

.

1
00

4
C

2

.
00

∈

COO

r∠
C

2

.
OO

'
∠
C

5

.

1

00

4

C

6

.
OO

C
－
C

5

.

2

00

⊂
C
C

9

・

1

00

'
∠
⊂

2

・

1

00

C
>
⊂00

属
し
〔

9

シ
00

∈31

>

QllBtoB実 施状況

予
定
な
し

い
ず
れ
か
を

検
討
中

い
ず
れ
か
を

実
施
中

い
ず
れ
か
を

B
わ
B
の

7

θ4

2

"

4

5

1

7

9

8

6

.

」4
」42

0

1

6

■

7

04

2

Ω
U

6

.
37

」4
6

2

.
82

Ω
0
1

4

・
75

つ
)
7

2

.
67

5

7ト61
0
333

6
005

7

9

.3

.
46

2
7

ロ
61

7
385

⊂
U
〔∠48

-

R
)
5

3

2

`

.

'◎

6

つ
〕

2

Ω
U
7

・
3

.
66

0
625

1

0

2

・
07

0

333

Q
》
0

　03

6
267

|
8

ロ
4

負
0
183

Q
)1

4

.
38

3
02̀2

7
8

.2

.
54

2
1

3

'
7

3
Q
)

82

2

9

2

・
84

1
4

3

.
76

4
4403

9
0

2

'
36

8

1

3

・
55

3
88

3

q
)

4

・
26

7

8

3

・
96

只
)
382

8

7

3

・
7

'4
737

44
1L2

4
737

q
O
|

7

・
28

7
4

2

.
82

戸◎
Q
)

3

.
73

6
0

3

.
57

Ω
0
761

4

0

8

・
48

つ
)
0

・
惚
)

・
33

5
401

6

0

3

.
63

0

3

2

・
38

4
7

ロ61

7

(∠92
ぷ4
578

3
881

Cu
573

8
88

7
813

1
0

1
37

7

Q
∨

.
4

・
03

A4
28|
6

8

・
5

.
63

6
5

5

.
78

2
88

0
3

2

.
3

-

Q
∨

8

・

1

96

2

8

7

・
72

5

1

3

・

-

(∠5

0
8

5

"

1
57

」4
3

5

・
72

5

0

9

・
84

6
Q
)

0

.

-
CU

8
4
7

2

.
9

Q
)8

2

"
32

1

337

一

一

1
76

1

0

7

・
47

1
51

90172

'4
2

3.2

4

無

回

答

-
R
)

ト
6

ロ6

6|

3

6

4
1

3

2

2

5

1

14.

3.

1

9.1

4.

3.1

1
3.

1
6.

4.1
'

26.

1
18.

1

サ
ン。
フ
ル

数

'

QllBtoC実 施状況

Bい

舗
の遷

いず

れ
か検を討

中

い

羅
㌣

無

回

答

1893
100.0

2302661425206
12214,175,310.9

84
100.0

1918634
22.62L475.04.8

30

100.0

21253

6.73,383,310.C

12
100.0

一 一93

--75 ,025.C

57

100.0

88436

14.014.0'75.410.5

19
100.0

1-163
5.3-84.2|5.8

30

100.0

44224
13,313,373,3|3.3

21
100.0 、』=811114.i

59
100.0

62541
10.23.491.51.7

45
100.0

一8345

-17
,875,611.1

46
100.0

56344

10,913,073、98.7

69

100.0

1074512
14,510,165,2|7.4

53

、100.0
β53885

.79,471,715.|

19
100.0

22152
10,510.5'78,910.5

95
100.0

818778
8,418,981.18.4

48
100.0

611327
12,522,966,714.6

100
100.0

720806
7,020,080.06.C

24
100.0

22211
8.38.387.54.2

16

100.0

22141
12,512,587.56.3

22
100.0

57161
22.73L872.74.5

152
100.O

9151202C
5.99,978,913.2

64
100.O

52603
7.83.193.84.7

259

100.0

3737184『37

14,314,371,014.3

198
100.0

354012921
17,720,265,210.6

122
100.0

3928943
32,023,077.02.5

15

100.0

一 一114

--73 ,326.7

96
100.0

796619
7.39,468,819.8

138
100.0

71410617
5110.176812.3

一315一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業'

バルブ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属 製品製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

E
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱 供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業
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肋あ
無

回

答

8
10

15、1

7

20.

|

12.

6.

13.

22.

15.

10.

13.

1
12.

11
0.

17.

一319一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維コ二業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

情 報通 言 口'

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱 供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

繊
小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教 育(国 ・公立除 く)、.学 習支援業

その他の非製造業
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100.

100

100.

100.

5

100.

2
100.

13
100.

10
100.

4
100.

1
100.

100.

2

Q13ECの 実施形態

E
D
I プ

レ
イ
ス

e
マ
ー
ケ

ッ
ト

ハ
ウ
ス

ア
ー
タ
ウ
エ
ア

C
R
M

S
C
M

O
C

M

サ
ビ

リ
テ

ィ

・

ト
レ
i

ネ ン
ッグ
ト/デ
バ トィ
ンレン
キ1グ

B
也
B
そ
の
他

サ
ー
ビ
ス

会
員
制
ネ

ッ
ト

ン
ヨ
ッ
ピ

ン
グ

不
ッ
ト

65961

74

74100928515267712

9110.40931

413
7745.7

4
7.5

46'

7.511、3

610
.318.9

131

、95.728.

93

90.030.0 =i。 .6 二,, .62。.

712
100.014.8.6 二42 .§

35473767

89710.317.97.717.9|5.417.9
=1。

.67.

10123312

100.010.02.030.030.010.020.・0
=0110 .1

6

60.0 :2。 .61。.6
115

10.010.050.0 =40 .
8112312

100.0112.55.037.512.525.0

27

900 二 辻 1223
3.36.76.710.O :, .51。.

21
955

31212
64.59.14.59.1

29444543

100.013.813.813.817.213.8/10.3
:, .§1。.

40581296
88.91L117.86.70.01.3

4

9
:8 .613.

36129678
94.72.65.323.715.818.421.1 :7 .

141
10.07.

331
6.

3
21.47.

2

14.3

4 Q
)
9τ

327
51.4

=7 ..17.1
3

3
33.3 =22 .日 =33 .

3062333
78.915.85.37.97.97.91B.4

:7 .§5.

73
100.04. =,, .↓11 二,, .5 :28 .ぎ

3
9

7

.
2

5

4

41
114.3

=,, .↓

2
28. :8 .2

≒64672611
79.36.910.312.13.410.319.0

:28 .971.
=5 ..妻1。

15

68.2 =4 .ら

125514

89。93.610.1

亨 、.12.》 、.!:、.6、.l
ti82019182101

12、914413.712.91.47.212.

7811
72910.3

61511
.614.010.3

72321131
.521.51.10.9.

124361217116

26.78.96.713.32.24.437.82.235.615,

|
100.0

3
33.3

16 2 2 1 1

=33 .§

57

:22 .622.
5

一320一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業i

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガ ス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

Q13ECの 実施形態

サ

ー
ビ
ス

ウ

ン

ロ
ー
ド

オ
ー
ク

シ

ョ
ン

ネ

ッ
ト

B
わ
C
そ
の
他

無

回

答

297
350,8

20 2

:5 .§1.1

:10 .1

↑

2.6 :2 .1

1

10.0 二10
.1

1

3.3 =3 .1

1
3.4

41
8.92.2 =4 .

二2 .↓

2

3
3.3 =11 .

111

2.62.62。6

1
14.3 =14

.▲

2
8.6

2
3.4 二3 .

:9 .…4.1

311
2.20.70.71.

1
0.9 =3 .

328
6.74.417.813.

2
22.2

1

二22 .1

12

一321一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

65
00.

41
100.

100.

100.

3
100.

1
100.

100.

10

乏
100.

21
100.

2

100.

4
100.

3
100.

1

100.
3

」
3

100.

OO.

100.

001
.4

010

1
こ001

12
100.

7

10

1
100.

1
100.

100.

1

QISS-lEDI

有
効
で
な
い

ま
つ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

無

回

答

ス
コ
ア

9 1586236294

、31

194
.2

1
2.4 =7 .§i.i943.i§,.94.31

=55 .き,4.2 :4.4

=8 .9,,.2 =4.71

=2 .↓S,.i742日2.い.41

二4。 .8 =5 .き1。.↓4.11

:16 .}16.}6,.争 :4.5

:3 .114:6,,.;,S.'9

143
50.0375 二4.2

:4.3

11298
4.84.9.52.938.1 =4.0

:,, .§
58

17.227.6
1214 .041
.43.4

=56, .§7154il,.§4・2

=,。1758元, .94.・

=i4 .9,,.5。.1

71212
4

二4.3

1
3

14 .0

=1, .8 =4.0

117138
3.33.323.343.326.7 =3.8

:ち7 .↑.§ 二4.4

:弍1亘8
:4.7

215

4.32.210.9

=3.6

ラ0162
4.043

、534.84.3

=, .1i3.9731↓6.}4・71

3525395124 .02
.44.020.031.2408L6

:LIiS .iz3
263724 .347

.42.6

=16弓83 .18 =4.8

=1。 。.6 :5.0

=66弓,, .↓
267

4

=4.3
14

.3
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〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガ ス ・熱供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通{諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

0
61

100.

100.

1
100.

100.

1
100.

1
100.

100.

100.

1
100.

1
100.

1

lOO.

100.

1

100.

.100・

100.

11
100.

100.

QISS-2eマ ー ケ ッ トプ レイ ス

有
効
で
な
い

ま
つ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

無

回

答

ス
コ
ア

211

3、31

5
6

1
.

19 953 .38
.2

1
333 二3辻3辻 :2.6

:,, .566弓 :4.6

=1。 。.6 :4.0

=,, .625.6 二,, .62・3

:1。 。.6 =3.o

=。 .↓ =2.0

:5。 .6 =,5 .6 :,, .62・6

=402 =2。 ゐ4。 .3'3.6

=1。 。.6 :2、0

:1。 。.↓ =4.o

=11 =4.o

12
16.733.3 :33 .… =16

.12・6

:3 .166弓 :4.6

=1。 。己 :4.0

:25 .↓,,.6,,.625.↓ :3.5

=2。 .6,,.64。.3 :3.2

:9 .36.乏,,.218.6 =3.6

:5。325 .↓,,.6 :3.7

1 1
:3、5
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〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維正業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サT'ビ ス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

1
7

100.

10.

100.

100.

100.

1

100.

1
100.

10

100.

00

100.

100.

100.

1
100.

1
100.

100.

Ql3S-3デ ー タウエ アハ ウス

有
効
で
な
い

ま

っ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

-

無

回

答

ス

コ
ア

720358
7.031

43
.64

:。 .2,,.↓,,.6 :3.7

二5。 .6S。.6 :3.5

:,, .51▲,,12 :3.5

:5。 .6S。.6 :3.5

=5。 .6S。.6 :3.5

=1。 。.6 :3.0

=1。 。.6 :2.0

:,, .5,.5,,.5 =4.O

=,, .6,,.625.↓4・6

:,, .6s。.8 :25 .63.6
:s。 .6s。.6 :3.5

:。 .6
11

.0 =3.7

二5。 .↓ =s。 .6 =3.0

:5。 .833.§16.}4.4

=1。 。.6 :2.0

:7 .28.664.§ =3.5

二16 .1 =,, .今16.} =3.8

:33 .5,,13 :2.6

1 1
=3.5
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〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業 ・

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サー ビス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

0

・

1

0

100.

100.

00.

1
100.

100。

1

100.

1

100.

100.

1
100.

100.

1

100.

100、

1

100.

7
100.

10

i
lOO.

1
100.

100.

1

Q1⑮ 一4CRM

有
効
で
な
い

ま
っ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

無

回

答

ス

コ
ア

5
0

3194225 63 .86
.

1
25.O :,, .8 =3.2

=66 .亨,,.5 =4.3

=,, .↓,,.3 二3.6

:1。 。.6 =4.0

1
0 :50 .1 =2.5

:1。 。.6 =4.0

:1。 。.6 :4.o

:,, .6 =,, .6,,.6,,.63・6

126
.16.750.0

123
.7

、16.7

:IL,, .2,,.622.茎4.1

:1。 。.↓ =4.0

=31 2 =4.3

=3, .↓66弓 :4.6

:1。 。.↓ 二3.o

=,4 .542.828.9,,.54・1

=2。 .↓2。.66。8 :4.4
2

1L1 :,, .522.627.8 :3.5

11364
6.76.20.040.06.7 =3.7

二16 .ls。.83諸 :4、1

1
二4.o

－325一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維[業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供 給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

儲 サードス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

9

00.

100.

100.

1
100.

1

100.

100.

|00、

100.

lOO.

100.

100.

1
00.

100.

100.

1
100.

2
100.

11
100.

|
100.

1

Q1鵠 一5SCM

有
効
で
な
い

ま
つ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

無

回

答

ス

コ
ア

34114128
.34.12.4.6.4

54
.0

:66 .6,
114 .216

.76.7

:1。 。.乙 :4:0

:,, .566.亨 =3.6

=1。 。.6 :4.0

=63,, .5 :4.3

=5α ↓s。 .6 =4.5

二S。 .65。 ↓ :4.5

=2。 .↓

1

二2。 .64α62。.64・ ・

1 :55 .き2211.3.8

:16」16 .↓
4

66.7 ='4.5

1
333

一

一

2
7

ロ
66

一

一

2
766

1
333

一

ー

一

一

=3.6

:4.6

1

33、3 :,, .↓,,.5 :2.6

:1。 。.6 =5.o

=5。 .↓5。.6 =3.5

:5。 .6

=10

=S。
.64.・

1二5
.0

12467

5.010.020.030.035.O 二3.8

=9 .
54

4.536。4
:4.o

=1。 。.6 =4.0

1

一326一



<Q13

'

ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信 業

新聞 ・出版業

情報サー ビス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

8

00.

100.

1
100.

1
100.

1
00.

100.

1
100.

100.

100.

|
10.

100.

100.

100.

1
100.

00.

100.

Q13S-6ト レーサ ビ リテ ィ ・OCM

有
効
で
な
い

ま
っ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

無

回

答

ス

コ
ア

1183528
41.3

34 .1

:・5。8。 .8 二3.5

=66 .争33.9 :4.3

二疏 ↓ :4.0

二1。 。.占 :5.0

=100 .1 :5.0

:5。 .6S。.6 :4.5

:1。 。 ↓ 二5.0

=・,, .6,,.625.↓4.6

= .§16弓33.9,,.14・ ・

=,, .842.§,,.↓4.5

:101 :4.0
11

050. :3.5

:66弓 :、,, .5 =3.6

:33 .933.933.§ 二4.o

=2。 .6 =,, .64。.6 :4.o

:3i .6S2.i8i5.§ 二3.8

:,, .857.↑ =4.5

:5。 .↓ =s。 .↓ :4.o

1 2 2
=4.2
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〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

15

1

100.

1
100.

100.

100.

100.

100.

100.

100.

100.

100.

100.

100.

00.

0

'
100.

100.

1
0.

100.

11
|00.

100.

1
100.

2
100.

1
100.

100.

OIEB-7ネ ッ トバ ンキ ング/ト レー ド

有
効
で
な
い

ま
っ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

無

回

答
「
一6

ス
コ
ア

5166560

0.9
4.2

:,, .き 、。.8,。.8 二4.0

:1。 α ↓ =3.0

=1。 。
..8

二5.o

二14 .▲,,.2,,.5 二4.0

=5。 .6S。.6 =4.5

=2。 .62。.64。32。.↓
:3.6

=5。 .↓5。 ↓ =4.5

:,, .5,,.3 .=4・6

:s。 .6 =σ 占 =4.0

二66弓3晶 二4.3

=75 .8 =5 .14・0

=5。 .8、,.625.6…

=,, .15。.6 =4.5

=41
2314

.34・1

二s。 .6 二 。 ↓ :3.o

=14 .↓
=42 .§42.§ 二4.1

=1。 。.6 =4.0

:5。 .6 二5。 .↓ :4.o

:9 .27.§54.ξ9.4・5

=1。 α6 =5.O

=, .611.!,,.14,.2 =4.2

:、 .5、.▲521239.? :4.2

=iL641 .;47日 =4.3

=,, .3,,.5
132

6

=4.3

14 .1

一328一
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〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

サ

ヲ
ル
数

Q1鵠 一8BtoBそ の他

ま

藁
日

あ

藁
贅

どち

ら言
とえ
もな

い

や

璃
募
る

非

簡
募
る

無

回

答

否
ア

全 体
1。.8

一 一 一231

4.6C-一一33 ,3500167

業種

コ
ー
ド
別

食料品 飲料 ・たばこ ・飼料製造業 1
100.0

一 ー ー 一1-

5.OC-一 一 一100
.O一

繊維工業 =
一 ー ー 一__

一

ー ー ー 一__

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 二
一 一 ー 一__

一
ー ー ー 一 一_

化学工業 =
一 一 ー 一 一_

一

一 ー ー 一__

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 二
一 一 一 一__

一
一 一 一 一 一_

窯業 ・土石製品製造業' :
一 ー 一 一__

一

ー ー ー ー ー 一

鉄鋼業 :
一 ー ー 一 一_

一
一 ー 一 一__

非鉄金属製品 ・金属製品製造業 =
一 一 一 一__

一
一 ー 一 一__

「般機械器具製造業 =
一 ー ー 一__

一
}一 ー ー 一 一

電気機械器具製造業 =
一 一 ー 一 一_

一
一 一 一 一 一_

、 、

:
一 ー ー 一__

一

ー ー ー 一 一_

、 、

:
一 一 ー 一 一 ー

ー
ー ー ー 一__

精密機械器具製造業 :
一 ー 一 一__

一
一 ー ー 一 一_

その他の製造業 :
一 一 ー 一__

一
一 一 一 ー 一_

農林漁業 ・同共同組合、鉱業 :
一 一 ー ー ー ー

ー
ー ー ー ー 一 一

乏

建設業 :
一 ー ー ー 一_

一
一 ー 一 一 一 一

電 気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業 :
一 一 一___

一
一 ー 一 一__

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業 二
一 一 ー 一__

一
ー ー ー 一__

新聞 ・出版業 :
一 ー ー 一 一_

一
一 ー ー 一 一_

情報サー ビス業 :
一 ー 一 一__

　
一 一 ー 一__

運輸業 :
一 一 一 一__

一
一 ー ー 一 一_

卸売業 2
100.0

一 一 一1-1

4.OC-一 一50 .O-50.0

小売業
1.α;

一 ー 一11-

4.5C-一 一50
.050.0一

金融 ・保険業
1。.↓

一 一 ー 一1-

5.OC-一ー 一100 .0一

医療業(国 ・公立除く) =
一 一 ー 一__

一
ー ー ー ー ー 一

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業 二

一 一 ー 一__

一

一 ー ー ー 一 一

その他の非製造業 :
一 ー ー ー ー 一

一
一 一 ー ー 一_

一329一
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〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料 品、層飲料 ・た ばこ ・飼 料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

7

・
0

100.

100.

100.

1
100.

1

100.

100.

100.

|
00.

10

100.

100.

1
100.

0.

100、

1

10.

1

100、

11

100.

1

100.

100.

QlSS.9会 員 制ネ ッ トサ ー ビス

有
効
で
な
い

ま
っ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

無

回

答

ス
コ
ア

1

1.

1 192525 64
.Ol

=662,, .↓ =4.3

:1。 。.8 :5.O

=,, .6,,.6,,.6 =4.0

=1。 。㍊ :4.0

=1。 。.6 =4.0

=5。 .6 =S。 .占3・ ・

:5 .6 :,, .6。.84・ ・

=1 .↓ =3.0
1 2 :4.6

=66弓33 .占 =3.3

2二
100 =4.o

:1。 。.6 =5.o

:s。 .6 =s。 .6 :4.o

=,, .333己5・ ・

:1。 。.6 :4.o

11323

10。010.030.020.030.0
:3.5

=27§54 .918.多

=25 .812.§56.§

:3、91

14
.36

.3

:1。 α6

22

:4.0

13 .5
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〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油.石炭.プ ラスヂ。遍 路ぱ

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

12
100.

1
100.

100.

100.

|
100.

100.

100.

100.

100.

100.

1
100.

lOO、'

100.

100.

|
IO

、
100.

31
1.

100.

100.

QISS-10ネ ッ トシ ョッピン グ

有
効
で
な
い

ま
つ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

無

回

答

ス
コ
ア

=3 .i96隅
491973

.555
.6

=i3 .953.8,.手 己 =3.2

=1・96 =5.o

:,', .↓,,.3 :3、6

=1。 。.6 =4.o

=,, .8,,.6 =2.2

=,, .5,,.5,,.5 :4.o

:66 .亨 :33 .94.・

:33 .9.1 :S。 .83.3

:,, .53辻 :3ム3.5

: .↓

2

:4.

1 2 =3.6

= .1,,.↓ :,, .53.5
=1。 。.8 :4.o

=6。 .8、 。6 :4.4

:1訂16 .}'s。.8 =1633・4

:1。 。.6 :4.o

:,, .92橘5α8,.↓ :3.4

=㌶ .1,S.i81.4 :3.5

:1辻1辻,, .2 =4.5

二5α ↓5。 占

111

:3.5
1

=3.5

一331一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道 業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通f諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

2

1

100.

1

100.

1

100.

1
100.

100

1'
1

100.

1
100.

10.

100.

100.

1
100.

100.

lOO.

1

Q13S-11ダ ウ ンロー ドサ ー ビス

有
効
で
な
い

ま
つ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や

非
薗

で
あ
る
一3

無

回

答

ス
コ
ア

1
3.

4 911
7.9

13 .3

=1。 。.6 二4.0

:1。 。.6 二4.0

:1。 。.↓ :4.O

=1。 。.6 =3.0

=0 .2 =, .6.63・6

1 =50 .1 :3.5

:33 .133.↓ 己 =3.0

:1。 。.↓ =3.0

=19α 占

=。 .65。.1

:3.o

=4.5

=5。 ↓ =s。 .6 =3.0

:33』66弓 :3.6

=1。 。.6 =4.o

二33 .566弓 =3.6

1
50.0 =5。 .↓

1

=2.o

=2.0

一332一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品 飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維i工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サー ビス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

00.

1
100.

1

100.

1
100.

1

100.

100、

1

有
効

で
な
い

.ま

っ
た

く

Q1お 一12ネ ッ トオー ク ション

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

無

回

答

ス
コ
ア

:,, .211 = .↓3.1

=1001 二4.0

:1。 。.6

:1。 。.6 二3.o

:1。 。.↓ 二3.0

=1。, .6 =3.0

1
二3.0

一333一



〈Q13ECに よる取引関係向上の有効度 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱 供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

2
10.

100、

1
100.

1
100.

10

1
|OO.

100.

100.

Q13S-13BtoCそ の他

有
効
で
な
い

ま

っ
た
く

有
効
で
な
い

あ
ま
り 言

え
な
い

ど
ち
ら
と
も

有
効
で
あ
る

や
や 有

効
で
あ
る

非
常
に

無

回

答

ス
コ
ア

1

0
7 73

5.0
23

.6

=,, .3 =,, .5 :3.6

={。 α ↓

:1。 。.占 二4.0

:1。 。.6 二4.o

=1。 。.6 :3.o

=12己5。 .837.§ :3.2

=5α ↓5。 .↓

1

=4.5
1 .5 .0

ノ

一334一



業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業 ・

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業'

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

‥)⊥))一

置
い
て
い
な
い

置
い
て
い
る

サ
ン
フ
ル
数

5241
7

334981
0

3

0

6

.
57

8
'42

刀4

0

2

"
08

Cu
O02

8

.3

.

001

001

0

338
2
761

4
6

3

.
95

2

6

2

・
83

-

.
5

・

001

001

0

65

Q
)
θ474

7
0

2

.
09

3

001

-

・
3

001

り001

8
7

Q)
341

Q
)
ー

4

・
38

∩
)
96

2

・
5

001

ロ001
9

4

2

・
46

5
333

4
0

44

9

3

・
37

2

162
Q
∨
0

0

只
)

4

・
4

.

1

5

7

7

9
5

1
802

4

・
6

・
5

・

0

0

0

0

0

0

A4

9

|

.
6

37
5
3

52

-

.9

001

5
8

4

.
39

3
36

3

0

7

・
37

5

0

・
2

'
52

4

.
0

.

0

1
0

0

0

5
526

8
333

2
1

3
38

3

Ω
Oコ

81
1

001
β4
63

1
0

1
37

7

Ω
)
0

・
3

・

-

F◎

3

2

・
00

5

`

1
00

6
5

5

.
78

8
51

6

・
O1

1

6

0

・

2

77
5
2

5

"
2

5

.

2
00

刀4
8

5

・

1

77

1

7

4

・
02

9

只
)

7

.
46

2
44

4

.
43

9

・
2

・

1

1

0

0

0

「

刀4
339

1

7ヲ6

1
00|

Q
)Q
)

6

.
7

Q
)QO

9

9

・
00

1113231

一335一

サ
ン。フ

ル
数

Q15&〕1CIOの 形 態

讃敵
シのO
ス長 を
テが兼
ム 任

の

髪ヵ、

離
任

地役
の§

Cを

罐

CC
EI
OO
が を

兼
任

そ
の
他

無

回

答

F
■

433
1000

127392243751
293905178.51,202

■

18
100.0

5193--

27.85650.016.7-一
.

6

1000

212|一 一

33.316.733.316.7-一

2
100.0

一 一2-一 ー

ー 一100 .0-一 一
.

22

100.0

26131--

9.12735914.5-一.

9
|00.0

5-31--

55.6-33、311、1-一
.

3

100.0

|-11--

333-33333.3-一
■

3
100.0

1-1|一 一

33、3-33.333.3-一
■

|O

lOO.0

3-7-一 一

30.O-700-一 一
.

15
100.0

519-一 一

33.36760.0-一 一
.

12
1000

4-62--

333-50.0|6.7-一
.

19
100.0

一41221-

-21
.163.210.55.3一■

11
100.0

1361--

9.127354.59.1-一
.

5
1000

一 一4-1-

一 一800-200一
.

25
100.0

92121-1
36.08,048,040-4.0

●

3
1000

1-2-一 一

333-667-一 一
.

25
100.0

54142--

20。016.05608.O-一
.

8
100.0

215-一 一

25012562.5-一 一
.

3
100.0

2-1-一 一

667-333-一 一
.

7
1000

2-41--

286-57.|143-一
.

38
1000

154154-一 '
395105395105-一

■

8
1000

314-一 一

37.512550.0-一 一

55
100.0

132319--
23636564164-一

.

41

100.0

「73192--

41.57346.349-一
.

42

1000
1442121-

33395500482、4一
.

|
100.0

1-一 ー ー 一

1000-一 一 一 一
.

19

100.0

8-101--

421-5265、3-一
.

23
1000

621122-
26|874788787一



/

全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油.石 炭.万 スチ。ク製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

142

0

6
100.

2

100.

1
100.

3

100.

1
00.

2

100.

1
00.

4

100.

2
100.

3
100.

4

三
100.

1
001
・
6

.
00

4
100.

7

100.
|

OO.

1
100.

1
100.

111
100.

5

100、

201
100.

15
100.

7
100.

1
100.

6

100、

111

Q15E(]Z2C

IOを 置 か
な い理 由

必
要
は
な
い

対
応
で
き
な
い

て
い
る
が

必
要
性
を
感
じ

無

回

答

6257406

2335
36.555.67.

1|121
45.850.04.

2`6
0.060.00

1022
29,46475.

451
40.050.010.

ig8
70.429.6

117
6.138.9

2323
46.946.96.1

918
31.062.16.

626
17.676.55.

21
42.9

26
.141

1723

4.557.5

410
28.671.4

3235
5

1724
37.85.38.

30421
4L157.51.

78
753.3

76

53.846.2

59
35.764.3

5452
48646.84.

31241
55442.9|.

83111
41.355.23.

73711
47446.16.

25531
3166711.

85

57.135.77.

2638
37.75517.

6741

一336一



〆

サ
ン

z
数

ノ

Q16CIOに 期待する機能

合 略し
の

た
1

とT
適 戦

1価
Tと

誓
㌶

麟
シの'
ス人
テ 的
ム

セ ポキ
リ対

ユ シ 策

リ.1と

㌍ 黍

シ1ク
スTチ
テ ア ヤ
ム1の
等 ±壁
の フ『⊥ム

ア ンル
ウ グ1ト時

ル
ソのの
i壁
シ 立

萬
門ル
と|

ユ のル

辮

そ
の他

無

回

答

全 体 18938536534834984072123214899

100.045.134.52552632151|.217.00247c二

食料品 飲料 ・たばこ ・飼料製造業 843827.17121499-4ε

100,045,232,120,214,316,710,7可0.7-51.2

繊維工業 30141056914-15

100.046.733.316.720.030.03、313.3-50.C

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 1243'45422-6
100.033.325.033.34|.733.316.7|6.7-50.C

化学工業 57332913189710-23

100,057,950,922,831,615,812,317.5-40.4

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業 1994247-2-7

100,047,421,110,521,136.8-10.5-36.ε

窯業 ・土石製品製造業
301064451|'-1ε

100.033.320.0|3.313.316.73.33.3-60.C

鉄鋼業 215451-一 一 一13

100.023.819.023。84.8-一 ー 一61.9

非鉄金属製品・金属製品製造業 5292011101354
100.49.233.918.616.922.08.56.8

2
47.

42423141614812
100.53.351.131.135.631.117.826.7 :37 .1

42319131512912

100.50.041.328.332.626.1|9、626、1 =41 .1
63728171613814

100.53.640.624.63..81.620.3 =42

・
業
種

コ
ー
ド
別

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

525201517116912

100.47.237.728.332.120.811.317.01.950.

1。。.1.226』3i.ξL6,.§1.f4:47.

943282625229
115:,4

421102013'9'6111
100.43..41.727.|18.812.52.2.39.

建設業 105041383326152113

100.50.041.038.033.026.015.021.01.039.

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業 2127444
150.029.16.1.16. =4 .6 二s。

.1

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業 1523422

100、31.312.518.825.012512.5 :6S .i1
新聞 ・出版業 2141364566

100.6659.127.318、2.727.37.3 :36 .

情報サー ビス業
157960405739-|929

100.52.039.526.337.525.712.5191 二44『1

運輸業 6231614131027
19

,3手1…255115,0Z§1晶3乏liOQOzg-g
lOO.44.435.125.918.924.710.018、9

:54;
卸売業 =4陥

小売業 1986573946442035
100.4428.819.723.222.10117.7

9
49.

金融 ・保険業 1264533353162421
100.52.543.427.043.413.119.717.2

51

41.

医療業(国 ・公立除 く) 15534433

100.33。333.320.026.6、70.00.0 :6α

教育(国 、・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

93131293423102214

10♀532鴉32オ130爵35乏124菱 …1α
162211LO49ラ

4

一337一



全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ↓石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

一
輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医蝶(亘.公 立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

43

|
100.

100.

100.

2

100.

100

00.

100

1

100.

1
10.

1
100.

C
、〔00

-

〔00

100.

2

10

2
100.

100

100.

0.

3

100、

100.

5
100.

41
10

亥
100.

1
10.

1
100.

2

Q16SQICIOが 実際 に行 って いる役割

価
と
予
算
配
分

用
対
効
果
の
評

I
T
投
資
の
費

略
の
構
築
立
集

合
し
た
I
T
戦

経
営
戦
略
と
適

ル
ー
ル
の
確
立

門
と
の
開
発

社
内
ユ
ー
ザ
部

ル
ー
ル
の
確
立

ン
グ
時
の

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ

ク
チ
ャ
の
確
立

I
T
ア
ー
キ
テ

シ
ス
テ
ム
等
の

対
策
と
実
施

ポ
リ
シ
ー
の

セ
キ

ュ
リ
テ
ィ

資
源
管
理

部
門
の
人
的

情
報
シ
ス
テ
ム

そ
の
他

無

回

答

2712211551451045384

131135。 ・、 》24
.261.12.111.11L1.

65

.・1

1二

5

523
83.333.350.0 =16斗 :16 .↓

1

0ロ05
|
0

コ
05

1
005

1

005
3
631

3

631
3
631

7
83

4
281

5

286

7

37
、
7

二13 .

52223
5.6.22.2'.233.3

二3§ 二22

22
66.766.7 :,,,5 =33 .1

11111
33.33.333.33.3

二33 .1 =6 .
743

70。040.030.0
:2。 .6i。.6,。.3 :20 .

10676524
6.740.046.740.033.31.36.7

二6 .1

10814321
83.366.78.333.325.016.78.3

171057646
9.5526.3631.61.131.6

7564

63.645.554.536.4

222

4α
1…4n4QO-R81。

:9」18 .

2311
40.6.0.00.0

745
6

:201
A

: .↓
:6

13121297251

52.048.048.036.028、08.020.04.016.

75

876.5

3

5
121
5.O.5

11'221
33.333.366.766.733.3

:33 .1
464211

7.185.-757.1281414.

231615211258
60.542.139.555.331.613.221.1

=10 .
6512

75.062.512.25.

3535241415713

63.663.643.625.527.312、723.6
=14 .

2320131112811

51、48.81.76.89.19.526.8
:.17 .1

2522192367103

59.552、445.254.814.316.723.87.17.1

1111111

100.01.0100.100.0100.0100.0100.0

95683
47.426.331.642.115.8

1212758 2 4

=2日

1

＼
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全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

糞 糖 機一

〒 その他の難 業蔚
齢 鱗 同期 縮 縫

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
フ
ル
数

'㊨S
〔

9

・

8

0

1

0

∠

(

8

・
00

〔

〔

3

・
00

r
∠
〔00

≡
,
〔

5

・
00

(
、
〔00

〔

〔

3

.
00

|

〔

2

.
00

⊂
、
〔

5

・
00

「'」
〔

4

"
00

∈

⊂

4

・
00

(
、
〔

6

・
00

㌃
、
(

5

.
00

C
、〔00

C
>
〔

9

・
OO

ε

〔

4

.
00

(
(

0

.

|
00

∠

〔

2

・
OO

仁
し
〔00

r
∠
〔

2

.
00

r
∠
〔

5

・

1

00

∠

〔

6

・
00

(
、
〔

5

.

2

00

ε

(

9

.

-

00
r
∠
〔

2

・

1

00

C
、
⊂00

∈

〔

9

・
00

ε31

Ql71T投 資の評価の実施状況

全
社
的
に
実
施

た
評
価
基
準
で

社
内

の
統

一
し

個
別
に
評
価

応
じ
た
基
準
で

部
門
や
業
務
に

い
な
い

評
価
は
行
っ
て

I
T
投
資
の

8
1

7

.
4

4
3

8

.

3
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R
)
Q
∨

6

.

2

6

|

6

44
84

9
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3

1

5

・
36

6
0

ロ
02

2

3

2

・
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|

38
1
3a

7

3ひ85
」4

0λ

6

182

5

」4
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・
6

2
510

3

Ω
Oロ

51

つ
9
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6
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2

3

2

・
37

-

∩b4
44
019

6

(∠67

1
7L

0

96

2

2

4

.
7

1
22

∩
コ
224

3

1

2

・
5

44
78

0
72

9
0

2

.
36

只
)
27

F◎
2

2

・
63

(◎
2

3

・
25

2
83

7
123

0
6

3

"
65

-
・
35

09
|42

0
625

2
12

7
97

9

6

6

・
27

2
24

2

ウ
↑

4

2
02

3

0

・
2

.
32

9

つ
∨

3

・
8

4-
0

7

"
7

2
38

3
512

7
807

-
(d6

3
38

44
218

0
66

5
0

.3

.
32

」4
636

2
5

9

.
06

2
13

14
921

刀4
A45

Q
∨
Q
∨

.
4

・
8

0
5

4

.
2.6

5

6

7

・

1

76

5
52

8
2

3

.
9

つ
)
2

3

.

1

76

9

」47

3

9

2

・
8

6

5

8

.
07

2
3

ロ
31

2
008

5
R
)

5

5

7

6

・
76

09
22

5
90

2
9

0

"

1
37

そ
の
他

5
80

-

Q
〕

8

一

ー

-

」4

1
9

一

1
36

2
19

|
70

1
6

2
8σ

2
0
1

8σ

1
0

無

回

答

〔

⊂
、

5

.

|

7

ε

9

6
r

r

6

3
-

'
■
、

5

'
∠

「
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6

∈

r
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r
∠
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＼

6
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(
　

2
'

つ5

∈

㌃
＼

6

C
>
∠0

∠

(4
r

`

'
・～

8

|

'
「
」

6

r
∠
19

∠

r
∠

9

一
,

(

、

」

0

(

～
'
・
、

7

〔

1

2

・
0

'
,、
`

」

2

-

一,6

C
、
∈5

ε1

サ
之フ

ル
数

Q17SQ1評

酷錨
評価

の
必
要なはい

証闇
の てで
必 いき
要 るな
をが い

無

回

答

1266
1000

2669802C
21.07741.6

53

100.0

944-

17.083.0一

22
1000

814-

36.463.6一

7

100.0

25-

28.671.4一

35
1000

3311
8,688.62.9

13

100.0

310-

23.176.9一

22
1000

715-

31.868.2一

16

100.0

88-

50.050.0一
)42

100.0

9321

21,476.22.4

23
100.0

320-

13.087.0一

29

100.0

3251

10,386、23.4

36
1000

729-

19.480.6一

30
100.0

822-

26.773.3一

10
100.0

19-

10.090.O一

69
100.0

16512
23,273.92.9

39
100.0

7311・

17,979.52.6

71
100.0

傷18521

25,473.21.4

17
100.0

314-

17.682.4一

13
100.0

49-

30.869.2一

14
1000

410-

28.671.4一

92

100.0

1577-

16.383.7一

40

100.0

12271

30,067.52.5

175
100.0

351382
20,078.91.1

133
100.0

291013
21,875.92.3

86
100.0

581-

5.894.2一

12
100.0

'291

16,775.08.3

65
100.0

10523

15,480、04.6

102
1000

35643

34.36272.9

、
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業
種

コ
ー
ド
別

〈Q19セ キュ リティ対策への取 り組み状況

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業、

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業'

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

㌃
」
(

9

.

8

0

1

0

∠

(

8

・
00

(

〔

3

.
00

r
∠
(00

一,
⊂

5

・
00
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サ
ンプ

ル数

Q19-2コ ン

ピュー タウ
イ ルス対策

憂
み

検討

中
差e

無

回

答

1893

1000

17151193326

90663|,71.4

84
100.0

7842-

92.94.82.4一

30

100.0

24411

80.013.33.33.3

12
100.0

92-1
75,016.7-8.3

57

100.0

56--1
98.2--1.8

19
100.0

163--

84.215.8-一

30

100.0

235-2
76,716.7-6.7

21
100.0

1452-

66.723.89.5一

59

100.0

554--

93.26.8-一

45
100.0

441--

97.82.2-一

46

100.0

4321-

93.54.32.2一

69
100.0

64212
92.82.91.42.9

53
100.0

502-1
94.33.8-1.9

19
100.0

181--

94.75,3-一

95

100.0

913-1

9583.2-1.1
.48

1000

40431

83.38.36.32.1

100
100.0

9442-

94.04.02.0一

24
1000

193-2
79,212.5-8.3

16
100.0

151--

93.86.3-一

22

100.0

1921-

86.49.14.5一
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100.0

14912-

98.00.71.3一

64
1000

53551
8287.87.81.6

259
100.0

2332222

90.08、50.80.8
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100.0

1741752
87.98.62.51.C

122
1000

1147-1
93.45.7-0.8

15
1000

9231
60,013,320.06.7

96
1000

138

1000

932-1

96.92.1-1.0

,;1§81↓,6、.8
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〈Q19セ キュ リテ ィ対策への取 り組み状況 〉

業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造 業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

'鉄 鋼業

非鉄金属製品 ・

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業 、

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業 、

情報サー ビス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
フ
ル
数
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実
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検討

中
差芒

無

回
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1893

100.0

738520488147
39,027,525.87.8

84
100.0

2924229

34,528,626,210.7

30
100.0

16653
53.320.016.710.C

12
100.0

、2262

16,716,750,016.7

57
100.0

2514162
43,924,628.|3.5

19
100.0

775-

36.836.826.3一

30
100.0

8994
26,730,030,013.3

21
100.0

664528
,628,619,023.8

59
100.0

1516253
25,427,142.45.1

45
100.0

27117-

60.024.415.6一

46
100.O

2312・101

50,026,121.72.2

69
100.0

3321114
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100.0
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47,224,520.87.5
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100.0

9811

47、442.15.35.3
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100.0
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48
100.0
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20,822,935,420.8
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100.0

4024342
40,024,034.02.0
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100.0

7944
29,237,516,716.7
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100.0

31021

18,862,512.56.3

22
100.0
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36,427,327.39.1
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100.0

8444186
55,328,911.83.9
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100.0

2014273
31,321,942.24.7
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100.0

92607829

35,523,230,111.2
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100.0
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35,427,327.89.6
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100.0

6036197
49,229,515.65.7
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100.0
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100.0

3439194
35,440,619.84.2
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100.0

43374711

3L226.834.18.C

、

●

一341一



■

業
種
コ
ー
ド
別

〈Q!9セ キュ リティ対策への取 り組み状況 〉

全 体'

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鋼 業

非鉄金属製品 ・

輸送用機械器具製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業 ・

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業
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無

回
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1893

100.0

515763462153

27,240,324.48.1

84
100.0

1239249

14.346.428.6・10.7

30

100.0

41583

13.350.026.710.C

12
100.0

3432
25,033,325,016.7

57

100.0

1229133
21,150,922.85.3

19
100.0

'766 -

36.831.631.6一

30
100.0

510105
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21
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2676

9,528.・633,328.6

59
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18,633,940.76.8

45
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100.0
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19,639,139.12.2

69
100.0
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53
100.0
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19
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100.O
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100.0
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91834e

14.128.1'53.14.7

259
100.0
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15

100.0
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35.454.24.26.3
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〈Q!9セ キュリティ対策への取 り組み状況 〉

業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業 .'

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業
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数
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0

9

◆

1

00

221
1
.OO・

1'OO.1

1。。9

13

覆
み

5

」4

9

.

5

13

8
42
ρ
0
7

び
62

3
0

び
52

1
8

2

.
63

7

Ω
Uコ

63

8
7ロ62
▲4
0

ロ
91

」4
732

'◎
(◎53

4

403

1
9

3

.
44

Q1⊆}-7

シ ス テ ム

検

討

中

830

43、

42

50.0

14

46.7

5

41.7

27

47.4

8

4.1

10

33.3

9

.9

26

44.1

20

44.4

19

41.3

27

3.

1428

26.452.8

;05

52.66.

2743

1515

1.331.3

3042

30.042.0

79

29.37.5

48

25.050.0

710

31.845

7261

47.440.1

1021

1632.8

75112

29.043.2

5390

26.45.5

6253

50.843.4

,,.3・33.§

2956
30.258.3

3265

裏 無
な 回

し

答

32614

7

16

19.09.

6

.20.06.2

6716.

7

12.33.

4

21.1

7

23.316、

2

9.5

16

27.15.1

.7

15.64.

12 .1

26.12.

6

8.77.

8

15.15.

31

1.85.

1411

9
11

.818.

25

25.03.

5

20.

4

25.0

2

9.113

|2

7.94.

29

45.36.

492

18.98.

371

18.79

2

L64.1

4

26、713.

7

7.34、

311

サ
ン。
フ
ル
数

Q19も コン.
テンツの不
正使用対策

実

籍
み

検討

中
差

芒

無

回

答

1893
100.0

299687735172
|5,836,338.89.1

84
100.0

634377

7,140,544、08.3

30
100.0

310134
10,033,343,313.3

12
100.0

1362

8.・325,050,016.7

57

100.0
1324182

22.842.131.63.「 ミ

19
100.0

487-

21.142.136.8一

30

100.0
210135

6,733,343,316.7

21
100.0

1677
4,828,633,333.3

59

100.0
913334

15,322,055.96.ε

45
100.0

617'202

]3.3・37.844.44.4

46
100.0

424171

8,752,237.02.2
69

100.0
1630176

23,243,524.68.7

53
100.0

926153
17,049,128.35.7

19
100.0

7642

36.831.6「21噛.110.5

95
100.0

1633.34:2

16,834,735,812.6
48

100.0'
7102011

14,620,841,722.9

100
100.0

1636462
16,036,046.02.0

24
100.0

4794
16,729,237,516.7

16
100.0

1861
6.3150.037.56.3

22
100.0

4|242

18,254,518.29.1
152

100.0
5560298

36,239,519.15.3

64
100.0

513415

7.820.3・64.17.8

259
100.0

317512231
|2,029,047,112.C

198

100.0
17.698626

8,634,843,413.1
122

100.0
2748407

22.139.332.85.7.

15
100.0

2382

13,320,053,313.3
96

100.0
1755204

17,757,320.84.2

138
100.0

16476312
11,634,145.78.7

一343一



〈Q19'セ キュリティ対策への取 り組み状況 〉

業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業.

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サー ビス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

'こ
C

9

.

8

0

1

0

メ
『
C

8

.
OO

C

C

3

・
00

r
∠
〔00

　,

⊂

5

.
00

C
、
〔

1

00

〔

〔

3

.
00

-

〔

2

・
00

(
、
(

5

・
00

C
、〔

4

.
001

〔

(

4

・
OO

く
へく

6

・
00

プ
ロシ
く

5

・
001

(
、
(

-

.
00

ロ
へ
く

9

'
00

ぺ

く

4

.
001

0

・

1

00

2

・
00

OO

2

.
00

5

.

1
001

6

'
00
5

・

2

001

Q
)

.

1
00

2

.

1
00

1

　001
9

・
00

31

灘
への
撒

9
驚
9
消
業

α

・
企

無

回

答

予
定
な
し

検
討
中

実
施
済
み

9|
O

8

.

7

1

44

7

9

・

65

9

2

・

2

1

L1
4
5

3

.
04

53
14

5
06

ひ
31

6

(◎35
9

0ロ03
1
3

コ
3

エ61

5

7.4
4
3

エ
33

1
3

　
8

コ
5

7
892

8
|

2

.
94

9
8

ト
51

』
ロ

5
0

625
5
3

の
62

3
8

コ
51

5
7

　
61

3
334

8
7

ふ62

4

3コ31
7

3の33

7

3コ33
5
8

　
32

2
5
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只
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7
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3

●
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'4
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4

8タ6
Q
〕
7
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8

2

・
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1
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5
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-

〔∠ひ2

4

2

2

・
25

7
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7
　8

ε

6L1
9
572

-

Q
∨

3

.
44

1
9

1
5

口
>
4

エ
9

4

3

(∠

・
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9
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5
4

コ
9

つ
」
r
Cエ51

5
3

エ
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8
1

の
24

3
8

ロ
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'こ
73
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9

3

.
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R
)
9

3

・
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0
50

C
>172

6
333

1

922
8
7コ61

'
司
」
〔

コ
3

0
0

5

.
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1

0

4

・
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6
0

コ
6

'
.
、
C

㍉コ
21

7
2

コ92
0
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4
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-

'
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4
0び52

0
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1
3

コ
6

r
∠
-

ロ9
7
8

」
3

1
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2

1び9
-

r
∠

7

4
4

3

.
22

3

4

6

.
4

」4

9

、
4

.
82

∠

、コ
6

8

」4

3

・
95

8

182
4
3

　
6

3

.
3

6

6

2

.

1
84

7

7

7

・
92

2

・
8

〔

2

L
8
4

7

.
93

2
44

8

.
4

5

67
∈

ロ
4

8

1

3

・
3

9
2

4

"
04

9
8

2

.
32

び
31

7
7

ロ64
4
7コ62

2
3

の
31

の
7

7
5

3

.
83

9

6

3

・
04

3
53

|66949

サ
ン。
フ

ル数

竃耀
検討

中
主管

.

無

回

答

1893

100.0

405796535157

2仁442.028.38.3

84
100.0

1534278

17,940,532.19.5

30
100.0

413103
|3,343,333,310.C

12

100.0

1641
8,350,033.38.3

57
100.0

1529103
26,350,917.55.3

19

100.0

3961
15,847,431.65.3

30
100.0

69105
20,030,033,316.7

21
100.0

2676

9,528,633,328.6

59
100.0

82423'4
13,640,739.06.8

45

100.0

818163
17,840,035.66.7

46
100.0

919171

19,641,337.02.2

69
100.0

1933125
27,547,817.47.2

53

100.0

1323152
24,543,428.33.8

19
100.0

6751

31,636,826.35.3

95
100.0

18432212
18,945,323,212.6

48
100.0

101614ε

20,833,329,216.7

100
100.0

1845352
18.045.035.02.C

24
100.0

71043
29,241,716,712.5

16

100.0

2104-

12.562.525.0一

22
100.0

31441
13,663,618.24.5

152
100.0

5764238
37,542,115.15.3

64
100.0

1121293
17,232,845.34.7

259

100.0

44979028
17,037,534,710.8

198

100.0

31846023

15,742,430,311.6

122
100.0

614786

50.038.56:64.〔 ≡

15
100.0

156F3
6.733.340.020.C

96
100.0

1650237

16,752,124.07.3

138
100.0

1760511C
12,343,537.07.2

一344一



■

〈Q19セ キュ リテ ィ対策への取 り組み状況 〉

業
種

コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品 製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

欝=鞭
精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・、同共同組合、鉱業 ・

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
フ
ル
数

981

8

・
00

3

.
00

1
コOO1

5

.
00

1
プ001
3

・
00

2

・
00

5

.
00

4

.
00

4

'
00
6

・
00

5

.
00

1
エ001

9

4

・
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0

・
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00

2

.
00

1

ト
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◆
00

5

.

1
00

6

"
00

5

◆

2

00
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.

1
00
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・

1

00

1
ロ001
9

α10

31

Qlgllシ ステム障害対策

無

回

答

予
定
な
し

検
討
中

実
施
済
み

ベ

ン
コベ

3

.

1

7

9

8
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・

2

5

0

1

4

・

7

93
6
8

7
73

'

1

'
.
、a

6
09

3

Q
〕

3

.
93

8

3

2

・
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∠
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、、コ
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5
761

0
333

1
763

r
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錫
161

|
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4
333

5
7仁4

r
∠
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、3
4
0τ

5

9

2

・

.
34

'◎
6

2

・
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一

'

2
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-
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戸◎
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∠
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31
7
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0
333

9
0

コ
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∠
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3
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3

ロ
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333

∠
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1

2

.
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-
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∠2
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9
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7
2

コ
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0
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・
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8
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3

ウ
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・
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3
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.
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・
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'
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⊂
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－
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2
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4
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'こ
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0

2

・
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1
0

4

.
4

6

0

3

・
63

rこ
ε

　
02

2

3a
9
5τ3

8
333

-

C
㌧

6
3
8a1

9
3

ロ
65

3
8

エ
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-

「
Sコ4

(∠
-9

8
'463

1
005

一,

C
し

の
4

0
66

(∠
8

6

.
04

3

0

7

・
84

ノ
『

'
こ6

2

4
叩

2

・
43

2
4

2

.
43

6
052

4

'こ

2

・
9

8

7

3

・
4

-

∩コ

ー

24

6

2

8

・
33

ε

19
1
7

4

.
02

r◎
9

7

.
73

4

3

6

・
23

4

'こ
コ

3
2
6仁

0
6

3

.
42

6

5

8

・
07

'こ
C02

5
333

5
3コ33

2

3a1
戸こ
ー3

6
76

Q
O
O

4

・
05

9

2

2

・
03

⊂

〉
635484

サ
ン。
フ
ル
数

Q19-12そ の 他

毒
み

検
討
中

差芒
無

回

答

1893
100.0

830144|711

0.41.67.690.4

84
100.0

一3774

-3 、68,388.1

30

100.0

一3126

-10 .03,386.7

12
100.0

一 ー 一12

-一 一100 、C

57

100.0

一 ー 一57

-一 一100 .G

19
100.0

－lll7

-5 .35,389.5

30

100.0

一2523

-6 ,7|6,776.7

21
100.0

一 一516

--23 ,876.2

59

100.0

一 一554

--8 ,591.5

45
100.0

一 一54C

--11
,188.9

46
100.O

一154G

-2 ,210,987.C

69
100.0

1-266
1.4-2,995.7

53
100.0

一3446

-5
.77,586.8

19
100.0

一 ー 一19

-一 一100 .G

95
100.0

11489
1.11.14.293.7

48
100.0

一 一345

--6 ,393.8

100

100.0

一21187

-2 ,011,087.0

24

100.0

一 一321

--12 ,587.5

16
100.0

.
一 一115

'一 一6
.393.8

22
100.0

一 一220

--9
,190.9

152
100.0

137141
0.72.04.692.8

.

64

100.0

一 一145C

--2| ,978.1
.

259
100.0

2216239
0.80.86.292.3

.

198
100.0

一416178

-2 .08,189.9
.

122

100.0

122117
0.81.61.695.9

.

15
100.0

一 一114

--6
,793.3・

96
100.0

一3489

-3 .14,292.7
.

138
100.0

2-20116

1.4-14,584.1

一345一



＼

ヤ

業
種
コ
ー
ド
別

〈Q20情 報セキュ リティ確保のための制度 ・サー ビスの認知 〉

全 体,

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出離

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
、イ
フ
ル
数

㌃
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∠
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・
00
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∠
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・
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・
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◆
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00
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.

1
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9

!0吉

ン
イ
出

コ
ウ
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1
夕
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促。
万

引
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順…6

只
)

4

.
45

9
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7
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」
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.
4

.
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5
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」4
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2
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3

・
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.
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-
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3

・
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4

・
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4
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3

.
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3
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8
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.
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1

8

2

、
34

76

戸0
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13|
6
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67.0

12
75.O

l4
63.6

8.2

48.4

142
54.8

88
4.4
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65.6

6
40.0

75
781

71

知 無
bな

固

い 答

6845

33

9.36.

101

33.33.

3

25.06.

15

26.3

3

15.85.

15

50.03.

9

.9

23

39.06.

141

31.1

15

32.6

19

27.5』

18

34、0

6

1.6

36

7

24

50.0

31

31.0

6
'

3

18.8

6

7.3

20

13.2

31
.48

.4
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43、6
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5.5
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7
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63
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-
Q
)
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q
)

6
〔∠
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'∠
'ご8

-

戸こ6

戸
∠
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-

一〆0

ρ∠
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4

仁
〉
ε
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r
∠

⊂
し

r
∠
'こ

r
∠
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3
.

2

サ
ン。
フ
ル数

㌶籠乏
知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無

回

答

1893

100.0

102680661
54,242.63.2

84
100.0

38415
45,248.86.0

30

100.0

17121
56,740.03.3

12
100.0

732
58,325,016.7

57有

100.0

3819-

66.733.3一

19
100.0

1072
52,636,810.5

30

100.0

13152

43,350.06.7

21
100.0

9111
42,952.44.8

59

100.0

28283
47,547.55.1

45
100.0

28161
62,235.62.2

46
100.0

2620-

56.543.5一

69
、100 .0

44223

63,831.94.3

53
100.0

31211
58,539.61.9

19

100.0

127-

63.236.8一

95

100.0

52412
54.74322.1

48
100.0

19263
39,654.26.3

100
100.0

57412
57,041.02.C

24
100.0

1662
66,725.08.3

16
100.0

1231
75,018.86.3

22
100.0

1372
59,131.89.1

152
100.0

122282

80,318.41.3

64
100.0

26362
40,656.33.1

259
100.C

1171375
45,252.91.9

198

100.O

771138
38,957.14.0

122
100.0

78422

63,934、41.6

15
1000

672
40.046713.3

96

100.0

67263

69,827.13.1

138
100.0

63714
45,751.42.9

一346一



〈Q20情 報セキュ リティ確保のための制度 ・サー ビスの認知 〉

業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
・乙
フ
ル
数

'
.、
〔

9

・

8

0

1

0

∠

(

8

.
00

〔

〔

3

.
00

r
`
〔00

≡,

〔

5

・
00

C
、
〔

.
OO

〔

〔

3

.
00

-

〔

2

・
00

(
、〔

5

.
00

C
、
〔

4

.
00

r(
〔

4

・
00

(
、
〔

6

・
00

'
垣、
〔

5

・
OO

C
、
⊂α0

口
〉
〔

9

・
00

∈

⊂

4

.
00

⊂

⊂

O

・

1

00

∠

⊂

2

・
OO

∈

⊂00

r
∠
⊂

2

・
00

r
∠
⊂

5

.

1

00

∠

⊂

6

.
00

⊂
」
〔

5

・

2

00

ε

⊂

9

.

1

00

r∠
〔

2

・

1

00

口
、
〔00

∈

〔

9

・
00

ε

〔

3

・

1

00

鶏 イ
無

回

答

知
ら
な
い

知
っ
て
い
る

(
、
75831924

犀
、
(6

7
(b

6

.
97

2
34

-

㌃

、3

3

7

2

・
67

6
002

r

61

7

3コ85
3
052

」4
6

3

.
95

3

」4

.
2

.
04

r

　01

3

」486

刀4

1L2

'
(

ふ
0|

(∠
Q
u

2

・
37

5
7

コ
61

r

∠

仁

〉コ9

5

47
4
0

コ
91

∠

ε
コ

6

'◎
3

4

・
67

0
96

-

r∠ロ2

2

¶1

3

.
7

2
762

3

7

3

・
7

3
382

∠

ε5

4

只
)

4

.
36

-

」4

2

.
03

r
∠
ε3

6

Q
)

3

・
76

5

382
-

'
,
」コ5

」4
737

」4

112
∠

r
∠コ4

Q
∨
2

7

・
38

2
62

㌃

」
'
,
」コ

6

9

3

3

・
8

6
5

　
21

r
∠
⊂

コ
2

1

0

7

・
7

7

0

2

・
72

r
∠

'
.㌧8

3
245

Q
)5ロ73

2
057

4
0　52

'
こ

忙
し

ふ
31

-
005

8
4

　
63

∠

C
し　

2

刀4
7

7

.
84

」4
7

7

◆
84

'
頃
〉
一
～

・
4
4

3
Q
U

5

.
28

8

5　21
ε

-
コ3

2

7

2

・

2

58

Q
)
(∠

2

.
⊂
し
⊂4

Q
)
Q
)

5

・

1

08

1
7

3

.
5

∠

㌃
＼3

-

CU

9

.
47

7

1
2

.
22

r
∠

'
.
」31

2
008

1
76

∠

r
∠4

8

0

4

・
05

4

8

.
4

・
54

仁

)61171

サ
ンフ

ル数

鵜 乏署
知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無

回

答
1

1893

100.0

99976413G
52,840.46.9

■

84
1000

33429
39,350,010.7

.

30

100.O

12153
40.050.010.C

.

12
100.0

453
33.341.725.C

57

100.0

36174
63,229.87.C

.

19
100.0

1054

52,626,321.1
.

30

100.0

13152

43,350.06.7
.

21
100.0

6132
28,661.99.5

59
100.0

30272
50,845.83.4

.

45
1000

24174
53,337.88.9

46
1000

26191
56,541.32.2

.

69

100.C

41235
59,433.37.2

.

53

100.0

30212

56,639.63.8
.

19
100.0

1171
57,936.85.3

95
100.0

47417
49,543.27.4

1

48

100.0

18273
37,556.36.3

100

100.0

78166
78,016.06.0

.

24
100.0

1284
50,033,316.7.

16
100.0

106-

62.537.5一
.

22
100.0

1264
54,527,318.2

.

152

100.0

115,307
75,719.74.6

64
100.0

28324
43,850.06.3

.

259
100.0

11513113
44,450.65.0

198
100.0

7910316
39,952.08.1

.

122
100.0

76397

62,332.05.7
.

15
100.0

771
46,746.76.7

.

96

100.0

65256

67,726.06.3.

138
1000

61671C

44.248.6・7.2

、

ノ
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〈Q20情 報セキュリティ確保のための制度 ・サー ビスの認知 〉

全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

情 報 通 言 口回目1'

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

1§9

8
100.

3
100.

1

100.

5
100.

1

100.

3
100.

21

100.

5
100.

4

100.

4
100.

6
100

5

100.

1

100、

9

4
100.

10
100.

2
10.

1

100.

2
100.

15
100.

6
100.

25
100.

19

100.

12
100.

1
100.

9

100.

13

CtlD-5プ ラ

イバ シーマ
ー ク制度

知

っ
て
い
る

知
ら
な
い

無

回

答

662110312
5.

211itt
25064310.

1017
33.356.71b.

36

25.050.025.

2627
45647..47.

411

1.157.921.1

819
26.763.310.

811

38.152.49.

1145
18.676.35.1

1825

40.0564.
1333

28.3717

27
3.

36
28.

1338
24.571.73.

8101
65.4

3553
85

837
16.777.16.

4056
40056.04.

812
3.350.016.

610

37.562.5
『

4。:84。.818.

13116
86.210.53.

1049
15.676.67.

571881
22072.65.

461351

23268.

5758
46747.55.

4101
66.76.2

tr/47
43.84907.

3991.
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〈Q20情 報セキュ リティ確保 のための制度 ・サー ビスの認知 〉

業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維 工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サー ビス業

運輸業'

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

'
.、
〔

9

・

8

0

1

0

∠

〔

8

"
00

〔

〔

3

・
00

'
∠
〔00

≡,
〔

5

・
00

C
、
(00

〔

〔

3

・
00

-

〔

2

・
00

(
、
〔

5

・
00

C
、
〔

4

.
00

∈

〔

4

.
00

(
、
〔

6

`
00

⊂
、
〔

5

◆
00

C
、〔

C
、
〔

-

る
9

.

0

0

0

0

ε

〔

4

.
00

〔

(

0

.

1

00

∠

〔

2

・
00

∈

〔00

r
∠
〔

2

.
00

r
∠
〔

5

.

1

00

∠

〔

6

"
00

(
、
〔

5

.

2

00

べ

こ

9

.

1

00

ダ
ベ
こ

2

'

1

00

C
、
(00

ぐ

く

Q
)

.
00

モ31

S
性

-
合
度

㎝店舗

判
已
鵠8

42

6
0

タ
02

3

0ト52

2
R
)

2

.
83

5

362

7
3

ロ
32

4

091

9
3　51

z4
13
2

1

寸

62

4

8

2

・
43

9
853
9

刀4

1

1

・
2

・

7

2

'4

2

5
4コ01

0
0

3

.
03

8
333

5
313

6
372

0
4

-
27

2
Q
O

8
8

7

3

・
4

5

6

2

・
2

0
8

4

.
23

¶1
76
5

0

・
2

・
62

42

無

回

答

知
ら
な
い

r'、
1

3

.

1

7

Cu
3

5

.

2
6

1
6

(

、
一
,01

7

∩コ

5

.
76

'
・、

〔01

1

0

(∠

.
07

'
こ
(52

R
∨
∩
)05

∠

(7

-

」4

.
3

・
45

∠

-12
0
625

'
・」

〔01

0

7

2

・
66

r
`

C

、
9

5

47
仁
、
-5

7

7
4

.
97

r
∠

∠4
Q
)'4

2

.
46

ゐ4
Q
)

3

.
37

Z
(

一
,8

Q
)5

3

.
65

r
∠
ε3

2
4

3

.
06

-

'
.、

ε

∠

5

8

9

'4

(◎
5

"
6

.

7

9

44

6

仁
、

⊂

、6
0
3

4

.
38

∠

(4

6

0

6

・
66

∠

≡
161

2
005

1
886

F

、
一
1

ト
22

]
0

.
05

一
,

∈4

5

0

Q
)

.
32

に

、
ε7

7

」4

4

"
37

C
、
ε5

6
5

0

.

2
97

ー
ー
∈8

6

8

5

・

1

87

5

5

5

7

・
6

'

"

、31
2
008

7
4
7

6

.
66

(

、501

サ
ン。
フ

ル数

㎝}7オ ン
ラインマ
ーク制度

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無

回

答

1893
100.O

3041448141
16.17657.4

84
100.0

11649
13176,210.7

30
100.0

1263
3,386,710.0

12

100.0

183
8,366,725.0

57
100.0

9444
15,877.27.C

19

100.0

3124

15,863,221.1

30
100.0

6213
20.070.010.C

21

100.0

3162

14,376.29.5

59
100.0

8483
13,681.45.1

45

100.0

10332

22,273.34.4
46

100.0

6391

13,084.82.2

69
1000

12516
17,473.98.7

53
100.0

4472
7,588.73.8

19

100.0

4141

21173,753
95

100.0

10778

10,581、18.4
1

48
100.0

9363
18.875.06'3

■

100
100.0

17794
17,079.04.C

.

24
100.0

4164
16,766,716.7

■

16
100.0

214-

12.587.5一
■

22
100.0

4144
18,263,618.2

・

152
100.0

51929

33,660.55.9■
64

100.0
5536

7,882.89.4
1

259

100.0

3321115
12,781.55.8

198
100.0

301501ε

15.2、 、75.89.1
■

122
100.0

18968
14,878.76.6

■

15

100.0

1122
6,780,013.3

.

96
100.0

19698
19,871.98.e

.

138
100.0

231069
16,776.86.5
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、

〈Q20情 報セキュ リティ確保のための制度 ・サー ビスの認知 〉

業
種

コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映{象・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
、乙
フ
ル
数

グ　べ
く

9

・

8

0

1

0

∠

(

8

.
00

(

〔

3

・
00

r
∠
(OO

－
ー
(

5

・
00

(
、
(00

〔

〔

3

・
00

-

〔

2

.
00

(
、
(

5

・
00

r
、
(

4

・
00

∈

(

4

・
00

(
、
(

C
U

.
00

'呵」
〔

5

.
OO

⊂
、〔00

「
、
〔

9

.
00

ε

(

4

.
00

〔

〔

0

・

1

00

∠
〔

2

・
OO

乙
㌧
⊂00

r∠
C

2

.
00

r∠
〔

5

.

|

00

ノ
壺
C

6

.
00

C
)
⊂

5

.

2

00

∈

⊂

9

.

事

00

r
∠
C

(∠

.

1

00

「こ
COO

忙し
⊂

9

・
00

ε3|

cm>-8シ ステム監査 制度

96
0

36
』

2

0

知

っ
て
い
る

8
47

42

40

5
741
7

Q
)

.
3

・
46

只
∨
-

　
24

7
3

コ
32

0
674
7

8

2

・
54

7
0

2

.
06

5

つ
Q

2

'
45

Ω
0
1

3

.
55

知
ら
な
い

7

只
)

6

.

8

54

9
4

3

.
64

5

005
」4
333

6
182

7
863
0

7

・
2

・
66

9
Q
)

24
0

8

.
3

・
05

6
653

0

5

2

.
34

6
7

2

.
73

3120
58.537.7

118
57.942.1

4245

16'69
33360.4

3957

39.057.0

137
4.

97
56.343.8

108
45.536.4

12322
80.914.5

1642

25.065.6

87157
33.660.6

72109
36.45.1

9125

74.620.5

49
26.760.0

5337
55.238.5

4783

ぷ

(
〔

(

、
↑
1

'
.、

〔

'
-」
〔

無

回

答

1
6

10

10

25
∠

〔7
∠

-L2
'
.S

〔10
r
∠

C

～
9

r
∠
∠3
r
∠
∠4
-

'
∠2
r
'
>
r
∠τ
r
∠
∈3

旦

ユ

旧

「
旦

」

ユ

5
「
旦

玉

旦

6

サ
ン。
フ
ル
数

㎝+9情 報
セキュリテ
ィ監査制度

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無

回

答
■

1893
1000

801957135
42350671

■
84

100.0
33429

39.3500107
●

30
100.0

10173
33.356.710C

.

12

100.0

543

41.733,325C
.

57
100.0

37164
64,928.17.C

19

100.0

694

31、647421.1
.

30
100.0

7203

23.366.710、C
■

21
100.0

.

1092
47,642.99.5

59
100.0

213531
35,659.35.1

.

45

100.0
25,182

55,640.04.4.

46
100.0

21241
45,752.22.2

69

100.0.

39255

56,536.27.2
53

100.0
29222

54,741,538
●

19
100.0

109-

52.647.4一
■

95
1000

33548
3475688.4

■

48
100.0

13323
27,166.76.3

.

100

100.0

40564

40.056.04.C

24
100.0

1194
45.837516.7

-

16
100.0

88-

50.050.0一
.

22
100.0

.

1084
45,536.4182

152
100.0

123227
80,914,54.6

.

64

100.0

13456

20,370,394

259
100.O

.

6717517
25,967.66.6

198
100.0

5212818
26,364,691

・

122

100.0
86306

70,524,64.9
.

15
100.0

2112
13,373,313.3

.

96
100.0

47436
49,044.86.3

■

138

1000
43869

3126236ロ

一350一



〈Q20SQ1・ 情報セキ ュリテ ィ確保のための制度 ・サー ビスの利用 ・導入状況 〉

業
種

コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
フ
ル
数

9

.

9
00

3

.
00

00

.
3

・

0

0

0

0

1

(
(00
'.、
〔00

∈

(
　

001
(

〔

3

・

「

00

∠

(

2

・
OO

∈

〔

2

.
00

-

(

4

・
00

〔

〔

3

.
00

|

⊂00

一,

〔

4

.
00

⊂C
COO

ε

C

7

∵00

'∠
COO

C
COO

2

COO
口
)
C

1

00

8
C

2

.
00

5
0

1
00

Q
〕
0

7

.
00

6
0

7

.
00

7
0

コ
001

5

0

6

・
00

16

壬
つ

雷
墓
名聾

㎜
名
電
署
く

予
定
な
し

検
討
中

済
み

利
用

・
導
入

7

7

4

・

44
」44

0

0

7

'

(∠
72

7

7

7

・

1

7

8
545

0
303

3

1コ9
7

つ
〕　

85
1
38

2
0

ワ
05

2
0

　05

8
2

コ
22

'4
Q
)

83
0
8τ2

戸◎

0
ウ06

ー

0
　01

1
0

ロ
01

4
803

C)
2

じ
64

1
7

サ
7

2

3　33

1

761

2
333

7
765

戸◎
002

3
0

コ
01

2

005

7

り
'

92
5
802

(∠
264

7

Q
〕ロ62

6

1　
32

5
663

7
54

5
221

5
005

9
003

」4
3

　
31

」4

'4
コ63

5
554

2
281

つ
)
9

2

.
84

ワ
』552

7
9

コ
41

0
655

6
333

|
65

9
442

Q
)442

2
0

.
3

.
4

2
761

2
7

ふ
61

6
0

コ
05

5
005

2
002

3
0

ロ
03

5

7L4

3

052

8
7

4

.
4

5

4

・
3

.
03

2

761
0

4

.
2

・
7

3

」464

只
)
682

-
R
)

3

7
6

5

'
94

8

3

2

・
42

Q
∨
56

6
2

4

.
85

Ω
O
Q
U

22
6
6λ

7
7

3

.
84

Q
)052

5
79

θ4

1λ5
1
341

Q
O
1

2

・
34

5

|32
2
58

R
)
9

2

‥
54

Q
】
-13

8
131

無

回

答

【
、
C
、

0

・

1

0

r
∠
|6

∠

㌃
」

33

4
1

r∠
Cα2

ρ∠
ノ
叫

5

1
76
刀
『
q
>

3

1
83
4

只
)

9

2
76

一

一

§器

16.

1
10.

21.

11
9.

1L

6.

28.

1
15.

サ
ン
フ
ル
数

⑩5プ ライバシーマーク制度

利用

・

導
入済

み

検討

中
藁沓

無

回

答

662
100.0

21
100.0

10

100.0

5822132954

8,833,449.78.2
-966

742 ,928.6286
-172
-10 .070.020.C

3
100.0

21--

66733.3-一

26
1000

4
100.0

8
100.0

8
100.0

11
100.0

19142

3,834,653.87.7

-22-

-50 ,050.0-

-431

-50
.037.512.只

一17-

一|2 .587.5-

-29-

-18
.281.8一

18
100.0

一315-

-16 .783.3一

13
100.0

27
1000

13
100.0

8
100.0

157-

7738,553.8-

61092

22,237,033.37.4
-391

-23 ,169.27.7

134-

12.537.550.0一

35
100.0

8
100.0

40
100.0

8
100.O

39185

8625.751'4143
-35-

-37 ,562.5-

29263

5,022,565、07.5

1-61

125-75.012.に

6
1000

一 一6-

一 一100 .0一

9
100.0

一27-

-22 .277.8一

131
100.0

3559271C
26745,020.67.6

・10

100.0

一 一82

--80
.020.G

57
100.0

121305

1,836,852、68.ε

46
1000

一14302

-30 ,465,24q

57
100.0

316353
5,328,161.45.3

4
100.0

一3-1

-75 .0-25.G

42
100.0

一14226

-33
,352.4|43

39
1000

218172
5146243651

一351一



〈Q20SQ1情 報セキュ リティ確保のための制度 ・サー ビスの利用 ・導入状況 〉

業
種
コ
ー
ド
別

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・矧 諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業
(

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非繊

サ
ン
プ
ル
数

05

1
OO

001

コ
001

2

.
00

　
001

001

コ
001

9

0ふ001

4
000

2

000
4

0

2

・
00

9
000

Q
)0001
1

0

2

・
00

5
COO1
C

C

・
3

.
00

8
C001
広
>
C

ロ
001

ρ
し
C

ロOO1
C

⊂

1

00

'∠
〔00

∈

⊂

3

.
00

仁
、
(

2

"
00

〔

〔

4

.
00

-

〔001
C
、
(

.
2

.
2

0

」

O

Qm6-61SMS適 合性評価制度

予
定
な
し

検
討
中

済
み

利
用

・
導
入

73279192

8

444

8

」444

一

一

3
0

ロ
05

1
761

一

ー

|

333

2

7ふ66

一

一

0
554

-

∩
)

05
一

一

3

006
2
0

コ
04

一

一

3
9

ぐ
24

3
924

}

一

3-
O

ロ
52

一

一

8
988L1

一

一

8

175

5

753

一

一

6
005

2
761

9
573

4

761

5
3ふ62

一

一

」
4

4
444L1

C
)
C
)

24

1

0

6

4

0

7

0

」4

8

一

ー

一

一

1
763

(∠

76
C

>
=

〉

2
052

一

一

3
006

一

ー

二

、
㌃

」

3

・

1
761

一

一

44
1

5

.
94

5
63

2
7テ61

一

ー

7

744
|
62

7
082

一

ー

7
571

3

5コ7
一

一

ー

一

9
063

1
04

21

75.0

8

8

4

33.・3

9

37.5

13

68.4

4

44.4

9

.9

20.0

14

46.710.

51

6.5

2

40.0

5

83.3

2

2918.

7

58.325.

18

47.45.

17

68.04.

672;7.
:100 .
12

48.012.
11

無

回

答

Q
)
8

3

・
7

2
11

,
1

2
q
>

33

-

F
>

4

-

'こ14

7

r
∠

'
・
」8
-

'
.、5

サ
ン。
フ
ル

数

ぴ 綿 オンラインマーク制度

利
用

・

導
入済

み

検討

中

マ

歪

芒

無

回

答

■
304

100.0

15651943C

4,921,463.89.9

11
100.0

一443

-36 ,436,427.3

1

100.0

一 一1-

一 一100 .O一

1

100.0
.

一 一1-

一 一100
、0一

9

100.0・

一351

-33 ,355,61|.1

3

100.0
.

一21-

-66 .733.3一

6

100.0
.

一231

-33 ,350,016.7

3

100.0

一 一21

--66 ,733.3
・

8
100.0

一 一8-

一 一100 .O一

10

1・00.0

一28-

-20 .080.0一

6

100.0

一33-

-50 .050.O一

12
100.0

254^1
16,741,733.38.3

4

100.0

一 一31

--75 .O・25.C

4

100.0

1-3-

25.0-75.0一

10
100.0

一37-

-30 .070.0一

9
100.0

一36-

-33 .366.7一

17
100.0

24101
11,823,558.85.S

4
100.0

一 一31

--75 ,025.C

2

100.0

一 一2-

一 一100 .0一

4

100.0

一13-

-25 、075.0一

51
100.0

38364

5,915,770.67.8

5
100.0

一131

-20
.060.020.C

33
100.0

1'9176
3,027,351,518.2

30
100.0

36192

10,020,063.36.7

18
100.0

一1152

-5 ,683,311.1

1

100.0

一 一 一1

-一 一100 .C

19

100.0

一313㌦e

-15 ,868,415.8

23
1000

35141
1302176094.e
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業
種

コ
ー
ド
別

〈Q20SQ1情 報セキュ リティ確保のための制度 ・サー ビスの利用 ・導入状況 〉

全 体

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチ ック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通1諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

9

・

8

∩
)

0

3

.
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00
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3

σ10

001

(
　

001
〔
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一
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(
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.
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、
〔
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・
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(

3

.
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-
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.
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-
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'∠
C
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・
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∈
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⊂
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3
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C
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C
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つ9
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2

・

1

00

6
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7

0

8

.
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2

0

7

・
00

ー

0

9

・
00

4
0

3.5

001
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4

Q2お一8シ ステム監査制度

利

用

導

入 済

み

148

6

6.7

2

40.0

6

16.2

1

12.5

1
341

3

003

4
84

4

841

6
0

.

42

1
982
6

」491

2
2a1

8
09

1
36
」4
301

5

R
)

a3

11

9
'45

9

3α|

〔b
-11
5

5

・
3

.
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-
Q
)

1

5

予
定
な
し

検
討
中

8

8
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.
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(∠
9

3

"

(∠
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5
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0
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6
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ら
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2
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2
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3
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6
234

5
5

ロ
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ロ
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3
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3

Q
∨ゆ
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0

ひ
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つ
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7
9

コ
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4
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3
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061

-
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2
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9
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(∠
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・
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8
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0

3

・
(∠

・
5

7
834

0
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6
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|
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5
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3
3　33

7
0

ウ
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3
0

ロ
03

2
3

5

.
24

0
5

4

"
23

2
057

ウ
」
52苛

4

6

4

・
05

5

7

・
2

る
82

44
1

4

・
6

4

」49

CU
R
)

2

.
82

4

4

2

.
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3
0

る
57

1
0

コ
52

0

6

3

・
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Q)
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無

回

答

ベ
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ひ
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、
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、
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∠

'
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-

〔
ロ
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r
∠
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-

「
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'
∠
r
㌧02
C
」
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匂
」
-11
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ひ
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!
「
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一

一

の
9

12.

1

7.

1

9.

1.

10.

8.

6、

17.

サ

ンフ

ル
数

⑭ 一9情 報
セキュリテ
ィ監査制度

利
用

・

導入済

み

検
討
中

裏芒
無

回

答

`801

100.0
8826637176

11,033,246.39.5
1

33
100.0

212145
6,136,442,415.2

10
100.0

一253

-20 ,050,030.0
.

5
1000

.

37
100.0

一221

-40 ,040.020C

915112

24340529.75.4
.

6
100.0

.

7
1000

一24-

-33366 .7-
-43-

-57
.1429一

.

10

100.0・

1252
10.020.050.020.C121

1000

25
100.0

2793
9.533342914.3

19132
4.036.052.08.C

21
100.0

5592
23,823,842.99.5

39
1000

29
100.0

813135
20533,333,312.8

47171
1382415863.4

10

100.0
1441

10.040.040.010.C

33
100.0

410163

|2,130,348.』591

13
100.0

一76-

-53 .846.2一

40
100.0

212215
5,030,052,512.5

11
1000

1181

919172、79.1

8
100.0

一44-

-50 .0500一

10
1000

136-

10030.0600一

123
100.0

17454813
13836.6390106

13
100.0

一292

-15
,469,215.4

67

100.0
425335

6,037,349.37.5

52
100.0

311344
5,821,265.47.7

86
100.0

1931297

22.136033781

2
1000

一11-

-500500一

47
1000

一14267
-298553149

43

100.0
416212

9,337.24884.7

一353一

'



全 体

業
種

コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業'

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通イ諜

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除 く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189
1

8
100.

3

100.

1
100.

5

100.

1
100.

3

100.

21
100.

5

100.

4
00.

4

100.

6
1.

5
100.

1
10.

9

4

00.

10
100.

2

100.

1

10α

2
100.

15

100.

6
00

25
100.

19
100.

12

100.

1
100.

9

100、

13

Ct22関 心 のあ る課題

黍

経
営
戦
略
の

明
確
な

立
案

情
報
化
戦
略

情
報
化
計
画

シ
ス
テ
ム
の

個
別
情
報

璽耀 曇

テ
ィ
対

情
報
セ

リ
ス
ク

藁

評
価
基
準
等
の

費
用
対
効
果

活
用

・
継
承

シ
ス
テ
ム
の

レ
ガ
シ
ー

等
の
整
備

の
生
産
性
指
数

シ
ス
テ
ム
開
発

ス
の
改
善

体
制
や
プ
ロ
セ

開
発
業
務
部
門

ス
テ
ム
そ
の
他

沿
っ
た

シ

A
経
営
戦
略
に

768
06

864806561835
461

773546748787
74.

3846412834
45.254.848833:340.5

二 漕9る 203
23.45.

101213129
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3101045
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=42 .早
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3111

6.22.37
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814131112
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7101
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1110757
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26

12.537.512、
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.140.9

62805845,94
40.852.638.229.661.8

=,,eg 813471

53.322、446.

2924271422
45.37.54.21.934.4 二3鴛

1193
17.214.151.

・11412710683105

44.049.040.932、040.5

1984763|1
0.4'37.818.124.344.

717773.6265
35.938.936.91.332.8

=3。 『↓
33399

16.719.4、

5060494285
41.049.240.234.469.7

15835356

0.847.5・28.728.755.

56646

33.340.40.026740.0
二63

22
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5445493547

二2蓄
33

10203
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医麟(国.公 轟 く)

教育(国 ・公立除く)、 学習支援業

その他の非製造業

C22関 心 のある課題

最
適
化
そ
の
他

の
効
率
化

・

B
情
報
化
投
資

フ
ロ
セ
ス
改
善

ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア

フ
ラ
の
決
定

ー
ジ
等
の
イ
ン

O
S

・
パ
ッ
ケ

ザ
作
業
の
軽
減

入
特
等

の
ユ
ー

新
シ
ス
テ
ム
導

A
I
等
の
導
入

ア
の
活
用
や
E

グ
ル
ー
プ
ウ
エ

評
価
い
管
理

ン
グ
の
活
用

・

ア
ウ
ト

ソ
ー
シ

確
保
/
育
成

専
門
技
術
者
の

4429893

ユ
ー
ザ
の
育
成

互
換
性
確
保

シ
ス
テ
ム
と
の

社
内
の
既
存

お
よ
び
互
換
性

ド
の
標
準
化

デ
ー
タ
や
コ
ー

そ
の
他

の
効
率
化

C
開
発
/
運
用

857616585566717
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4
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品 ・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

農林漁i業・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

促2関 心のある課題

相
互
接
続
性

ス
テ
ム
と
の

政
府
や
公
共
シ

互
運
用
性
確
保

テ
ム
等
と
の
相

関
連
会
社
シ
ス

引2794

着

る
イ
ン
フ
ラ
の

産
業
基
盤
と
な

の
強
化

犯
罪
等
の
罰
則

コ
ン
ピ

ュ
ー
タ

整
備

・
拡
充

利
用
局
面
の

電
子

ア
ー
タ

の
整
備

た
め
の
制
度
等

消
費
者
保
護
の

の
整
備

お
け
る
法
解
釈

電
子
商
取
引
に

の
確
保
そ
の
他

D
相
互
運
用
性

の
扱
い

整
備
そ
の
他

サ
ー
ビ
ス
の

E
制
度

・

無

回

答

3421234585720348333 311
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全 体

業
種
コ
ー
ド
別

食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業

繊維工業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

化学工業

石油 ・石炭 ・プラスチック製品製造業

窯業 ・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製品・金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

農林漁業 ・同共同組合、鉱業

建設業

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業

新聞 ・出版業

情報サービス業

運輸業

卸売業

小売業

金融 ・保険業

医療業(国 ・公立除く)

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業

その他の非製造業

サ
ン
プ
ル
数

189

8

5
100.

1
100.

5
100.

1
100.

3

100。

21
10.

5
100.

4
10

4
100.

6
100.

5
00.

1

9

4
00.

10
10.

2

1

100.

2
00.

15
100.

6
100.

25

100.

19
100.

12
100.

1

100.

9
100.

13

促2関 心のある課題(大 分類)

A沿 スBの

繰
16271437

の
効
率
化

C
開
発
/
運
用

藷

サ
ー
ビ
ス
の

E
制
度

・の
確
保

D
相
互
運
用
性

無

回

答

16601418125911

79

7870
9

委623
86.776.7

10

736959
86.982.170.24

261816

86.760.053.36.

8

53
93.0

1112117
91.7100.091.758.

51535046
89.593.087.780.73.

1515161710

7.978.984.5.

262223乏320
86773.376.776.766.710、

15141914131

66.74.

50
84晶;2

93.38

43474433
979.774.655.910.

40413831
9184.468.9

4140443933
89.187.095784.81.74.

6054585043
84.76.

464048'4635

86.875590.86.866.03.

1918171814
00..594.773.7

7970787563

オ1314431
85.464.6

29

8480938071
84.080093.080.071.03.

20
83.3

19191612f

79.266.70.012.

12111512101
75.06自.893.875.062.56.

17161818|81
372.781.81.881.84.

134131138117107
88.286.290.877.0745.

5247505336
73.78.182.85639.

227|972281921691

87.676.188.074.165.35.

1671401751431401
84.0.788.4770.1

1131021135090
9.683.692.665673.84.1

9813117
60.053.36.773.346.713.

8161876475
84.463.590.66677815.

1108311289721
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